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（１）政策体系とは 

 
政策体系は、「みえ県民力ビジョン」で示す基本理念を実現するために、県が行

う取組を目的と手段の関係で整理したものです。 

＜政策展開の基本方向＞（三つの柱）のもとに、＜政策＞－＜施策＞－＜基本

事業＞－＜事務事業＞の階層で、県の取組等を網羅し、体系的に整理しています。 

「みえ県民力ビジョン」でお示しした＜政策展開の基本方向＞（三つの柱）お

よび＜政策＞に加え、「みえ県民力ビジョン・行動計画」（以下、「行動計画」とい

います。）において、＜施策＞の内容と構成する＜基本事業＞をお示ししています。 

 

   ＜施策＞には、県民の皆さんにとっての成果をあらわす指標（「県民指標」）と、

県（行政）が取り組んだことの効果がわかる指標（「県の活動指標」）を設定して

います。 

 
平成 24 年版成果レポートでは、平成 23 年度に県が取り組んだ事業の取組の成

果と課題を、この政策体系で整理・検証しています。  
また、成果と課題の検証結果を踏まえた、各施策ごとの今後の取組方向につい

て、今年度の改善のポイントと特に注力する取組を中心に明らかにしています。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【施策の指標の考え方】 

＜施策＞の進行管理を的確に行うとともに、県民の皆さんに取組の進捗状況をお示

しするため、「県民指標」、「県の活動指標」について、それぞれの性質をふまえた

実現可能かつ挑戦的な目標値を掲げ、数値目標としています。 

 平成 24 年版成果レポートでは、行動計画で掲げた平成 27 年度目標値とあわせて、

今年度の目標値もお示ししています。 

 

○ 県民指標 

   「県民指標」は、各＜施策＞のこの計画における目標（「平成 27 年度末での

到達目標」）をふまえ、当該＜施策＞において、さまざまな主体の取組によっ

て得られる最終的な成果を、県民の皆さんの立場からあらわそうとしたもので

す。 

 ＜施策＞の進行管理において、基本的な指標として活用します。 

 

○ 県の活動指標 

   「県の活動指標」は、各＜施策＞の目標を達成するために、県が＜施策＞を

構成する＜基本事業＞として取り組んだことの直接的な事業効果をあらわす

指標です。 

＜施策＞は複数の＜基本事業＞から成り立っていますので、＜基本事業＞の

効果が相まって＜施策＞の成果につながります。このため、＜施策＞の進行管

理において、「県民指標」を補足する指標として用います。 

 

   なお、「県民指標」として県民の皆さんにとっての成果をあらわす指標に適

当なものがない場合には、県（行政）が主体として取り組んだことの効果がわ

かる指標を設定しています。 

 

 

（２）政策体系一覧 

政 策 施 策 頁

111 防災・減災対策の推進 52

112 治山・治水・海岸保全の推進 62

113 食の安全・安心の確保 66

Ⅰ－１ 危機管理 

～災害等の危機から命と暮らしを

守る社会～ 

114 感染症の予防と体制の整備 70

121 医師確保と医療体制の整備 74

122 がん対策の推進 80

Ⅰ－２ 命を守る 

～健康な暮らしと安心できる医療

体制～ 

123 こころと身体の健康対策の推進 84

131 犯罪に強いまちづくり 88

132 交通安全のまちづくり 92

133 消費生活の安全の確保 96

Ⅰ－３ 暮らしを守る 

～誰もが安全で安心して暮らせる

地域社会～ 

134 薬物乱用防止等と医薬品の安全確保 100

141 介護基盤整備などの高齢者福祉の充実 104

142 障がい者の自立と共生 108

Ⅰ－４ 共生の福祉社会 

～地域の中で誰もが共に支え合う

社会～ 

143 支え合いの福祉社会づくり 114

151 地球温暖化対策の推進 120

152 廃棄物総合対策の推進 124

153 自然環境の保全と活用 128

Ⅰ
「
守
る
」
～
命
と
暮
ら
し
の
安
全
・
安
心
を
実
感
で
き
る
た
め
に
～ 

Ⅰ－５ 環境を守る持続可能な
社会 

～自然を大切にし、環境への負荷

が少ない社会～ 

154 大気・水環境の保全 132
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政策 施策 頁

211 人権が尊重される社会づくり 138

212 男女共同参画の社会づくり 142

213 多文化共生社会づくり 146

Ⅱ－1 人権の尊重と多様性を
認め合う社会 

～一人ひとりが尊重され、誰もが

参画できる社会～ 

214 ＮＰＯの参画による「協創」の社会づくり 150

221 学力の向上 154

222 地域に開かれた学校づくり 160

223 特別支援教育の充実 164

Ⅱ－2 教育の充実 

～一人ひとりの個性と能力を育む

教育～ 

224 学校における防災教育・防災対策の推進 168

231 子どもの育ちを支える家庭・地域づくり 172

232 子育て支援策の推進 176

Ⅱ－3 子どもの育ちと子 

育て 

～子どもが豊かに育つことができ

る社会～ 
233 児童虐待の防止と社会的養護の推進 180

241 学校スポーツと地域スポーツの推進 184Ⅱ－4 スポーツの推進 

～夢と感動を育む社会～ 

242 競技スポーツの推進 188

251 南部地域の活性化 192

252 東紀州地域の活性化 196

253 「美し国おこし・三重」の新たな推進 200

254 農山漁村の振興 204

Ⅱ－5 地域との連携 

～誰もが魅力を感じ、活力のある

地域～ 

255 市町との連携による地域活性化 208

261 文化の振興 212

Ⅱ
「
創
る
」
～
人
と
地
域
の
夢
や
希
望
を
実
感
で
き
る
た
め
に
～ 

Ⅱ－6 文化と学び 

～地域の誇りと心の豊かさを育む

社会～ 262 生涯学習の振興 216
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政策 施策 頁

311 農林水産業のイノベーションの促進 220

312 農業の振興 226

313 林業の振興と森林づくり 232

Ⅲ－1 農林水産業 

～食や暮らしと地域経済を支える

農林水産業～ 

314 水産業の振興 238

321
三重の強みを生かした事業環境の整備と 

企業誘致の推進 
242

322 ものづくり三重の推進 248

323 地域の価値と魅力を生かした産業の振興 254

324
中小企業の技術力向上支援と科学技術の 

振興 
258

Ⅲ－2 強じんで多様な産業 

～地域に活力と雇用を生み出す産

業構造への転換～ 

325 新しいエネルギー社会の構築 262

331 雇用への支援と職業能力開発 266Ⅲ－3 雇用の確保 

～誰もが働ける社会～ 

332 働き続けることができる環境づくり 272

341 三重県営業本部の展開 276

342 観光産業の振興 280

Ⅲ－4 世界に開かれた三重 

～観光産業の振興と国際戦略の展

開～ 

343 国際戦略の推進 284

351 道路網・港湾整備の推進 288

352 公共交通網の整備 292

353 快適な住まいまちづくり 296

Ⅲ
「
拓
（
ひ
ら
）
く
」
～
強
み
を
生
か
し
た
経
済
の
躍
動
を
実
感
で
き
る
た
め
に
～ 

Ⅲ－5 安心と活力を生み出す
基盤 

～県民の生活や経済活動を支える

基盤の整備～ 

354 水資源の確保と土地の計画的な利用 300

 

 

第
２
章

－ 33 －－ 32 －



２３年度
現状値

２４年度
目標値

県民指標 率先して防災活動に参加する県民の割合 39.5% 43.0%

新地震対策行動計画（仮称）の進捗率 - -

県・市町・防災関係機関等が連携して実施する防災訓練の回数 ５回 ６回

自主防災組織の実践的な訓練実施率 23.1% 29.0%

県防災情報メール配信サービスの登録者数 36,000人 40,000人

災害拠点病院等の耐震化率 62.9% 71.4%

耐震基準を満たした住宅の割合 82.2% 84.5%

緊急輸送道路に指定されている県管理道路の改良率 91.2% 91.2%

消防設備等の充足率 82.8% 83.3%

高圧ガス等施設における事故発生防止率 99.6% 100%

県民指標 自然災害への対策が講じられている人家数 233,200戸 234,300戸

河川整備延長 463.4ｋｍ 463.6km

土砂災害保全戸数 17,843戸 17,940戸

海岸整備延長 284.2km 285.3km

山地災害保全集落数 1,504集落 1,521集落

県民指標 食品検査における適合率 100% 100%

自主衛生管理（ＨＡＣＣＰ手法）導入取組施設数 152施設 157施設

高病原性鳥インフルエンザ等家畜伝染病のまん延防止率 100% 100%

県民指標 感染症の集団発生事例数 ０件 ０件

感染症情報システムを活用している施設の割合 86.7% 100%

感染症情報化コーディネーター数（累計） 81人 130人

ＨＩＶ抗体検査件数 796件 1,025件

県民指標 人口10万人あたりの病院勤務医師数
118.6人

（22年度）
120.0人

（23年度）

県内の病院で後期臨床研修を受ける医師数 167人 180人

県内看護師養成施設卒業者の県内就業者数 574人 644人

救急医療情報システムに参加する時間外診療可能医療機関数 568機関 593機関

医療相談件数 755件 761件

県立病院患者満足度 73.9% 80.0%

市町が運営する国民健康保険の財政健全化率
24.1％

（22年度）
37.9％

（23年度）

県民指標 75歳未満の人口10万人あたりのがんによる死亡者数（年齢調整後）
77.4人
（22年）

74.5人
（23年）

がん検診受診率（乳がん、子宮頸がん、大腸がん）

乳がん
20.8％

子宮頸がん
26.7％

大腸がん
20.5％

（22年度）

乳がん
24.4％

子宮頸がん
28.8％

大腸がん
24.2％

（23年度）

がん診療に携わる医師に対する緩和ケア研修修了者数 557人 681人

県民指標 健康寿命
男77.1歳
女80.4歳
（22年）

男77.4歳
女80.7歳
（23年）

8020運動推進員数 222人 249人

自殺対策に係るネットワーク組織を設置している地域数 ６地域 ７地域

特定健康診査受診率
39.2%

（22年度）
43.2%

（23年度）

県民指標 刑法犯認知件数 22,215件 21,900件以下

街頭犯罪等の認知件数 3,641件 3,200件以下

凶悪犯の検挙率 71.6% 80.0%

主な侵入犯罪の検挙人員 194人 210人

暴力団検挙人員 250人 280人

犯罪被害者等支援の理解者数 2,603人 3,500人

交番・駐在所施設の充実度 38.8% 40.0%

県民指標 交通事故死者数 95人 90人以下

交通事故死傷者数 13,908人 13,300人以下

信号機の整備箇所数（累計） 3,133か所 3,160か所

シートベルトの着用率 95.9% 96.5%

県民指標 消費生活情報を県民が利用している件数 53,322件 54,500件

消費生活講座が役に立つと回答した受講者の割合 96.8% 97.6%

消費生活相談の解決につながる助言を行った割合 96.8% 97.3%

県民指標 薬物乱用防止講習会の参加者数（累計） 204,790人 245,200人

薬物乱用防止事業の協力者数 2,933人 2,981人

医薬品等の検査件数に対する不適合医薬品等の割合 ０％ ０％

生活衛生営業施設における健康被害発生件数 ０件 ０件

犬・猫の引取り数 3,373頭 3,351頭

食の安全・安心の確保
活動指標

平成２４年度　施策数値目標等一覧

施　　　　策

数値目標

目標項目

111 防災・減災対策の推進
活動指標

121
医師確保と医療体制
の整備 活動指標

112
治山・治水・海岸保全
の推進 活動指標

114
感染症の予防と体制の
整備 活動指標

113

132 交通安全のまちづくり
活動指標

123
こころと身体の健康対
策の推進

活動指標

122 がん対策の推進
活動指標

131 犯罪に強いまちづくり
活動指標

133
消費生活の安全の確
保 活動指標

134
薬物乱用防止等と医
薬品の安全確保 活動指標
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２３年度
現状値

２４年度
目標値

平成２４年度　施策数値目標等一覧

施　　　　策

数値目標

目標項目

県民指標 介護度が重度で在宅の特別養護老人ホームの入所待機者数 2,123人 1,572人

主任ケアマネジャー登録数 566人 636人

特別養護老人ホーム（広域型）および介護老人保健施設整備定員数（累
計）

13,477床 14,227床

認知症サポーター数（累計）
49,385人
（22年度）

63,000人
（23年度）

地域貢献活動等に関する研修会に参加する高齢者数 678人 741人

県民指標
グループホーム等において地域で自立した生活をしている障がい者数
（累計）

1,122人 1,203人

障がい者の日中活動を支援する事業の利用者数 4,622人 4,838人

雇用契約に基づく就労へ移行した障がい者数 75人 80人

総合相談支援センターへの登録者数 5,299人 5,520人

社会的入院から地域移行した精神障がい者数（累計） 372人 410人

県障がい者スポーツ大会参加者数 1,303人 1,450人

県民指標 福祉サービス利用援助を活用する人数 1,026人 1,150人

民生委員・児童委員活動件数 519,755件 530,000件

介護関係職の求人充足率 25.6% 29.2%

適正な運営を行っている社会福祉法人の割合 78.6% 79.0%

さまざまな主体の連携によるユニバーサルデザインの取組実施数 22件 45件

生活困窮者等の就労・増収達成率
41.9%

（22年度）
50.0%

（23年度）

戦傷病者等の支援事業への参加者数 1,122人 1,145人

県民指標 温室効果ガス排出量の基準年度比（森林吸収量を含む）
＋3.6％

（2１年度）
＋6.3％以下

（22年度）

大規模事業所における温室効果ガスの排出量の増減比率
０％

（22年度）
＋0.6％以下

（23年度）
三重県版小規模事業所向け環境マネジメントシステム（Ｍ－ＥＭＳ）認証
事業所数（累計）

246件 290件

環境活動参加者数 4,957人 5,300人

環境教育参加者数 29,454人 30,000人

県民指標 廃棄物の最終処分量
360千トン
（22年度）

352千トン以下
（23年度）

１人１日あたりのごみ排出量（一般廃棄物の排出量）
966g/人・日
（22年度）

951g/人・日
（23年度）

産業廃棄物の再生利用率
36.9％

（22年度）
39.2％

（23年度）

産業廃棄物の不法投棄総量
462トン

（22年度）
440トン以下

県民指標 生物多様性の保全活動実施箇所 34か所 44か所

ニホンジカの推定生息頭数
51,800頭
（22年度）

49,000頭

自然環境の新たな保全面積（累計） - 3ha

自然とのふれあいの場の満足度 81.4% 82.0%

県民指標 大気環境および水環境に係る環境基準の達成率
76.7％

（速報値）
93.9%

大気・水質の排出基準適合率 99.2% 100%

ＮＯｘ・ＰＭ法対策地域内の大気環境基準達成率
60.0％

（速報値）
100%

生活排水処理施設の整備率
78.0％

（22年度）
79.2％

（23年度）

水環境の保全活動に参加した県民の数 16,475人 19,000人

調査研究成果件数 ３件 ４件

県民指標 人権が尊重されている社会になっていると感じる県民の割合 24.9% 27.0%

地域における「人権が尊重されるまちづくり」推進研修の受講者数 903人 950人

人権イベント・講座等の参加者数 38,649人 39,500人

人権教育を総合的・系統的に進めるためのカリキュラムを作成している学
校の割合

41.2% 55.0%

人権に関わる相談員を対象とした資質向上研修会の受講者数 994人 1,050人

県民指標 社会全体において男女が平等になっていると思う人の割合 13.9% 15.0%

県・市町の審議会等における女性委員の登用率 24.7% 25.7%

男女共同参画フォーラムの男性参加率 23.5% 30.0%

女性の能力発揮促進のため、積極的な取組を行っている企業等の割合 23.6% 24.6%

「女性に対する暴力をなくす運動」期間中の啓発箇所数 12か所 15か所

県民指標 多文化共生に取り組む団体数 146団体 160団体

日本語指導ボランティア数 655人 670人

セミナー、ボランティア研修等参加者数 279人 350人

141
介護基盤整備などの
高齢者福祉の充実 活動指標

142 障がい者の自立と共生
活動指標

152
廃棄物総合対策の推
進 活動指標

153
自然環境の保全と活
用 活動指標

143
支え合いの福祉社会
づくり 活動指標

151
地球温暖化対策の推
進 活動指標

212
男女共同参画の社会
づくり 活動指標

213 多文化共生社会づくり
活動指標

154 大気・水環境の保全
活動指標

211
人権が尊重される社会
づくり 活動指標
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２３年度
現状値

２４年度
目標値

平成２４年度　施策数値目標等一覧

施　　　　策

数値目標

目標項目

県民指標 ＮＰＯ・ボランティア・市民活動に参加している住民の割合 9.5% 12.5%

ＮＰＯ法人に対する寄付金総額
124,938千円

（22年）
140,000千円

（23年）

認定ＮＰＯ法人数 １法人 ５法人

ＮＰＯと県の連携・協働事業数 58事業 65事業

県民指標 学校に満足している子どもたちの割合 78.7% 80.5%

授業内容を理解している子どもたちの割合 81.2% 82.0%

新規高等学校卒業者が、就職した県内企業に、１年後定着している割合
84.4%

（22年度）
86.0%

（23年度）

研修内容を「自らの実践に活用できる」とする教職員の割合 87.8% 91.0%

1,000人あたりの暴力行為発生件数 4.0件 3.3件

特色化教育実施事例数 71件 85件

県民指標
学校関係者評価やコミュニティ・スクールなどに取り組んでいる学校の割
合

90.0% 93.0%

学校関係者評価により学校運営や教育活動への保護者や住民等の参画
を進めている県立学校の割合

- 40.0%

教材「三重の文化」を活用した中学校の割合 - 80.0%

県民指標 県立特別支援学校高等部卒業生の進学および就労率 34.2% 30.0%

個別の教育支援計画を作成している県立高等学校の割合 31.0% 50.0%

県立特別支援学校で職業に係るコース制を導入している学校数 ２校 ３校

暫定校舎の教室数 18教室 10教室

県民指標 地域と連携した避難訓練等を実施している学校の割合 - 63.0%

防災ノート等を活用した防災教育を実施している学校の割合 - 100%

学校防災のリーダーが中核となり防災に取り組んでいる学校の割合 - 50.0%

県立学校の非構造部材の耐震対策実施率 - 10.0%

県民指標 「三重県子ども条例」の認知度 35.0% 50.0%

キッズ・モニター活用事業数 ７事業 ８事業

「みえ次世代育成応援ネットワーク」会員数(累計) 1,048会員 1,155会員

子どもの利用の多い店舗のうち青少年健全育成協力店の割合 90.0% 92.5%

県民指標 低年齢児（０～２歳）保育所利用児童数 11,962人 12,200人

病児・病後児保育所の実施地域数（広域利用含む） 15地域 16地域

三重県不妊専門相談センターへの相談件数 193件 200件

ひとり親家庭情報交換会参加者数（累計） 36人 100人

県民指標 児童虐待通告に対する48時間以内の安全確認の実施率 100% 100%

市町の児童相談対応力向上のために共に取り組んだ件数 - 29件

思春期ピアサポーター養成者数(累計) - 30人

要保護児童に対する家庭的ケアの実施率 34.3% 35.8%

県民指標 成人の週１回以上の運動・スポーツ実施率 53.7% 55.0%

新体力テストの総合評価が「A」・「B」・「C」の子どもたちの割合 71.9% 74.0%

総合型地域スポーツクラブの会員数
24,216人
（22年度）

24,750人

県民指標 国民体育大会の男女総合成績 32位 30位台

全国大会の入賞数 101件 106件

県営スポーツ施設年間利用者数 802,313人 804,856人

県民指標 南部地域の市町における生産年齢人口の減少率 15.4% 15.6%

南部地域において市町の連携した取組数（累計） - ２取組

集落を維持するモデル的な取組を行っている地域数（累計） - ３地域

県民指標 東紀州地域に係る１人あたりの観光消費額 25,100円 25,853円

公社がまちづくり等に対し参画した件数（累計） ８件 ９件

熊野古道の来訪者数 250千人 285千人

地域内で開発された新商品数（累計） 48件 51件

県民指標 地域の活動などに参加している住民の割合 33.6% 34.6%

パートナーグループ登録数（累計） 342グル-プ 700グル-プ

パートナーグループネットワーク構築数（累計） 388 2,100

222
地域に開かれた学校
づくり 活動指標

223 特別支援教育の充実
活動指標

214
ＮＰＯの参画による「協
創」の社会づくり 活動指標

221 学力の向上
活動指標

232 子育て支援策の推進
活動指標

233
児童虐待の防止と社
会的養護の推進 活動指標

224
学校における防災教
育・防災対策の推進 活動指標

231
子どもの育ちを支える
家庭・地域づくり 活動指標

251 南部地域の活性化
活動指標

252 東紀州地域の活性化
活動指標

241
学校スポーツと地域ス
ポーツの推進 活動指標

242 競技スポーツの推進
活動指標

253
「美し国おこし・三重」
の新たな推進 活動指標
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２３年度
現状値

２４年度
目標値

平成２４年度　施策数値目標等一覧

施　　　　策

数値目標

目標項目

県民指標 農山漁村地域の交流人口
5,086千人
(22年度)

5,160千人
(23年度)

生活環境を整備する農山漁村集落数（累計） ２集落 ４集落

野生鳥獣による農林水産被害金額
751百万円
（22年度）

728百万円
(23年度)

「いなかビジネス」の取組数 108件 125件

農村の資源保全活動対象集落数 424集落 460集落

藻場・干潟等の保全活動対象面積 268ha 273ha

県民指標 県と市町の連携により地域づくりに成果があった取組数（累計） 21取組 36取組

県と市町が連携して地域課題の解決に取り組んだ件数（累計） ９件 18件

三重県過疎地域自立促進計画の進捗率
19.8%

（22年度）
36.0%

（23年度）

特定地域の利用率 31.5% 31.7%

宮川流域ルネッサンス事業の取組に関わる団体数 61団体 65団体

県民指標 参加した文化活動に対する満足度 63.3% 64.0%

文化交流ゾーンを構成する施設の利用者数 1,190,377人 1,210,000人

文化芸術情報アクセス件数 57,927件/月 70,000件/月

文化財情報アクセス件数 16,623件/月 16,700件/月

県民指標 参加した学習活動に対する満足度 70.2% 72.0%

県立生涯学習施設の利用者数 636,972人 655,000人

「協創」による博物館づくりへの参画者数 286人 330人

社会教育関係者ネットワーク会議への参加者数 72人 110人

県民指標 県産品に対する消費者満足度 25.2% 28.0%

農林水産資源を高付加価値化するプロジェクトの創出数（累計） - 10件

農畜産技術の開発成果が活用された商品等の数（累計） - 25件

林業の研究成果が活用された商品および技術の数（累計） - ５件

水産技術の開発成果が活用された商品等の数（累計） - ５件

企業との連携による食育等のＰＲ回数 - ８回

県民指標 食料自給率（カロリーベース）
44％

(22年度）
45％

（23年度）

水田利用率 93.4% 94.0%

新たな視点の産地展開に挑戦する園芸等産地増加数（累計） - ５産地

近隣府県の畜産産出額に占める割合
13.7%

（22年度）
13.8%

（23年度）

農業経営体数（認定農業者、集落営農組織等） 2,346経営体 2,410経営体

基盤整備済み農地における担い手への集積率 33.4% 36.9%

県民指標 県産材（スギ・ヒノキ）素材生産量 255千㎥ 303千㎥

「三重の木」認証材等出荷量 26,737㎥ 32,000㎥

施業集約化団地面積（累計） 6,669ha 20,000ha

新規林業就業者数 41人 40人

間伐実施面積（累計） - 9,000ha

森林づくり参加者数 23,449人 27,000人

森林文化・森林環境教育の活動回数 1,538回 1,700回

県民指標 主要魚種生産額の全国シェア
7.41％
（22年）

7.46％
（23年）

県内の沿海地区漁協数 21漁協 21漁協

資源管理に参加する漁業者数
441人

（確定値）
700人

沿岸の浅海域再生面積（累計） 63ha 65ha

県民指標 県内への設備投資額（累計） - 330億円

企業誘致件数（累計） - 40件

クリーンエネルギーバレー構想で取り組むプロジェクト数（累計） - ３件

医療・健康・福祉分野の製品開発取組数（累計） ９件 16件

新たに構築した産学官等のネットワーク数（累計） - ３

県民指標 製造業に係る中小企業の付加価値額の伸び率
100

（22年）
103

（23年）

海外事業展開に取り組む企業数（累計） - 10社

経営戦略に基づく事業化への取組企業数（累計） - 25社

販路開拓支援により新たな取引につながった数（累計） - 50件

企業の成長を支える産業技術人材の育成数（累計） - 100人

県民指標 地域資源活用関連産業の製造品出荷額等の伸び率
100

（22年）
103

（23年）
地域資源を活用した新商品を開発し、売り上げにつながった企業数（累
計）

- 10社

新しい商品・サービス等の創出件数（累計） - 10件

商業活性化の取組により集客増や収益向上に結びついた事業者等の数
（累計）

- ３者

商工団体等の支援により新たな事業展開に至った件数（累計） - 160件

255
市町との連携による地
域活性化 活動指標

261 文化の振興
活動指標

254 農山漁村の振興
活動指標

312 農業の振興
活動指標

313
林業の振興と森林づく
り 活動指標

262 生涯学習の振興
活動指標

311
農林水産業のイノベー
ションの推進 活動指標

活動指標
322 ものづくり三重の推進

323
地域の価値と魅力を生
かした産業の振興

314 水産業の振興
活動指標

321
三重の強みを生かした
事業環境の整備と企
業誘致の推進 活動指標

活動指標
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２３年度
現状値

２４年度
目標値

平成２４年度　施策数値目標等一覧

施　　　　策

数値目標

目標項目

県民指標 中小企業等との共同研究件数（累計） - 30件

企業の課題解決数（累計） - 20件

県研究機関における新分野関連技術開発件数（累計） - 10件

県民等の科学技術に対する理解度 67.3% 75.0%

県民指標 新エネルギーの導入量（世帯数換算）
204千世帯
（22年度）

230千世帯
（23年度）

エネルギー政策を総合的に推進するための取組件数 ４件 ５件

大規模な新エネルギー施設数（累計） ４件 ５件

企業の省エネ取組の件数（累計） - ５件

次世代エネルギー等に関連する調査研究のテーマ数（累計） - １件

水力発電の年間供給電力目標の達成率 85.0% 100%

県民指標 雇用対策事業による就労者数 1,410人 1,440人

県が就職に向けて支援した延べ若年者数 15,503人 15,750人

民間企業における障がい者の実雇用率 1.51% 1.54%

地域のさまざまな主体と連携して実施する就職面接会の参加企業数 733社 750社

県が実施または支援する職業訓練への参加者数 3,099人 3,140人

県民指標 ワーク・ライフ・バランスの推進に取り組んでいる事業所の割合 27.1% 29.5%

ワーク・ライフ・バランスのセミナー等が役立つと回答した参加者の割合 94.2% 95.0%

「男女がいきいきと働いている企業」の認証件数（累計） 73件 126件

「働くルール」出前講座が役立つと回答した受講者の割合 92.6% 93.0%

県民指標 三重が魅力ある地域であると感じる人の割合 40.0% 45.0%

営業本部活動回数（累計） - 100回

三重の応援団など三重県を応援する三重県ファン数（累計） - 250人

県民指標 観光消費額の伸び率 100 116

観光レクリエーション入込客数 3,565万人 3,650万人

県内の外国人延べ宿泊者数 81,300人 100,000人

リピート意向率 77.8% 82.0%

県民指標 海外自治体等との連携により新たに創出された事業数（累計） - ５件

みえ国際協力大使数（累計） 125人 140人

新たに連携構築を行った国際的なネットワークの数（累計） - １件

観光における海外自治体等との連携事業数（累計） - ２件

県民指標
県民生活の利便性の向上や地域の経済活動等を支援する道路の新規供
用延長

0.3km 15.3km

県内の幹線道路の新規供用延長 - 10.3km

舗装の維持管理指数 5.3 5.0以上

四日市港における外貿コンテナ貨物の取扱量 17万TEU 20万TEU

県管理港湾の入港船舶総トン数
1,503万トン

(22年度)
1,503万トン

(23年度)

県民指標 県内の公共交通機関の利便性に関する満足度 40.0% 41.0%

地域間幹線系統数 37系統 40系統

中部国際空港および関西国際空港の就航便数 1,691便 1,715便

県民指標 コンパクトなまちづくりが進められている都市計画区域の数 １区域 ３区域

鉄道と道路との立体交差化を行う事業の進捗率 63.9% 73.9%

商業施設等でバリアフリー化された施設数(累計) 2,170施設 2,317施設

新築住宅における認定長期優良住宅の割合 25.7% 26.2%

特殊建築物等の維持保全適合率 50.1% 55.0%

市町、県が制定した景観に関する条例等の件数(累計) 30件 31件

県民指標 地籍調査の実施面積（累計） 448k㎡ 469ｋ㎡

飲料水の供給に対する満足度 86.2% 87.2%

浄水場等における主要施設の耐震化率 92.7% 93.3%

地籍調査の実施市町数 23市町 24市町

新しいエネルギー社会
の構築 活動指標

331
雇用への支援と職業
能力開発 活動指標

324
中小企業の技術力向
上支援と科学技術の
振興 活動指標

325

351
道路網・港湾整備の推
進 活動指標

332
働き続けることができる
環境づくり 活動指標

341
三重県営業本部の展
開 活動指標

342 観光産業の振興
活動指標

343 国際戦略の推進
活動指標

354
水資源の確保と土地の
計画的な利用 活動指標

352 公共交通網の整備
活動指標

353
快適な住まいまちづく
り 活動指標
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　　施　　策　　名

改善・注力一口コメント

１１１　防災・減災対策の推進

１１２　治山・治水・海岸保全の推進

１１３　食の安全・安心の確保

１１４　感染症の予防と体制の整備

１２１　医師確保と医療体制の整備

１２２　がん対策の推進

１２３　こころと身体の健康対策の推進

１３１　犯罪に強いまちづくり

主担当部局　防災対策部

　地震・津波や風水害による大規模災害の発生に備え、「自助」「共助」「公助」の考え方に基づき、県民の皆さ
んや市町、関係機関等と連携して防災・減災対策を推進します。
　また、県災害対策本部の体制を強化するとともに、避難施設の整備や避難訓練の実施などによる地域の災
害対応力の強化や、他府県や県内市町との連携による広域的な災害への対応力の向上を図ります。
　さらに、「三重県新地震対策行動計画（仮称）」の策定と地域防災計画の見直しに着手します。

主担当部局　県土整備部

  東日本大震災で明らかとなった地震・津波対策に係る課題や、県内での土砂災害・風水害対策に係る課題
をふまえ、自然災害に対して、安全で安心して暮らせる県土づくりのため、河川・砂防・海岸等の基盤施設の
緊急整備を推進するとともに、分かりやすくきめ細かな情報提供を行うソフト事業を推進し、減災を図ります。
  紀伊半島大水害等による公共土木施設災害への対応を最優先課題と捉え、スピード感を持って、的確な対
応を図り、一日も早い復旧に向け努力します。また、地域住民が不安を募らせないよう、市町と連携して丁寧な
情報提供に努めます。

主担当部局　健康福祉部

　地域と一体となった犯罪抑止活動、各種犯罪に対する検挙活動を推進することはもとより、これまでの自主防
犯活動に対する支援に加え、大学生ボランティアによる非行少年の立ち直り支援活動等を通じ、次代を担う若
者の自主防犯活動への参画を促進するなど、その裾野を拡大し、地域における絆を再構築するとともに、規範
意識の向上を図ります。

主担当部局　健康福祉部

　予防・早期発見から治療・予後までのそれぞれの段階に応じた総合的ながん対策を推進するため、国のが
ん対策推進基本計画の見直しやこれまでのがん対策の評価を踏まえ、新たな三重県がん対策戦略プランを
策定します。
　また、がん検診受診率向上のため、市町の先進的な取組などを支援するとともに、肝臓がん予防のための検
診の受診促進等を行うコーディネーターを養成します。

主担当部局　健康福祉部

ライフステージに応じた効果的な健康対策を進めるため、「健康寿命の延伸」と「健康感の向上に伴う幸福実
感の向上」を目標にした、新たな健康づくり総合計画の策定を行い、運動・食事・禁煙・口腔ケアなど、県民の
皆さんの生活習慣の改善を促進します。

また、増加傾向にあるうつや以前と比べて高水準で推移している自殺への対策として、三重県自殺対策情
報センターを核にメンタルパートナーなどの人材の養成や、関係機関・団体による自殺対策ネットワークの構
築などを推進します。

主担当部局　警察本部

　生食用食肉の規格基準を徹底するため条例に規定することや、県内流通する食品の放射性物質検査の強
化、家畜の飼養衛生管理基準の遵守を徹底するなど、食品および畜産物の安全・安心の確保に取り組みま
す。また、「三重県食品の自主衛生管理認定制度」を活用して、食品事業者の自主衛生管理の取組をさらに
推進します。

主担当部局　健康福祉部

　感染症の発生状況を早期に把握できる感染症情報システムの普及を推進し、県内全ての保育所、学校等が
このシステムを活用できるようにします。
　また、感染症に関する適切な情報発信やそれぞれの現場で迅速かつ的確に感染症対策に対応できる人材
育成に取り組み、感染症の予防対策を進めます。

主担当部局　健康福祉部

  県民の皆さんが地域医療に対する理解を深め、適正な医療機関の受診など一人ひとりができることに取り組
めるよう、新たに啓発キャンペーンを行うなど、自ら地域の医療を守る行動等を促進する取組を進めます。
  また、若手医師の確保・定着に向けて、三重県地域医療支援センター事業における医師のキャリア形成支援
と医師不足病院の医師確保支援を一体的に行う仕組みづくり、指導医の育成支援や女性医師が子育て等に
より離職しない、あるいは復帰しやすい環境づくりへの支援等の取組を進めます。
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　　施　　策　　名

改善・注力一口コメント

１３２　交通安全のまちづくり

１３３　消費生活の安全の確保

１３４　薬物乱用防止等と医薬品の安全確保

１４１　介護基盤整備などの高齢者福祉の充実

１４２　障がい者の自立と共生

１４３　支え合いの福祉社会づくり

１５１　地球温暖化対策の推進

１５２　廃棄物総合対策の推進

　民間団体、学校、市町等と連携して、地域が一体となった薬物乱用防止活動をさらに進めることで、県民一
人ひとりの薬物乱用を許さない意識の醸成を図ります。さらに協力団体を拡大するなどして、薬物乱用の恐ろ
しさについて広く情報提供していくとともに麻薬等を取り扱う施設の監視指導や再乱用防止活動に取り組みま
す。
　また、三重県動物愛護管理センターのあり方を検討するなど動物愛護管理事業を推進します。

主担当部局　健康福祉部

　特別養護老人ホームの入所待機者は依然として多数となっていることから、介護度が重度で在宅生活をして
いる入所待機者の解消を目標とし、市町と連携して、特別養護老人ホームをはじめとする介護施設の整備等
を進めます。あわせて、市町や関係機関と連携して、在宅サービスの拡充、認知症対策、介護予防などに取り
組みます。
　また、高齢者が行う地域貢献活動等を支援することにより、高齢者が地域社会における支え合いの担い手と
して活躍できるよう取り組みます。

主担当部局　健康福祉部

　障がい者が地域で自立して暮らすことができるよう、住まいの場や日中活動の場の整備を支援するとともに、
就労の支援、相談支援体制の充実・強化に取り組みます。とりわけ、地域生活を送るうえで欠かすことのできな
い生計費の確保ができるよう、一般就労の定着を図る就労安心事業の実施や工賃アップに向けた共同受注
窓口の運営に加え、社会的事業所の設置支援などに取り組みます。
　また、共生社会の実現に向けて、障がい者が社会のさまざまな活動に参画できるよう、スポーツの参加意欲
の向上と機会の充実や芸術文化活動への参加機会の充実などの環境整備を進めます。

主担当部局　環境生活部

　県内の交通安全教育の裾野を広げるため、三重県交通安全研修センターを活用して、地域や職域で活動
する交通安全教育指導者の育成に力を注ぎます。また、三重県交通安全研修センターの運営については、
事業仕分けの結果を受けて設置された「交通安全教育のあり方検討懇話会」からいただいた意見を今年度か
ら可能な範囲で事業に反映するとともに、平成25年度からの３年間の次期指定管理者の選定にあたっては、
その業務内容がレベルアップし、より有効活用されるよう工夫します。
　さらに、高齢者の交通事故防止に向けて、シルバーリーダーの育成に取り組んでいきます。

主担当部局　環境生活部

  消費者団体、事業者団体、教育機関、市町等さまざまな主体と連携して幅広く啓発活動を行います。特に高
齢者の被害防止のため、地域における啓発の中心的人材の育成や教材の提供により、市町の消費者啓発の
活性化を図るとともに、住民の自主的な啓発活動を促進し、地域で支え合う意識を醸成します。
　また、市町の消費生活相談窓口の充実のため、市町ホットラインによる助言等の日常的支援を行いつつ、広
域的連携による相談体制充実への助言、働きかけを行っていきます。

主担当部局　健康福祉部

主担当部局　健康福祉部

高齢者や障がい者等が地域で自立した生活が続けられるよう、市町や住民組織、ＮＰＯ等が取り組む日常的
な支え合い体制づくりを支援するとともに、日常生活自立支援事業の効果的な実施や、成年後見制度の課題
等についての検討を進めます。あわせて福祉・介護人材の確保・育成を進めるため、三重県福祉人材セン
ター等と連携し、新たな人材の確保や、求人求職者のマッチング支援などに取り組みます。

また、市町をはじめとするさまざまな主体と連携して、「三重おもいやり駐車場利用証制度」の円滑な導入と
定着を図ります。

主担当部局　環境生活部

  地球温暖化対策を着実に進めていくため、省エネ等の手法やその効果を具体的に示すなど「見える化」の
取組を通じて、県民の意識を行動へとつなげていくとともに、エネルギー問題等も含めた総合的な枠組みの中
で温室効果ガスの排出削減を図るため、地球温暖化対策の推進に係る条例の制定に向けた検討を進めま
す。
　また、協創の取組として、観光地において、「電気自動車等を活用した低炭素社会モデル事業」を実施する
などまちづくりの観点からも、削減の取組を進めていきます。

主担当部局　環境生活部廃棄物対策局

  廃棄物の３Ｒや適正処理について普及啓発、市町への技術的支援や排出事業者の処理責任の徹底を図る
とともに、バイオマス系廃棄物の循環利用を促進します。
　東日本大震災のがれきの広域処理について、早期の受入処理に向けて、市町と一体となった取組を進めま
す。また、大規模災害時における廃棄物の処理を円滑に進めるための調査、検討を進めます。
　不法投棄等不適正処理の未然防止や早期発見に徹底して取り組むとともに、産業廃棄物の不適正処理事
案については、生活環境保全上の支障の除去等必要な措置を講じ、県民の安全･安心の確保に努めます。
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　　施　　策　　名

改善・注力一口コメント

１５３　自然環境の保全と活用

１５４　大気・水環境の保全

２１１　人権が尊重される社会づくり

２１２　男女共同参画の社会づくり

２１３　多文化共生社会づくり

２１４　ＮＰＯの参画による「協創」の社会づくり

２２１　学力の向上

２２２　地域に開かれた学校づくり

  自動車排出ガスに係るＮＯｘ・ＰＭ総量削減計画の目標達成に向け、関係者の意見も聞きながら、実効性が
ある流入車対策の具体策を検討します。
　また、海域における環境基準達成率の向上を図るため、陸域からの汚濁負荷の削減に向け、引き続き、工
場・事業場における総量規制基準の遵守を徹底するとともに、改正した浄化槽県費補助制度を活用し、生活
排水処理未普及人口の解消に取り組みます。海岸漂着物の流域圏での対策については、本県が東海三県一
市のリーダーシップを取り、具体的な発生抑制の検討などに積極的に取り組みます。

主担当部局　農林水産部

　生物多様性の調査や計画の策定を県民の皆さんとともに行うことをとおして、さまざまな主体の自発的な自然
を守る行動を促進します。
　農林水産業等への被害の大きい野生鳥獣について、制限緩和を進めて捕獲を促進するとともに、他の鳥獣
被害対策との連携を進めることで、被害の軽減を図ります。
　また、紀伊半島大水害等で被災した自然公園施設等の早期復旧を図ります。また、優れた自然環境の保全
や重要な生態系の維持回復のための取組みを進めるなど、県民の皆さんの自然とのふれあいを推進します。

主担当部局　環境生活部

　子どもたちの学力向上に向け、全国学力・学習状況調査結果の分析に基づく授業改善の取組について、各
市町教育委員会・学校への支援を行うとともに、「学力向上県民会議（仮称）」を新たに設置し、学校・家庭・地
域が一体となった県民総参加による取組を進めます。
　また、子どもたちが主体的に社会に参画する力を身につけられるようキャリア教育の一層の充実に取り組むと
ともに、授業力向上に向けた研修の実施により教職員の実践的な指導力を高めます。
　いじめや不登校などの課題を解決し、子どもたちの学びを保障するための環境づくりを推進します。

主担当部局　環境生活部

  偏見等による差別や人権侵害は未だに発生していることから、県民の皆さんの人権意識を把握し、住民組
織、NPO・団体、企業などさまざまな主体と連携して人権が尊重されるまちづくりを推進していきます。
　また、県民一人ひとりが、人権問題を自らの問題として考え行動に移していくことができるよう、感性に訴える
啓発や参加型啓発など多様な手法を活用した啓発を行うとともに、各実施主体との連携・協力関係のもと、自
分の人権を守り、他者の人権を守るための実践行動ができる力を育む人権教育を進めます。
　さらに、インターネット社会における人権問題等、新たな課題について検討を進めます。

主担当部局　環境生活部

  男女共同参画の社会づくりのために、平成24年３月に策定した「第２次三重県男女共同参画基本計画」の
「第一期実施計画」をふまえ、各施策を実施していきます。
　男女共同参画センターにおけるさまざまな講座・セミナー等の実施を中心として、男女共同参画意識の普及
に取り組みます。また、就労の面で女性の潜在能力が発揮されるよう、女性のための就労支援相談を県内４か
所に相談地域を拡大して定期的に実施するとともに、企業等に対し診断・アドバイスを行うなどして女性の就労
継続に取り組むよう働きかけます。

主担当部局　環境生活部

　外国人住民を地域社会の活性化に向けての主体として捉え、地域社会でその能力が充分発揮できるよう、
多言語での相談窓口の設置、医療通訳ボランティアの育成、地域住民と連携した外国人住民向け防災訓練
の実施など総合的な取組を、さまざまな主体と連携して進めていきます。特に外国人住民のコミュニケーション
能力向上や防災等の生活上必要な情報の多言語での情報提供等に積極的に取り組んでいきます。
　また、日本語で学ぶ力の育成をめざしたカリキュラム（ＪＳＬカリキュラム）の実践研究（三重県モデルの確立）
による学力・進路保障に取り組みます。

主担当部局　環境生活部

  ＮＰＯとさまざまな主体の交流の場づくりをさらに進めるとともに、ＮＰＯの活動を支える資源（資金、人材、情
報など）の循環の基盤づくりのため、中間支援機能の強化に重点的に取り組みます。さらに、「新しい公共推進
指針（仮称）」の策定に取り組みます。
　また、平常時から災害ボランティア受入訓練や研修会を通じ、ＮＰＯ・企業・団体などさまざまな主体が連携
するための広域的なネットワークを構築します。併せて、「みえ災害ボランティア支援センター」の活動を支援
するとともに、同センターの活動を通じて東日本大震災の被災地や被災者への支援を行っていきます。

主担当部局　教育委員会

主担当部局　教育委員会

　地域に開かれた学校づくりの基盤として、引き続き学校経営品質向上活動の充実を図り、学校の組織力を高
めるとともに、公立小中学校にコミュニティ・スクール等の導入を進めるなど、家庭や地域と連携した学校運営
や教育活動を展開します。
　また、三重の良さを実感できる教材や文化財等の地域資源を活用した郷土教育を、学校と地域が連携して
進めます。

　　施　　策　　名

改善・注力一口コメント

２２３　特別支援教育の充実

２２４　学校における防災教育・防災対策の推進

２３１　子どもの育ちを支える家庭・地域づくり

２３２　子育て支援策の推進

２３３　児童虐待の防止と社会的養護の推進

２４１　学校スポーツと地域スポーツの推進

２４２　競技スポーツの推進

２５１　南部地域の活性化

　「こども心身発達医療センター（仮称）」の整備について、子どもの発達支援の総合拠点としての機能を担うた
め、関係機関と連携しながら取り組みます。
　また、特定不妊治療費の助成対象の拡大や不妊専門相談の普及啓発、子ども医療費の助成対象の拡大を
円滑に実施することなどにより、安心して妊娠・出産・子育てのできる体制整備を進めます。
　さらに、国の子ども・子育て新システムの動向を注視し、保育所整備や放課後児童クラブ等の設置・運営の
支援、地域ニーズをふまえたきめ細かいサービスの提供など、市町や関係団体と連携しながら進めます。

主担当部局　教育委員会

　　「パーソナルカルテ」の作成と活用により、 障がいのある子どもたちの支援情報が円滑に引き継がれ、就学
前から卒業まで一貫した支援を受けることができる体制の充実を図ります。
　 また、特別支援学校高等部卒業生の就労希望実現のため、組織的・系統的なキャリア教育の充実や生徒
の特性と職種のマッチングの促進、関係機関と連携した組織的な就労支援体制の構築を進めます。
　 特別支援学校に在籍する児童生徒数の増加やさまざまな緊急課題に対応するため、「整備実施計画」に基
づき、特別支援学校の適正配置およびスクールバスの計画的な整備と運行を図ります。

主担当部局　教育委員会

　学校現場において、児童生徒、教職員が「自分の命は自分で守る」ため、「自助」の意識を持てるような学校
の防災教育、学習を支援するとともに、防災に関する専門的な知識、スキルを持つ学校防災のリーダーとなる
教職員を養成します。
　また、公立学校施設の耐震化対策を最重点課題として取り組むとともに、学校における防災機能を強化する
ため、県立学校への防災機器の配備および市町が実施する小中学校の防災機能整備への支援を行います。

主担当部局　健康福祉部子ども・家庭局

　「三重県子ども条例」を普及・啓発するとともに、条例に基づく取組を推進し、子どもの育ちや子育てを支える
地域社会の担い手である企業や団体等の取組が自発的、主体的な活動につながっていくよう「みえ次世代育
成応援ネットワーク」および「みえの子育ちサポーター」との連携を強化していきます。
　また、家族の絆を深めるため、企業等に対して「家庭の日」に関する取組について働きかけるとともに、「一行
詩コンクール」などの事業を通じて、家族が互いの理解を深め、思いやるきっかけづくりに取り組みます。

主担当部局　健康福祉部子ども・家庭局

主担当部局　健康福祉部子ども・家庭局

　児童虐待に係る未然防止の観点から、若年層に対する妊娠・子育て・出産に係る相談・支援体制の充実を
図るとともに、児童虐待の通告に対しては、常に危機管理意識を持って、市町や警察等関係機関との連携に
より、迅速・的確な対応を行い、子どもの命と尊厳を守ります。
　また、児童養護施設入所児童等を始めとする要保護児童の生活環境の向上を図るとともに、家庭復帰や自
立支援に向け、関係者・団体が一丸となって家庭的養護体制の充実に取り組みます。

主担当部局　地域連携部スポーツ推進局

　子どもたちの体力向上を図るため、教員を対象にした研修会等の学校の取組を支援します。
　また、スポーツボランティアバンクやスポーツファンドを創設するとともに、スポーツコミッションの推進に向けた
市町の取組や総合型地域スポーツクラブの活動への支援を通じて、県民の皆さんが広くスポーツを支える仕
組みづくりを進めます。
　さらに、第22回世界少年野球大会 三重・奈良・和歌山大会、みえスポーツフェスティバル、三重駅伝(仮称)
などの開催について、市町、関係機関と連携して、成功に導きます。

主担当部局　地域連携部スポーツ推進局

　平成33年に本県で開催する国民体育大会に向け、準備委員会、各種専門委員会を設置して準備を進めま
す。
　また、競技力向上対策について、中長期的な方針の検討、ジュニア選手の発掘・育成、指導者の養成等に
取り組みます。
　さらに、スポーツ施設の整備について、平成23年度に策定した「三重県スポーツ施設整備方針」を踏まえ、
今年度、「三重県スポーツ施設整備計画」（仮称）の策定に取り組みます。

 従来からの東紀州地域における取組に加え、若者が暮らし続けることができるよう、雇用の場の確保や定住の
促進など、南部地域の課題に、市町や大学等と連携を深めながら、複数の市町が協働で実施する主体的な
取組を支援します。
　基金事業について早期の事業化に向けた取組を進めるとともに、集落機能を維持するため、市町が大学等
と連携して進めるモデル的な取組を支援していきます。また、南部地域の課題解決に向け、庁内に「南部地域
活性化推進本部」を設置し、関係部局と連携して、総合的・横断的に取り組んでいきます。

主担当部局　地域連携部南部地域活性化局
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改善・注力一口コメント

２２３　特別支援教育の充実

２２４　学校における防災教育・防災対策の推進

２３１　子どもの育ちを支える家庭・地域づくり

２３２　子育て支援策の推進

２３３　児童虐待の防止と社会的養護の推進

２４１　学校スポーツと地域スポーツの推進

２４２　競技スポーツの推進

２５１　南部地域の活性化

　「こども心身発達医療センター（仮称）」の整備について、子どもの発達支援の総合拠点としての機能を担うた
め、関係機関と連携しながら取り組みます。
　また、特定不妊治療費の助成対象の拡大や不妊専門相談の普及啓発、子ども医療費の助成対象の拡大を
円滑に実施することなどにより、安心して妊娠・出産・子育てのできる体制整備を進めます。
　さらに、国の子ども・子育て新システムの動向を注視し、保育所整備や放課後児童クラブ等の設置・運営の
支援、地域ニーズをふまえたきめ細かいサービスの提供など、市町や関係団体と連携しながら進めます。

主担当部局　教育委員会

　　「パーソナルカルテ」の作成と活用により、 障がいのある子どもたちの支援情報が円滑に引き継がれ、就学
前から卒業まで一貫した支援を受けることができる体制の充実を図ります。
　 また、特別支援学校高等部卒業生の就労希望実現のため、組織的・系統的なキャリア教育の充実や生徒
の特性と職種のマッチングの促進、関係機関と連携した組織的な就労支援体制の構築を進めます。
　 特別支援学校に在籍する児童生徒数の増加やさまざまな緊急課題に対応するため、「整備実施計画」に基
づき、特別支援学校の適正配置およびスクールバスの計画的な整備と運行を図ります。

主担当部局　教育委員会

　学校現場において、児童生徒、教職員が「自分の命は自分で守る」ため、「自助」の意識を持てるような学校
の防災教育、学習を支援するとともに、防災に関する専門的な知識、スキルを持つ学校防災のリーダーとなる
教職員を養成します。
　また、公立学校施設の耐震化対策を最重点課題として取り組むとともに、学校における防災機能を強化する
ため、県立学校への防災機器の配備および市町が実施する小中学校の防災機能整備への支援を行います。

主担当部局　健康福祉部子ども・家庭局

　「三重県子ども条例」を普及・啓発するとともに、条例に基づく取組を推進し、子どもの育ちや子育てを支える
地域社会の担い手である企業や団体等の取組が自発的、主体的な活動につながっていくよう「みえ次世代育
成応援ネットワーク」および「みえの子育ちサポーター」との連携を強化していきます。
　また、家族の絆を深めるため、企業等に対して「家庭の日」に関する取組について働きかけるとともに、「一行
詩コンクール」などの事業を通じて、家族が互いの理解を深め、思いやるきっかけづくりに取り組みます。

主担当部局　健康福祉部子ども・家庭局

主担当部局　健康福祉部子ども・家庭局

　児童虐待に係る未然防止の観点から、若年層に対する妊娠・子育て・出産に係る相談・支援体制の充実を
図るとともに、児童虐待の通告に対しては、常に危機管理意識を持って、市町や警察等関係機関との連携に
より、迅速・的確な対応を行い、子どもの命と尊厳を守ります。
　また、児童養護施設入所児童等を始めとする要保護児童の生活環境の向上を図るとともに、家庭復帰や自
立支援に向け、関係者・団体が一丸となって家庭的養護体制の充実に取り組みます。

主担当部局　地域連携部スポーツ推進局

　子どもたちの体力向上を図るため、教員を対象にした研修会等の学校の取組を支援します。
　また、スポーツボランティアバンクやスポーツファンドを創設するとともに、スポーツコミッションの推進に向けた
市町の取組や総合型地域スポーツクラブの活動への支援を通じて、県民の皆さんが広くスポーツを支える仕
組みづくりを進めます。
　さらに、第22回世界少年野球大会 三重・奈良・和歌山大会、みえスポーツフェスティバル、三重駅伝(仮称)
などの開催について、市町、関係機関と連携して、成功に導きます。

主担当部局　地域連携部スポーツ推進局

　平成33年に本県で開催する国民体育大会に向け、準備委員会、各種専門委員会を設置して準備を進めま
す。
　また、競技力向上対策について、中長期的な方針の検討、ジュニア選手の発掘・育成、指導者の養成等に
取り組みます。
　さらに、スポーツ施設の整備について、平成23年度に策定した「三重県スポーツ施設整備方針」を踏まえ、
今年度、「三重県スポーツ施設整備計画」（仮称）の策定に取り組みます。

 従来からの東紀州地域における取組に加え、若者が暮らし続けることができるよう、雇用の場の確保や定住の
促進など、南部地域の課題に、市町や大学等と連携を深めながら、複数の市町が協働で実施する主体的な
取組を支援します。
　基金事業について早期の事業化に向けた取組を進めるとともに、集落機能を維持するため、市町が大学等
と連携して進めるモデル的な取組を支援していきます。また、南部地域の課題解決に向け、庁内に「南部地域
活性化推進本部」を設置し、関係部局と連携して、総合的・横断的に取り組んでいきます。

主担当部局　地域連携部南部地域活性化局
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２５２　東紀州地域の活性化

２５３　「美し国おこし・三重」の新たな推進

２５４　農山漁村の振興

２５５　市町との連携による地域活性化

２６１　文化の振興

２６２　生涯学習の振興

３１１　農林水産業のイノベーションの促進

３１２　農業の振興

　「県と市町の地域づくり連携・協働協議会」のより有意義で効果的な運営に努め、市町との連携を一層強化し
ていくことで、地域の活性化に向けて成果を創り出していきます。
　過疎・離島地域の実情を踏まえ、住み慣れた地域で安心して暮らしていける取組の支援を行っていきます。
　木曽岬干拓地について、メガソーラー事業の誘致など有効活用を図ります。また、大仏山地域の活用につい
て地元市町と連携し取組を進めます。
　地域と連携して宮川の保全・再生に取り組み、宮川流域ルネッサンス事業を推進していきます。

主担当部局　環境生活部

　三重県総合文化センター周辺の各施設が、集積による利点を最大限に生かして連携・協働し、集客機能、
情報発信機能の強化に努め、文化交流ゾーンの形成に向け取り組みます。
　また、県民の幅広い交流の機会づくりを進めるため、みえ文化芸術祭の効果的な運営方法を検討し、さらに
参加者の増加と満足度の向上を図ります。
　さらに、国史跡斎宮跡東部整備や海女文化の調査など、県民の皆さんと共に地域の自然や歴史的・文化的
資産等の発掘・保存・継承・活用を進めます。

　紀伊半島大水害からの復興を最優先に、地域や関係機関と連携し、地域のコーディネーターである東紀州
観光まちづくり公社、集客交流拠点である熊野古道センターおよび紀南中核的交流施設を活用しながら、東
紀州地域への集客交流に一層取り組むとともに、世界遺産登録10周年や式年遷宮、高速道路の概成を好機
ととらえたイベントや観光キャンペーンの準備を進めます。
　また、紀勢自動車道、熊野尾鷲道路の整備の促進および高速道路網等へのアクセス道路の整備の推進を
図るとともに、第一次産業の活性化に向けて農業生産基盤の整備や研究開発等を進めます。

主担当部局　地域連携部南部地域活性化局

主担当部局　環境生活部

　新たな「文化と知的探求の拠点」として、新県立博物館の整備を進めるとともに、各施設が市町や学校等と連
携・協働し、アウトリーチ事業や参加型の学習機会を重点的に提供します。
　また、住民に身近な拠点である公民館や図書館等は、本県の生涯学習に大きな役割を果たしていることか
ら、市町と県の連携を密にし、県民の皆さんがどこでも学習できる環境づくりを進めます。
  さらに、研修会等を通じて社会教育関係者等の人材育成を推進するとともに、関係者の交流の場の拡充を
図り、体験活動や子ども読書活動などについて情報交換やネットワークづくりを進めます。

主担当部局　地域連携部

　県民の皆さんの参加、参画を積極的に促進する姿勢へと方針転換し、三重の豊かな自然・歴史・伝統文化
など特色ある地域資源を生かした自立・持続可能で住む人も訪れる人も幸福を実感できる元気な地域づくりを
進めます。そこで、平成26年の県民力拡大プロジェクトとその後の自立・持続可能で元気な地域づくりに向け
て、「地域での美し国おこし」に引き続き取り組むとともに、「テーマに基づき全県的に取り組む美し国おこし」に
さらに注力するなど、新たな推進を図ります。また、県内の市民活動センター等中間支援組織へのプロデュー
ス業務の移管を行うとともに、拡大座談会の開催などを通じ、ネットワーク化の支援を行います。

主担当部局　農林水産部

　農林水産物のみならず、自然環境、歴史、文化など農山漁村の豊かな地域資源を活用して、新たな経済活
動を創出し、収入や雇用の確保につなげる「いなかビジネス」の取組を重点的に促進します。
　また、鳥獣被害が県内各地で重大な課題となっていることをふまえ、選択・集中プログラム（緊急課題解決９）
において、これまでの「被害対策」と「生息管理」の強化に加え、捕獲した野生獣の有効活用に向け、品質が確
保された獣肉の供給促進や高級食材としての認知度向上に取り組みます。

主担当部局　地域連携部

主担当部局　農林水産部

  農林水産業を「もうかる産業」に転換していくための「みえフードイノベーション」について、選択・集中プログ
ラム（緊急課題解決７）に位置づけて重点的に推進します。
　具体的には、消費者ニーズを把握する流通・販売事業者等との連携により農林水産業の「売れるものづくり」
の促進や、首都圏をはじめ国内外において三重ブランドをはじめとする県産品の積極的な販路開拓などに取
り組みます。

主担当部局　農林水産部

　 「もうかる農業」の実現につなげる「地域活性化プラン」の取組を、関係機関が連携して重点的に進めます。
　また、食料自給力の向上を図るための需要に応じた米の生産や、麦・大豆等の生産拡大、戦略的な産地振
興、家畜防疫体制の強化、県農業を支える経営体の育成、生産基盤整備等に取り組みます。
　さらに、 紀伊半島大水害により被災した農地や農業用施設等について、早期の復旧に取り組みます。
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改善・注力一口コメント

３１３　林業の振興と森林づくり

３１４　水産業の振興

３２１　三重の強みを生かした事業環境の整備と企業誘致の推進

３２２　ものづくり三重の推進

３２３　地域の価値と魅力を生かした産業の振興

３２４　中小企業の技術力向上支援と科学技術の振興

３２５　新しいエネルギー社会の構築

３３１　雇用への支援と職業能力開発

主担当部局　雇用経済部

　製造業とサービス産業が本県産業の両輪となるよう、企業の課題解決や生産性向上に向けたセミナーの開
催など地域に密着した活動を展開することにより、事業者や支援機関等のネットワークの構築につなげ、産業
界の連携やＩＴ活用等をとおして、新たなサービス産業の創出をめざします。
　また、地域資源を活用した産業や伝統産業を活性化していくため、「棚卸と再発見」の場づくりを行うととも
に、全国のキーパーソン等と連携し、新商品開発や販路開拓のための取組を推進することにより、商品やサー
ビスの背景にある「ものがたり」を見える化し、地域の価値や魅力をビジネスに結び付けていきます。

主担当部局　雇用経済部

　「もうかる林業」への転換を図るために、「三重の木」「あかね材」はもとより、木質バイオマスのエネルギー利
用等新たな用途開拓により利用を拡大するとともに、森林経営計画の策定や人材育成等を進め、県産材生産
量の増大に取り組みます。
　 また、災害に強い森林づくりを社会全体で支える仕組みの一つとしての税導入について、結論を出します。
   さらに、紀伊半島大水害により被災した林道施設等について、早期の復旧に取り組みます。

主担当部局　農林水産部
　「もうかる水産業」への転換促進に向けて、漁業者、関係団体、大学、市町等と連携して、意欲ある漁業者・
経営体の育成、地域における「地域水産業・漁村振興計画」の策定、漁協の合併などを支援します。
　資源管理・漁業所得補償対策の活用などによる資源管理の徹底、もうかる水産業に向けた取り組みへの支
援とその成功事例等の情報発信に取り組みます。
　また、必要な漁場の再生・創生や安全で使いやすい漁港の整備、内水面における魚類等の生育に適した環
境づくりを進めます。
　さらに、東日本大震災や紀伊半島大水害により被災した水産業の復興に取り組みます。

主担当部局　雇用経済部
　「みえ産業振興戦略」を策定するとともに、産業界等とプロジェクトの具体的な検討を進め、戦略策定から早
期にプロジェクトを構築できるよう取り組みます。さらに、戦略策定が一過性のものとならないよう、企業1,000社
訪問等を実施し、現場の課題等の把握に努め、戦略の更新・改訂や今後の施策の展開に生かします。
　また、ネットワークの豊富な金融機関等と連携し、情報収集やセミナーの開催等に取り組むとともに、新しい
県内投資促進の仕組みづくりやクリーンエネルギーバレー構想等を推進することにより、今後の成長が見込ま
れる環境・エネルギー関連分野等の産業集積につなげるなど、強じんで多様な産業構造の構築をめざしま
す。

主担当部局　農林水産部

主担当部局　雇用経済部

　欧米やアジアなど現地の自治体等とのネットワークの強化、拡大に取り組むことにより、世界市場獲得のチャ
ンス拡大につなげます。さらに、県内企業の東アジア市場での事業展開を支援するため、海外支援拠点を設
置します。
　また、世界に通用する高い基盤技術の開発等、中小企業の業態・段階に応じた技術支援に取り組むことによ
り、日本をリードする「メイド・イン・三重」の確立をめざすとともに、「出前商談会」等の開催や、ネットワーク力を
持つ企業や関係機関と連携して販路開拓等に取り組むことにより、さらなる市場の獲得をめざします。

　工業研究所が産学官連携のハブ機能を担い、町医者的機能を発揮して、ものづくり中小企業が抱える課題
解決や販路開拓につながる支援等に取り組みます。さらに、次代を担う研究人材の育成や共同研究を支援す
る環境づくりを推進することにより、中小企業を支える人材育成を支援します。
　また、環境・エネルギー関連分野等の成長分野において、中小企業と県研究機関等による共同研究を進
め、新たな技術開発等高付加価値商品の開発につなげていきます。特に、自動車関連分野については、これ
まで培ってきたノウハウなど基盤技術を活用した「電動・電装部品」の研究に新たに取り組みます。

主担当部局　雇用経済部

　「三重県新エネルギービジョン」に基づき、地域特性を生かして太陽光発電、風力発電等安全で安心な地域
エネルギーの創出を促進する取組を進めます。さらに、民間企業や大学、行政等が参画する「スマートライフ
推進協議会（仮称）」を設置するとともに、協議会での議論等を踏まえて、新エネルギーを活用した新たなビジ
ネスモデルや社会モデルを構築し、新たな産業振興や地域活性化等につながる取組を進めます。
　また、県民生活や産業活動の基盤となる安定的なエネルギーを確保するため、「三重県エネルギー対策本
部」を起点に、新エネルギーの普及促進、省エネ活動、エネルギー関連産業の振興等に取り組みます。

主担当部局　雇用経済部
　三重県雇用創造懇話会での議論をふまえ、「みえ産業振興戦略」など産業施策と連携した雇用施策を展開
することにより、経済や社会の変化に対応した新しい働き方や働く場の創出につなげます。
　また、国や経済団体と連携し、若年者の安定就労や若年無業者の職業的自立につなげるための支援に取り
組みます。さらに、雇用モデルを通じて、民間企業における障がい者の雇用を促進するとともに、国や経済団
体、市町等と連携した就職面接会の開催やニーズに応じた職業訓練の実施などにより、就業支援に取り組み
ます。
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　　施　　策　　名

改善・注力一口コメント

３３２　働き続けることができる環境づくり

３４１　三重県営業本部の展開

３４２　観光産業の振興

３４３　国際戦略の推進

３５１　道路網・港湾整備の推進

３５２　公共交通網の整備

３５３　快適な住まいまちづくり

３５４　水資源の確保と土地の計画的な利用

　水資源の確保と有効利用に関係機関と連携して取り組むとともに、水道用水・工業用水の安全・安定供給を
確保するため、施設の老朽劣化対策、耐震化を進め、災害時などの関係機関との連携強化を進めます。
　また、地籍調査を着実に進めるため、調査休止市町の解消を図り、公共事業等の既存測量・調査の成果を
反映できるよう県庁内関係部局による横断的な取組を進めます。

主担当部局　地域連携部

  バスや鉄道などの生活交通を維持・確保するため、事業者等に対して引き続き支援を行っていきます。とりわ
け、バスについては、生活交通のネットワークの中心となる地域間を結ぶ幹線バスを充実していくとともに、市
町のバス路線も国の補助が受けられるよう、市町に対して助言や情報提供等を行っていきます。
　また、関係自治体等と連携し、各種公共交通の利用促進に取り組むとともに、空路やリニア中央新幹線など
の広域・高速交通基盤の充実に向け、引き続き国等の関係機関に働きかけます。特に、リニア中央新幹線に
ついては、期成同盟会の活動を中心に「東京・大阪間の全線同時開業」に向けた取組を展開していきます。

主担当部局　県土整備部

　人口減少・超高齢社会に対応した集約型都市構造（コンパクトなまちづくり）、災害に強いまちづくりの構築を
さらに進めるため、都市計画区域マスタープランの策定を進め、都市計画区域の見直し等を進めるとともに、
市街地整備や鉄道と道路の立体交差化等都市基盤の計画的な整備を進めます。
　安全で安心な建築物を確保するため、不特定多数が利用する既存建築物の所有者等に対し、建築基準法
に基づく建築物の定期報告制度の周知・普及に努めます。さらに、耐久性、耐震性等を備えた質の高い住宅
の普及に向け、長期優良住宅の認定などを進めていきます。

主担当部局　地域連携部

　式年遷宮の好機を生かして、県民の皆さんや関係団体、企業、市町等との連携による観光キャンペーンを展
開し、周遊性・滞在性の向上を図ります。特に、エリアや属性に応じたテーマの設定や海女や忍者などの三重
県固有のコンテンツを活用して、特定少数への口コミやＳＮＳなどを利用した情報発信に取り組みます。
　また、三重県営業本部と連携して情報発信に取り組むことにより、三重のファンの創出や、誘客、県産品の販
路開拓につなげます。こうした取組を進めることにより、魅力ある観光地として持続的に発展することで、観光
産業が本県の経済を牽引する産業の一つとして確立することをめざします。

主担当部局　雇用経済部観光・国際局

　これまでの姉妹・友好交流で得られた成果を、産業連携や観光連携など経済交流でも積極的に活用してい
くことにより、国際競争の中で存在感のある三重の確立をめざします。特に、昨年観光協定を締結した中国河
南省では、観光・物産展や商談会等を開催し、総合的な三重の売り込みを図ります。
　また、アジアをはじめ結びつきを強める国・地域の絞り込みや、関係自治体、民間企業、研究機関や特定少
数の発信力のある人たちとの関係を深めることにより、海外からの県内投資の促進や県内企業の国際競争力
の強化、誘客の拡大等につなげていきます。

主担当部局　県土整備部

　命と地域を支える道づくりとして、新名神高速道路や紀勢自動車道などの幹線道路等の整備を強力に推進
します。また、｢道路整備方針」に基づく計画的な整備、「柔軟な対応」を織り交ぜた県管理道路の整備を進め
ます。さらに、県管理道路・港湾については、今後、更新を迎える施設が急増することから、維持管理計画等
に基づいて計画的に維持管理を行っていきます。
　四日市港については、国際競争力の強化と背後地域の一層の発展等を目的に、港湾施設や臨港道路の整
備等を促進します。

主担当部局　雇用経済部観光・国際局

主担当部局　雇用経済部

　　労使団体や国等と連携して、ワーク・ライフ・バランスの優良取組事例の収集やセミナーの開催等普及・啓
発を図ることにより、企業におけるワーク・ライフ・バランスを推進します。さらに、これらの機運を醸成するため、
働き方の検討・検証や優良取組事例の周知等に取り組みます。
　また、経済団体や市町等と連携して、「男女がいきいきと働いている企業」認証・表彰制度の普及・啓発に取
り組むことにより、男女が共にいきいきと働き続けることができる働きやすい職場づくりを進めるとともに、国と連
携して勤労者の福祉の充実やセーフティネット機能の向上を図ります。

主担当部局　雇用経済部

　三重の産業の持つ魅力や価値を効果的に情報発信するため、三重県営業本部のもと、庁内の縦割りを打破
し、各部局が連携した取組を進めます。さらに、知事・各部局長のトップセールスを中心に、職員が一丸となっ
て積極的な営業活動を展開するとともに、首都圏や関西圏において三重県ゆかりの企業や三重県出身の現
役経済人による交流会を開催するなど、ネットワークづくりに取り組みます。また、式年遷宮等のチャンスを生
かし、首都圏営業拠点設置に向けた検討を進めるとともに、三重の魅力や価値を評価・共感いただく方との
ネットワークを構築し、タイムリーな情報提供を行うことなどにより、三重の認知度向上につなげていきます。
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施策○○○    

【主担当部局：○○○○○】

 
 
 
 
 

平成 27 年度末での到達目標 

← 行動計画に掲げる施策の行動計画期間内（４年後）の目標を記載しています。 

 

 
 

平成 23 年度の取組概要 

 
 
 
 
← 平成 23 年度の取組内容（県の取組（活動）結果）を具体的に明らかにしています。 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

平成 23 年度の取組の検証（得られた成果、残された課題） 

 
 
 
 
← 平成 23 年度の取組結果について、平成 27 年度末までの到達目標を踏まえ、県民にとっての

成果を検証する観点から、取組の成果と残った課題や、環境変化に伴い発生している新たな
課題を明らかにしています。 

 
 
 
 
 
 

○○○○○○○○ 

平成 24 年版成果レポートでは、平成 23 年度の県の取組について、

「みえ県民力ビジョン・行動計画」（以下、「行動計画」という。）

の政策体系で整理し、取組の結果、得られた成果と課題を検証し、

今年度の改善・注力の方向をお示ししています。 

（５）施策評価表の見方 

文中「＊」の付いている語句は、巻末（参考）の用語説明のページ

に説明を掲載しています。（以下同じです。） 
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平成 24 年度の改善のポイントと取組方向 

 
 
 
 
← 検証結果を踏まえ、平成 24 年度における改善のポイントと取組方向を明らかにしています。

 

県民指標    

目標項目 

23 年度 

 

現状値 

24 年度 

目標値 

実績値 

27 年度 

目標値 

実績値 

目標項目の説明 

－ 

←24 年
度 に お
け る 目
標値 
※２ 

←27 年
度にお
ける目
標値 
※２ 

←行動計画に
おける県民
指標を記載
し て い ま
す。 

←現在
（最新の
実績）の
数値※１ 

－ － 

←この数値目標の意味、内容、用語の説明など
を記載しています。 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

←この目標項目を選定した理由を記載していま
す。 

←この目標項目に設定した、平成 24 年度における目
標値設定の考え方、理由などを記載しています。

※１ 現時点で、平成 23 年度の現状の把握が困難な指標は、把握可能な最新年（度）の数値を用い、「（○○

年（度））」と併記しています。なお、行動計画策定以降、最新の実績が明らかになったものは当該数値

を掲載しています。 

※２ ２４（２７）年度の取組結果を評価する時点で、当該年度の実績値を把握することが困難な指標は、

把握可能な最新年度の実績で評価することとし、評価に用いる対象年（度）を「（○○年（度））」と併記

しています。 

 

 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度

予算額等   

 ※施策ごとの配置人員を基礎にした概算人件費は、平成 24 年度の実績評価からの掲載を予定しています。 

 

施策責任者からのコメント    ○○○○○ ○○ ○○ ○○ 電話：059-224-1111 

 
 ← 今年度の取組方向のうち、この施策の中で、特に注力する取組、項目などを明らかにしてい

ます。 

・平成 24 年版成果レポートでは、事業費（「予算額等」欄）は、平成 23 年度欄は

決算額、平成 24 年度欄は予算額を記載しています。 

第
２
章

－ 49 －－ 48 －



活動指標    

 目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

 

  

対応する基本事業   

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

  

 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

○○ ○○ ○○
○○

（○○）
○○ 

対応する基本事業   

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

○○○○ ○○○○ 

 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

○○ ○○ ○○ ○○ ○○○○ 

対応する基本事業   

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

○○○○ ○○○○ 

 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

○○ ○○ ○○ ○○ ○○○○ 
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施策１１１    

【主担当部局：防災対策部】

 
 
 
 
 

平成 27 年度末での到達目標 
東日本大震災で明らかとなった課題や問題点をふまえた防災計画が策定されるとともに、「自助」

「共助」「公助」による防災・減災対策が行われ、災害を最小限に抑える体制づくりが進んでいます。

また、防災教育が充実し、人材が育成され、県民の皆さんの自主的な防災活動が進み、地域の災

害対応力が強化されています。 

 
平成 23 年度の取組概要 

【東日本大震災への対応】 
・  知事を本部長とする「三重県東日本大震災支援本部」を設置するとともに、被災地支援や県内避

難者受け入れ等に的確に対応するため、防災危機管理部内に「東日本大震災支援プロジェクト」を

置き、全庁的な支援体制を整備 
・  宮城県災害対策本部に現地支援調整要員を派遣し、刻々と変化する現地の支援ニーズをふまえた

人的・物的支援を実施 
【紀伊半島大水害の復旧・復興対策の推進】 

・  紀伊半島大水害では、県災害対策本部を設置し、被害情報を収集するとともに、防災関係機関等

と連携して災害応急対策活動を実施 
・  国の被災者生活再建支援法だけでは対象とならない被災者を支援しようとする市町に対し、県単

独の補助金を創設し市町を支援 
・  庁内に知事を会長とする「紀伊半島大水害復旧・復興連絡会議」を設置し、被災市町の復旧・復

興を支援 
【新たな防災・減災対策の計画的な推進】 

・  東日本大震災の発生を受け、今後の地震・津波対策を見直していく必要が生じたが、国の被害想

定の推計結果が出るまでには相当の時間を要するものと見込まれたことから、スピード感をもった

地震・津波対策を実施すべく、これまでの対策を見直し、「緊急かつ集中的に取り組むべき対策」と

「国の被害想定結果をふまえ、県独自に策定する被害想定を前提とした中期的に取り組むべき対策」

の２段階で推進 

・  東日本大震災では、巨大な津波が避難所等に押し寄せ、多くの避難した住民の生命が失われたこ

とに鑑み、東北地方太平洋沖地震と同等規模の地震を想定した、県独自の「津波浸水予測調査」を

全国に先駆け実施し、これを基礎資料に本県の津波避難体制を検証 

・  市町が設置する避難所の状況を把握したうえで、「津波浸水予測調査」の結果を基に、市町が行う

避難所や避難路の検証を促進するとともに、避難計画づくりや避難訓練などの取組を支援 

・  今後の地震・津波対策について各県民センター、市町毎に意見交換を実施したうえで、県民の生

命を守ることを最優先に、「備えるとともに、まず逃げる」ことを基本方針とした「三重県緊急地震

対策行動計画」を策定し、この計画に基づき、津波避難、耐震化など、東日本大震災で明らかとな

った課題等をふまえ、「緊急かつ集中的に取り組むべき」対策を積極的に推進 
・  全国知事会や中部圏知事会議等を通じて、都道府県間の広域支援・受援のあり方について、検討

を開始し、県内においても市長会、町村会と大規模災害時における広域支援体制の構築に向けた検

討に着手 
・  東海・東南海・南海地震により大きな被害が想定される県が連携し、国に対して、巨大地震・津波の

被害を最小限にとどめるための備えの必要性を訴え、その対策を強力に推進するため、「東海・東南海・

南海地震による超広域災害への備えを強力に進める９県知事会議」（構成県:静岡県、愛知県、三重

県、和歌山県、徳島県、高知県、愛媛県、大分県、宮崎県）を設立し、国に対して南海トラフを震

源とする超巨大地震に対する防災対策の推進などを求める政策提言を実施 

防災・減災対策の推進 
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【災害対応力の充実・強化】 

・  大規模地震発生時に、災害応急対策業務や中断が許されない通常業務を適切に継続していくため、

「三重県業務継続計画＊」の策定に向けた調査を実施 

・  大規模地震を想定した災害対策本部（運営・事務局）の図上訓練（年３回）を実施、特に第３回

目は東日本大震災及び紀伊半島大水害の教訓をふまえ、新しい津波浸水予測調査結果を反映させて、

ヘリコプターによる被害状況の確認、市町、地方部への職員の派遣などの実働を含めた総合的な図

上訓練を実施 
・  東日本大震災の教訓をふまえ、道路啓開（緊急車両等が通れるように、がれきなどを処理し、段

差を修正するなど、救援ルートを最優先で確保すること）を迅速に展開できる態勢整備の検討を実

施 
・  警察本部では、大規模災害発生時に、警察機能を維持し、県民の安全確保に全力を尽くすことが

できるよう、東日本大震災における警察活動の検証に基づく災害対策を推進 
・  市町が実施する図上訓練に対し、職員研修の実施や計画・立案段階からの支援などを行い、市町

の防災力向上に向けた取組を支援し、地域の災害対応力のレベルアップを推進 
・  津波避難施設や避難路の整備などの避難対策支援の予算を補正予算で増額するとともに、補助対

象事業を拡大し、孤立化防止に向けた衛星携帯電話の整備や避難所開設時に必要な非常用発電機、

簡易トイレなどの整備なども含め、地域減災力の強化に取り組む市町等を支援 
・  東日本大震災をふまえた防災・エネルギー対策などの新たな課題に対応するため、知事をはじめ

特別職や管理職員の給与の特例的な減額を行い、事業の財源に充当 
・  防災ヘリコプターによる山岳救助活動の技術向上を目的として大紀町に山岳救助訓練施設を整備

するとともに、三重県広域防災拠点（伊賀拠点）の整備に着手 
・  東日本大震災、紀伊半島大水害の課題をふまえた県災害対策本部組織の見直しを行い、初動期か

ら復旧期に至るまで、全庁的に対応できる体制を整備 
・  原子力発電所で事故等が発生した際、的確に対応していくことを目的として、中部電力株式会社

との間で静岡県にある浜岡原子力発電所の安全確保に係る通報連絡体制を整備するとともに、関西

電力株式会社とも福井県にある美浜、高浜、大飯原子力発電所について同様の通報連絡体制を整備 
・  災害時等における円滑な救出・救助活動の実施を目的として、自衛隊との連絡会議等を開催し、

連携を強化 
【地域防災力向上に向けた支援】 

・  マスメディアを活用した正しい防災知識の普及・啓発や県内各地で自主的な防災活動を実施して

いる団体を表彰する「みえの防災大賞」を実施 

・  「みえ地震対策の日」、「みえ風水害対策の日」、「津波防災の日」に合わせシンポジウムを開催、

防災啓発車４台による地震体験の啓発、防災・減災をテーマとした出前トーク等を実施 

・  三重大学と連携した「三重のさきもり」（60 名、さきもり補を含む）や「みえ防災コーディネー

ター」などの人材育成（169 名）、地域における自主防災組織リーダーへの研修及び県内の自主防災

組織へのアンケート結果をふまえた地域の自主的な防災活動に対する支援を実施 

・  企業防災を全県的に推進することを目的として 22 年 11 月に設立した「みえ企業等防災ネットワ

ーク」の活動を支援するとともに、地域別研修会を開催（５地区） 

・  県内のライフライン関係機関が関係自治体と連携して情報の共有化と協力関係の強化を図ること

を目的とした「ライフライン企業等連絡会議」を実施 

・  一般的な避難所では支障を来す恐れのある災害時要援護者の避難を目的とした福祉避難所につい

て、未確保の市町への訪問等を実施し、確保に向けた取組を促進 
【防災情報の共有化】 

・  県防災行政無線の設備（地上系及び衛星系等）を正常な状態に維持管理するとともに、更なる安

全確保のため衛星系防災行政無線の更新に着手 

【災害医療体制の整備】 

・  災害看護研修、DMAT＊研修等により、災害医療体制を支える人材（563 名）を育成 

・  災害医療体制の構築を進めるため、災害医療対策連絡調整会議（１回）、災害拠点病院担当者連絡

会議（１回）、三重 DMAT＊・SCU＊連絡協議会（１回）を開催 

・  東日本大震災をふまえ、大規模災害時における松阪地区の被災者の受入強化、東紀州地域の補完

－ 53 －－ 52 －

施
策
の
取
組　
Ⅰ「
守
る
」

第
２
章



のため、済生会松阪総合病院と松阪中央総合病院を災害拠点病院に指定 

・  医療施設耐震化臨時特例交付金等を活用し、災害拠点病院（１病院）、二次救急医療機関（４病院）

の耐震化を支援 

【安全な建築物の確保】 

・  地震に対する住まいとまちの安全性を高めるため、市町や民間事業者等と協働して木造住宅の耐

震化支援に取り組むとともに、対象住宅の戸別訪問や耐震補強に関する相談会を県内各地で開催 
【緊急輸送ルートの整備】 

・  大規模災害などから県民の命と暮らしを守るため、緊急輸送道路＊（橋梁耐震対策、法面対策も含

む）の整備を重点的に推進 
【消防力向上に向けた支援】 

・  「三重県消防広域化推進計画」に基づき消防の広域化を推進するため、各ブロックの取組状況に

応じて支援を実施 
・  消防救急無線のデジタル化について、共通波の実施設計を実施するとともに、「三重県消防救急無

線デジタル化整備あり方検討会」を設置し、整備費用分担や維持管理のあり方を検討 
・  地域防災の担い手である消防団員の確保に向けて、三重県消防協会と連携し、消防団員確保キャ

ンペーンを実施 
【高圧ガス等の保安の確保】 

・  石油コンビナートにおける地震・津波対策を推進するため、アンケート調査を実施するとともに、

調査結果から得られた課題等についてコンビナート事業者との懇談会を開催 
・  高圧ガスや火薬類を取り扱う事業所に対し、法令遵守を徹底し事故防止を図るため、保安検査や

立入検査ならびにコンプライアンス研修やハザード低減対策講習等を実施 

 
 
 

 

平成 23 年度の取組の検証（得られた成果、残された課題） 

【東日本大震災への対応】 

・  東日本大震災被災地の状況も変化する中で、可能な限りの支援を継続しつつも、現地のニーズを

把握し、県として行う支援のあり方について検討していく必要があります。 

【紀伊半島大水害の復旧・復興対策の推進】 

・  紀伊半島大水害の一日も早い復旧・復興に向け、市町と連携を図りながら、全庁挙げて引き続き

取り組む必要があります。 
【新たな防災・減災対策の計画的な推進】 

・  「津波浸水予測調査」の調査結果を県ホームページに公表し、県民の防災意識の向上に寄与しま

した。また、これを基に、市町と意見交換を行い、避難所や避難路の検証を促すとともに、避難計

画づくりや避難訓練の実施などの取組を支援しました。 

・  「緊急かつ集中的に取り組むべき対策」としてスピード感をもって、「三重県緊急地震対策行動計

画」を策定し、13 の行動、82 の目標項目全てに着手するなど、着実に取組が進んでいます。24 年

度は、引き続き津波避難や耐震化などの取組を推進するとともに、国の被害想定結果をふまえ、中

期的かつ総合的な対策を講じていくため、「三重県新地震対策行動計画(仮称)」の策定に着手してい

く必要があります。 

【災害対応力の充実・強化】 

・  災害対策本部組織については、図上訓練等を通じて組織の整備、機能の充実を図り、災害対応力

の向上に努める必要があります。また、東日本大震災及び紀伊半島大水害の教訓をふまえ、新しい

津波浸水予測を反映した図上訓練、実動訓練を実施する必要があります。 

・  全国知事会で協議が進められている都道府県相互の広域応援体制の見直しの結果をふまえ、引き

続き、広域的な連携のあり方を検討していく必要があります。 

・  「東海・東南海・南海地震による超広域災害への備えを強力に進める９県知事会議」は、平成23

年度に国に対する政策提言を4回実施しました。今後とも引き続き、密接な連携のもと、南海トラフ

の巨大地震に向けた対策を推進していく必要があります。 

・  東日本大震災、紀伊半島大水害における県と市町の広域支援体制について検証を行い、市町の広

域支援体制の枠組を整備する必要があります。 

・  東日本大震災や紀伊半島大水害で明らかになった課題等を検証し、広域防災拠点、資機材整備の

あり方等について検討する必要があります。 

・  「三重県業務継続計画」の策定に向けた調査の結果をふまえ、引き続き、業務継続計画策定に向

けた検討を進めます。 

・  大規模地震・津波の発生に備え、孤立が懸念される熊野灘沿岸地域において、道路啓開を迅速に

展開できる態勢の整備が必要です。 

・  警察本部では、紀伊半島大水害において、消防等関係機関と連携した活動により、多数の被災者

を救助するなど、被害の拡大を防止しました。引き続き、災害発生時に迅速・的確な警察活動が実

施できるよう、実践的訓練の実施と基盤施設の整備を進める必要があります。 

【地域防災力向上に向けた支援】 

・  23 年度に実施した「防災に関する県民意識調査」によると、東日本大震災や紀伊半島大水害の発

生を受けて防災意識は高まりましたが、防災意識が行動に結びついていない状況が判明しました。 

・  23 年度に実施した「自主防災組織実態調査」によれば、活発に活動している組織は依然少なく、

自主防災活動への住民の参加は、大半の地域が役員と一部の住民に止まっていることが判明しまし

た。 

・  県民の「自助」「共助」の防災意識向上を図るとともに、自主防災組織リーダーの育成や自主防災

組織の実践的な訓練等を支援する取組を強化し、引き続き、自主防災組織の活性化や津波対策、孤

立対策、避難所耐震化対策、災害時要援護者対策に取り組み、災害に強い地域づくりを早急に進め

る必要があります。 

・  「みえ防災コーディネーター」の全県的な組織である「みえ防災コーディネーター連絡会」が自

主的・活発な活動が継続して実施できるよう支援を行うとともに、「三重のさきもり」を含めた防災

人材が地域の防災活動を支援することで地域の防災力の向上につながるよう取り組んでいく必要が

あります。 

・  東日本大震災など災害時における要援護者などの避難計画や、高齢者、障がい者、女性、外国人

など多様な視点での避難所運営などの課題が明らかとなったことから、避難所運営マニュアル策定

指針を改訂します。また、引き続き、HUG＊（避難所運営ゲーム）や避難所開設訓練などの実践的な

取組を支援していきます。 

・  福祉避難所を確保している市町は、23 年度に４市町増加し、合わせて 16 市町となりました。未確

保の市町においては、津波による浸水被害等が予想される地域外に対象施設がないことや対象施設

の受入体制の整備に関する財源確保などが課題となっています。 

【防災情報の共有化】 

・  紀伊半島大水害で通常の通信網は一時途絶しましたが、県防災行政無線により市町等防災関係機

関との通信を確保、維持することができました。 

・  災害時の情報収集・情報共有や県民へのわかりやすい情報提供の方法など、紀伊半島大水害で明

らかになった課題解決に取り組みます。 

・  紀伊半島大水害等をふまえ、県民の早期避難行動を促すため、「防災みえ．ｊｐ」の防災情報メー

ル配信サービスに、主要な中小河川での住民の避難判断に資する水位等の情報を追加し、配信内容

の充実を図りました。 

【災害医療体制の整備】 

・  医療関係機関との連携により、災害医療に関する研修・訓練に 500 名を超える医療従事者の参加

を得て、人材育成に一定の成果を得ることができました。 

・  東日本大震災における医療救護班の活動、DMAT 実働訓練、紀伊半島大水害の対応等を通じて明ら

かになった課題を整理し、三重県災害医療対応マニュアルの抜本的な見直しを行う必要があります。 

・  災害拠点病院などの耐震化について、引き続き、医療施設耐震化臨時特例交付金等を活用し、計

画的に整備を行っていきます。 

【安全な建築物の確保】 

・  住宅の耐震化をより一層促進するためには、支援制度の周知とともに所有者の経済的負担を軽減

するための支援が引き続き必要です。 
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・  東日本大震災、紀伊半島大水害における県と市町の広域支援体制について検証を行い、市町の広

域支援体制の枠組を整備する必要があります。 

・  東日本大震災や紀伊半島大水害で明らかになった課題等を検証し、広域防災拠点、資機材整備の

あり方等について検討する必要があります。 

・  「三重県業務継続計画」の策定に向けた調査の結果をふまえ、引き続き、業務継続計画策定に向

けた検討を進めます。 

・  大規模地震・津波の発生に備え、孤立が懸念される熊野灘沿岸地域において、道路啓開を迅速に

展開できる態勢の整備が必要です。 

・  警察本部では、紀伊半島大水害において、消防等関係機関と連携した活動により、多数の被災者

を救助するなど、被害の拡大を防止しました。引き続き、災害発生時に迅速・的確な警察活動が実

施できるよう、実践的訓練の実施と基盤施設の整備を進める必要があります。 

【地域防災力向上に向けた支援】 

・  23 年度に実施した「防災に関する県民意識調査」によると、東日本大震災や紀伊半島大水害の発

生を受けて防災意識は高まりましたが、防災意識が行動に結びついていない状況が判明しました。 

・  23 年度に実施した「自主防災組織実態調査」によれば、活発に活動している組織は依然少なく、

自主防災活動への住民の参加は、大半の地域が役員と一部の住民に止まっていることが判明しまし

た。 

・  県民の「自助」「共助」の防災意識向上を図るとともに、自主防災組織リーダーの育成や自主防災

組織の実践的な訓練等を支援する取組を強化し、引き続き、自主防災組織の活性化や津波対策、孤

立対策、避難所耐震化対策、災害時要援護者対策に取り組み、災害に強い地域づくりを早急に進め

る必要があります。 

・  「みえ防災コーディネーター」の全県的な組織である「みえ防災コーディネーター連絡会」が自

主的・活発な活動が継続して実施できるよう支援を行うとともに、「三重のさきもり」を含めた防災

人材が地域の防災活動を支援することで地域の防災力の向上につながるよう取り組んでいく必要が

あります。 

・  東日本大震災など災害時における要援護者などの避難計画や、高齢者、障がい者、女性、外国人

など多様な視点での避難所運営などの課題が明らかとなったことから、避難所運営マニュアル策定

指針を改訂します。また、引き続き、HUG＊（避難所運営ゲーム）や避難所開設訓練などの実践的な

取組を支援していきます。 

・  福祉避難所を確保している市町は、23 年度に４市町増加し、合わせて 16 市町となりました。未確

保の市町においては、津波による浸水被害等が予想される地域外に対象施設がないことや対象施設

の受入体制の整備に関する財源確保などが課題となっています。 

【防災情報の共有化】 

・  紀伊半島大水害で通常の通信網は一時途絶しましたが、県防災行政無線により市町等防災関係機

関との通信を確保、維持することができました。 

・  災害時の情報収集・情報共有や県民へのわかりやすい情報提供の方法など、紀伊半島大水害で明

らかになった課題解決に取り組みます。 

・  紀伊半島大水害等をふまえ、県民の早期避難行動を促すため、「防災みえ．ｊｐ」の防災情報メー

ル配信サービスに、主要な中小河川での住民の避難判断に資する水位等の情報を追加し、配信内容

の充実を図りました。 

【災害医療体制の整備】 

・  医療関係機関との連携により、災害医療に関する研修・訓練に 500 名を超える医療従事者の参加

を得て、人材育成に一定の成果を得ることができました。 

・  東日本大震災における医療救護班の活動、DMAT 実働訓練、紀伊半島大水害の対応等を通じて明ら

かになった課題を整理し、三重県災害医療対応マニュアルの抜本的な見直しを行う必要があります。 

・  災害拠点病院などの耐震化について、引き続き、医療施設耐震化臨時特例交付金等を活用し、計

画的に整備を行っていきます。 

【安全な建築物の確保】 

・  住宅の耐震化をより一層促進するためには、支援制度の周知とともに所有者の経済的負担を軽減

するための支援が引き続き必要です。 
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【緊急輸送ルートの整備】 

・  大規模災害時における地域の孤立を防ぎ、円滑な救助・救援活動、緊急物資の輸送手段の確保や

復興の基盤となる緊急輸送道路（橋梁耐震対策、法面対策も含む）の整備を迅速に進める必要があ

ります。 

【消防力向上に向けた支援】 

・  消防の広域化を推進するためには、各ブロックの取組状況に応じた支援が引き続き必要です。 

・  消防救急無線のデジタル化は、災害に強い通信ネットワークの構築をめざし、消防機関相互の応

援活動に使用する共通波の県域一体整備を引き続き推進する必要があります。 

・  県内消防団員は、平成 24 年４月１日現在で 13,991 人（速報値）となり、昨年度より 27 人増加し

ましたが、依然として県内 29 団中 23 団が条例定数を下回っており、団員確保に向けた取組を継続

していく必要があります。 

【高圧ガス等の保安の確保】 

・  石油コンビナートでは、津波に対する避難や停止基準等のマニュアル整備、通信設備の確保等の

取組が始まりました。引き続き、対策の充実を図っていく必要があります。 

・  高圧ガスや火薬類等の事故発生件数は、高圧ガス関係 18 件、火薬類関係 0 件で、事故発生防止率

は、99.6％でした。引き続き、法令遵守を徹底し、事故防止を推進する必要があります。 

 

 

 

 

・  紀伊半島大水害の復旧・復興に向け、国や関係市町と連携し、全庁挙げた取組を推進します。ま

た、東日本大震災の被災地に対し、関係機関と連携した支援を継続して実施します。 

・  東日本大震災の教訓や紀伊半島大水害で明らかとなった課題をふまえ、今後必ず発生する大規模

災害に備えるため、それぞれの主体の責務や役割を明確にしたうえで、自らの身の安全は自ら守る

「自助」及び自らの地域は皆で守る「共助」の重要性を県民の皆さんと共有し、県がひとつになっ

て、防災・減災対策をこれまで以上に実効性のあるものとなるよう取組を進めます 

・  県は、県民の命を守ることを最優先に、県民の皆さんや事業者、市町等と連携し、「三重県緊急地

震対策行動計画」の取組を積極的に推進するとともに、「三重県新地震対策行動計画（仮称）」の策

定や地域防災計画の見直し等を行い、計画的に防災・減災対策を推進します。 

・  広域的な災害への対応力を向上させるため、他府県と連携した支援・受援体制の構築と県内市町

や防災関係機関との連携を進めるとともに、市町の防災力強化に向けた取組を支援し、地域防災力

の向上をめざします。 

・  市町に対し、要援護者の避難体制が確立されるよう、福祉避難所の確保や福祉避難所に代わる対

応策の検討に向けた働きかけを行うとともに、市町間の連携を促します。また、国に対しても福祉

避難所の設置や、避難が困難な人に配慮した支援体制の確立に対する財政支援を要望していきます。 

・  災害医療体制の整備に向け、医療関係機関との連携を図りながら、引き続き、災害医療体制を支

える人材育成を進めるとともに、三重県災害医療対応マニュアルの抜本的な見直しを行います。 

・  災害拠点病院などの耐震化を計画的に進めるとともに、木造住宅については、耐震補強工事にか

かる上乗せ補助や補強と同時に行うリフォーム工事への補助などを継続し、積極的に耐震化を促進

します。 

・  道路啓開を迅速に展開できる態勢整備として、道路啓開基地の整備、通信手段の確保、道路構造

の強化などの対策に取り組みます。また、大規模災害等の発生が危惧される中、緊急輸送道路（橋

梁耐震対策、法面対策も含む）の重点的かつ効率的な整備を進めます。 

 

 

 

 

 

平成 24 年度の改善のポイントと取組方向 

－ 57 －－ 56 －

施
策
の
取
組　
Ⅰ「
守
る
」

第
２
章



 
 

 
 
（単位：百万円）

県民指標    

目標項目 

23 年度 

 

現状値 

24 年度

目標値 

実績値 

27 年度 

目標値 

実績値 

目標項目の説明 

― 43.0 ％ 50.0 ％ 
率先して防災活動
に 参 加 す る 県 民
の割合 

39.5 ％ ― ― 

過去１年間に地域・職場での防災活動に参加し
たことがある県民の割合（防災対策部防災企画・地
域支援課調べ） 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

 
東日本大震災での経験から、「自分の命は自分で守

る」ことの重要性が指摘されていることや、「自助」「共
助」の取組の推進が地域の避難行動や災害対応力の
向上につながることから選定しました。 
 

平成27年度の目標値を50％とし、現状値から毎
年の平均で３％程度の向上をめざし、目標として設
定しました。 

施策責任者からのコメント    防災対策部 副部長 後藤 友宏 電話：059-224-2181 

・  今後必ず発生する東海・東南海・南海地震の発生に備え、「自助」「共助」「公助」の考え方に基

づき、県民の皆さんや市町、関係機関等と連携の取れた防災・減災対策を推進します。 

・  東日本大震災や紀伊半島大水害の教訓をふまえ、災害対策本部の体制を強化するとともに、地

域の災害対応力の強化を推進します。 

・  「三重県緊急地震対策行動計画」に基づき、緊急かつ集中的に取り組むべき地震・津波対策を

推進します。また、中長期の計画として「三重県新地震対策行動計画（仮称）」を策定するのをは

じめ、地域防災計画の見直しや広域防災拠点施設の整備などの取組を計画的に実施します。 
 

 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度

予算額等 7,062 4,368  
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 目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

新地震対策行動
計画（仮称）の進
捗率 

― ― 100 ％

 
「新地震対策行動計画（仮称）」の主要な行動

項目の進捗率（防災対策部防災企画・地域支援
課調べ） 

 

対応する基本事業 11101 新たな防災・減災対策の計画的な推進 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

 
新地震対策行動計画（仮称）の進捗

率を高めていくことが、新たな防災・減
災対策の計画的な推進につながること
から選定しました。 
 

「新地震対策行動計画（仮称）」は、国の南海トラフの巨大地震
にかかる被害想定や新たな対策をふまえ、平成 24 年度に策定す
ることをめざしています。 

 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

県・市町・防災関
係機関等が連携
して実施する防
災訓練の回数 

５回 ６回 ８回

 
総合防災訓練・防災拠点訓練・図上訓練な

ど、県、市町、防災関係機関等が連携して実施
する防災訓練の回数(防災対策部災害対策課
調べ) 

 

対応する基本事業 11102 災害対応力の充実・強化 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

県、市町、防災関係機関等が互いに
連携を図り、災害発生時に迅速・的確
な対応を行うために有効な防災訓練
に取り組む機会を増やしていくことが
災害対応力の充実・強化につながるこ
とから選定しました。 

訓練の実施回数を、平成 23 年度の５回から、平成 27 年度目
標の８回に向けて段階的に引き上げることを目標としており、平
成 24 年度は６回の実施をめざしています。 

 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

自主防災組織の
実践的な訓練実
施率 

23.1 ％ 29.0 ％ 50.0 ％

図上訓練や津波避難訓練、避難所運営訓練
などの実践的な訓練を実施した自主防災組織
の県内全組織数に対する割合（防災対策部防
災企画・地域支援課調べ） 

対応する基本事業 11103 「協創」による地域防災力の向上 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

訓練の実施率の上昇が、地域防災
力の向上を図るうえで重要と考えるこ
とから選定しました。 

訓練実施のノウハウを持たない自主防災組織に対する支援の
時間も考慮し、毎年平均して７％程度向上をめざしており、平成
24 年度は 29.0％を目標としました。 

活動指標    
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目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度 

目標値 
目標項目の説明 

県防災情報メー
ル配信サービス
の登録者数 

36,000 人 40,000 人 50,000 人

 
県の「防災みえ．ｊｐ」メール配信サービス

の登録者数（防災対策部防災対策総務課調
べ） 

 

対応する基本事業 11104 迅速な対応に向けた防災情報の共有化 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

 
詳細な地震、気象情報の提供を行

う県防災情報メール配信サービスへの
登録者数の増加が、災害時における
県民の皆さんの迅速な対応に向けた
防災情報の共有化につながることから
選定しました。 
 

災害時における迅速な防災情報の共有化を促進するため、東
日本大震災発生直後の登録者数(平成 22 年度：24,000 人)から
倍増以上とすることを目標とし、平成 24 年度は前年度の実績を
ふまえ、目標値を設定しました。 

 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

災害拠点病院等
の耐震化率 

62.9 ％ 71.4 ％ 82.9 ％

 
県内の災害拠点病院および二次救急医療機

関において、全ての建物の耐震性が確保され
ている割合 

 

対応する基本事業 11105 災害医療体制の整備 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

 
地域の医療救護の拠点となる災害

拠点病院および二次救急医療機関が
耐震化されており、大規模災害時に
医療が継続できる状態にあることが重
要であることから選定しました。 
 

全ての建物の耐震性が確保されていない病院のうち、平成 24
年度末までに耐震改修や新築・建て替え等により耐震化できる
病院数を見込んで目標値を設定しました。 

 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

耐震基準を満た
した住宅の割合 

82.2 ％ 84.5 ％ 90.0 ％

 
「現行の建築基準法の構造規定に適合した

住宅」と「既存不適格住宅を耐震化した住宅」の
合計の住宅総数に占める割合（県土整備部住
宅課調べ） 

 

対応する基本事業 11106 安全な建築物の確保 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

地震による被害の軽減（減災）に向
けて、住宅の耐震化を促進すること
は、地震の揺れによる死者数や経済
的被害額を減少させ、地域の防災力
を高めることから選定しました。 

国土交通省の指針（告示）等により、平成 27 年度 90％、平成
32 年度 95％が掲げられており、同数値を目標として設定し平成
24 年度は、84.5％を目標としました。 
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目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

緊急輸送道路に
指定されている
県管理道路の改
良率 

91.2 ％ 91.2 ％ 94.5 ％
第１次および第２次緊急輸送道路に指定され

ている県管理道路(91 路線)の改良率 
（県土整備部道路建設課調べ） 

対応する基本事業 11107 緊急輸送ルートの整備 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

 
大規模災害時における地域の孤立

を防ぎ、円滑な救助・救援活動、緊急
物資の輸送手段の確保、復興活動の
基盤となる緊急輸送道路の整備が必
要なことから選定しました。 
 

第１次および第２次緊急輸送道路に指定されている県管理道
路（91 路線）の改良率を平成 27 年度末までに 94.5%まで向上さ
せることを目標値としていますが、工事完成時期との関係から平
成 24 年度の進捗は、平成 23 年度と同じ 91.2％となります。 

 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

消防設備等の充
足率 

82.8 ％ 83.3 ％ 84.0 ％

 
総務省消防庁の基準に基づいて市町が算定

した消防設備および消防水利の整備目標数に
対する現有数の割合（防災対策部消防・保安課
「消防施設整備計画実態調査」） 

 

対応する基本事業 11108 消防力向上への支援 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

 
人員数、消防設備および消防水利

の整備状況が消防力をあらわす指標
として重要であることから選定しまし
た。 
 

地域における消防力の向上を促進するため、総務省消防庁
が消防力の整備指針として示す整備数に対する市町の整備割
合の維持、向上をめざし、平成24年度末までに83.3%まで引き上
げることを目標として設定しました。 

 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

高圧ガス等施設
における事故発
生防止率 

99.6 ％ 100 ％ 100 ％

 
許認可をしている高圧ガス等施設において、

事故が防止された施設の割合（防災対策部消
防・保安課調べ） 

 

対応する基本事業 11109 高圧ガス等の保安の確保 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

 
高圧ガス等を取り扱う際の保安を確

保するためには、事故の発生を防止
することが重要であることから選定しま
した。 
 

高圧ガス等に係る事故は、発生すると大きな災害に発展する
可能性があることから、常に事故ゼロをめざし、事故発生防止率
100%を目標として設定しました。 
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施策１１２    

【主担当部局：県土整備部】

 
 
 
 
 
 

平成 27 年度末での到達目標 

自然災害から県民の皆さんの生命・財産を守るための対策に着実に取り組む中、近年の災害によ

る教訓をふまえ、緊急に対策が必要な施設の整備・改修や維持管理が行われているとともに、被害

軽減に向けた市町・住民への的確な水防情報の提供など警戒避難に資するソフト対策が充実してい

ます。 

 
 
平成 23 年度の取組概要 

・ 人口や資産の集積度、整備の緊急性等を勘案し、事業箇所の重点化を図り、河川改修や土砂災

害防止施設の整備を推進。迅速な避難に資する情報である浸水想定区域図の提供や、気象台と

共同での土砂災害警戒情報の発表など市町の警戒避難体制整備を支援 

・ 地震や津波に対しても壊れにくくすることによって堤防等の機能を維持するため、津波浸水想

定区域にある河川堤防の緊急点検を行うとともに、空洞化等により緊急に対策が必要な海岸施

設 200 箇所を選定 

・ 紀伊半島大水害により被災した施設の復旧や土砂災害が発生した箇所の再度災害を防止する砂

防施設や治山施設の整備などを推進。河川の流下能力を回復し、洪水被害の防止、軽減を図る

ため、新たに堆積した河川土砂を撤去 

・ 高潮や高波等に対する安全性を向上させるため、堤防等の海岸保全施設の新設、改築や補強を

推進 

・ 災害に強い森林づくりを進めるため、山地災害危険地や機能の低下した保安林の整備を推進 

 
 

平成 23 年度の取組の検証（得られた成果、残された課題） 

・ 河川や土砂災害防止施設の整備を推進したことにより安全性は向上しました。しかし、多額の

費用を要する鉄道橋の改築や再度災害を防止する事業を優先的に実施していることから、安全度

の低い箇所もまだ多く残っています。また、市町の警戒避難体制の整備を支援する浸水想定区域

図の提供や土砂災害警戒区域等の指定などのソフト対策を引き続き推進するとともに、危機管理

について国・市町などとの関係強化に努めることが必要です。 

・ 河口部の河川堤防を対象とした点検により、損傷箇所等の抽出をしました。今後は点検結果に

基づく計画的な補修・補強を実施し、機能維持を図ることが必要です。また、既存の海岸堤防等

の大部分は築造後 50 年前後経過しており、地震や津波に対して壊れにくい構造とするため緊急

な対応が必要な箇所が 200 箇所あることから、計画的な補修・更新が必要です。 

・ ９月の台風 12 号により孤立集落が発生しましたが、早急な対応により、概ね１週間で解消しま

した。引き続き、災害復旧事業等による早急な復旧や、新たに堆積した河川土砂の計画的な撤去

などにより早期の安全確保が必要です。また、国など関係機関とともに熊野川の総合的な治水対

策に取り組むことが必要です。 

・ 海岸保全施設の整備を進めた結果、高潮、高波等による災害に対する安全性が向上しました。

しかしながら、整備が必要な箇所はまだ多く残されており、さらに効果的・効率的に整備を行う

ことが必要です。 

治山・治水・海岸保全の推進水・海岸保全の推進 
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・ 治山事業等により山地災害から保全されている集落数が増加しました。しかし、大型台風や集

中豪雨等による被災箇所の復旧や機能の低下した保安林の整備を効果的・効率的に進めることが

必要です。 

 
 

平成 24 年度の改善のポイントと取組方向 

・ 河川や土砂災害防止施設については、コスト縮減を含む効率的な施設整備により安全性の向上

に努めます。また、土砂災害警戒区域等の指定、水位計の設置など市町による避難体制整備や住

民による安全で的確な警戒避難行動を支援する情報について、引き続き分かりやすく、きめ細か

な提供に努めます。さらに、防災に関する訓練を実施するなど、危機管理について市町との連携

強化に努めます。 

・ 地震動や津波による被害が懸念されるため、河川堤防や海岸堤防について、空洞やひび割れの

ある脆弱箇所の補修・補強を進めます。 

・ 平成 23 年災害の早期復旧に向け、計画的な事業推進や新たに堆積した土砂の撤去を行います。

また、国など関係機関とともに熊野川の総合的な治水対策に取り組みます。 

・ 海岸保全施設については、背後の地盤高、人口や資産の集積等を総合的に判断して、優先度の

高い箇所から効果的・効率的な整備を進めます。 

・ 治山事業等により山地災害危険地及び機能の低下した保安林の整備を実施し、山地災害保全集

落数の増加に努めます。 

 
 

県民指標    

目標項目 

23 年度 

 

現状値 

24 年度 

目標値 

実績値 

27 年度 

目標値 

実績値 

目標項目の説明 

－ 
234,300

戸 
237,100

戸自然災害への
対 策 が 講 じ ら
れている人家
数 

233,200
戸 

 
－ － 

河川、砂防、海岸、治山事業により自然災害から
守られている人家数 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

県民の皆さんの生命と財産を守るために、河川、砂
防、海岸保全、治山施設の整備に取り組んだ効果
をあらわすことから目標項目として選定しました。 

過去の実績と事業費の見通しを勘案して 1,100 戸
増加することをめざして目標値を設定しました。 

 

 

施策責任者からのコメント  県土整備部 次長 水谷 優兆   電話：059-224-2651 

・ 東日本大震災で明らかとなった地震・津波対策に係る課題や、県内での土砂災害・風水害対策

に係る課題をふまえ、自然災害に対して、安全で安心して暮らせる県土づくりのため、河川・

砂防・海岸等の基盤施設の緊急整備を推進するとともに、分かりやすくきめ細かな情報提供を

行うソフト事業を推進し、減災を図ります。 

・ 紀伊半島大水害等による公共土木施設災害への対応を最優先課題と捉え、スピード感を持って、

的確な対応を図り、一日も早い復旧に向け努力します。また、地域住民が不安を募らせないよ

う、市町と連携して丁寧な情報提供に努めます。 
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（単位：百万円） 

 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度

予算額等 31,143 51,386  

 

活動指標    

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

河川整備延長 463.4km 463.6km 464.3km 整備を行った県管理河川延長 

対応する基本事業 11201 洪水防止対策の推進 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

県民の皆さんの生命と財産を守るため
に河川を整備した延長であり、県が取
り組んだ効果を示すことから目標項目
として選定しました。 

過去の実績と事業費を勘案し、また、コスト縮減に取り組むことに
より、0.2km 増加することをめざします。 

 
 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

土砂災害保全戸
数 

17,843 戸 17,940 戸 18,260戸
施設整備により土砂災害から守られている人家
戸数 

対応する基本事業 11202 土砂災害対策の推進 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

県民の皆さんの生命と財産を守るため
に砂防施設整備を行い保全した人家
戸数であり、県が取り組んだ効果を示
すことから目標項目として選定しまし
た。 

過去の実績と事業費を勘案し、また、コスト縮減に取り組むことに
より、約 100 戸増加することをめざします。 

 
 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

海岸整備延長 284.2km 285.3km 288.4km 整備を行った海岸保全施設延長 

対応する基本事業 11203 海岸保全対策の推進 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

県民の皆さんの生命と財産を守るため
に海岸保全施設を整備した延長であ
り、県が取り組んだ効果を示すことから
目標項目として選定しました。 

過去の実績と事業費を勘案し、また、コスト縮減に取り組むことに
より、1.1km 増加することをめざします。 
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目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

山地災害保全集
落数 

1,504 
集落 

1,521
集落

1,571
集落

施設整備等により山地災害から守られている集
落数 

対応する基本事業 11204 治山対策の推進 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

県民の皆さんの生命と財産を守るため
に施設整備を行い、山地災害から保
全される集落数であり、県が取り組ん
だ効果を示すことから目標項目として
選定しました。 

過去の実績と事業費を勘案し、また、コスト縮減に取り組むことに
より、17 集落増加することをめざします。 
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施策１１３    

【主担当部局：健康福祉部】

 
 
 
 
 

平成 27 年度末での到達目標 

農水産物の生産や食品の製造・加工から消費に至る一貫した監視指導を行うことにより、安全で

安心して食べられる食品が供給されています。また、食に関する危機管理体制の整備が進められて

います。 

 

平成 23 年度の取組概要 

・ 全庁的な推進体制である「食の安全・安心確保推進会議」および「同幹事会」を開催し、各部

局に及ぶ事業を総合的に推進（11 回） 

・ 食品による健康危害発生状況等を踏まえて施設をＡ～Ｃランクに分類し、頻度を定めて監視指

導を実施（Ａランク施設 2,930 件、Ｂランク施設 1,997 件、Ｃランク施設 11,029 件） 

・ 生食用食肉取扱施設に県独自の届出制度を導入。当該施設をＡランク施設として重点的に監視

指導を実施（485 施設） 

・ 食品従事者や消費者を対象とした食品衛生講習会等を実施(開催 355 回、受講者 11,480 人) 

・ 微生物、残留農薬、残留抗生物質などの食品検査の実施。不適合であるものに対する指導実施

(検査件数 1,745 件：不適合率 3.8％) 

・ 放射性物質に汚染された稲わらが給餌された可能性のある牛の肉に対する放射性物質の検査の

実施（36 頭） 

・ 県産牛肉に対する消費者の信頼の回復を目的とした放射性物質全頭検査を実施 

・ ＨＡＣＣＰ手法＊を導入した衛生管理プログラムからなる「三重県食品の自主衛生管理認定制

度」を推進（新規取組開始５施設、取組施設総数 152 施設） 

・ 食品事業者に対する食品衛生法およびＪＡＳ法に基づく食品表示の監視指導の実施（監視指導

件数 1,972 件） 

・ 食品表示ウォッチャー制度による情報収集（食品表示ウォッチャー69 人委嘱） 

・ 高病原性鳥インフルエンザ＊対策対応マニュアルの大幅な改訂 

・ 初動防疫に必要な資材の備蓄と防鳥ネットの設置促進 

・ 家畜伝染病予防法の改正により強化された飼養衛生管理基準の畜産農家に対する周知と遵守を

徹底し、家畜伝染病の発生防止を実施 

・ 農薬、肥料の適正流通・使用について監視・指導を実施（農薬販売者 187 件、農薬使用者 543

件、肥料生産販売者 207 件） 

 

 

平成 23 年度の取組の検証（得られた成果、残された課題） 

・ 放射性物質による農林水産物等への影響や他県で発生した生肉等を原因とした食中毒事件な

ど、食の安全を脅かす危機的事案に対し、「食の安全・安心確保推進会議」を中心に全庁的な対

応を図りました。今後さらに、危機的事案への対応力を強化していくことが必要です。 

・ 生食用食肉取扱施設について県独自の届出制度を導入しましたが、県外では規格に違反した食

肉等を提供した事故発生が報告されていることから、規格基準の遵守を徹底する必要がありま

す。 

・ 食品検査において、食品衛生法の規格基準や農薬取締法の使用基準等に不適合となったものは

適合するよう改善しましたが、引き続き検査を行い、不適合品の発見とその改善を行う必要があ

ります。 

食の安全・安心の確保 
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・ 県産牛肉に対する県民の安心確保を目的として、放射性物質全頭検査を実施しましたが、国の

新たな基準値に対応することが必要です。また、他県では新基準値を超える食品の流通も報告さ

れていることから、県内に流通する食品の安全性を確認する必要があります。 

・ ＨＡＣＣＰ手法を導入した衛生管理プログラムである「三重県食品の自主衛生管理認定制度」

は、飲食店営業も対象としたこともあり、より多くの事業者が参加できるようになりました。今

後も、制度を広く事業者に普及し、事業者による自主衛生管理をさらに促進していく必要があり

ます。 

・ 食品従事者を対象とした衛生講習会を行いましたが、学校給食の調理従事者では一部にしか実

施することができませんでした。学校給食においても衛生教育が効果的に行われるよう関係機関

と連携を図り講習会を実施する必要があります。 

・ 営業施設の立ち入り検査のほか、食品表示ウォッチャーの取組などを通じて収集した情報をも

とに食品表示の適正化を進めましたが、消費者からの情報をより多く収集するために関係部局と

連携を進める必要があります。 

・ 高病原性鳥インフルエンザ対策対応マニュアルを一新し、対策本部・動員体制・防疫作業体制

を再整備しました。今後、これらが円滑に機能するよう万全を期す必要があります。 

・ 農薬、肥料の適正流通・使用については、監視指導の実施等により販売業者等の法令遵守意識

は向上しており、農産物の流通において、問題となる事案の発生はありませんでした。 

 
 
 

平成 24 年度の改善のポイントと取組方向 

・ 食の安全を脅かす危機発生時の対応を強化するため、これまで「食の安全・安心確保推進会議」

が担ってきた危機発生時の対応を「三重県危機管理計画」に基づく体制に改め、関係部局の連

携を図り、迅速かつ的確に行います。 

・ 新たに生食用食肉の規格基準の遵守を徹底するため、関連する条例を改正し、平成 24 年 10 月

の施行に向けて啓発や研修を行います。 

・ 計画的に食品検査を実施し、不適合があった場合は速やかに適合するよう改善を図ります。ま

た、県内に流通する食品の安全性を確認するため、新たな基準値に対応した放射性物質検査を

行います。 

・ 放射性物質の新基準値に対応した検査体制を整備し、県産牛肉の全頭検査を実施します。 

・ 「三重県食品の自主衛生管理認定制度」を多くの事業者に広げるために、まずは地域のリーダ

ー的存在となり得る事業者に対して、この制度を理解し積極的に取り組むよう働きかけます。

・ 県・市町教育委員会等と連携を図り、衛生講習会の実施などを通じ、学校給食の調理従事者に

対する衛生教育が効果的に行われるよう取組を行います。 

・ 食品表示ウォッチャーの取組に加え、関係部局と連携し、消費者等からの情報収集に努め、こ

れをもとに食品表示の適正化を図ります。 

・ 高病原性鳥インフルエンザ対策対応マニュアルを随時、より実践的な内容に更新していくとと

もに、防疫演習、講習会を通じて関係機関との連携強化を図ります。 

・ 家畜伝染病の発生予防やまん延防止に備えて、強化された飼養衛生管理基準の遵守を畜産農家

に対し、周知徹底します。 

・ 農薬・肥料の適正流通・使用については、引き続き監視指導計画に基づき立入検査等を実施し

ます。また、県民全体での農薬の安全使用意識を向上させるため、安全啓発チラシの配布など

により県民の皆さんへの周知を図ります。 
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県民指標    

目標項目 

23 年度 

 

現状値 

24 年度 

目標値 

実績値 

27 年度 

目標値 

実績値 
目標項目の説明 

－ 100％ 100％
食品検査にお
ける適合率  

100％ 
 

－ － 

食品検査の対象食品のうち、「食品衛生法」の規格
基準および「農薬取締法」の使用基準等に適合し
ている食品と、不適合であったが適合するように改
善した食品の割合 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

食の安全・安心の確保のためには、県内に流通して
いる食品が「食品衛生法」等の基準に適合している
ことが重要であることから、適合率を目標項目として
選定しました。 

食の安全・安心の確保のためには、確実に「食品
衛生法」等の基準に適合していることが必要であ
り、毎年度 100％達成を維持することを目標値とし
て設定しました。 

 

（単位：百万円） 

 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度

予算額等 498 219  

 

活動指標    

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

自 主 衛 生 管 理

（ＨＡＣＣＰ手法）

導入取組施設数 

152 施設 

 

157 施設 172 施設 食品の製造・加工工程にＨＡＣＣＰの考え方に
基づいた自主衛生管理システムを導入した食
品製造施設数 

対応する基本事業 11301 食品の安全・安心の確保 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

ＨＡＣＣＰの考え方に基づいた自主衛
生管理システムを導入することが、食
品製造業者の食品衛生管理レベルの
向上につながり、安全な食品を提供で
きることから選定しました。 

事業者が自主衛生管理システム（ＨＡＣＣＰ手法）を取り入れて製
造・加工する施設の毎年５施設ずつの増加を目標値として設定
しました。 

施策責任者からのコメント   健康福祉部 次長 永田 克行  電話：059-224-2321 

・ 生食用食肉の規格基準を徹底するため条例に規定するとともに、食の安全確保のため県内を流

通する食品の放射性物質検査を実施します。 

・ 食品製造業等の関係事業者に「三重県食品の自主衛生管理認定制度」の導入についての普及啓

発を強化し、取組事業者の拡大を図り食の安全・安心確保に取り組みます。 

・ 畜産農家への飼養衛生管理基準の遵守徹底など家畜伝染病の発生予防・まん延防止や、農水産

物の生産工程管理および衛生管理を促進することで、安全・安心の確保に取り組みます。 
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目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

高病原性鳥イン

フルエンザ等家

畜伝染病のまん

延防止率 

100％ 

 

100％ 100％
「家畜伝染病予防法」において発生予防やまん
延防止等を図ることとされている家畜伝染病に
ついて、県内で発生した場合の初動防疫での
沈静化成功率 

対応する基本事業 11302 農水産物の安全・安心の確保 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

防疫措置が的確に実施できているか
どうかを測る指標として適当であると考
えることから、選定しました。 

家畜伝染病についての防疫措置を的確に実施することをめざし
て、100％達成を維持することを目標として設定しました。 
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施策１１４    

【主担当部局：健康福祉部】

 
 
 
 
 

平成 27 年度末での到達目標 

県民一人ひとりの感染予防に対する意識を高めるとともに、感染症の発生の兆しを早期探知でき

る新たな感染症情報システムが、全ての医療機関、保育所、学校等で活用されることにより、関係

機関や保護者等が、地域の発生状況を監視して、発生時には速やかに感染拡大防止対策がとられて

います。 

 
平成 23 年度の取組概要 

・ 保育所・学校や医療機関等と連携した発生状況を早期に把握できる感染症情報システムの構築

（感染症情報システム登録施設：1,254 施設（86.7％）） 

・ 医療機関、県市町関係者および学校等関係者を対象に、感染症に関する知識を有し、医療機関

等施設内における感染防止や、感染症の流行状況等を地域等へ情報発信し、地域等における予

防啓発を的確に行うことができる感染症情報化コーディネーターの養成（81 人） 

・ 第一種および第二種感染症指定医療機関の施設整備と運営支援 

（施設整備１施設、運営支援４施設） 

・ 患者への直接服薬指導（ＤＯＴＳ）、定期結核健康診断の経費補助、結核の正しい知識の啓発 

（定期結核健康診断の経費補助施設数：90 施設） 

・ 人権を尊重した無料ＨＩＶ抗体検査、相談、啓発等の実施 

（検査件数 796 件、相談件数 617 件） 

・ 市町が定期予防接種等を円滑に実施できるよう支援する三重県予防接種センターの設置・運営

（予防接種センター接種人数 867 人、相談件数 679 件） 

・ 市町が「子宮頸がん等ワクチン接種緊急促進事業」に基づき実施する予防接種事業への支援 

（29 市町） 

 
 

平成 23 年度の取組の検証（得られた成果、残された課題） 

・ 保育所・学校や医療機関等と連携して、発生状況を早期に把握できる感染症情報システムを構築

し、感染症の発生を早期に把握することができるようになりましたが、全ての保育所・学校は本

システムに参加しておらず、100％参加に向け取り組んでいく必要があります。 

・ 平成 23 年度の感染症情報化コーディネーター養成は、20 人程度を目標としていましたが、学校等

関係者の感染症対策への関心が非常に高く、81 人を養成することができました。当初対象として

いた医療機関と県市町関係者に学校等関係者も加え、さらに多くの感染症情報化コーディネーター

を養成していくことが可能となりました。 

・ 感染症指定医療機関の施設整備では、これまで未設置（本県設置基準２床）であった第１種感染

症病床を２床整備することができましたが、今後、新型インフルエンザ等の発生に備えた体制づ

くりが必要です。 

・ 県内の結核新登録患者数は毎年減少傾向にあるものの依然として多く（平成 23 年 281 名）、定期

健康診断の徹底等により早期発見・早期治療に努めていく必要があります。 

・ エイズ患者（感染者）の発生は毎年 10 人前後で推移していますが、ＨＩＶ抗体検査件数は、平

成 22 年度から約 200 件減少していることから、県民の皆さんに検査の必要性をさらに啓発して、

早期発見に努めていく必要があります。 

 

感染症の予防と体制の整備 
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・ 予防接種事業の円滑な運用を図ることはできましたが、子宮頸がん予防ワクチン、ヒブワクチン

および小児用肺炎球菌ワクチンの接種については、国が進めている予防接種法改正（定期接種化）

の動向を注視して対応していく必要があります。 

 
 

平成 24 年度の改善のポイントと取組方向 

・ 感染症情報システムに、県内全ての保育所、学校等が参加するよう県・市町教育委員会等と連

携して取り組みます。 

・ 感染症情報化コーディネーターの養成を引き続き行うとともに、コーディネーターから地域等

へ感染予防等の情報が発信されるよう取り組みます。 

・ 新型インフルエンザ等の対策については、「新型インフルエンザ等対策特別措置法」の施行に伴

う国の動きを注視し、県行動計画の策定などの発生に備えた準備を進めていきます。 

・ 結核対策については、早期発見・早期治療に繋がるよう健康診断の実施や治療費助成を進める

など、適切な対応をとります。 

・ 早期発見が感染拡大防止に効果的であるエイズ（ＡＩＤＳ）等について、感染予防の啓発に注

力するとともに、人権に配慮した相談・無料検査を実施します。 

・ 予防接種については、三重県予防接種センター事業の実施、市町支援等適切な運用を図ります。

また、子宮頸がん予防ワクチン、ヒブワクチンおよび小児用肺炎球菌ワクチンについては、事

業が継続できるよう、国に対して早期の定期接種化を提言するとともに、市町・医療機関と連

携して接種率の向上に努めます。 

 

県民指標    

目標項目 

23 年度 

 

現状値 

24 年度 

目標値 

実績値 

27 年度 

目標値 

実績値 

目標項目の説明 

－ ０件 ０件
感染症の集団
発生事例数  

０件 
 

－ － 

「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療
に関する法律」に基づく一、二、三類感染症の県
内における集団発生の事例数 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

感染症法に規定する一、二、三類の感染症の発生
および拡大を防止することが県民の皆さんの健康を
守り、安心につながると考えることから、目標項目を
選定しました。 

一、二、三類の感染症の集団発生は１件もないよう
にすべきであり、０件を目標値として設定しました。 

 

（単位：百万円） 

 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度

予算額等 2,462 318  
  

施策責任者からのコメント   健康福祉部 次長 永田 克行  電話：059-224-2321 

・ 全ての保育所や学校が一体となって、感染症情報システムを活用し、医療機関や市町とも連携

して感染予防に取り組むよう、システムの有効性の普及啓発に努めます。これにより、地域の

感染予防対策の推進を図るとともに、それぞれの現場で迅速かつ的確に感染症対策に対応でき

る人材育成に取り組みます。 
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活動指標    

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

感染症情報シス

テムを活用して

いる施設の割合 

86.7％ 100％ 100％
全ての保育所、幼稚園、小中学校、高等学校お
よび各種専修学校のうち、感染症情報システム
を活用している施設の割合 

対応する基本事業 11401 感染症予防普及啓発の推進 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

感染症の集団発生を未然に防止する
ために、集団感染が起こりやすい保育
所、幼稚園、小中学校、高等学校およ
び各種専修学校を対象に、感染症情
報システムを導入して、感染症の流行
状況を早期に察知します。 
このシステムを活用し、感染の拡大を
防止することが重要であることから、目
標項目を選定しました。 

感染症情報システムは県内保育所、幼稚園、小中学校、高等学
校および各種専修学校を対象として、欠席者情報を把握し、感
染予防に役立てるものであるため、早期に全ての施設に参加し
ていただく必要があることから、平成 24 年度目標値から 100％を
設定しました。 

 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

感染症情報化コ
ーディネーター
数（累計） 

81 人 130 人
280 

（100）
人

県が育成した感染症情報化コーディネーター数

対応する基本事業 11402 感染症危機管理体制の整備 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

より積極的な感染症予防対策や啓発
が求められている現状をふまえ、感染
症に精通した人材を養成することが重
要であると考えることから、目標項目と
して選定しました。 

当初養成対象を医療機関と県市町関係者として平成 27 年度目
標値を 100 人としていましたが、学校等関係者の感染症対策へ
の関心が高く、平成 23 年度は 81 人養成することができたことか
ら、医療機関および行政機関で５年間に 180 人、保育所や学校
等連携機関を対象に５年間で 100 人養成し、計 280 人を新たな
目標値としました。このため、平成 24 年度は 50 名の養成をめざ
し、目標値を 130 人としました。 

 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

ＨＩＶ抗体検査件
数 

796 件 1,025 件 1,100 件
保健所においてＨＩＶ（エイズ（ＡＩＤＳ）の原因と
なるウイルス）抗体検査を行った件数 

対応する基本事業 11403 感染症対策のための相談・検査の推進 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

ＨＩＶは血液を介して感染しますが、自
覚症状がないまま広くまん延すること
が危惧されており、感染を防止するに
は自身が感染しているかどうか認識す
ることが重要であり、検診受診者の増
加がまん延防止につながると考えるこ
とから、目標項目として選定しました。 

これまでの実績をふまえて、保健所実施のＨＩＶ抗体検査の年間
実施件数を平成 23 年度見込 1,000 件から４年間で 10％増やす
ことをめざし、平成 24 年度は 2.5％増の 1,025 件を目標値として
設定しました。 
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施策１２１    

【主担当部局：健康福祉部医療対策局】

 
 
 
 
 

平成 27 年度末での到達目標 

減少傾向にある救急医療等を担う若手医師の確保に向けた仕組みを構築することなどにより、医

師の不足・偏在解消に向けた取組や、看護職員の確保に向けた取組が進むなど、救急医療やへき地

医療等を含む地域医療体制の整備が進んでいます。 

 
平成 23 年度の取組概要 

・ 適切な受診行動の促進について啓発を行うための講演会の開催。医療の質の向上等のために医療安全に関

する講演会等を開催 

・ 国補正予算に基づき、地域医療再生臨時特例交付金が交付されることとなったことから、三次

医療圏（県全体）を対象とし、急性期から回復期、在宅までの切れ目のない医療提供体制を構

築することをめざし、平成 23 年 11 月に地域医療再生計画＊を策定 

・ 医師無料職業紹介事業や医学生を対象とした医師修学資金の貸与、三重県地域医療研修センター等におけ

る地域医療教育の充実、研修病院の魅力向上支援等の実施 

（医師無料職業紹介実績：問い合わせ25 件、成約９件（常勤４、非常勤５）、医師修学資金新規貸与者62

名、研修病院魅力向上支援：８病院・１団体11事業、三重県地域医療研修センターにおける地域医療研修

受入数：初期研修医35名、後期研修医1名） 

・ 三重県地域医療支援センターの設置に向けた準備 

・ 各医療機関等における卒後研修体制の構築支援や修学資金貸付等、看護職員の県内定着策の実施（新人看

護職員研修事業補助：40 病院、新人研修体制構築アドバイザー派遣：４病院、看護師等就学資金新規貸与

者62名） 

・ 二次救急医療機関の当直医師の確保支援と救急勤務医手当の支給助成の実施 

・ 救急医療情報システムの更新（平成23年10月） 

・ 県内全域をカバーする本県独自のドクターヘリを平成24年２月に運航開始（ドクターヘリ搬送件数：19件）

・ 三重県における「傷病者の搬送及び受入れの実施に関する基準」（以下、「傷病者搬送等実施基準」という。）

の運用開始 

・ 三重医療安全支援センターにおける医療に関する患者や家族等からの相談や苦情に対する助言等の実施 

・ 県立こころの医療センターおよび県立一志病院における医療ニーズに対応した円滑な病院運営の実施 

・ 三重県立総合医療センターおよび県立志摩病院における「当面の運営方針（平成23年度）」に基づいた病院

運営の実施 

・ 平成24年４月からの三重県立総合医療センターの地方独立行政法人化や県立志摩病院への指定管理者制度

導入に向けた住民や職員等関係者への説明会等さまざまな準備業務の実施 

・ 国民健康保険の広域化に向けた環境整備として、市町と保険財政共同安定化事業の拡充に係る協議 
 
 
 

平成 23 年度の取組の検証（得られた成果、残された課題） 

・ 「かかりつけ医」を持たないこと等から、いわゆるコンビニ受診や安易に救急車を利用することが多

く、今後は、これらの抑制に向けて、県民一人ひとりの地域医療に対する理解と適切な受診行動をさ

らに促進する必要があります。 

・ 地域療再生計画に基づき、総合医の育成拠点整備や桑名地域の病院の再編統合などを支援しました。

地域医療体制の整備を進めるため、計画を着実に進める必要があります。 

・ 依然として、医師の不足や偏在が解消されないことから、今後、医師無料職業紹介事業等の取組にお

ける、より効果的な情報発信や、若手医師の確保・定着に向けた取組等を行っていく必要があります。 

医師確保と医療体制の整備 
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・ 医師修学資金貸与者の累計が 285 名(返還者を除く)となり、県内で勤務する医師の段階的な増加が見

込まれることから、今後、県内医療機関をローテーションしながらキャリアを積み重ね、県内医療機

関に定着する取組が必要です。 

・ 三重県地域医療研修センターにおける研修医等を対象とした地域医療研修について、今後増加が見込

まれる医師修学資金貸与者等にも対応できるような受け入れ体制が必要です。 

・ 新人看護職員の卒後研修は一定規模以上の病院での取組は進みましたが、未実施の医療機関での取組

が必要です。また、引き続き、修学資金貸与者の県内定着について取り組んでいく必要があります。 

・ ドクターヘリについては、約35分以内に医師の初期治療を受けることができるようになったことから、

重症患者の救命や快復に効果が出ましたが、より効果的な運用に向けて、その運航状況を検証・評価

する必要があります。 

・ 運用を開始した傷病者搬送等実施基準については、より良い基準に見直していくため、検証を行う必

要があります。 

・ 救急医療情報システムに参加する時間外診療可能医療機関は 568 機関となりましたが、県民の皆さん

が休日・夜間等でも安心して受診できるよう、さらに参加医療機関を増やす必要があります。 

・ 平成23年度の医療安全支援センターにおける受診相談等の件数は平成22年度より増えており、今後

も相談等に対し適切に対応する必要があります。また、医療安全に関する講演会等に平成23年度は多

数の医療従事者の参加があり、引き続き医療の質の向上のための対策を実施していく必要があります。 

・ 県立病院は良質で満足度の高い医療の提供をめざして取組を進めてきましたが、医師の不足等に伴っ

て、志摩病院における内科診療体制の縮小、産科および小児科の常勤医師不在など、一部の病院にお

いて本来の機能を十分に発揮できない状況が生じています。 

・ 国民健康保険の財政運営を安定させるには、保険財政共同安定化事業の拡充、収納率の向上、医療費

の適正化など、整理すべき課題があるため、引き続き市町と協議していく必要があります。 

 
 

平成 24 年度の改善のポイントと取組方向 

・ 県民の皆さんが地域医療に対する理解を深め、適切な医療機関の受診など一人ひとりができることに取り

組めるよう、企業、医療機関、大学、関係団体などに働きかけ、新たに啓発キャンペーン等を行います。

また、患者と医療関係者とのより良い信頼関係を築くため、相談窓口事業や医療安全研修等を実施します。 

・ 地域医療再生計画に記載された事業を着実に進めることができるよう、引き続き、各事業主体と連携して

取り組んでいきます。 

・ 若手医師の確保・定着に向けた仕組みづくりの取組に注力することとし、三重県地域医療支援センターを

設置し、医師のキャリア形成支援モデルの検討などの取組を進めます。また、モデル的に県内の研修病院

等が実施する、指導医育成や指導体制充実の取組、女性医師が子育てなどにより離職しない、あるいは復

帰しやすい環境づくりの取組を支援します。 

・ 三重県地域医療研修センターにおける地域医療研修について、へき地等の医療機関と連携して研修医等の

受け入れ体制を拡充していきます。 

・ 看護師養成所の卒業生の県内就業と新人看護職員の定着促進を図るため、医療機関等における就業調査を

実施し、小規模病院等への研修参加等の働きかけを行うなど、よりきめ細かに研修体制の構築を支援しま

す。三重労働局や三重県看護協会と連携し、「働きやすい職場環境づくり」をめざし、就労環境相談や医

療機関へのアドバイザー派遣などの取組を進めます。 

・ ドクターヘリについては、運航状況の検証・評価をふまえ、より効果的な運航に努めます。 

・ 傷病者搬送等実施基準については、検証結果をふまえ、必要に応じてその見直しを行います。 

・ 救急医療情報システムに参加する時間外診療可能医療機関の増加については、医師会等の関係団体と連携

して取り組んでいきます。 

・ 県立病院の中期経営計画に基づく年度計画に従って、医師・看護師の確保、こころの医療センターにおけ

る外来棟増築工事、一志病院における総合医（家庭医）育成拠点の整備など、重点的な課題に積極的に取

り組むとともに、志摩病院の指定管理者に対し、基本協定等に基づいて、適切な指導監督を行います。 

・ 市町国民健康保険の財政運営を安定化させるため、保険財政共同安定化事業を拡充するとともに、市町に

対して、法に基づく県調整交付金などの財政支援や助言、指導、広域化に向けた環境整備のための協議を

進めます。 
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県民指標    

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

実績値 

27 年度

目標値 

実績値 

目標項目の説明 

－ 
120.0 人

（23 年度）
124.0 人
（26 年度）人口 10 万人あた

りの病院勤務医
師数 118.6 人 

（22 年度） 
－ － 

人口 10 万人あたりの県内病院に勤務する常勤
医師数（厚生労働省「病院報告」） 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

県内の救急医療をはじめとする地域医
療体制の維持が厳しくなっている主要
因が病院勤務医師の不足・偏在である
ことから、病院勤務医師の充足状況が
地域医療体制の充実状況をより直接的
に、また、地域住民の医療に関する安
心感を間接的にあらわしていると考える
ことから、目標項目として選定しました。 

平成 22 年度に国が行った必要医師数実態調査結果で報告され
た、県内病院における必要求人医師数 312 人を最終的な目標とし
ますが、当面は、この４年間で 100 人の増、毎年度 25 人ずつの増
をめざします。これを全国比較や県内保健医療圏ごとの比較が可
能となる10 万人あたりの医師数に換算し、4 年間で5.4 人増の 124
人、平成 24 年度には 1.4 人増となる 120 人を目標値として設定し
ました。 

 

 

（単位：百万円） 
 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度

予算額等 67,726 45,110  

 

活動指標    

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

県内の病院で後
期臨床研修を受
ける医師数 

167 人 180 人 217 人
県内の臨床研修病院等で後期臨床研修を受け
ている医師数 

対応する基本事業 12101 医療分野の人材確保 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

医師不足・偏在解消に向けて、県内
の医師の確保・定着を図り、救急医療
をはじめとする地域医療体制を整備し
ていくためには、より多くの若手医師
の確保が必要であり、後期研修を県
内の病院で受けた医師がそのまま県
内で定着するケースが多いことから、
目標項目として選定しました。 

本施策の県民指標として掲げる 100 人の医師増に向け、初期臨
床研修医の定員(平成 22 年度：131 名)にかかるマッチング率の
向上と研修修了後の県内医療機関への定着を図ることにより、
県内で後期研修医として勤務する医師を４年間で 50 人引き上げ
ることを目標に、毎年度 12～13 人ずつ増加させることとし、平成
24 年度は 180 人と設定しました。 

 

施策責任者からのコメント   健康福祉部 次長 森岡 久尚  電話：059-224-2326 

・ 県民の皆さん自らが地域医療を守る行動等を促進する取組を積極的に支援します。 

・ 県内の救急医療等を中心的に担う若手医師の確保･定着に向けて、三重県地域医療支援センター

を中心に、県内医療機関や市町､三重大学等と連携を一層強化し､医師のキャリア形成支援と医師

不足病院の医師確保支援を一体的に行う仕組みの構築などに注力します。 

 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

県内看護師養成
施設卒業者の県
内就業者数 

574 人 644 人 665 人
県内看護師養成施設卒業者のうち、県内の医
療機関等に就業した看護師数 

対応する基本事業 12101 医療分野の人材確保 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

看護職員は医師とともに医療体制を
支える重要な職種であり、県内で不足
する看護職員を確保するためには、
県内の看護師養成施設卒業生の県
内医療機関等への就業を促進するこ
とが重要であることから、目標項目を
選定しました。 

第７次看護職員需給見通しにおける平成 27 年３月の新卒者によ
る必要看護師数は 665 人であり、平成 19 年度から平成 22 年度
の４年間の平均値 637 人との差である28 人を計画期間内に解消
することをめざし、４年間で７人ずつ増加させることとし、目標値を
設定しました。 

 
 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

救急医療情報シ
ステムに参加す
る時間外診療可
能医療機関数 

568 機関 593 機関
668 

（585）
機関

県の救急医療情報システムに参加し、時間外診
療を行っている医療機関数 

対応する基本事業 12102 救急・へき地等の医療の確保 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

救急医療体制の整備にあたって、病
院や診療所が救急医療情報システム
に参加し、時間外に診療を行う医療機
関数を増やすことが重要であることか
ら、目標項目を選定しました。 

関係団体等と連携して、夜間や休日などの時間外に診療可能な
医療機関を毎年度 25 機関ずつ増やしていくことをめざして、平
成 23 年度の現状値に 25 機関を加え、目標値を設定しました。 

 
 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

医療相談件数 755 件 761 件
778 

（741）
件

三重県医療安全支援センターにおける相談件
数 

対応する基本事業 12103 医療の質の向上 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

患者等からの医療に関する相談や苦情に
適切に対応し、必要に応じ医療機関等に対
しても助言等を行うことが医療の質を向上さ
せることにつながると考えることから、目標
項目を選定しました。 

過去５年間の平均相談件数および平均伸び率から算出した、平
成 27 年度の目標値 778 件から平成 23 年度の実績値 755 件を
差し引いた 23 件を４年間で６件ずつ増加させることとし、761 件と
します。 
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目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

県内看護師養成
施設卒業者の県
内就業者数 

574 人 644 人 665 人
県内看護師養成施設卒業者のうち、県内の医
療機関等に就業した看護師数 

対応する基本事業 12101 医療分野の人材確保 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

看護職員は医師とともに医療体制を
支える重要な職種であり、県内で不足
する看護職員を確保するためには、
県内の看護師養成施設卒業生の県
内医療機関等への就業を促進するこ
とが重要であることから、目標項目を
選定しました。 

第７次看護職員需給見通しにおける平成 27 年３月の新卒者によ
る必要看護師数は 665 人であり、平成 19 年度から平成 22 年度
の４年間の平均値 637 人との差である28 人を計画期間内に解消
することをめざし、４年間で７人ずつ増加させることとし、目標値を
設定しました。 

 
 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

救急医療情報シ
ステムに参加す
る時間外診療可
能医療機関数 

568 機関 593 機関
668 

（585）
機関

県の救急医療情報システムに参加し、時間外診
療を行っている医療機関数 

対応する基本事業 12102 救急・へき地等の医療の確保 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

救急医療体制の整備にあたって、病
院や診療所が救急医療情報システム
に参加し、時間外に診療を行う医療機
関数を増やすことが重要であることか
ら、目標項目を選定しました。 

関係団体等と連携して、夜間や休日などの時間外に診療可能な
医療機関を毎年度 25 機関ずつ増やしていくことをめざして、平
成 23 年度の現状値に 25 機関を加え、目標値を設定しました。 

 
 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

医療相談件数 755 件 761 件
778 

（741）
件

三重県医療安全支援センターにおける相談件
数 

対応する基本事業 12103 医療の質の向上 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

患者等からの医療に関する相談や苦情に
適切に対応し、必要に応じ医療機関等に対
しても助言等を行うことが医療の質を向上さ
せることにつながると考えることから、目標
項目を選定しました。 

過去５年間の平均相談件数および平均伸び率から算出した、平
成 27 年度の目標値 778 件から平成 23 年度の実績値 755 件を
差し引いた 23 件を４年間で６件ずつ増加させることとし、761 件と
します。 
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目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

県立病院患者満
足度 

73.9% 80.0% 80.0%
県立病院の患者を対象に実施するアンケートにお
いて「自分の親しい友人や家族が病気になったと
き、この病院を推薦する」と回答する患者の割合 

対応する基本事業 12104 県立病院による良質で満足度の高い医療サービスの提供 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

県立病院を利用する県民の皆さんに
必要とされる良質な医療サービスが継
続的に提供されているかどうか判断す
る指標としてふさわしいと考えることか
ら、目標項目として選定しました。 

過去の実績等をふまえ、少しでも高い患者満足度をめざすため
に、平成 27 年度目標値と同等の目標値を設定しました。 

 
 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

市町が運営する
国民健康保険の
財政健全化率 

24.1% 
（22 年度） 

37.9%
（23 年度）

69.0%
（26 年度）

市町が運営する国民健康保険のうち、一般会
計からの赤字補てんがない市町の割合 

対応する基本事業 12105 適正な医療保険制度の確保 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

国民健康保険をはじめとした医療保
険の運営には、赤字とならない健全か
つ安定した保険財政の確保が重要で
あることから、目標項目を選定しまし
た。 

市町が運営する国民健康保険の財政運営が厳しい状況にある
ことから、将来の県単位の広域化に向けた環境を整備するため、
保険財政を健全化し、赤字補てんのない市町を増加させる必要
があることから目標値として設定しました。そこで平成 26 年度に
は 29 市町中 20 市町が健全な財政となるよう、平成 22 年度の７
市町から段階的に毎年度３市町程度の財政を健全化させるとい
う観点から、目標値を設定しました。 
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施策１２２    

【主担当部局：健康福祉部医療対策局】

 
 
 
 
 

平成 27 年度末での到達目標 

県民の皆さん、ＮＰＯ、企業、医療機関、市町等が連携してがん対策に取り組むことにより、が

んに対する意識やがん検診受診率および検診精度の向上が見られ、がんの予防・早期発見が進んで

います。また、がんに対する医療体制や、がん患者とその家族に対する相談支援体制などを強化す

ることにより、がん患者の療養生活の質が向上しています。 

 
平成 23 年度の取組概要 

・ マンモグラフィ無料体験やピンクリボンキャンペーンによる乳がん検診の受診促進や、市町が

取り組む、がん検診無料クーポン券の利用促進による受診率向上のためのモデル事業（７市町）

を支援 

・ がん患者等の診療情報や画像情報をインターネット経由により医療機関間で共有し、医療機関

が替わっても一貫した治療を受けることが可能となるほか、重複した検査や薬剤投与を防ぐこ

とをめざした「三重医療安心ネットワーク」の整備推進 

・ 緩和ケアの充実のため、がん診療に携わる医療従事者を対象にした緩和ケア研修を実施（121 人

（累計 557 人）） 

・ 県内の緩和ケア提供体制の充実を図るため、がん診療連携拠点病院＊等の緩和ケア病床の整備

を支援（２か所） 

・ がんの罹患数やがん患者の受療状況、診断・治療内容、予後（生存率）を把握し、がん医療水準

の向上を図るため、地域がん登録＊の仕組みを構築 

・ がん患者や家族の方が安心して療養できるよう、三重県がん相談支援センターでの相談（552

件）を実施 

・ 温泉等で乳がんの傷跡を気にせず入れる専用入浴着を普及させるため、県内の温泉地の宿泊施

設等へ周知 

・ 肝臓がん発症の主な原因であるウイルス性肝炎の早期発見のための検査の受診促進および肝炎

医療費助成（新規 346 件） 

 
 

平成 23 年度の取組の検証（得られた成果、残された課題） 

・ がん検診受診率向上のために７市町で実施したモデル事業において、各市町で受診に向けて創

意工夫した独自の取組がなされました。今後、モデル事業の検証結果や国内の先進的な取組を

ふまえ、がん予防・早期発見に有効な市町の取組を支援していくことが必要です。 

・ 「三重医療安心ネットワーク」に参加する情報開示病院は、がん診療連携拠点病院を中心に６

病院、閲覧可能施設は約 100 施設、診療情報共有に同意している患者数は約 2,100 名になって

います。今後、ネットワークに参加する医療機関等を増やし、ネットワークの強化を図る必要

があります。 

・ がん診療に携わる医師に対する緩和ケア研修を実施しましたが、依然として緩和ケアに携わる

人材が不足しています。 

・ 地域がん登録は、がん診療連携拠点病院６か所と院内がん登録実施病院７か所を中心に実施を

始めました。今後、情報の収集、登録、集計、解析を委託している三重大学医学部附属病院に

おいて、正確な統計データに基づくがん対策の評価・立案できる体制づくりが必要です。 

がん対策の推進 
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・ 三重県がん相談支援センターは平成 19 年度の開設以来、毎年度 500 名程度の相談を受け付けて

います。今後、休日等も含めていつでも気軽に相談したり、情報提供できたりする体制づくり

が必要です。 

・ ウイルス性肝炎の早期発見のための検査の啓発に努めていますが、受診者は年々減少していま

す。今後は県民の皆さんが身近なところで相談や助言を受けられる体制づくりを行い、ウイル

ス検査の受診や医療機関での治療の促進を図る必要があります。 

 
 
 

平成 24 年度の改善のポイントと取組方向 

・ がん対策に対するこれまでの取組の評価を行い、新たな三重県がん対策戦略プランを策定しま

す。 

・ がんの予防・早期発見のため、市町のがん検診受診率向上のための先進的な取組等を支援する

とともに、がん検診と特定健康診査の同時実施による受診率向上について検討します。 

・ ＩＴを使った地域医療連携システムである「三重医療安心ネットワーク」について、県内全域

にネットワーク展開を行うため、中核病院を中心にネットワークへの参加を積極的に働きかけ

ていきます。 

・ 緩和ケアの医療体制づくりを進めるため、在宅緩和ケアに携わる医師に対する緩和ケア研修を

実施します。 

・ 地域がん登録を委託している三重大学医学部附属病院に専任医師を配置して、がん等の疫学調

査を実施します。その調査結果と地域がん登録の情報とあわせて、がん検診の評価、がん治療

の地域格差、施設格差等について分析することにより、実効的ながん対策の検討につなげ、さ

らにがん対策を推進していきます。 

・ がん診療連携拠点病院における相談支援センターの設置や県民向け公開講座等を開催するため

の支援を行うとともに、がん治療を行う医療機関の施設（病床等）や設備（撮影機材等）の整

備を支援します。 

・ 三重県がん相談支援センターの相談日を平日に加え第一日曜日にも開設して利用しやすい運営

に取り組みます。 

・ ウイルス性肝炎の早期発見と早期治療を進めるため、市町や保健所、事業所の健康診断担当者

等をウイルス性肝炎の専門知識を持つコーディネーターとして養成します。 
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県民指標    

目標項目 

23 年度 

 

現状値 

24 年度 

目標値 

実績値 

27 年度 

目標値 

実績値 

目標項目の説明 

－ 
74.5 人 
（23 年） 

66.0 人以下
(26 年)

75 歳未満の人
口 10 万人あた
り の が ん に よ
る死亡者数（年
齢調整後） 

77.4 人 
(22 年) 

－ － 

国が策定したがん対策推進基本計画の主目標
の一つであり、がんによる 75 歳未満の死亡状況
について、年齢構成の異なる地域間の死亡状
況が比較できるよう年齢構成を調整した県の人
口 10 万人あたりの死亡者数 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方

県では、昭和 57 年以降、がんが死亡原因の第１位で
あり、今後も増加していくと予想されます。県民の皆さ
んの生命と健康をがんから守るためには、がんを早期
に発見し、早期に適切な治療を行うことで、がんによる
死亡者数を減少させる必要があることから、目標項目を
選定しました。 

平成 24 年度目標値については、平成 27 年度
目標値 66.0 人と平成 23 年度現状値 77.4 人と
の差11.4人を４年間で確実にカバーできるよう、
年 2.9 人減をめざして設定しました。 

 

                                        （単位：百万円） 

 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成27年度

予算額等 183 219  

  

施策責任者からのコメント   健康福祉部 次長 森岡 久尚  電話：059-224-2201 

・ 予防・早期発見から治療・予後までのそれぞれの段階に応じた総合的ながん対策を推進するた

め、国のがん対策推進基本計画の見直しやこれまでのがん対策の評価をふまえ、新たな三重県

がん対策戦略プランを策定します。 

・ がん検診受診率向上のため、市町の先進的な取組などを支援するとともに、肝臓がん予防のた

めの検診の受診促進等を行うコーディネーターを養成します。 
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活動指標    

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度 

目標値 
目標項目の説明 

がん検診受診率

（ 乳 が ん 、 子 宮

頸がん、大腸が

ん） 

乳がん 

20.8% 

子宮頸がん

26.7％ 

大腸がん

20.5％ 

(22 年度) 

乳がん

24.4％

子宮頸がん

28.8％

大腸がん

24.2％

（23 年度）

乳がん

35.0％

子宮頸がん

35.0％

大腸がん

35.0％

(26 年度） 

乳がん、子宮頸がんおよび大腸が
んに係るがん検診受診率 

対応する基本事業 12201 がん予防・早期発見の推進 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

乳がん、子宮頸がんおよび大腸がん
は、がんの中でも高い検診効果が期
待できるがんと言われています。がん
検診受診率の向上が県民の皆さんの
生命と健康を守る上で有効であること
から、目標項目として選定しました。 

平成27年度時点の目標値として、乳がん検診、子宮頸がん検診
および大腸がん検診の平成 21 年度における日本トップレベルの
受診率をめざして平成 27 年度の目標値を設定しました。 
 平成 24 年度の目標値については、平成 27 年度目標値と平成
23 年度現状値との差を４年間で確実にカバーできるよう、乳がん
は年 3.6％、子宮頸がんは年 2.1％、大腸がんは年 3.7％増をめ
ざして設定しました。(参考：平成 21 年度日本一の受診率…乳が
ん山形県 35.5％、子宮頸がん鹿児島県 34.3％、大腸がん山形
県 33.4％) 

 

目標項目 

23 年度 

現状値 

24 年

度 

目標値

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

がん診療に携わ

る医師に対する

緩和ケア研修修

了者数 

557 人 681 人 1,050 人
厚生労働省の示す開催指針に基づく緩和ケア研修
を修了した医師数 

対応する基本事業 12202 がん治療・予後対策の推進 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

三重県がん対策戦略プランの主目標
である「全てのがん患者およびその家
族の苦痛の軽減並びに療養生活の質
の向上」を達成する上で、緩和ケアに
関する基礎的な知識を持つ医師の増
加は重要であることから、目標項目を
選定しました。 

国の緩和ケア研修については、全国のがん診療に従事する医
師の約 10 万人(全体医師数の約３割）を対象として実施されてい
ることから、県内の医師総数の約３割にあたる 1,050 人を平成 27
年度の目標とし、平均伸び率を現状値に加算して平成 24 年度
の目標値を設定しました。 
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施策１２３    

【主担当部局：健康福祉部医療対策局】

 
 
 
 
 

平成 27 年度末での到達目標 

地域の実情に応じて、県民の皆さん、ＮＰＯ、企業、学校、市町等が連携してこころと身体の健

康づくりに取り組むことにより、自殺者数の減少や特定健康診査受診率の向上、歯科疾患の改善が

みられ、県民一人ひとりの健康の増進と生活習慣の改善が進んでいます。また、生活習慣病患者や

難病患者等に対する切れ目のない医療連携体制の充実や医療費助成などにより、安心して療養でき

る体制の整備が進んでいます。 

 
平成 23 年度の取組概要 

・ 三重の健康づくり総合計画「ヘルシーピープルみえ・21」が平成 24 年度に最終年度を迎えるこ

とから、健康意識調査、健康栄養調査、歯科疾患実態調査による評価を実施 

・ 特定健康診査・特定保健指導について、受診率の向上を図るための普及啓発や健診に関係する

保健師・管理栄養士等への育成研修会を実施 

・ ライフステージに応じた歯科口腔保健を推進するため、市町や関係機関と連携して学校歯科保

健活動の支援、8020 運動推進員の育成などを実施 

・ 自殺対策の拠点となる自殺対策情報センターを新たに設置するとともに、うつ・自殺に対する

気づきや相談にかかる基礎的知識を持ったメンタルパートナーを養成（5,268 名） 

・ 自殺対策ネットワークの構築（６か所） 

・ 難病患者等への療養・生活支援や就労支援 

・ 骨髄バンクや臓器移植についての普及啓発の実施（角膜の提供件数６件） 

・ 熱中症による救急搬送、死亡事例の増加に対応するため、広報誌やリーフレットの配布、ラジ

オ放送、ホームページへの掲載などによる注意喚起を実施 

 

 

 

 

 
平成 23 年度の取組の検証（得られた成果、残された課題） 

・ 三重の健康づくり総合計画「ヘルシーピープルみえ・21」については、各種調査の結果をふま

え、これまでの成果指標の達成状況と課題を把握することができました。今後は、加速化する

高齢化や幸福度と強い相関関係のある心身の健康向上の課題を視野に入れて、新たな健康づく

り総合計画を策定していく必要があります。 

・ 新たな法律や条例の制定にともない、歯科口腔保健を取り巻く環境の変化をふまえた取組が必

要です。 

・ こころの健康問題に関する正しい理解や、うつ･自殺に対する気づき、相談にかかる基礎的な知

識を持ったメンタルパートナーを養成しました。平成 26 年度までに 20,000 人となるよう取組

を進め、家庭、職場、地域などの絆を広げ、悩みを持つ人を相談機関等へつなげる仕組みが必

要です。 

・ 自殺対策の拠点となる三重県自殺対策情報センターの設置や、関係機関・団体による自殺対策

ネットワークの増加に取り組みましたが、本県の自殺者数は毎年 400 人前後と依然高い水準で

推移しています。今後は県内全域のネットワークの設置に向けた取組を進め、地域の絆の拡大

を図っていく必要があります。 

こころと身体の健康対策の推進策の推進 
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・ 難病患者に対する就労支援により患者 23 人の就労につながりましたが、難病患者が年々増えて

いることから、引き続き、療養･生活相談や就労相談などの支援を求める難病患者等の大きなニ

ーズに応えていく必要があります。 

・ 臓器移植等の講演やリーフレットの配布などの普及啓発を進めた結果、角膜の提供件数の増加

につながりました。今後、平成 22 年に改正された、家族の承諾による臓器提供や親族への優先

提供等を内容とする臓器移植法を踏まえた取組が必要です。 

・ 平成 23 年夏期（７月１日～９月 30 日）の熱中症による救急搬送者数は 619 人となっています。

搬送者のうち高齢者が 272 人と 44％を占めていることから、高齢者を中心に予防対策に関する啓 

発が必要です。 
 
 

平成 24 年度の改善のポイントと取組方向 

・ ライフステージに応じた効果的な健康対策を進めるため、「健康寿命の延伸」と「健康感の向上

に伴う幸福実感の向上」を目標にした、新たな健康づくり総合計画の策定を行い、運動・食事・

禁煙・口腔ケアなど、県民の皆さんの生活習慣の改善を促進します。 

・ 特定健康診査受診率向上の取組を引き続き進めることで、生活習慣病の予防・早期発見につな

げます。 

・ 「みえ歯と口腔の健康づくり条例」の制定を受け、新たに歯科口腔保健に関する計画策定を行

います。 

・ 新たな自殺対策行動計画を策定するなど、総合的なうつ・自殺対策を推進します。 

・ 三重県自殺対策情報センターが中心となって関係機関のネットワーク化や専門的な相談、情報

提供の機能を強化していきます。また、メンタルパートナーをさらに 5,000 名養成し、悩みを

抱えている人を相談につなげられるよう、地域の絆（自殺対策ネットワーク）の強化を図って

いきます。 

・ 改正臓器移植法の内容も含め骨髄バンクや臓器移植について県民の皆さんに対する普及啓発に

取り組むとともに、医療従事者等が適切に対応できるよう情報交換等を行っていきます。 

・ 難病患者等に対するきめ細かな相談等を実施するなど、引き続き難病患者等に対する療養・生

活支援や就労支援などを行います。 

・ 広報媒体を通じた熱中症の情報提供を引き続き実施するとともに、さまざまな機会を通じて高

齢者を中心に注意喚起に取り組んでいきます。 

 

県民指標    

目標項目 

23 年度 

 

現状値 

24 年度 

目標値 

実績値 

27 年度 

目標値 

実績値 

目標項目の説明 

－ 
男 77.4 歳
女 80.7 歳

(23 年)

男 78.1 歳
女 81.5 歳

(26 年)
健康寿命 

男 77.1 歳
女 80.4 歳 

(22 年) 
－ － 

国が定めた国民健康づくり運動「健康日本 21」の
目的の一つであり、県民の皆さんが日常的に介護
を必要とせず自立して心身ともに健康的な日常生
活を送ることができる期間 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

県民一人ひとりが、適正な生活習慣を守り、生涯を
通じて健康的な日常生活を送るためには、健康で
自立して暮らすことができる期間（健康寿命）の延伸
を図ることが重要であることから、目標項目を選定し
ました。 

本県における健康寿命の過去 10 年間の推移をも
とに、伸び率が最も高かった５年間（平成 17～21
年）の１年あたりの平均伸び率（男性 0.250 歳、女
性 0.275 歳）を、現状値に加算して、平成 24 年度
の目標値を設定しました。 
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（単位：百万円） 

 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度

予算額等 2,667 2,700  

 

活動指標    

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

8020 運動推進
員数 

222 人 249 人 330 人
80 歳で 20 本以上自分の歯を残すことにより、生
涯にわたり自分の歯でものを噛むことをめざす
8020 運動の推進員数 

対応する基本事業 12301 健康づくり活動の推進 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

歯科疾患が生活習慣病を引き起こす
原因の一つとなることから、8020 運動
を推進する人材を育成することにより、
県民の皆さんの生活習慣病予防につ
なげることをめざし、目標項目を選定
しました。 

県民への歯科保健指導等の地域歯科保健活動を支援する8020
運動推進員数を、平成 23 年度を基準として平成 27 年度までに
50％増加させることをめざし、１年度毎の平均伸び率を計算し、
現状値に加えて平成 24 年度の目標値を設定しました。 

 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

自殺対策に係る
ネットワーク組織
を設置している
地域数 

６地域 ７地域 ９地域
自殺対策の推進のために、各地域（保健所単
位）でネットワーク組織を設置している地域数
（県全体で９地域） 

対応する基本事業 12302 こころの健康づくりの推進 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

自殺対策は、自殺を考えている方の
身近な人や関係機関が連携して、地
域ぐるみで取り組むことが重要である
ことから、目標項目として選定しまし
た。 

県内全ての地域においてネットワーク組織が設置され、自殺対
策が進められるよう保健所単位の９地域を平成 27 年度の目標値
として設定する中で、毎年度１か所増加するとして、平成 24 年度
の目標値を設定しました。 

 

施策責任者からのコメント   健康福祉部 次長 森岡 久尚  電話：059-224-2201 

・ 新たな健康づくり総合計画や自殺対策行動計画、歯と口腔の健康づくりについての基本的な計画を

策定し、こころと身体の健康づくりの取組を推進します。 

・ 増加傾向にあるうつや以前と比べて高水準で推移している自殺への対策として、三重県自殺対策情

報センターを核にメンタルパートナーなどの人材の養成や、関係機関・団体による自殺対策ネット

ワークの構築などを推進します。 

 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

特定健康診査受
診率 

39.2% 
(22 年度) 

43.2%
（23 年度）

55.0%
(26 年度)

三重県保険者協議会に所属する医療保険者が
行う特定健康診査（生活習慣病に関する健康
診査）の受診率 

対応する基本事業 12303 生活習慣病・難病対策の推進 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

県民一人ひとりの生活習慣の改善を
推進するためには、特定健康診査の
受診率を上げることが効果的であるこ
とから、目標項目として選定しました。 

特定健康診査の受診率が、平成 27 年度に日本トップレベルに
到達することをめざし、平成 23 年度を基礎とし、毎年の平均伸び
率を計算し、現状値に加算して、平成 24 年度の目標値を設定し
ました。(参考：平成 20 年度日本一の受診率…東京都 52.9 ％)
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目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

特定健康診査受
診率 

39.2% 
(22 年度) 

43.2%
（23 年度）

55.0%
(26 年度)

三重県保険者協議会に所属する医療保険者が
行う特定健康診査（生活習慣病に関する健康
診査）の受診率 

対応する基本事業 12303 生活習慣病・難病対策の推進 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

県民一人ひとりの生活習慣の改善を
推進するためには、特定健康診査の
受診率を上げることが効果的であるこ
とから、目標項目として選定しました。 

特定健康診査の受診率が、平成 27 年度に日本トップレベルに
到達することをめざし、平成 23 年度を基礎とし、毎年の平均伸び
率を計算し、現状値に加算して、平成 24 年度の目標値を設定し
ました。(参考：平成 20 年度日本一の受診率…東京都 52.9 ％)
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施策１３１  

【主担当部局：警察本部】

 
 
 
 
 

平成 27 年度末での到達目標 

県民に強い不安を与える凶悪犯罪や県民の身近で発生する街頭犯罪等が、地域と一体となった犯

罪抑止活動、検挙活動等により減少しています。また、社会全体で犯罪被害者等を支援する機運が

高まっています。 

 
平成 23 年度の取組概要 

・地域における自主防犯活動の活性化を図るため、関係機関、団体等と連携し、防犯活動物品の配

布や犯罪情報・地域安全情報の提供などの支援を推進 

・県民に強い不安を与える凶悪犯罪、侵入犯罪等の早期検挙を図るため、初動捜査活動の強化、現

場鑑識活動の徹底、各種捜査支援システムの拡充などを推進 

・暴力団の壊滅に向けた戦略的な取締りや薬物事犯・銃器事犯の取締りを徹底するとともに、暴力

団排除条例を活用し、社会全体で暴力団排除に取り組むため、各種広報・啓発活動を実施 

・犯罪被害者等の多様なニーズに応えるため、公益社団法人みえ犯罪被害者総合支援センターを始

め、関係機関・団体と連携し、きめ細かな支援を推進するとともに、社会全体で犯罪被害者等を

支援する機運の醸成に向けた各種広報・啓発活動を実施 

・地域における「生活安全センター」である交番・駐在所の機能を強化するため、相談室を始め、

地域住民がより利用しやすい環境に配意し、建て替え整備を推進 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成 23 年度の取組の検証（得られた成果、残された課題） 

・これまで地域の安全を確保するため、犯罪の検挙と抑止に取り組んできた結果、県内の刑法犯

認知件数は、平成 14 年をピークに減少傾向にあり、平成 23 年中の刑法犯認知件数も 22,215

件と、前年に比べ 1,210 件減少しましたが、県民に強い不安を与える凶悪犯罪・侵入犯罪、県

民の身近で発生する街頭犯罪、暴力団等による組織犯罪等は、依然として後を絶たず、県民の

皆さんの不安を解消するには至っていません。 
・このような現状において、刑法犯認知件数の減少傾向を定着させ、県民の皆さんが「安全・安

心」を実感できる地域社会を実現するため、自主防犯活動に対する支援等地域と一体となった

犯罪抑止活動や凶悪犯罪、街頭犯罪等に対する検挙活動を一層推進する必要があります。 
 

 

 

 

 

 

犯罪に強いまちづくり 
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（単位：百万円） 

 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度

予算額等 3,945 3,512  

平成 24 年度の改善のポイントと取組方向 

・これまでの自主防犯活動に対する支援に加え、新たに次代を担う若者の自主防犯活動等への参

画を促進するなど、その裾野を拡大し、地域における絆を再構築するとともに、規範意識の向

上を図り、犯罪に強いまちづくりを推進します。 

・犯罪に強いまちづくりを推進するため、犯罪の被害に遭いにくい生活環境の確保、子どもや女

性の安全の確保、自主防犯活動団体のさらなる活性化などに取り組みます。 

・犯罪の徹底検挙と抑止のため、初動捜査活動の強化、科学捜査活動の高度化などを図るほか、

各種法令による指導・警告等の活動を推進します。 

・暴力団等による組織犯罪に対処するため、暴力団排除条例を活用した社会全体での暴力団排除

に取り組むほか、違法行為の取締り、薬物・銃器の根絶など、総合的な対策を推進します。 

・社会全体で犯罪被害者等を支援する機運を醸成するため、「命の大切さを学ぶ教室」を開催す

るほか、幅広く広報・啓発活動を実施します。 

・警察活動を支える基盤を強化するため、交番・駐在所等の施設や各種捜査支援システムなどの

整備を図ります。 

・なお、交番・駐在所の再編整備により、施設総数が減少したことから、数値目標「交番・駐在

所施設の充実度」の平成 27 年度の目標値を変更しました。 

 

県民指標    

目標項目 

23 年度 

 

現状値 

24 年度 

目標値 

実績値 

27 年度 

目標値 

実績値 

目標項目の説明 

－ 
21,900 件 

以下 
21,000 件

以下刑法犯認知
件数 

22,215 件 － － 

刑法犯（道路上の交通事故に係る危険運転致死傷、業
務上（重）過失致死傷および自動車運転過失致死傷を
除く）について、１年間に被害の届出や告訴・告発を受
理等した件数 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

犯罪対策の成果を端的にあらわす客観的指標
である刑法犯認知件数を県民指標として選定し
ました。 

４年後の目標として、刑法犯認知件数が急増し
た平成 13 年より前の治安水準をめざすこととして
おり、現状値及び４年後の目標値を踏まえ、認知
件数を 21,900 件以下とすることを目標として設定し
ました。 

施策責任者からのコメント 警察本部 警務部首席参事官 大内 敏敬 電話：059-222-0110 

・県民の皆さんが「安全・安心」を実感できる地域社会の実現に向け、地域と一体となった犯罪抑

止活動、各種犯罪に対する検挙活動を推進することはもとより、みえ県民力ビジョンの基本理念

である「県民との協創」という点を踏まえ、これまでの自主防犯活動に対する支援に加え、次代

を担う若者の自主防犯活動等への参画を促進するなど、その裾野を拡大し、地域における絆を再

構築するとともに、規範意識の向上を図ることを新たな視点として、犯罪に強いまちづくりに取

り組みます。 
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目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

街頭犯罪等の認
知件数 

3,641 件 
3,200 件

以下
3,200 件

以下

街頭犯罪等（空き巣、忍込み、自動車盗、車上
狙い、ひったくり、路上強盗、強姦、強制わいせ
つ、略取誘拐）について、1 年間に被害の届出
や告訴・告発を受理等した件数 

対応する基本事業 13101 みんなで進める犯罪に強いまちづくりの推進 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

街頭犯罪等は、県民の皆さんの身
近で発生し、安全・安心な生活に大き
な影響を及ぼすため、これら犯罪を抑
止する必要があることから、その認知
件数を県の活動指標として選定しまし
た。 

街頭犯罪等の認知件数の現状に鑑み、認知件数を４年間総
じて 3,200 件以下とすることを目標として設定しました。 

 
 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

凶悪犯の検挙率 71.6% 80.0% 80.0%
凶悪犯（殺人、強盗、放火、強姦）について、1
年間に認知した件数に対する検挙した件数の
割合 

対応する基本事業 13102 犯罪の徹底検挙と抑止のための活動強化 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

凶悪犯罪は、県民に強い不安を与
える犯罪であり、徹底検挙を図る必要
があることから、その検挙率を県の活
動指標として選定しました。 

凶悪犯の特性及び検挙率の現状に鑑み、検挙率を４年間総
じて 80.0%以上とすることを目標として設定しました。 

 
 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

主な侵入犯罪の
検挙人員 

194 人 210 人 210 人
主な侵入犯罪（侵入強盗、侵入窃盗、住居侵
入）について、1 年間に検挙した人数 

対応する基本事業 13102 犯罪の徹底検挙と抑止のための活動強化 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

主な侵入犯罪は、県民の皆さんの
身近で発生し、日常生活を直接脅か
す犯罪であり、徹底検挙を図る必要が
あることから、その検挙人員を県の活
動指標としました。 

主な侵入犯罪の検挙人員の現状に鑑み、検挙人員を４年間
総じて 210 人以上とすることを目標として設定しました。 

 

活動指標    
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目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

暴力団検挙人員 250 人 280 人 280 人 暴力団構成員等を 1 年間に検挙した人数 

対応する基本事業 13103 組織犯罪対策の推進 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

暴力団は、県民の皆さんの生活に
脅威を与える犯罪組織の中心的存在
であり、構成員等を検挙し、社会から
隔離する必要があることから、その検
挙人員を県の活動指標として選定しま
した。 

暴力団構成員等の勢力および検挙人員の現状を勘案した上
で、より一層高い目標を掲げることとし、検挙人員を４年間総じて
280 人以上とすることを目標として設定しました。 

 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

犯罪被害者等支
援の理解者数 

2,603 人 3,500 人 3,500 人

「命の大切さを学ぶ教室」の受講者（中学生・高
校生・大学生）に対するアンケート調査におい
て、犯罪被害者等に対する支援の重要性につ
いて理解を深めた旨回答した人数 

対応する基本事業 13104 犯罪被害者等支援対策の充実 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

「命の大切さを学ぶ教室」は、次代
を担う若者を対象に犯罪被害者等支
援に対する理解を深めるものであり、
社会全体で犯罪被害者等を支える機
運を醸成するため、その理解者数を
拡大していく必要があることから、犯罪
被害者等に対する支援の重要性につ
いて理解を深めた若者の数を県の活
動指標として選定しました。 

「命の大切さを学ぶ教室」の開催回数を勘案した上で、受講生
全体の 75%以上が理解を深めることをめざし、年間の理解者数を
４年間総じて 3,500 人とすることを目標として設定しました。 

 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

交番・駐在所施
設の充実度 

38.8% 40.0%
43.0%

(42.8%)
交番・駐在所のうち、相談室および来訪者用トイ
レが設置された施設の占める割合 

対応する基本事業 13105 県民の安全を守る活動基盤の整備 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

交番・駐在所は、警察活動の拠点
であるとともに､県民の皆さんの身近な
安全・安心の拠り所となる生活安全セ
ンターとしての機能が求められることか
ら、県民の皆さんの利便性に配慮した
相談室および来訪者用トイレが設置さ
れた施設の占める割合を県の活動指
標として選定しました。 

県民の皆さんの利便性の確保という観点から、より多くの交
番・駐在所に相談室及び来訪者用トイレを設置することが望まし
いが、施設整備という目標項目の性格上、年間に 2 か所を整備
することを目標として設定しました。 
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施策１３２    

【主担当部局：環境生活部】

 
 
 
 
 

平成 27 年度末での到達目標 
市町、学校、関係団体等さまざまな主体との連携が進み、それぞれの特性を生かした交通安全教

育や啓発活動が行われ、交通事故をなくすという地域主体の交通安全活動の輪が広がり、交通事故

による死者数が減少しています。 
 

平成 23 年度の取組概要 

・四季の交通安全運動など、市町、関係機関・団体等と連携した啓発活動の実施（四季の交通安全

運動への参加者数：125,520 人） 

・三重県交通安全研修センターを活用した、地域や職域で活動する交通安全教育指導者の育成（558

人） 

・「交通安全アドバイザー」による子どもを中心とした交通安全教育・啓発活動の実施（交通安全教

室開催回数：522 回、交通安全教室への参加者数：34,781 人） 

・交通安全講習の受講の機会が少ない運転免許を持たない高齢者を対象とした参加・体験・実践型

の交通安全教育の実施（各地区の指定自動車教習所、三重県交通安全研修センター）（実施回数：

17 回、受講者数：179 人） 

・老人クラブを中心に地域の交通安全活動に自ら取り組む高齢者（交通安全活動指導員〔シルバー

リーダー〕）の育成（ヒヤリ地図作成等の講習会）（受講者数：251 人） 

・交通安全講習会、通学路における交通安全指導、街頭啓発活動の実施など、シルバーリーダーに

よる交通安全活動実施回数（実施回数：723 回） 
・信号機の新設・改良、歩道や照明灯の整備 

・飲酒運転や速度違反などの悪質・危険な違反に重点を置いた取締り、シートベルトの着用の徹底

に重点を置いた取締りや啓発活動の実施 

 
 

平成 23 年度の取組の検証（得られた成果、残された課題） 

・平成 23 年の交通事故死者数については、統計が残る昭和 29 年以降、最少の 95 人（対前年比 40

人の減）となりました。また、交通事故死傷者数も平成 17 年から６年連続して減少させることが

でき、取組の効果があらわれています。 

・このように、死者数、死傷者数とも減少を続けていますが、反面、１日当たり約 38 人もの県民の

方が死傷するなど厳しい情勢が続いていることから、引き続き、県民の皆さん一人ひとりの交通

安全意識の高揚を図るとともに、交通ルールの遵守と正しいマナーの実践を習慣付けていただく

ため、交通安全教育や広報啓発活動を推進していく必要があります。 

・また、高齢社会の進展に伴い、平成 20 年以降、交通事故死者数の半数以上を 65 歳以上の高齢者

が占める状況が続いています（平成 23 年：55.8％）。さらに、平成 23 年の死者数は、前年と比較

して、全体で 29.6％減少させることができましたが、高齢者については 25.4％に止ったことから、

引き続き、高齢者などの交通弱者に重点を置いた交通安全教育や広報啓発活動を推進していく必

要があります。 

・特に、高齢者の交通事故を防止するためには、高齢者自らが安全な交通行動を実践するだけでな

く、他の高齢者や地域の交通安全に貢献できる仕組みづくりを進め、地域主体の交通安全活動の

輪を広げていく必要があります。 
 

交通安全のまちづくり 
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平成 24 年度の改善のポイントと取組方向 

・県内における主体的な交通安全活動の輪を広げるため、地域や職域で交通安全活動に取り組む指

導者の育成に努めます。 

・交通安全に関する知識を普及し、県民一人ひとりの交通安全意識の高揚を図るとともに、交通ル

ールの遵守と正しいマナーの実践の習慣化を促進するため、三重県交通安全研修センターにおけ

る交通安全教育を進めます。 

・また、三重県交通安全研修センターの運営については、公開事業仕分けでの意見を踏まえ、アン

ケート調査の実施、ＰＲ方法の工夫など、より一層周知を図り、有効に活用されるよう業務の改

善を行っていきます。 
・高齢者の交通事故を抑止するため、老人クラブで交通安全活動を行うシルバーリーダーに対して、

参加・体験・実践型の交通安全教育を実施して新たな人材の育成を図るとともに、資質向上（フ

ォローアップ）にも取り組みます。 

・県民一人ひとりの交通安全意識を向上させるため、変化する交通情勢に的確に対応した、「交通安

全アドバイザー」による交通安全教育および広報啓発活動を推進し、交通事故抑止の原動力とな

る、交通安全に対する県民力を一層高めます。 

・通学路等の生活道路や新設道路については、信号機の新設・改良、交差点改良等を計画的に推進

します。また、幹線道路等においては、光ビーコン等の交通管制機器の整備を推進するとともに、

交通事故多発箇所における事故原因を踏まえた重点的な事故抑止対策を推進します。 

・通学路等の安全を確保し、かつ運転者が快適に通行できる交通環境を実現するため、歩道の整備、

交差点改良等を計画的に推進します。 

・交通ルールの遵守とマナーの向上を図るため、飲酒運転や信号無視等の悪質・危険な違反、シー

トベルトやチャイルドシートの正しい着用の徹底に重点を置いた取締りや啓発を推進します。 
 
 

県民指標    

目標項目 

23 年度 

 

現状値 

24 年度 

目標値 

実績値 

27 年度 

目標値 

実績値 

目標項目の説明 

－ 
90 人 
以下 

75 人
以下交通事故死者

数 
95 人 － － 

交通事故発生から 24 時間以内の死者数 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

交通事故死者の抑止は、交通安全対策の最大の課
題であり、国及び県の交通安全計画の目標にもなっ
ていることから選定しました。 

「交通事故死者数を平成 27 年までに 3,000 人以下
とする（平成 22 年：4,863 人）」という国の「第 9 次交
通安全基本計画」の目標値をふまえ、「第 9 次三重
県交通安全計画」における目標値を「平成 27 年ま
でに 75 人以下とする（平成 22 年：135 人）」としたこ
と、及び平成 23 年度の現状値をふまえ、平成 24
年は 5 名の減少をめざします。 
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（単位：百万円） 

 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度

予算額等 4,658 5,341  

  
 

活動指標    

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

交通事故死傷者
数 

13,908 人 
13,300 人

以下
11,800 人

以下
交通事故による死者数と負傷者数の合計 

対応する基本事業 13201 
交通安全意識と交通マナーの向上に向けた啓発・教育の

推進 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

交通安全対策における最大の課題は
交通事故死者数の減少ですが、負傷
者数の減少にも一層積極的に取り組
む必要があることから選定しました。 

「交通事故死傷者数を平成 27 年までに 70 万人以下とする（平成
22 年：約 90 万人）」という国の「第 9 次交通安全基本計画」の目
標値をふまえ、「第 9 次三重県交通安全計画」における目標値を
「平成 27 年までに 11,800 人以下とする（平成 22 年：15,013 人）」
としたこと、及び平成 23 年度の現状値をふまえ、平成 24 年は概
ね 600 名の減少をめざします。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

施策責任者からのコメント     環境生活部 次長 古金谷 豊  電話：059-224-2468 

・県内の交通安全教育の裾野を広げ、その水準を引き上げるためには、地域や職域で活動する交通

安全教育指導者を体系的・継続的に育成し、交通安全教育を地域等に根付かせることが必要とな

ります。このため、三重県交通安全研修センターを活用して、交通安全教育指導者の育成に力を

注いでいきます。 

・特に、三重県交通安全研修センターの運営については、事業仕分けの結果を受けて設置された「交

通安全教育のあり方検討懇話会」からいただいた意見を今年度から可能な範囲で事業に反映しま

す。また、平成 25 年度からの３年間の次期指定管理者の選定にあたっては、その業務内容がレベ

ルアップし、より有効活用されるよう工夫します。 

・また、高齢者の交通事故防止に向けて、高齢者の方に「自分たちが中心になって地域の安全を確

保する」という意識のもとに交通安全を推進していただけるよう、シルバーリーダーの育成に力

点を置いて取り組んでいく必要があると考えています。 
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目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

信号機の整備箇
所数（累計） 

3,133 
か所 

3,160
か所

3,250
か所

新設道路の交差点、子どもや高齢者、障がい者
等の交通弱者の利用が多い道路および交通事
故多発箇所等、緊急性・必要性の高い交差点
等における信号機の整備箇所数 

対応する基本事業 13202 安全で快適な交通環境の整備 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

少子高齢社会が進展する中、子ども
や高齢者等の歩行者が安全・安心に
通行でき、かつ運転者が円滑に通行
できる交通環境を実現するためには、
信号機の整備が必要であることから選
定しました。 

道路整備計画の状況、交通事故発生状況等地域の交通環境の
変化に的確に対応するため、平成 27 年までに、緊急性、必要性
の高い交差点等 120 か所について計画的に整備を推進すること
としており、毎年概ね 30 か所の整備をめざします。 

 
 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

シ ー ト ベ ル ト の
着用率 

95.9％ 96.5％ 98.0％ 一般道路における運転者のシートベルト着用率 

対応する基本事業 13203 交通秩序の維持 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

シートベルトの着用は運転開始時に
守らなければならない基本的なルー
ルであり、シートベルトの着用率が交
通ルールの遵守と交通マナー向上の
バロメーターの一つであることから選
定しました。 

平成23年の調査における三重県のシートベルト着用率（95.9％）
が全国平均（97.5％）と比較して低いことから、平成 27 年にこの
全国平均（97.5％）を上回るべく、平成 27 年の目標値を設定しま
した。このため、毎年、概ね 0.5 ポイントずつの向上をめざしま
す。 
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施策１３３    

【主担当部局：環境生活部】

 
 
 
 
 

平成 27 年度末での到達目標 

身近なところで、さまざまな主体の連携による消費者啓発や消費者教育、情報提供が行われ、地

域で支え合う意識が高まることにより、消費者トラブルの予防や解決など県民の皆さんの自主的な

取組が広がっています。 

 
 

平成 23 年度の取組概要 

・「みえ・くらしのネットワーク」会員との連携による消費者月間記念講演会や出前講座、通信講座

等啓発事業の実施、ホームページ等さまざまな広報媒体による情報の提供 

・消費生活相談員（啓発担当）の２名増員、不当商取引指導専門員の１名増員、専門家活用等によ

る県消費生活センターの機能強化 

・実務能力向上研修や通信講座等の開催、研修への派遣による消費生活相談員の資質向上 

・市町相談窓口の巡回相談指導、市町ホットラインによる助言、相談マニュアル作成等による市町

相談窓口の支援 

・事業者に対して、「特定商取引法」に基づく行政処分や指導、「景品表示法」に基づく調査・指導

の実施、近隣県や関係機関との連携強化による情報共有と合同指導の実施 

 
 
 

平成 23 年度の取組の検証（得られた成果、残された課題） 

・消費生活講座等の開催やさまざまな広報媒体による情報提供・啓発活動、相談における自主的解

決に向けた助言、事業者指導等を行った結果、県民の皆さんの消費者被害の未然防止に関する意

識が醸成されるとともに、相談を受けた消費者トラブルを解決につなげることができました。 

また、市町への支援を行った結果、消費生活相談員が配置された市町は、平成23年度には３市３

町（伊賀市、名張市、松阪市、東員町、大紀町、玉城町）増え、県全体で12市５町となり、相談

窓口が充実しました。 

・相談件数は減少傾向にありますが、商取引の複雑化、多様化に伴い、新たな消費者トラブルが発

生するとともに、高齢者が被害に遭う割合が増加しています。 

・県民の皆さんに一番身近な市町で消費生活相談に対応できるよう、相談体制充実のための働きか

けや支援を引き続き行う必要があります。 

・悪質な被害事例が依然として発生していることから、消費者被害の発生･拡大防止をはかるため、

関係機関等との連携を強化し、事業者指導に取り組む必要があります。 

 

 
 
 

消費生活の安全の確保 
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平成 24 年度の改善のポイントと取組方向 

・消費者団体、事業者団体、教育機関、市町等さまざまな主体が参画する「みえ・くらしのネット

ワーク」の拡大を進め、連携して幅広く啓発活動を行うことにより、消費者トラブルの未然防止、

拡大防止を図ります。 

特に、高齢者の被害を防止するため、啓発教材（ＤＶＤ）の配布などにより、市町や消費者団体

等による地域における自主的な啓発活動を促進し、地域で支え合う意識を醸成します。 

一方、放射性物質と食の安全性といった、消費者のニーズに対応した情報提供や啓発活動を関係

部局・機関と連携して進めます。 

・消費者行政活性化基金を活用し、消費生活相談員の人材育成や専門家活用等を行うことで、県消

費生活センターは、県内の消費者行政の中核センターとして専門的な相談対応を行うとともに、

市町相談窓口の機能強化を支援します。また、県相談員による市町相談窓口への日常的助言のほ

か、単独での相談員配置が難しい市町に対して、広域的連携による相談体制について助言や調整

等支援を行い、県内の相談体制の充実を図ります。 

・悪質な商取引について、市町や警察、近隣県、関係団体等との連携を強化し事業者指導を行うと

ともに、ネットワークを活用して事業者団体の自主行動基準策定への働きかけを行うなど、取引

の適正化を図ります。 

 
 

県民指標    

目標項目 

23 年度 

 

現状値 

24 年度 

目標値 

実績値 

27 年度 

目標値 

実績値 

目標項目の説明 

－ 54,500 件 56,000 件消費生活情報
を県民が利用
している件数 

53,322 件 － － 

消費生活に関する講座、研修会、情報提供事業の
情報を利用している件数 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

消費生活に関する講座等から得られる情報の利用
は、消費者が自ら考え行動し、安全、安心な消費活
動に取り組んでいる状況をあらわすと考えられること
から選定しました。 

地域における啓発活動の促進等により、平成 22 年
度実績（53,833 件）を基点として毎年 500 件程度増
加させていくことをめざし、平成 24 年度の目標値を
54,500 件と設定しました。 

 

 

施策責任者からのコメント     環境生活部 次長 古金谷 豊 電話：059-224-2468 

・消費者庁の設置、消費者安全法の施行により、国や県、市町が役割分担し、一体となって消費者

行政に取り組んでいくため、市町の消費生活相談窓口を充実することが必要です。相談員等の研

修や市町ホットラインによる県相談員の助言等日常的な支援を行いつつ、広域的連携による相談

体制充実への助言、働きかけを行っていきます。 

・高齢者の相談割合が増加し被害金額も大きいことから、特に高齢者の被害防止に取り組みます。

地域における啓発の中心的人材を育成するとともに、教材を開発し身近な所で利用できるよう提

供することで、市町の消費者啓発の活性化を図るとともに、住民の自主的な啓発活動を促進し、

地域で支え合う意識を醸成します。 
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（単位：百万円） 

 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度

予算額等 118 132  

 
 

活動指標    

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

消費生活講座が
役に立つと回答
した受講者の割
合 

96.8% 97.6% 100％
県が実施する「出前講座」等が「役に立つ」と
回答した受講者の割合 

対応する基本事業 13301 消費者の自立のための支援 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

消費者にとって有益な消費生活講座
を提供することは、消費者の自主的か
つ合理的な消費活動につながる重要
な指標であることから選定しました。 

消費生活講座が受講者にとってより理解しやすく、役立つ内容と
なるよう工夫することにより、毎年0.8%増をめざし、平成24年度は
97.6%を目標として設定しました。 

 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

消費生活相談の
解決につながる
助言を行った割
合 

96.8% 97.3% 100％
消費生活相談のうち、消費者トラブルの解決に
つながる助言や、仲介による解決を行った割合 

対応する基本事業 13302 消費者被害の防止・救済 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

消費者トラブルの解決方法の助言等
を行うことで、自主的解決を支援し被
害を救済することから、事業の成果を
表すと考えられることから選定しまし
た。 

消費生活相談員の資質を向上し、効果的な助言や仲介等に努
めることで、徐々に成果があらわれると考え、前年度比 0.5％増を
めざし、平成 24 年度は 97.3％を目標として設定しました。 
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施策１３４    

【主担当部局：健康福祉部】

 
 
 
 
 

平成 27 年度末での到達目標 

多くの関係機関等と連携して普及啓発活動を行うことにより、薬物乱用防止や動物愛護に対する

意識が向上しています。また、医薬品や医療機器などの製造から販売に至る一貫した監視指導を行

うことにより、安全な医薬品等が供給されています。 

 
平成 23 年度の取組概要 

・ 小・中・高校生を対象とした薬物乱用防止教室などの薬物乱用防止講習会の開催 

（参加者数 59,593 人） 

・ 薬物依存者やその家族からの相談に薬物問題に取り組む関係機関と連携して対応 

（相談件数 34 件） 

・ 医療用麻薬や向精神薬等を取り扱う医療機関や薬局等に立入検査（1,750 施設） 

・ 医薬品製造業者や販売業者等に対する監視指導の実施（2,682 施設） 

・ 県民の皆さんに対する医薬品等の正しい知識の情報提供（薬の相談テレホン 4,152 件） 

・ 三重県の献血推進について協議する場づくりのため、関係団体等と調整 

・ レジオネラ感染症対策として公衆浴場、旅館業等の営業施設等への自主衛生管理の促進（自主

衛生管理定着率 85％） 

・ 三重県動物愛護管理推進計画に基づく犬との正しい接し方教室や動物愛護教室の開催 

（教室参加者数 2,372 名） 

・ 犬および猫の譲渡事業を実施（犬の譲渡数 53 頭） 

 
 

平成 23 年度の取組の検証（得られた成果、残された課題） 

・ 薬物事犯の検挙者数は、ここ数年は横ばい状況にあるため、さらに多くの県民の皆さんに薬物

乱用の恐ろしさについて情報提供していく必要があります。 

・ 薬の相談テレホンを設置し、県民の皆さんからの医薬品等に関する相談に対応するなど情報提

供に取り組んでいますが、年間 4,000 件を越える相談があるなど県民の皆さんの医薬品等に対

する関心は高く、今後も情報提供に努める必要があります。 

・ 血液製剤を将来にわたり安定確保するためには、若年層が積極的に献血推進に取り組むことが

必要であり、三重県の献血推進について協議する場に市町や関係団体等に加えて学生ボランテ

ィア等の参加を進めることが重要です。 

・ 生活衛生関係営業施設等の監視・指導を行うことにより、生活衛生営業施設における感染症に

よる健康被害はありませんでしたが、さらにレジオネラ感染症対策等の自主衛生管理を推進し

ていく必要があります。 

・ 犬との正しい接し方教室や動物愛護教室の開催、動物愛護の絵・ポスターの募集、犬および猫

の譲渡事業の実施などにより、動物の適正飼養について普及啓発した結果、保健所での犬およ

び猫の引取り数は前年度に比べて減少しましたが、更なる減少をめざして動物愛護管理業務を

拡充していく必要があります。 

 
 
 

薬物乱用防止等と医薬品の安全確保 
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平成 24 年度の改善のポイントと取組方向 

・ 民間団体、学校、市町等と連携して、地域が一体となって薬物乱用防止活動を行うことで県民一 

人ひとりの薬物乱用を許さない意識の醸成を図るとともに、大学や企業などの協力団体の拡大に 

取り組むことで一人でも多くの県民の皆さんに薬物乱用の恐ろしさについて情報提供していき

ます。また、麻薬等を取り扱う施設の監視指導や薬物の再乱用防止活動に取り組みます。 

・ 医薬品製造業者や販売業者等に対する監視指導や医薬品等の試験検査を実施するとともに、県民 

の皆さんに対して医薬品等の副作用や服用方法などに関する正しい知識の情報提供を進めます。 

また、安定的な血液製剤の確保に向けて三重県の献血推進について学生ボランティアや関係団体

等が協議していく場を設置します。 

・ 生活衛生営業施設等の監視指導を行うとともに、これらの施設の自主衛生管理を促進します。 

・ 動物愛護管理事業を推進するため、三重県動物愛護管理推進計画を改訂するとともに三重県動物

愛護管理センターの充実等の検討に取り組みます。 
 
 

県民指標    

目標項目 

23 年度 

 

現状値 

24 年度 

目標値 

実績値 

27 年度 

目標値 

実績値 

目標項目の説明 

－ 245,200 人 395,200 人
薬物乱用防止
講習会の参加
者数（累計）  

204,790 人 
 

－ － 

県等が行う薬物乱用防止講習会に参加した人数 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

薬物乱用防止講習会等の啓発事業により、薬物乱

用防止に対する県民の皆さんの意識が向上すること

が重要であることから、目標項目を選定しました。 

平成 20 年度以降実施してきた講習会の参加者に

加え、今後、毎年度５万人ずつ参加者を確保する

よう目標値を設定しました。 

 

 
（単位：百万円） 

 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度

予算額等 164 162  

 
 
 
 
 
 

施策責任者からのコメント   健康福祉部 次長 永田 克行  電話：059-224-2321 

・ 薬物乱用防止については、薬物に手を出さない未然防止が重要であり、薬物乱用の恐ろしさに

ついて広く県民の皆さんへ啓発するため、これらの活動に連携して取り組む団体をさらに拡大

していきます。 

・ 動物愛護管理業務をより推進するために、三重県動物愛護管理推進計画を改訂するとともに、

三重県動物愛護管理センターの機能の充実等の検討についても取り組みます。 
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活動指標    

 目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

薬物乱用防止事
業の協力者数 

2,933 人 2,981 人 3,194 人
県と連携して薬物乱用防止に関する啓発活動な
どを推進する協力者数 

対応する基本事業 13401 薬物乱用防止対策の推進 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

薬物乱用防止活動において県民の皆
さんに働きかけていただける方を増や
すことが重要であることから、目標項目
を選定しました。 

薬物乱用の根絶には、さらに幅広い分野の方々と連携することが
必要であることから、薬物乱用防止事業の協力者を平成 23 年度
の実績見込 2,903 人から４年間で 10％増やすことをめざし、初年
度の目標を設定しました。 

 
 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

医薬品等の検査
件数に対する不
適合医薬品等の
割合 

０％ ０％ ０％
医薬品等の検査件数に対する承認規格等に適
合していない医薬品等の割合 

対応する基本事業 13402 医薬品等の安全な製造・供給の確保 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

医薬品等の検査件数に対する不適合
医薬品等の割合は、県内に流通して
いる医薬品等の安全性をあらわすと考
えることから、目標項目として選定しま
した。 

医薬品等による事故を防止するためには、不適合医薬品等はあ
ってはならないものであることから、０％の維持を目標値として設
定しました。 

 
 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

生活衛生営業施
設における健康
被害発生件数 

０件 ０件 ０件
生活衛生営業施設における感染症による健康
被害の件数 

対応する基本事業 13403 生活衛生営業の衛生水準の確保 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

生活衛生営業者が、利用者の健康被
害を防止することが重要であることか
ら、目標項目を選定しました。 

生活衛生営業施設における感染症による健康被害は発生して
はならないものであることから、０件の維持を目標値として設定し
ました。 
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目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

犬・猫の引取り
数 

3,373 頭 3,351 頭 3,285 頭
以下

やむを得ず飼養できなくなって保健所へ引き取
られた犬･猫および飼い主不明として保健所に
持ち込まれた犬・猫の頭数 

対応する基本事業 13404 人と動物との共生環境づくり 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

犬・猫の引取り数の減少は、動物を家
族の一員として終生適正に飼育する
家庭が増えている状況をあらわすと考
えることから、目標項目として選定しま
した。 

三重県動物愛護管理推進計画（平成 20～24 年）において、５年
間で犬および飼い猫の引取り数を 25％、飼い主不明猫を 10％
減少させることを目標としていることから、４年間でそれぞれ
20％、8％減少させることとし、初年度の目標値を設定しました。 
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施策１４１    

【主担当部局：健康福祉部】

 
 
 
 
 

平成 27 年度末での到達目標 

施設への入所申込を行っている高齢者が多い中、介護度が重度で在宅生活をしている入所待機者

のための介護基盤の整備が進むとともに、地域包括ケア＊の取組や認知症対策の実施により、高齢

者や認知症の人が安心して暮らせる環境整備が進んでいます。 

また、高齢者が生きがいを持って地域貢献活動などを行っています。 

 
平成 23 年度の取組概要 

・ 「三重県介護保険事業支援計画（第４期計画）」に基づき、特別養護老人ホーム等の整備促進 

（特別養護老人ホーム 490 床（内 160 床は平成 24 年度に繰越）、介護老人保健施設 162 床） 

・ 「みえ高齢者元気・かがやきプラン」の策定（平成 24 年３月） 

・  高齢者関係施設が実施する耐震診断の費用に対する助成(３施設) 

・ 認定調査員などの資質向上に向けた研修の実施（1,626 人） 

・ ケアマネジャーの資質向上に向けた研修の実施（1,686 人） 

・ 介護従事者を対象とした資質向上のための研修の実施（646 人） 

・ 地域包括ケアに関する市町、地域包括支援センター職員等に対する研修の実施（584 人） 

・  介護予防に関する市町、地域包括支援センター＊職員等に対する研修の実施（321 人） 

・ 認知症専門医療等を実施する「認知症疾患医療センター」の指定（３か所） 

・ 認知症にかかる相談対応を行う「認知症コールセンター」の設置 

・ 認知症サポーターの養成 

・ 老人クラブに対する活動費助成（1,834 クラブ）、全国健康福祉祭への県選手団の派遣（125 人）

 
 

平成 23 年度の取組の検証（得られた成果、残された課題） 

・ 市町と連携して、特別養護老人ホーム等の介護基盤の整備を進めましたが、特別養護老人ホー

ムの入所待機者は依然として多数となっています。 
・ 高齢者関係施設の耐震化を促進しましたが、大規模災害に備えるためにはあらかじめ施設間の

協力体制などを整備しておくことが必要です。 
・ 介護サービスを支える人材に対して研修を実施し、知識、技能の修得を支援しました。質の高

いサービスが提供されるよう引き続き介護従事者の人材育成、資質向上が必要です。     

・ 地域包括ケアに関する職員等の研修を実施し、職員のスキルアップを図りました。高齢化の進

行や地域の絆が希薄となるなか、地域包括支援センターを中心とする取組の充実が必要です。

・  介護予防に関する研修を実施し、市町をはじめとする関係機関の取組を支援しました。高齢化

の進行による要支援・要介護認定者が増加するなか、市町における介護予防のより効果的な取

組が必要です。 

・ 認知症対策として認知症疾患医療センターの指定や認知症コールセンターの設置等を進めまし

たが、認知症高齢者は増加傾向にあり、早期の段階からの適切な診断と対応、認知症に関する

正しい知識と理解に基づく本人や家族への支援が必要であるとともに、地域における支援体制

の整備が必要です。 
・ 老人クラブに対する活動助成等により、高齢者によるさまざまな活動が行われていますが、地

域における支え合いの絆が希薄化してきていることから、より多くの元気な高齢者が地域社会

における活動の担い手となることが期待されています。 

介護基盤整備などの高齢者福祉の充実 
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平成 24 年度の改善のポイントと取組方向 

・  介護度が重度で在宅生活をしている特別養護老人ホームの入所待機者の解消を目標とし、市町と連

携して、特別養護老人ホームをはじめとする介護施設の整備等を進めます。 

・ 高齢者関係施設の耐震診断に要する費用を助成するとともに、施設間や施設と行政等との災害支援

協定の締結を支援するなど防災対策を進めます。 

・ ケアマネジャーの資質向上に向けた研修および介護施設等の介護職員に対するたんの吸引の研修等

を実施し、サービスの向上を図ります。 

・ 新たに個別具体的な課題等の解決を図るための専門アドバイザーの派遣など、地域包括支援センタ

ーの機能強化を支援するとともに、地域包括ケアの取組が継続して行われるよう、地域包括支援セ

ンターの職員等を対象とした研修を実施します。 

・ 市町における効果的な介護予防の事業実施に資するため、市町、地域包括支援センター職員および

介護事業者を対象とした研修の実施に加え、先進的な取組事例の情報提供等を行います。 
・ 新たに認知症の専門医療等を実施する基幹型認知症疾患医療センターを指定するとともに、介護、

医療の連携強化や認知症サポーターの養成など地域における支援体制の構築を進めます。 

・ 地域貢献活動に取り組む老人クラブをはじめ、各地域で活動している高齢者団体等を支援をするこ

とにより、元気な高齢者が地域で活躍できる場づくりを進めます。 

 
 

県民指標    

目標項目 

23 年度 

 

現状値 

24 年度 

目標値 

実績値 

27 年度 

目標値 

実績値 

目標項目の説明 

― 1,572 人 ０人介護度が重度
で在宅の特別
養護老人ホー
ムの入所待機
者数 

 
2,123 人 

 
－ － 

県内で在宅生活をしている高齢者のうち、介護度
が重度の特別養護老人ホームの入所待機者数 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

介護度が重度で在宅生活をしている高齢者が必要
とする介護施設を利用できる環境が求められていま
すが、特別養護老人ホームの入所待機者は依然と
して多数となっていることから、目標項目を選定しま
した。 

県内で在宅生活をしている高齢者のうち、介護度
が重度の特別養護老人ホームの入所待機者につ
いて、施設整備等により平成 26 年度までに計画的
に解消することをめざし、各年度の目標値を設定し
ました。 

 

（単位：百万円） 

 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度

予算額等 25,055 26,363  

施策責任者からのコメント   健康福祉部 次長 青木 正晴  電話：059-224-2251 

・ 特別養護老人ホームの入所待機者の解消に向けた介護保険施設の整備に加え、市町や関係機関

と連携して、在宅サービスの拡充、認知症対策、介護予防などに総合的に取り組み、効果的な

地域包括ケアを推進します。 

・ 高齢者の地域貢献活動等を支援するなど、高齢者が地域社会における支え合いの担い手として、

元気にいきいきと活躍できるよう取り組みます。 
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活動指標    

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

主任ケアマネジ
ャー登録数 

566 人 636 人 846 人
ケアマネジャーに対する指導的役割等を担う主
任ケアマネジャー登録数 

対応する基本事業 14101 介護保険事業の円滑な運営とサービスの質の向上

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

質の高い介護サービスを提供するた
めには、専門性の高い介護職員の育
成が必要となることから、目標項目を
選定しました。 

主任ケアマネジャー登録数について、平成 27 年度の地域包括
支援センターおよび居宅介護支援事業所に設置が望ましいと考
えられる配置数を 846 人と推計し、平成 23 年度から４年間で毎
年度 70 人増やすこととしており、平成 24 年度は 636 人として目
標値を設定しました。 

 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

特別養護老人ホ
ーム（広域型）お
よび介護老人保
健施設整備定員
数(累計) 

13,477 床 14,227 床 16,497 床
特別養護老人ホーム（広域型：定員 30 人以上）
および介護老人保健施設の整備定員数 

対応する基本事業 14102 介護基盤の整備促進 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

介護度が重度で在宅生活をしている
高齢者のうち、施設入所待機者が多
数となっている中、介護サービス基盤
の整備状況をあらわすのに適当であ
ると考えることから、目標項目を選定し
ました。 

市町の施設サービス利用見込み者数に基づく特別養護老人ホ
ームおよび介護老人保健施設の整備計画数をもとに、目標値を
設定しました。 

 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

認知症サポータ
ー数（累計） 

49,385 人 
（22 年度） 

63,000 人
（23 年度）

80,000 人
（26 年度）

認知症の人や家族を見守り、支援する認知症サ
ポーター数 

対応する基本事業 14103 在宅生活支援体制の充実 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

認知症の人や家族を温かく見守り、支
援する認知症サポーターを増やして
いくことは、認知症の人や家族が地域
で安心して暮らせる環境づくりにつな
がると考えることから、目標項目として
選定しました。 

認知症サポーター数について、今後ますます増加すると予想さ
れる認知症の人や家族を地域で支えていくため、平成 27 年度ま
での４年間でおおむね３万人増やすことを目標値として設定しま
した。平成 24 年度（実際の数値は平成 23 年度）は実施状況を勘
案し、63,000 人を目標として設定しました。 

 
 
 

 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

地域貢献活動等
に関する研修会
に参加する高齢
者数 

678 人 741 人 930 人
高齢者が地域社会を担う一員として行う取組を
支援する「長寿社会活動・地域交流推進事業」
研修会の参加者数 

対応する基本事業 14104 高齢者の社会参加環境づくり 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

高齢者が意欲や能力に応じて地域貢
献活動等をしている状況を示す項目と
して、地域貢献活動等に関する研修
会の参加者数が適当であると考えるこ
とから、目標項目を選定しました。 

地域貢献活動等に関する研修会に参加する高齢者の数につい
て、平成 23 年度の実績見込 730 人をもとに平成 27 年度の目標
を 930 人と設定しました。この目標の達成に向け毎年度増加して
いくことをめざし、平成 24 年度は 741 人として設定しました。 
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目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

地域貢献活動等
に関する研修会
に参加する高齢
者数 

678 人 741 人 930 人
高齢者が地域社会を担う一員として行う取組を
支援する「長寿社会活動・地域交流推進事業」
研修会の参加者数 

対応する基本事業 14104 高齢者の社会参加環境づくり 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

高齢者が意欲や能力に応じて地域貢
献活動等をしている状況を示す項目と
して、地域貢献活動等に関する研修
会の参加者数が適当であると考えるこ
とから、目標項目を選定しました。 

地域貢献活動等に関する研修会に参加する高齢者の数につい
て、平成 23 年度の実績見込 730 人をもとに平成 27 年度の目標
を 930 人と設定しました。この目標の達成に向け毎年度増加して
いくことをめざし、平成 24 年度は 741 人として設定しました。 
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施策１４２   

【主担当部局：健康福祉部】

 
 
 
 
 

平成 27 年度末での到達目標 

障がい者のハード・ソフト両面での居住の場や日中活動の場を整備するとともに、一般就労に加

え、新たな働き方を見据えた取組を進めることにより、地域で自立した生活をしている障がい者が

増えています。 

 
平成 23 年度の取組概要 

・ 障がい者を取り巻く課題に全庁的に取り組む「三重県障がい者支援施策総合推進会議」の設置

・ 県の障がい者施策の基本的方向を定めた「みえ障がい者共生社会づくりプラン」の策定（平成

24 年３月） 

・ グループホーム・ケアホームなど地域生活支援のための住まいの場の整備（７か所） 

・ 知的障がい児施設における加齢児童の解消（10 人） 

・ 障がい者施設の耐震化・スプリンクラー整備(５施設)および耐震診断への助成(10 施設) 

・ 障がい者の一般就労定着を図る「就労サポート事業」の実施（69 人） 

・ 福祉的事業所の工賃改善に向けた経営コンサルタントの派遣（28 か所） 

・ 複数の福祉的事業所で共同して受注、品質管理等を行う共同受注窓口＊事業の実施 

・ 県の機関における知的障がい者および精神障がい者の職場実習の実施（知的 10 人・精神１人）

・ 障害者総合相談支援センター＊における就業･生活支援、障がい児療育、障がい者の地域移行に

係る相談支援の実施 

・ 自閉症・発達障がい、高次脳機能障がい、重症心身障がい等の高度な専門性が求められる相談

支援の実施 

・ 障がい福祉のベースを担う人材育成のための研修の実施 

・ 医師、看護師、精神保健福祉士等の多職種で構成するチームにより継続支援を行う精神障害者

アウトリーチ（訪問支援）＊推進事業の実施（精神障がい者 20 人） 

・ 聴覚障がい者の自由なコミュニケーションと情報発信・入手等の情報保障を総合的に支援する

「三重県聴覚障害者支援センター」の開設準備 

・ 各種障がい者スポーツ大会の実施 

 
 

平成 23 年度の取組の検証（得られた成果、残された課題） 

・ 障がい福祉サービス事業参入者の多くは、組織体制・財務基盤の両面で脆弱であり、事業参入

や減災対策を促すためには、施設整備に対する財政支援が必要となっています。また、事業運

営の面でも、障がい福祉サービスの提供対象は介護保険サービスに比べて小さく、スケールメ

リットを生かした事業運営ができないため、現行の報酬体系の見直しが求められています。 

・ 経営コンサルタントの派遣をはじめとする工賃アップの取組や一般就労定着支援のための就

労サポート事業を実施してきましたが、実雇用率が全国的に低位であることに加え、福祉的就

労の工賃も依然として低い状況にあります。共同受注窓口の設置により、販路拡大等の取組を

行いましたが、工賃アップのためには更なる受注量の増加が必要です。また、福祉、雇用、教

育、農業分野が連携し就労支援を総合的に取り組んでいく仕組みも必要です。 

・ 障がい者の多様なニーズに対応できる人材が求められていることから、質の高い人材養成の

あり方について検討を行ってきましたが、専門コース研修やブラッシュアップ研修の創設な

ど、現在の研修体系の再構築が必要となっています。 

 

障がい者の自立と共生 
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・ 精神障がいのある人が安心して地域で生活が継続できるよう、24 時間対応できる支援体制や身

体疾患を合併する人への救急医療体制の充実が求められています。 

・ さまざまな障がいのある人が社会の構成員として地域の中で共に生活が送れるよう、これまで

十分でなかった情報・コミュニケーション支援を充実する必要があります。このため、聴覚障

がい者のための情報支援施設「三重県聴覚障害者支援センター」の平成 24 年４月開設に向け

た準備を行いました。また、各種障がい者スポーツ大会を開催し、障がい者の社会参加の促進

を図りました。今後は、「三重県聴覚障害者支援センター」を拠点とした支援活動やスポーツ

等を通した更なる社会参加の取組が必要です。 

 

 
 
 

平成 24 年度の改善のポイントと取組方向 

 

・ 障がい者制度改革の流れをふまえ、障がいのある人もない人も共に生きる「共生社会」の実現

をめざして、「みえ障がい者共生社会づくりプラン」に基づき取組を進めます。 

・ 住まいの場と日中活動の場の圏域間の偏在が解消されるよう効率的な整備を進めるとともに、

引き続き、障害福祉サービス事業所の経営安定化のための適正な報酬基準の設定等を国へ提言

します。 

・ 大規模災害等発生時に自力で避難することが困難な障がい者の命を守るため、障害福祉サービ

ス施設の耐震化や障がい特性に応じた避難対策に取り組みます。 

・  工賃アップなどのため、共同受注窓口の受注の拡大に向けて関係機関へのＰＲ等を行うととも

に、新たに社会的事業所＊の設置支援などの就労支援対策を進めます。また、庁内に設置した「三

重県障がい者支援施策総合推進会議」を活用し、福祉、雇用、教育、農業分野等が連携して障

がい者の就労支援等に取り組みます。 

・ 新たに福祉人材育成ビジョンを策定し、相談支援従事者の養成と資質の向上に取り組むことに

より、相談支援体制の充実を図ります。 

・ 精神障がいのある人が継続して地域生活ができるよう、保健・医療・福祉サービスを包括的に

提供できるアウトリーチ（訪問支援）チームの一層の強化や精神科救急システム体制の充実を

図り、24 時間支援体制を推進します。 

・ 「三重県聴覚障害者支援センター」等を拠点として、障がいの特性に応じた情報コミュニケー

ション支援を行います。また、平成 33 年度の全国障害者スポーツ大会の開催に向けて障がい者

スポーツへの参加意欲の向上や機会の充実を積極的に図るとともに、芸術文化活動に取り組む

障がい者が作品等を発表できる機会を確保するなど、社会参加のための環境整備を進めます。
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県民指標    

目標項目 

23 年度 

 

現状値 

24 年度 

目標値 

実績値 

27 年度 

目標値 

実績値 

目標項目の説明 

－ 1,203 人 1,476 人
グループホー
ム等において
地域で自立し
た 生 活 を し て
いる障がい者
数（累計） 

1,122 人 － － 

グループホーム、ケアホームおよび福祉ホーム等、
障がい者の地域生活を支援する居住系サービス
事業を利用し、障がいの程度に関わらず地域で生
活をしている障がい者数 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

障がい者が地域で自立した生活を送るためには、
地域での基本的な生活基盤となる居住系サービス
の充実が重要であることから、目標項目を選定しま
した。 

平成 23 年度の実績見込 1,112 人をもとに、平成 24
年度以降は、毎年度入所施設から 30 人、障害児
施設から 16 人、地域からの利用 45 人、計 91 人の
地域移行をめざし、目標値を設定しました。 

 

 
（単位：百万円） 

 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度

予算額等 15,188 13,590  

 

活動指標    

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

障がい者の日中
活動を支援する
事業の利用者数 

4,622 人 4,838 人 5,438 人
日中活動系の障害福祉サービス（生活介護、就
労移行支援、就労継続支援等）を利用している
障がい者数 

対応する基本事業 14201 障がい者福祉サービスの基盤整備の推進 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

障がい者が地域で自立した生活を送
るためには、日中活動の場の充実が
重要であることから、目標項目を選定
しました。 

特別支援学校の新たな卒業生に対応できるよう、平成 23 年度の
実績見込 4,638 人に卒業生の見込 200 人を加算した数値を目標
値に設定しました。 

 

施策責任者からのコメント   健康福祉部 次長 青木 正晴  電話：059-224-2321 

・障がい者が地域で自立して暮らすことができるよう、住まいの場や日中活動の場の整備を支援する

とともに、一般就労の定着を図る就労安心事業の実施や工賃アップに向けた共同受注窓口の運営に

加え、新たに社会的事業所の設置支援などの就労対策に取り組みます。 

・共生社会の実現に向けて、障がい者が社会のさまざまな活動に参加、参画できるよう、障がい特性

に応じた情報コミュニケーション支援や障がい者のスポーツ、芸術文化活動への参加機会の充実な

どの環境整備を進めます。 

 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

雇用契約に基づ
く就労へ移行し
た障がい者数 

75 人 80 人
95 

（75）
人

障がい者就労安心事業、知的障がい者就労ス
キルアップ講座、県の機関における職場実習事
業等を通じて、雇用契約に基づく就労へ移行し
た障がい者数 

対応する基本事業 14202 障がい者福祉サービスの充実 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

障がい者が地域で自立した生活を送
るためには、雇用契約に基づく就労の
実現を図ることが重要であることから、
目標項目を選定しました。 

雇用契約に基づく就労へ移行した障がい者数を、平成 23 年度
実績 75 人に 5 人加えた数値を目標値に設定しました。 

 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

総合相談支援セ
ンターへの登録
者数 

5,299 人 5,520 人
6,180 

（5,750）
人

障害保健福祉圏域ごとに設置した総合相談支
援センターに支援を希望して登録した障がい者
数 

対応する基本事業 14203 障がい者の相談支援体制の整備 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

制度がより多様になりサービス提供事
業者も増えているため、個々の利用者
のニーズにあったサービスを提供する
にはライフステージに応じた、よりきめ
細かい相談支援が必要とされることか
ら、目標項目を選定しました。 

個々の利用者のニーズにあったサービスを提供するため、平成
23 年度の実績 5,299 人に、これまでの取組実績を勘案し、220
人増加させた数値を目標値に設定しました。 

 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

社会的入院から
地域移行した精
神 障 が い 者 数
（累計） 

372 人 410 人 560 人

病状安定後も、 退院後の受け皿がないことなど
から社会的入院となっている精神障がい者のう
ち、「精神障害者地域移行支援事業」により退
院した精神障がい者数 

対応する基本事業 14204 精神障がい者の保健医療の確保 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

精神科病院に入院している精神障が
い者が、適切な医療等を受け地域で
安心して生活できることが重要である
ことから、目標項目を選定しました。 

平成 20 年度に実施した「精神科病院入院患者意向調査」の結
果を勘案し、平成 23 年度の実績見込 360 人に 50 人を加えた数
値を目標値に設定しました。 
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目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

雇用契約に基づ
く就労へ移行し
た障がい者数 

75 人 80 人
95 

（75）
人

障がい者就労安心事業、知的障がい者就労ス
キルアップ講座、県の機関における職場実習事
業等を通じて、雇用契約に基づく就労へ移行し
た障がい者数 

対応する基本事業 14202 障がい者福祉サービスの充実 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

障がい者が地域で自立した生活を送
るためには、雇用契約に基づく就労の
実現を図ることが重要であることから、
目標項目を選定しました。 

雇用契約に基づく就労へ移行した障がい者数を、平成 23 年度
実績 75 人に 5 人加えた数値を目標値に設定しました。 

 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

総合相談支援セ
ンターへの登録
者数 

5,299 人 5,520 人
6,180 

（5,750）
人

障害保健福祉圏域ごとに設置した総合相談支
援センターに支援を希望して登録した障がい者
数 

対応する基本事業 14203 障がい者の相談支援体制の整備 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

制度がより多様になりサービス提供事
業者も増えているため、個々の利用者
のニーズにあったサービスを提供する
にはライフステージに応じた、よりきめ
細かい相談支援が必要とされることか
ら、目標項目を選定しました。 

個々の利用者のニーズにあったサービスを提供するため、平成
23 年度の実績 5,299 人に、これまでの取組実績を勘案し、220
人増加させた数値を目標値に設定しました。 

 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

社会的入院から
地域移行した精
神 障 が い 者 数
（累計） 

372 人 410 人 560 人

病状安定後も、 退院後の受け皿がないことなど
から社会的入院となっている精神障がい者のう
ち、「精神障害者地域移行支援事業」により退
院した精神障がい者数 

対応する基本事業 14204 精神障がい者の保健医療の確保 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

精神科病院に入院している精神障が
い者が、適切な医療等を受け地域で
安心して生活できることが重要である
ことから、目標項目を選定しました。 

平成 20 年度に実施した「精神科病院入院患者意向調査」の結
果を勘案し、平成 23 年度の実績見込 360 人に 50 人を加えた数
値を目標値に設定しました。 
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目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

県障がい者スポ
ーツ大会参加者
数 

1,303 人 1,450 人 1,600 人
県が主催する障がい者スポーツ大会への参加
者数 

対応する基本事業 14205 障がい者の社会参加環境づくり 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

障がい者スポーツは、障がい者にとっ
て生きがいや楽しみを得ることができ、
社会参加や自己実現につながるもの
であることから、目標項目を選定しまし
た。 

平成 33 年度に開催される予定の「全国障害者スポーツ大会」等
に向け、多くの障がい者がスポーツに親しむことができるよう、平
成 23 年度の実績見込 1,400 人に 50 人加えた数値を目標値に
設定しました。 
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施策１４３   

【主担当部局：健康福祉部】

 
 
 
 
 

平成 27 年度末での到達目標 

地域住民がボランティアに参加するなど、地域福祉活動が活発化するとともに、福祉・介護人材

の確保・養成等を進めることにより、地域の高齢者や障がい者、生活困窮者などのうち福祉的支援

を必要とする人びとに対し、質の高い福祉サービスの提供や利用のための支援が行われています。

 
平成 23 年度の取組概要 

・ 地域支え合い体制づくり事業による地域の取組の支援（22 市町 62 事業に対して助成） 

・ 関係団体と連携した災害義援金の募集と被災者への配分（紀伊半島大水害関係の最終募金額 

145,021,890 円） 

・ 社会福祉協議会が行う日常生活自立支援事業への支援充実 

・ 関係団体等が参画した成年後見制度の利用推進に向けた検討会の開催 

・ 緊急雇用創出事業による介護雇用プログラムの実施（202 名の離職者等を介護職場で雇用） 

・ 社会福祉法人等に対する指導監査や実地指導、不適切な運営を行っている法人等に対する継続

した改善指導の実施 

・ ユニバーサルデザインの意識づくりを進める取組の実施（学校講座参加者数 4,018 人、車いす

使用者用駐車区画の適正利用の啓発 52 回）、パーキングパーミット制度＊の導入に向けた検討、

協議の実施（三重県ユニバーサルデザインのまちづくり推進協議会を４回開催） 

・ 被保護世帯への支援の実施（生活保護開始世帯数 2,319 世帯、生活保護受給者数 17,654 人（１

月あたり平均）） 

 
 

平成 23 年度の取組の検証（得られた成果、残された課題） 

・ 高齢者や障がい者等が地域で自立した生活を続けられるよう、地域支え合い体制づくり事業等

により、支え合い活動を行う体制整備を支援しましたが、今後ますます増大する福祉ニーズに

対応するためには、地域を主体としたボランティアによる活動やＮＰＯ等の取組が重要となっ

ています。 

・ 判断能力に不安のある高齢者や障がい者等を支援する日常生活自立支援事業への支援を強化し

ましたが、高齢化の進展等により今後も利用者の増加が見込まれ、それに応じた実施体制や財

源の確保が課題となっています。あわせて、成年後見制度の利用推進に向けた課題等を整理す

る必要があります。 

・ 介護雇用プログラム事業の実施などにより介護分野における人材の確保を進めましたが、依然、

介護現場は人手不足の状況が続いています。また、高齢化の進展等に伴い、中長期的な観点か

らも、福祉・介護人材の確保・育成を進めることが必要となっています。 

・ 理事長等の業務執行や理事会の審議機能に問題があり、社会福祉法人経営のガバナンスが確立

していない法人や監事監査が形骸化し自律機能のない法人に対して、法制度の周知徹底を図る

とともに、実効性のある指導監査を実施する必要があります。 

・ ユニバーサルデザインの言葉や定義に関する啓発は進んでいるものの、バリアフリー化された

施設が生かしきれていない事例がみられるなど、ユニバーサルデザインの考え方が十分に浸透

しているとは言えず、市町をはじめ、さまざまな主体が連携した取組を進める必要があります。

 

支え合いの福祉社会づくり 
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・ パーキングパーミット制度は 27 府県（平成 24 年４月１日現在）で導入され、相互乗り入れも

行われることとなりました。本県での導入に向けて市町をはじめ、さまざまな主体の協力を得

ることが必要です。 

・ 就労支援プログラム等の活用により、生活保護受給者の自立に向けての取組を行った結果、約

４割が就労、増収を達成しました。しかし、生活保護世帯の増加傾向は続いていることから、

引き続き生活保護制度の適切な運用と被保護者の自立の支援を進める必要があります。 

 
 

平成 24 年度の改善のポイントと取組方向 

・ 地域の住民組織等の取組をより一層積極的に進めていくため、地域支え合い体制づくり事業等

により、日常的な支え合い活動の体制づくりを支援します。また、市町、社会福祉協議会等の

関係機関とより一層の連携を図り、ボランティアの養成や活動活性化に向けた取組を促進する

とともに、県・市町社会福祉協議会等の関係団体や民生委員・児童委員の活動を支援します。

・ 日常生活自立支援事業に係る財源確保や制度の必要な見直しを国へ提言するとともに、社会福

祉協議会等と連携して、事業の効果的な実施に取り組みます。あわせて、関係団体等と連携し、

成年後見制度の利用推進に向けた課題や支援策等についての検討を進めます。 

・ 県福祉人材センター等と連携し、引き続き離職者の介護資格取得や学生等の介護分野への参入

を促進するとともに、求人求職者のマッチング支援に取り組み、福祉・介護分野における人材

確保等を図ります。 

・ 重点項目を中心にメリハリのある指導監査を引き続き実施し、監査の結果、改善指導が必要な

法人等には確認監査を実施します。また、不適切な運営を行っている法人等について、重点的

に指導監査を実施します。 

・ 本県におけるパーキングパーミット制度として、「三重おもいやり駐車場利用証制度」を導入し、

さまざまな主体と連携して、定着に向けた普及啓発活動を進めます。また、学校での出前授業

など、地域における身近なユニバーサルデザインの取組を進めるとともに、さまざまな主体を

つなぐネットワークが構築されるよう働きかけます。 

・ 個別の状況に対応した支援プログラムやハローワークと連携した就労支援対策により、被保護

者の自立を支援するとともに、生活保護の適正な実施や被保護者の自立支援を行うため、福祉

事務所職員の実務研修を充実し、資質の向上を図ります。  

 

県民指標    

目標項目 

23 年度 

 

現状値 

24 年度 

目標値 

実績値 

27 年度 

目標値 

実績値 

目標項目の説明 

－ 1,150 人 1,450 人
福祉サービス
利用援助を活
用する人数 

 
1,026 人 

 
－ － 

三重県地域福祉権利擁護センターが実施する福
祉サービス利用援助事業の契約人数 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

福祉サービス利用援助事業の契約人数が増えるこ
とは、高齢者や障がい者の権利が守られ、適正な福
祉サービスの利用につながると考えることから、目標
項目として選定しました。 

認知症高齢者等対象者の増加に伴い、毎年度お
おむね 100 人ずつの利用者数の増加が見込まれ
ることから、目標値を設定しました。 
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（単位：百万円） 

 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度

予算額等 4,700 4,483  

 

活動指標    

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

民生委員・児童
委員活動件数 

519,755 件 530,000 件 562,000 件
福祉サービスを必要とする人の立場に立って相
談・支援を行う民生委員・児童委員の年間活動
件数 

対応する基本事業 14301 地域福祉活動と権利擁護の推進 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

地域で相談支援活動を行う民生委
員・児童委員の活動が活発になること
が、地域福祉活動の推進につながると
考えることから、目標項目を選定しまし
た。 

民生委員・児童委員が活動しやすい環境を整えるとともに、現在
の欠員を解消し充足させることなどにより、平成 24 年度は平成
23 年度実績の約 10,000 件の増加をめざして、目標値を設定しま
した。 

 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

介護関係職の求
人充足率 

25.6% 29.2％ 40.0％
県内の介護関係職に係る求人の充足数を年間
の新規求人数で除した割合 

対応する基本事業 14302 福祉分野の人材養成・確保 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

介護関係職の求人に対してどれだけ
充足されたかということが、福祉･介護
人材の確保の状況をあらわす指標とし
て適当であると考えることから、目標項
目として選定しました。 

一般事務職の求人充足率が 50％程度であることをふまえ、平成
27 年度の目標値を 40％と設定し、その実現に向けて、平成 24
年度は平成 23 年度実績の約３％の増加をめざして、目標値を設
定しました。 

 
 
 

施策責任者からのコメント   健康福祉部 次長 青木 正晴  電話：059-224-2321 

・ 地域住民による日常的な支え合い活動の輪が広がるように、市町や地域の関係機関に対する普

及・啓発を行うとともに、日常生活自立支援事業の効果的な実施や、成年後見制度の課題等に

ついて検討を進めます。 

・ 市町をはじめとするさまざまな主体と連携して、「三重おもいやり駐車場利用証制度」の円滑な

導入と定着を図ります。 

－ 117 －－ 116 －

施
策
の
取
組　
Ⅰ「
守
る
」

第
２
章



 
 
 
 
 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

適正な運営を行
っている社会福
祉法人の割合 

78.6％ 79.0％ 80.5％
社会福祉法人に対して原則として年１回実施す
る指導監査において適正と認められた法人の
割合 

対応する基本事業 14303 福祉サービスの適正な確保 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

利用者に対し、よりよい福祉サービス
を提供するため、適正な運営を行って
いる社会福祉法人が増えることが重要
であることから、目標項目を選定しまし
た。 

適正な運営を行っている社会福祉法人が、過去５年間で 2.5％
増えたことをふまえ、毎年度 0.5 ％ずつ増やすことをめざし、目
標値として設定しました。 

 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

さまざまな主体
の連携によるユ
ニバーサルデザ
インの取組実施
数 

22 件 45 件 120 件

ユニバーサルデザインアドバイザー、市町、社
会福祉協議会、学校、地域の団体、企業等が
連携してユニバーサルデザインの課題に取り組
んだ事例数 

対応する基本事業 14304 ユニバーサルデザインのネットワークづくりの推進

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

ユニバーサルデザインの意識づくりを
進めるためには、さまざまな主体をつ
なぐネットワークづくりを推進することが
重要であることから、目標項目を選定
しました。 

平成 23 年度の実績に加え、ＵＤアドバイザー、市町、社会福祉
協議会等との連携による「車いす使用者用駐車区画マナーアッ
プキャンペーン」の取組件数、ＵＤのネットワークづくり事業による
取組件数およびＵＤアドバイザー、市町、社会福祉協議会、学
校等との連携によるＵＤ学校出前授業数を合わせて４年間で約
100 件取り組むことをめざし、目標値を設定しました。 

 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

生活困窮者等の
就労・増収達成
率 

41.9％ 
（22 年度） 

50.0％
（23 年度）

50.0％
（26 年度）

就労支援プログラムを活用した生活保護受給者
のうち、就労または増収を達成した者の割合 

対応する基本事業 14305 生活困窮者の生活保障と自立支援 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

生活保護受給者の経済的自立につな
がる、就労支援プログラムの活用によ
る就労・増収達成率を用いることによ
り、自立に向けた取組状況が測定でき
ることから、目標項目として選定しまし
た。 

過去の実績が 40％前後であることから、厳しい経済情勢もふま
え、平成 24 年度は 50％をめざし、その後もその水準を維持して
いくことを目標値として設定しました。 
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目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値
目標項目の説明 

戦傷病者等の支
援事業への参加
者数 

1,122 人 1,145 人 1,145 人
戦傷病者や戦没者遺族のための各種支援事業
への参加者数 

対応する基本事業 14306 戦傷病者等の支援 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

戦傷病者や戦没者遺族が各種支援事
業へ参加していただくことが重要である
と考えることから、目標項目を選定しま
した。 

高齢化による戦傷病者等の減少をふまえ、平成 22 年度の水準
1,145 人を平成 24 年度以降も維持することを目標値として設定し
ました。 
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施策１５１    

【主担当部局：環境生活部】

 
 
 
 
 

平成 27 年度末での到達目標 

意識を行動に移すきっかけを提供することにより、ライフスタイルの転換が進み、省エネ等の温

室効果ガス排出削減の取組が浸透しています。事業者においても環境経営が促進され、事業活動の

中で、温室効果ガス排出削減の取組が広がっています。 

また、県民の皆さん、事業者が一体となった地域ぐるみでの取組が活発化しています。 

 
 

平成 23 年度の取組概要 

・「三重県地球温暖化対策実行計画(平成 24 年度～平成 32 年度)」の策定  

・大規模事業所における温室効果ガス削減の取組促進（地球温暖化対策計画書（平成 23 年度～平

成 25 年度）の作成：298 事業所） 

・三重県版小規模事業所向け環境マネジメントシステム＊(Ｍ－ＥＭＳ)の普及啓発の実施（新規認

証取得：29 社） 

・地球温暖化防止活動推進員等による出前講座やイベント等における地球温暖化防止に係る啓発活

動の実施（啓発者数：27,342 人） 

・小学生を対象とした地球温暖化対策に係る教材(ＤＶＤ)の制作及び、企業、小学校、行政等が連

携して環境教育を進める「キッズ ISO14000 プログラム＊」の取組を県内 20 の小学校において実

施 

・企業の担当者を対象としたエコドライブの指導者養成講習会等の実施 

・環境学習情報センターにおける講座、イベント等による環境教育、啓発活動の実施（環境教育参

加者数：29,454 人） 

・グリーンニューディール基金を活用した市町、県の公共施設の省エネ対策等の実施 

 
 
 

平成 23 年度の取組の検証（得られた成果、残された課題） 

・平成 32(2020）年度における温室効果ガスの排出量を平成２(1990）年度比で 10％削減するとし

た「三重県地球温暖化対策実行計画」の目標を達成するため、「産業部門」をはじめオフィス・

店舗等の「民生業務部門」、「家庭部門」、「運輸部門」の各部門において取組を進めていく必要が

あります。 

・県内の温室効果ガス排出量に占める割合が約６割と高い産業部門については、引き続き、取組を

促進し、着実に削減していく必要があります。 

・県民の省エネ・節電に対する意識は高まりましたが、意識の高まりが必ずしも取組につながって

いないところがあります。 

・温室効果ガス削減の取組は、各主体において行われていますが、それぞれが個々の取組に止まっ

ており、さまざまな主体が連携して進めていく必要があります。 

・環境学習の拠点である環境学習情報センターが行う講座やイベント等への参加者数は前年度に比

べ３％増加していますが、小中学校の社会見学が昨年度に比べ 15％減少しています。 

 
 

地球温暖化対策の推進 
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平成 24 年度の改善のポイントと取組方向 

・地球温暖化対策を進めていくにあたって、三重県特有の課題を解決するための地球温暖化対策の

推進に係る条例の制定に向けた検討を進めます。 

・大規模事業所における取組を促進するため、地球温暖化対策計画書制度の見直しの検討を行うと

ともに、中小事業所に対しては、三重県版小規模事業所向け環境マネジメントシステム(Ｍ－Ｅ

ＭＳ) の普及拡大を図ります。 

・家庭からの排出量を削減するため、地球温暖化防止活動推進員による啓発活動等を通じて、省エ

ネ等の具体的な手法やその効果がわかるような数値を示すこと(見える化)により、県民一人ひと

りのさらなる取組につなげていきます。 

・個々の主体による温室効果ガス削減の取組に加え、さまざまな主体が地域で連携した取組を進め

るため、観光地において、電気自動車等を活用した低炭素社会モデル事業を選択・集中プログラ

ムの中に位置づけ、スマートライフ推進協創プロジェクトとして実施するなど、まちづくりの観

点からも削減の取組を進めていきます。 

・現実に進行しつつある地球温暖化(気候変動)に適応していくため、本県の地形や気候等の特性を

踏まえ、県域における将来の気候を予測し、その影響について調査を行います。 

・環境学習情報センターが行う講座やイベント等の充実に、引き続き努めるとともに、減少傾向に

ある社会見学については、小中学校や関係機関への広報活動を強化し、より多くの子どもたちに

環境学習の機会を提供していきます。 

 なお、数値目標の「環境教育参加者数」については、指定管理者制度の導入により、この３年間

で 1.4 倍と大幅に増えており、平成 22 年度の水準（28,557 人）を維持することを目標に 29,000

人としましたが、平成 23 年度の実績が 29,454 人と目標を超えたことから再設定し、30,000 人を

めざすこととしました。 

 

県民指標    

目標項目 

23 年度 

 

現状値 

24 年度 

目標値 

実績値 

27 年度 

目標値 

実績値 

目標項目の説明 

－ 
＋6.3％
以下（22

年度） 

＋1.5％
以下（25

年度）
温室効果ガス
排出量の基準
年 度 比 （ 森 林
吸収量を含む） 

＋3.6％
（21 年

度） 
－ － 

三重県域から排出される二酸化炭素などの温室効
果ガス排出量の基準年度（平成２（1990）年度）比。
なお、「三重県地球温暖化対策実行計画」では、
平成 32（2020）年度の目標値は基準年度比で、－
10％としています。 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

国や他の自治体等が、温室効果ガス排出量の削減
率を示す際に用いる一般的な指標であり、取組成
果としてわかりやすいことから選定しました。 

平成 20 年秋のリーマンショックによる影響が大きか
った平成21年度の値ではなく、その前年の平成20
年度の値（＋9.7％）に基づき設定しました。 

 

施策責任者からのコメント     環境生活部 次長 岡本 弘毅 電話：059-224-2305 

地球温暖化は、人類や生態系に深刻な危機をもたらす環境問題のなかでも特に重要な問題であり、

これまでの環境負荷低減の枠組みの中での取組に止まらず、エネルギー問題等も含めた総合的な枠

組みの中で、取組を進めていく必要があります。そのため、今年度は、こうした視点に立って、地

球温暖化対策の推進に係る条例の制定に向けた検討を進めるとともに、昨年度策定した「三重県地

球温暖化対策実行計画」を着実に進めていくことで温室効果ガスの削減をめざします。 
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（単位：百万円） 

 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度

予算額等 590 441  

 
 

活動指標    

目標項目 

23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 

目標項目の説明 

大規模事業所に
おける温室効果
ガスの排出量の
増減比率 

０％ 
(22 年度) 

＋0.6％
以下

（23 年度）

＋2.4％
以下

（26 年度）

「三重県生活環境の保全に関する条例」に基づ
く地球温暖化対策計画書の対象事業者の温室
効果ガス排出量の平成 22（2010）年度に対する
増減比率 

対応する基本事業 15101 温室効果ガス排出削減の取組推進 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

温室効果ガス排出量の約６割が産業
部門から排出されており、その８割以
上を大規模事業所が占めていることか
ら選定しました。 

大規模事業所について、県が提出を求めている地球温暖化対
策計画書の取組をもとに目標値を設定しました。 

 
 

目標項目 

23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 

目標項目の説明 

三重県版小規模
事業所向け環境
マネジメントシス
テ ム （ Ｍ － Ｅ Ｍ
Ｓ）認証事業所
数（累計） 

246 件 290 件 420 件
三重県版小規模事業所向け環境マネジメントシ
ステム（Ｍ－ＥＭＳ）認証事業所数 

対応する基本事業 15102 環境経営の促進 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

温室効果ガス削減には、環境経営の
取組が重要であり、その普及状況を示
す指標であることから選定しました。 

平成 27 年度の目標値（420 件）の達成に向けて必要とされる新
規認証件数の年平均を目標値として設定しました。 
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目標項目 

23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 

目標項目の説明 

環境活動参加者
数 

4,957 人 5,300 人 6,000 人
環境行動を促進するために地球温暖化防止活
動推進センターが地球温暖化防止活動推進員
等により、実施する講座等への参加者数 

対応する基本事業 15103 環境行動の促進 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

県民の皆さんの自発的な温室効果ガ
スの削減取組を進めるには、意識面、
行動面における啓発活動が重要であ
り、その浸透を示す指標として選定し
ました。 

平成 27 年度の目標（6,000 人）の達成に向けて、必要な増加分
の年平均を目標値として設定しました。 

 
 

目標項目 

23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 

目標項目の説明 

環境教育参加者
数 

29,454 人 30,000 人
33,000

(29,000)
人

環境教育を推進するために環境学習情報セン
ターが行う講座やイベント等の環境教育に参加
した人数 

対応する基本事業 15104 環境教育の推進 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

環境学習情報センターは、環境保全
に係る講座やイベント等を実施してい
る環境教育の拠点であり、その参加者
数は、環境教育の状況を示す指標で
あることから選定しました。 

当初、22年度の現状（28,557人）を維持することを目標として、27
年度目標を 29,000 人としていましたが、23 年度に既にこの数値
を達成したことから、今後は、環境教育講座等に重点を置いた取
組を進めるとともに、イベント内容のさらなる創意工夫を行うこと
等により、24 年度から毎年度、概ね 1,000 人ずつ増加させること
を新たな目標とし、24 年度目標値については 30,000 人と設定し
ました。 
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施策１５２  

【主担当部局：環境生活部廃棄物対策局】

 
 
 
 

平成 27 年度末での到達目標 
従来の再使用・再生利用の取組に加えて、排出事業者責任の一層の徹底や県民の皆さんの環境配

慮に関する意識醸成、さまざまな主体の連携による地域での廃棄物（生ごみ等）の循環利用を図る

ことによって、焼却や埋立処分される廃棄物が減少しています。また、産業廃棄物の不適正処理に

対する監視指導の強化と、地域自らによる監視の取組が広がることによって不法投棄を許さない社

会づくりが進むとともに、過去の不適正処理事案が迅速に是正されてきています。 

 
平成 23 年度の取組概要 

・子どもを対象とした啓発資材作成等の普及活動実施や、市町へのごみ処理に係る技術的支援を行

うなど、ごみゼロ社会実現プラン＊の取組を推進 

・紀伊半島大水害で発生した災害廃棄物について、県内団体との災害応援協定に基づき処理を支援。

 東日本大震災のがれきの広域処理について、市長会や町村会との合意に向けて調整 

・多量排出事業者等に産業廃棄物処理計画の策定指導等を行うなど、排出事業者責任の徹底や減量

化等３Ｒに向けた取組を進めるとともに、三重県リサイクル製品利用推進条例を的確に運用 

・（財）三重県環境保全事業団の新産業廃棄物最終処分場についての支援及び溶融処理事業の課題に

ついて運営協議会で協議 

・産業廃棄物の不適正処理事案等については迅速な対応を行い、早期発見・早期是正し、又は未然

防止するとともに、文書による法令遵守の徹底を図り、悪質事業者に対しては、改善命令、措置

命令や告発を行うなど、厳正に対処 

・不適正処理事案等の県民からの通報等には速やかに現場に赴き、的確に対応。地域の団体や民間

事業者等、さまざまな主体と連携した、不適正処理事案等の早期発見、早期是正 

・生活環境保全上の支障等が生じている産業廃棄物の不適正処理事案の是正を進めるとともに、継

続的なモニタリングが必要な事案について、周辺環境の安全性を確認 

・廃棄物の資源化等を促進し、排出量を削減するための調査研究の実施 

 
 

平成 23 年度の取組の検証（得られた成果、残された課題） 

・一般廃棄物の３Ｒの推進により、最終処分量（平成 22 年度 55 千ｔ→平成 23 年度（速報値）52

千ｔ）は減少しましたが、１人１日当たりのごみの排出量（平成 22 年度 966g /人･日→平成 23

年度（速報値）994g/人･日）は紀伊半島大水害の影響により増加しました。今後は、一層削減し

ていくため、関係主体と連携し、重量ベースで約３割を占める生ごみの資源化等の３Ｒ推進や県

民の皆さんへの普及啓発が必要です。 

・紀伊半島大水害の災害廃棄物について関係機関等の支援を得て処理が進められました。また、東

日本大震災のがれきの広域処理について、市町との連携に向けた協議を進めました。今後、がれ

きの広域処理に関する取組を行うとともに、東南海地震等における災害廃棄物処理の初期対応に

備えるため、東日本大震災を例にした課題整理が必要です。 

・産業廃棄物の３Ｒの推進により産業廃棄物の最終処分量（平成 22 年度 305 千ｔ→平成 23 年度（速

報値）291 千ｔ）は減少しましたが、一層の削減や適正処理を進めていくため、多量排出事業者

等において処理計画に基づく取組を行うとともに、電子マニフェスト＊の普及促進、優良な産廃処

理業者の育成活用などの処理責任を徹底する取組を行っていく必要があります。 

・産業廃棄物の再生利用率（平成 22 年度 36.9％→平成 23 年度（速報値）37.5％）は増加し、新た

に 18 製品をリサイクル認定製品として認定（全認定製品数 90）しましたが、再生利用率の向上

に向け、有効な再生資源であるバイオマス系産業廃棄物の３Ｒをさらに進める必要があります。

廃棄物総合対策の推進 
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・災害廃棄物の受け入れ機能も有する(財)三重県環境保全事業団の新しい産業廃棄物最終処分場に

ついて、引き続き支援を行い、整備を進める必要があります。 

・県民、事業者等からの不法投棄に関する通報、苦情及び情報提供に対しては、その受理後、速や

かに現場に赴き、事情の聴取等を行って適切な対応を図ったことで、その全てについて早期対応

が終了し、是正途上にある事案も僅かとなっています。 

・新規の不法投棄件数は８件であり、平成 22 年度の 18 件に対して大きく減少し、８件中５件が撤

去済、２件が撤去中となっています。 

・生活環境保全上の支障等が生じている産業廃棄物の不適正処理事案について、四日市市大矢知・

平津事案で平成 23 年 11 月に具体的な対策工法に係る実施協定書を地元自治会長と知事との間で

締結するなど、不適正処理の是正に向けた取組を進めました。 

 これまで、平成 24 年度までの時限立法である産廃特措法の延長を国へ要望してきたところであ

り、法律の延長をふまえて、本格的な支障除去対策に着手していく必要があります。 

 
 
 
 

平成 24 年度の改善のポイントと取組方向 

・「もったいない」という環境意識の普及啓発や、食品残さを循環利用するための制度の構築、生ご

み減量化に取り組む市町への技術的支援を行います。また、ＲＤＦ＊焼却・発電事業については、

安全で安定した運転を確保し、一般廃棄物の適正処理がなされるよう努めます。 

・東日本大震災のがれきの広域処理について、安全性確保のためにガイドラインを策定し、対応可

能な市町からマッチング調整を行うなど、早期の受入処理に向けて、市町と一体となった取組を

進めていきます。また、災害時における廃棄物の処理を円滑に進めるため、大規模災害に備えた

調査、検討を進めます。 

・産業廃棄物については、事業者による適正管理計画策定などの自主的な取組を促進するとともに、

バイオマス系産業廃棄物等を対象にしてリサイクル、エネルギー利用に関する調査・検討を行い

ます。 

・産業廃棄物の適正処理を一層進めるため、多量排出事業者を中心として電子マニフェストの普及

や優良処理認定業者の育成・活用を図るとともに、高濃度ＰＣＢ廃棄物の適正処理を促進します。

・環境修復が必要な４つの不適正処理事案について、計画的かつ迅速に事業を進めて県民の安全・

安心を確保するとともに、監視体制の充実や、民間パトロールの活用等、さまざまな主体との連

携により、不適正処理の未然防止や早期発見に取り組みます。 
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県民指標    

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

実績値 

27 年度 

目標値 

実績値 

目標項目の説明 

－ 

352 
千トン 
以下 

（23 年度）

306 
千トン 
以下 

（26 年度）廃棄物の最終処
分量 

360 
千トン 

（22 年度） 
－ － 

最終処分された一般廃棄物と産業廃棄物の総
量 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方

廃棄物の発生抑制や再生利用等の取組を進めることに
よって、廃棄物の最終的な処理プロセスとなる埋立処分
量の低減につながることから、その成果が反映される最
終処分量を目標項目として選定しました。 

一般廃棄物の最終処分量は過去の推移と今後
の廃棄物処理施設の整備状況をふまえて将来
推計し、目標値を設定しました。 
一方、産業廃棄物の最終処分量は、平成 22 年
度の現状値をもとに、廃棄物処理計画で設定し
た目標値の考え方をふまえ、目標値を設定しま
した。 

 
 

 
 

（単位：百万円） 

 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度

予算額等 1,015 1,445  

 
 
 
 
 
 
 
 
 

施策責任者からのコメント     環境生活部 次長 渡辺 将隆 電話：059-224-2375 

・廃棄物の３Ｒや適正処理を一層進めるため、県民への普及啓発、市町の取組への技術的支援や排

出事業者の処理責任の徹底を図るとともに、バイオマス系廃棄物の循環利用を促進するなどの取

組を進めます。 

・東日本大震災のがれきの広域処理について、早期の受入処理に向けて、市町と一体となった取組

を進めていくとともに、大規模災害時における廃棄物の処理を円滑に進めるための調査、検討を

進めます。 

・不法投棄等不適正処理の未然防止や早期発見に引き続き徹底して取り組むとともに、産業廃棄物

の不適正処理事案への対応等については選択・集中プログラムの緊急課題解決プロジェクトに位

置づけ、生活環境保全上の支障の除去等必要な措置を講じ、県民の安全･安心の確保に努めます。
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活動指標    

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

１人１日あたりの
ごみ排出量（一
般廃棄物の排出
量） 

966 
g/人・日 

（22 年度） 

951 
g/人・日

（23 年度)

913 
g/人・日 

以下 
（26 年度）

一般廃棄物年間排出量を人口および 365 日で
除した数値 

対応する基本事業 15201 ごみゼロ社会づくりの推進 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

県民、ＮＰＯ、事業者の皆さん、行政
などのさまざまな主体による一般廃棄
物の発生抑制に向けた努力の成果と
してわかりやすく、かつ、従来から調査
しているため数値の継続性があり、国
の取組指標の一つでもあることから目
標項目として選定しました。 

廃棄物処理計画における目標値をふまえ、平成 22 年度の現状
値に基づき将来予測をし直し、さらにこれまで実施してきた家庭
系ごみの有料化等のモデル事業の成果の普及を見込み目標値
を設定しました。 

 
 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

産業廃棄物の再
生利用率 

36.9％ 
（22 年度） 

39.2％
（23 年度）

42.2％
（26 年度）

産業廃棄物の排出量に対する再生利用量（排
出事業者および処理業者で再生利用された
量）の割合 

対応する基本事業 15202 産業廃棄物の適正処理・再生利用の推進 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

産業廃棄物の再生利用の状況をあら
わす指標として、再生利用量と比較し
経済情勢の変化に伴う影響が少ない
再生利用率を目標項目として選定しま
した。 

平成 22 年度の現状値を基に、廃棄物処理計画における目標値
と整合するよう、平成 24 年度の目標値を設定しました。 

 
 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

産業廃棄物の不
法投棄総量 

462 トン 
（22 年度） 

440 トン
以下

370 トン
以下

新たに発見された産業廃棄物の不法投棄の総
量 

対応する基本事業 15203 不法投棄等の早期発見・未然防止、不適正処理の是正の推進

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

廃棄物の不法投棄は、早期発見し対
応することにより、規模の拡大を防ぐこ
とができることから、早期発見･早期是
正の効果を図る目標項目として選定し
ました。 

平成 22 年度の現状値を基に、廃棄物処理計画における目標値
と整合をとりつつ、４年間で 20％の削減をめざすこととして、目標
値を設定しました。 
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施策１５３    

【主担当部局：農林水産部】

 
 
 
 
 

平成 27 年度末での到達目標 

生物多様性をはじめとする自然環境の保全の方向性の明確化や、保全活動のサポート機能を充実

することで、県民の皆さんや事業者、ＮＰＯによる生態系や希少野生動植物、里地・里山・里海の

自主的な保全活動が活発に行われています。また、こうした取組をとおして、県民の皆さんが自然

とのふれあいや地域への愛着を深めながら暮らすとともに、増えすぎた野生鳥獣の生息密度が減少

し、適正な状態で管理されています。 

 
平成 23 年度の取組概要 

・三重県の生物多様性を保全・活用するための基本的な取り組み方向を示した「みえ生物多様性推

進プラン」を策定 

・希少野生動植物種をはじめとする自然環境の現状を明らかにするため、平成 26 年度の策定を目指

して「三重県レッドデータブック*」の更新作業に着手 

・ 農林産物被害の大きいニホンジカやイノシシについて猟期の延長を実施 

・ 今後５年間の鳥獣保護事業の基本的な考え方を示した第 11 次鳥獣保護事業計画と農林産物被害

の減少に向けたニホンジカとイノシシの特定鳥獣保護管理計画を策定 

・ 自然環境保全地域（祓川）で生態系維持回復調査を実施 

・ 平成 16 年台風 21 号及び紀伊半島大水害により被害のあった大杉谷登山歩道の災害復旧を進め

82％の区間で復旧が完了 

・紀伊半島大水害により被災した飛雪ノ滝野営場の災害復旧に着手 

・鬼ヶ城周回線や東海自然歩道などの自然公園施設等を 12 箇所整備 

・34 箇所の生物多様性の保全活動を促進 

・「死亡野鳥等における高病原性鳥インフルエンザに係る対応マニュアル」を改正 

 
 

平成 23 年度の取組の検証（得られた成果、残された課題） 

・三重県の生物多様性の保全と利用を進めていくための「みえ生物多様性推進プラン」を策定しま

した。しかし、現状では生物多様性の保全活動は 34 箇所にとどまっており、さらなる活動促進が

必要です。 

・さまざまな主体の自発的な自然を守る行動を促進するために、「三重県レッドデータブック」の更

新作業について、県民の参画を得ていくことが重要です。 

・ニホンジカやイノシシの猟期の延長を行いましたが、農林産物への被害の減少には繋がっていま

せん。 

・自然公園施設の災害復旧に取り組んだ結果、平成 24 年度には大杉谷登山歩道の開通区間が拡大

します。また、紀伊半島大水害にて被災した飛雪ノ滝野営場の復旧工事においては、早期復旧の

ため工事を発注しましたが、洪水により流入した土砂の排土場所の確保が難しかったことから進

捗が遅れています。 

・自然公園等の管理については、景観や生態系、自然公園施設の適正な管理を進めていく必要があ

ります。 

・死亡野鳥等における高病原性鳥インフルエンザに係る対応については、迅速に対応する必要があ

ります。 

 

自然環境の保全と活用 
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平成 24 年度の改善のポイントと取組方向 

・「みえの生物多様性推進プラン」の理解促進のため、身近な自然環境や生物の多様性から私たち

が享受している恩恵や、その利用を持続可能なものとすることの必要性について普及啓発を行い

ます。 

・県民の皆さんの参加を得て、県内の希少野生動植物の現状把握を行い「三重県レッドデータブッ

ク」の更新作業を進めます。また、専門知識や必要な情報の提供などを行い、ＮＰＯ等が自発的

に行う希少野生動植物の保全活動、里地・里山・里海や河川などにおける自然環境保全活動を促

進します。 

・農林産物被害の大きいニホンジカやイノシシについて、捕獲頭数等の制限緩和を進めて捕獲を促

進し、適正な生息密度への誘導と被害の軽減を進めます。 

・県民の皆さんに自然とのふれあいの場を提供できるよう、施設情報などわかりやすい情報発信に

努めます。また、これまでに被災した自然公園施設等の復旧整備や自然環境に配慮した河川や海

岸等の整備・保全を進めます。なお、飛雪ノ滝野営場については、施行委任を受けた環境省直轄

事業と県の復旧工事を計画的に進めます。 

・自然公園や三重県自然環境保全地域等を県民の参画も得た活動等も加え適正に管理し、優れた自

然の保全や生態系の維持回復を進めます。 

・死亡野鳥等における高病原性鳥インフルエンザに係る対応については、家畜保健衛生所と連携し

て、情報等の共有を図り迅速に対応します。 

 

 

県民指標    

目標項目 

23 年度 

 

現状値 

24 年度 

目標値 

実績値 

27 年度 

目標値 

実績値 

目標項目の説明 

－ ４４か所 74 か所 生物多様性の
保全活動実施
箇所 

34 か所 － － 

絶滅のおそれのある野生動植物種の保護活動
および里地里山の保全活動の実施箇所数の合
計 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方

県民の皆さんやＮＰＯ団体等による生物多様性保全活
動など、さまざまな主体の自発的な自然を守る行動の
状況を示すものであることから、目標項目として選定し
ました。 

生物多様性に係る保護活動箇所数を年間 10 か
所ずつ増やしていくこととしており、平成 24 年度
には 44 か所とする目標数値を設定しました。 

 

 

施策責任者からのコメント    農林水産部 次長 西村 文男 電話：059-224-2501 

・生物多様性の調査や計画の策定を県民の皆さんとともに行うことをとおして、さまざまな主体の

自発的な自然を守る行動を促進します。 

・農林水産業等への被害の大きい野生鳥獣について、制限緩和を進めて捕獲を促進するとともに、

他の鳥獣被害対策との連携を進めることで、被害の軽減を図ります。 

・紀伊半島大水害等で被災した自然公園施設等の早期復旧を図ります。また、優れた自然環境の保

全や重要な生態系の維持回復のための取組を進めるなど、県民の皆さんの自然とのふれあいを推

進します。 
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（単位：百万円） 

 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度

予算額等 105 230  

  

活動指標    

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

ニホンジカの推
定生息頭数 

 
51,800 頭 
（22 年度） 

49,000 頭 10,000 頭 県内に生息するニホンジカの推定生息頭数 

対応する基本事業 15301 生物多様性保全の推進 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

農林産物被害の特に大きいニホンジ
カについて、推定生息数を目標項目
として選定しました。 

地域的に著しく増加しているニホンジカに対し、個体数または生
息密度等の目標を設定し保護管理していく計画（特定鳥獣保護
管理計画）の目標数値と整合するよう、平成 24 年度は 49,000 頭
を目標値として設定しました。 

 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

自然環境の新た
な保全面積（累
計） 

－ 3ha 163ha

新たに「自然公園特別地域」、「自然環境保全
地域特別地区」に指定された面積および新た
に「里地里山保全活動計画*」の認定を受けた
面積の合計 

対応する基本事業 15302 自然環境の維持・回復 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

自然環境を改変する行為が規制され
ている区域および保全活動が計画さ
れている区域の新規指定面積の合計
であり、面的に自然環境の保全の状
況を示す指標であることから、目標項
目として選定しました。 

「みえ生物多様性推進プラン」の目標に合わせ、景観や生物多
様性などで特に重要な地域を平成 27 年度までに新たに約
160ha 指定するとして数値目標を設定しており、平成 24 年度は、
「里地里山保全活動計画」を 3ha 認定することを目標としました。
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目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

自然とのふれあ
いの場の満足度 

81.4 ％ 
 

82.0％ 85.0％

自然公園内の園地など人と自然のふれあいの
場の整備状況に関する利用者の満足度 
（５段階で利用者の満足度合いをアンケートで
調査するうち、最上位評価とする５「満足」およ
び次の評価とする４「おおむね満足」の割合） 

対応する基本事業 15303 自然とのふれあいの促進 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

自然とのふれあいを推進するために
は、快適に自然とふれあえる場が確保
されているかが重要なことから、自然
公園内の施設等の利用者の満足度を
数値目標として選定しました。 

自然公園施設利用者の満足度は、これまでの５年間で５％向上
し 80％となっていることから、目標年度（平成 27 年度）までにさら
に５％向上させ、満足度を 85%にすることを目標として設定してお
り、平成 24 年度は 82%を目標としました。 
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施策１５４  

【主担当部局：環境生活部】

 
 
 
 
 

平成 27 年度末での到達目標 

県民や事業者の皆さんによる、自動車排出ガスによる局地的な大気汚染の解消への取組が進み、

大気環境測定地点における大気環境基準＊が達成されるとともに、生活排水処理アクションプログラ

ムの目標の達成等により、河川や海域における水質が維持または改善しています。 

また、地域において森･川･海のつながりを意識しながら、さまざまな主体による連携した取組が

活発に行われるようになっています。 

 

 
 
 
 
 
 
 

平成 23 年度の取組概要 

・29 測定局で二酸化窒素、光化学オキシダント等を測定して、大気環境基準の達成状況を把握し、

測定結果をホームページに掲載 

・工場・事業場の立入検査を実施（検体採取を伴う立入工場・事業場数 53、その他の立入工場・事

業場数 793）し、ばい煙（いおう酸化物、ばいじん、有害物質）、揮発性有機化合物＊及びダイオ

キシン類の排出基準の適合状況を確認 

・ＮＯｘ・ＰＭ法＊対策地域において、平成 32 年度を目標年度とするＮＯｘ・ＰＭ総量削減計画の

策定に向け、関係者による協議会を４回開催し、窒素酸化物等の削減目標量や計画目標達成のた

めの方途等について審議 

・光化学スモッグ予報＊を３日、延べ５地域に発令し、光化学スモッグ＊による被害を未然に防止 

なお、光化学スモッグによる被害報告はなし 

 

・47 河川 62 水域、４海域８水域におけるＢＯＤ＊、ＣＯＤ＊等の水質測定並びに地下水 30 地点にお

ける水質測定を実施し、公共用水域の環境基準の達成状況を把握 

・工場・事業場の排水量や有害物質の使用を考慮して立入検査を実施（採水を伴う立入工場・事業

場数 246、その他の工場・事業場数 455）し、基準を超過した工場・事業場に対して改善を指導 

・総量削減計画（第７次）及び総量規制基準を策定し、今後の伊勢湾への汚濁負荷を一層削減 

・海岸漂着物に関する実態調査を実施したほか、関係者による地域協議会、地域ワークショップを

開催し、海岸漂着物処理推進法に基づく「三重県海岸漂着物対策推進計画」を策定 

・海岸漂着物の清掃活動である「伊勢湾 森・川・海のクリーンアップ大作戦」を愛知県、岐阜県

等に呼びかけて実施。また、海岸漂着物の体験型イベント、名古屋市内でのシンポジウムを開催

・生活排水処理アクションプログラムは平成 22 年度が中間年度であることから、社会情勢や経済情

勢の変化を踏まえ見直しを行うとともに、市町及び関係部と連携して、下水道、集落排水や浄化

槽などの生活排水処理施設の整備を進めたところ、整備率が 76.5％（平成 21 年度）から 78.0％

（平成 22 年度）に進捗 

 

大気・水環境の保全 
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平成 23 年度の取組の検証（得られた成果、残された課題） 

・県内の二酸化硫黄、二酸化窒素、浮遊粒子状物質等における環境基準の達成状況は、平成 23 年度

は、浮遊粒子状物質の環境基準達成率が黄砂の影響で、41％（速報値、12 測定局／29 測定局）に

とどまる見込みですが、二酸化硫黄や二酸化窒素等はすべての測定局で環境基準を達成する見込

みで、おおむね良好な大気環境を維持しています。なお、発生源については、検体採取を伴う立

入検査を、大気環境に与える影響が大きいと思われる 53 工場・事業場で実施しましたが、基準を

超過した施設はありませんでした。 

・現在作成中のＮＯｘ・ＰＭ総量削減計画において、平成 32 年度までにＮＯｘ・ＰＭ法対策地域で

大気環境基準を達成するためには、これまでの取組では計画の目標を達成できないおそれがあり、

新たな対策が必要な状況となっています。 

・光化学スモッグ予報等が毎年発令されていることなどから、光化学スモッグの主な原因物質と考

えられる揮発性有機化合物等の排出抑制に取り組む必要があります。 

 

・閉鎖性海域である伊勢湾の環境基準達成率（ＣＯＤ）は 56％（平成 23 年度）であり、近年 60％

弱の達成率で推移しており、毎年、赤潮や貧酸素水塊も発生するなど、改善対策が必要な状況に

あります。このため、平成 23 年度に策定した第７次の伊勢湾水質総量削減計画に基づき、工場・

事業場からの汚濁負荷を一層削減するほか、生活排水について、生活排水処理アクションプログ

ラムに基づく施設整備を着実に進めていく必要があります。 

・平成 23 年度の立入検査において排水の自主測定頻度を調査したところ、約７割の事業者は適切で

あったものの、測定を行っていないまたは頻度等が大幅に不足する事業者が約１割あり、不適切

な水質管理が明らかになったことから、改善を徹底する必要があります。 

・海岸漂着物の実態調査により、鳥羽市答志島の奈佐の浜には、伊勢湾内の他海岸の平均値の約 27

倍もの廃棄物が漂着していることが明らかになりました。答志島等では、海岸景観だけでなく漁

業への被害も生じていることから、平成 23 年度に策定した「三重県海岸漂着物対策推進計画」に

基づき、関係機関や民間団体等が連携して対策を着実に実施する必要があります。また、併せて

処理に係る財源の確保が課題となっています。 

・海岸漂着物の発生抑制に伊勢湾流域圏全体で取り組むことが、平成 24 年１月の東海三県一市知事

市長会議において合意されたことから、三県一市の連携により、効果的な対策等を早期に具体化

していく必要があります。 

・海岸清掃等のボランティア活動である「伊勢湾 森･川･海のクリーンアップ大作戦」に県内で

16,000 名以上の方々が参加されたほか、民間団体による広域圏で連携した活動も拡大しました。

・生活排水処理施設の整備は着実に進展していますが、その整備率は全国平均（86.9％）に比較し

てまだ低く、単独浄化槽（約 11 万基）や汲み取り世帯（約５万世帯）が多く残されている状況で

す。 
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県民指標    

目標項目 

23 年度 

 

現状値 

24 年度 

目標値 

実績値 

27 年度 

目標値 

実績値 

目標項目の説明 

 93.9 ％ 97.0%大気環境およ
び水環境に係
る環境基準の
達成率 76.7 ％ 

（速報値） 
－ － 

大気環境測定地点および河川・海域水域における
環境基準の達成割合 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

環境基準は、人の健康を保護し、生活環境を保全
する上で維持されることが望ましい基準であることか
ら選定しました。 

全地点および全水域で環境基準を達成することを
前提とし、一部の環境基準の達成が著しく困難な
水域については、水質改善を図ることとして目標値
を設定しました。 

 
 

平成 24 年度の改善のポイントと取組方向 

・ＮＯｘ・ＰＭ総量削減計画における流入車対策については、道路管理者、運輸業者、荷主及び県・

市等で構成する検討会議を設け、関係機関と連携して実効性がある具体策を検討します。 

・光化学オキシダントについては、主な原因物質である揮発性有機化合物等の削減対策が有効であ

ることから、多量に排出する工場・事業場を中心に、立入検査を通して、揮発性有機化合物等の

排出抑制を指導していきます。 

 

・公共用水域等の水質改善のため、引き続き、工場･事業場における排水基準の遵守を徹底するほか、

立入検査時に工場・事業場の経営者等と対話を行い、引き続きコンプライアンス意識の向上を図

ります。 

・工場・事業場の規模や水質変動など実態に即した排水の自主測定を徹底するため、頻度等が不十

分な事業者に対して重点的な立入検査を行います。また、平成 24 年６月から地下水汚染防止のた

め、有害物質使用特定施設等に構造基準等が適用されることから、有害物質に係る事業場の立入

検査も強化します。 

・水生生物の保全に向け、早期に環境基準の類型あてはめを要することから、平成 24 年度中に県内

43 河川を対象に実施します。 

・「三重県海岸漂着物対策推進計画」に基づく取組を着実に実施するため、関係機関、民間団体等の

協議により地域の実状に応じた対策を進めます。 

・東海三県一市の海岸漂着物対策検討会では、本県がリーダーシップを取り、流域圏での情報共有、

発生抑制の検討、国への提言などに積極的に取り組みます。また、海岸漂着物対策では、民間団

体等によるボランティア活動が非常に重要であることから、連携・協力を強化するとともに、県

民、民間団体、企業などさまざまな主体の参画による「伊勢湾 森・川・海のクリーンアップ大

作戦」を拡大していきます。 

・伊勢湾の再生に向け、三重大学など研究機関と連携し、貧酸素水塊等の対策に係る調査研究を進

めるほか、関係部局と連携し、伊勢湾再生行動計画に基づく施策を着実に実施します。 

・生活排水処理未普及人口の早期解消に向けて、合併処理浄化槽への転換に対する上乗せ補助制度

を創設するなど、県費補助制度を改正したところであり、引き続き生活排水処理アクションプロ

グラムに基づき、市町及び関係部と連携して、生活排水処理施設の整備を進めます。 
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（単位：百万円） 

 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度

予算額等 15,597 17,552  

 
 

活動指標    

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

大気・水質の排
出基準適合率 

99.2 ％ 100 ％ 100 ％

工場・事業場への立入検査において、大気中
へ排出されるばい煙等および公共用水域へ排
出される排出水（いずれもダイオキシン類含む）
が大気汚染防止法、水質汚濁防止法等の排出
基準に適合している割合 

対応する基本事業 15401 大気・水環境への負荷の削減 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

大気・水環境への負荷の削減の推進
にあたっては、発生源である工場・事
業場の排出基準が守られることが最も
重要であることから選定しました。 

排出基準は、全ての工場・事業場において守られるべきものであ
り、目標値を 100％に設定しました。 

 
 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

ＮＯｘ・ＰＭ法対
策地域内の大気
環境基準達成率 

60.0 ％ 
（速報値） 

100 ％ 100 ％
ＮＯｘ・ＰＭ法対策地域内の大気環境測定地点
における二酸化窒素、浮遊粒子状物質の大気
環境基準を達成した地点の割合 

対応する基本事業 15402 自動車環境対策の推進 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

ＮＯｘ・ＰＭ法対策地域内の二酸化窒
素、浮遊粒子状物質の大気環境基準
達成率は、自動車排出ガスの影響を
最もわかりやすく示す指標であること
から選定しました。 

ＮＯｘ・ＰＭ法対策地域内において、二酸化窒素、浮遊粒子状物
質の大気環境基準が地域内全ての大気環境測定地点において
達成されることを目標値として設定しました。 

 
 
 
 
 
 

施策責任者からのコメント     環境生活部 次長 岡本 弘毅 電話：059-224-2305 

豊かな自然に恵まれた三重県の美しい森・川・海や良好な大気環境を、現在及び将来の世代が引
き続き享受できるよう保全していく必要があります。 
このため、伊勢湾再生や海岸漂着物など、県域にとらわれず流域の全体で連携しなければ解決が

難しい問題や、逆に一部地域の交通集中に伴う自動車排出ガスの局所大気汚染など、それぞれの課
題解決に向けて、最適な手法を柔軟に選択しながら、より良い三重の環境づくりをめざします。 
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目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

生活排水処理施
設の整備率 

78.0 ％ 
（22 年度） 

79.2 ％
(23 年度）

82.8 ％
（26 年度）

浄化槽、下水道、集落排水施設等の生活排水
処理施設により生活排水の処理が可能な人口
の割合 

対応する基本事業 15403 生活排水対策の推進 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

陸域からの水質汚濁負荷に占める生
活排水の割合が大きく、水質改善のた
めには生活排水処理施設の推進が極
めて重要であることから選定しました。 

生活排水処理アクションプログラムの整備目標（目標年度：平成
27 年度、整備率：84.0％）の達成に向けて、平成 24 年度目標値
（23 年度実績）を設定しました。 

 
 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

水環境の保全活
動に参加した県
民の数 

16,475 人 19,000 人 26,500 人
「伊勢湾 森・川・海のクリーンアップ大作戦」に
参加した県民の数 

対応する基本事業 15404 伊勢湾の再生 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

伊勢湾の再生のためには、さまざまな
主体による活動が重要であることか
ら、県民の伊勢湾に対する保全意識
の高まりを示す指標として選定しまし
た。 

平成 27 年度の目標達成に向け、現在の参加者による継続的な
活動に加え、毎年約 2，500 人の新規参加者を見込み、平成 24
年度は 19，000 人としました。 

 
 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

調査研究成果件
数 

３件 ４件 ４件
大気環境および水環境の保全や改善に貢献す
る調査研究成果を公表したテーマ数 

対応する基本事業 15405 環境保全のための調査研究の推進 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

大気・水環境の保全に関する調査研
究を進めるにあたっては、その報告が
活用されることが重要であり、成果でも
あることから選定しました。 

施策目標の達成のために必要と考えられる、調査研究テーマ数
を設定しました。（社会情勢に応じて要求される研究（３テーマ）、
行政分析等の改良・開発に関する研究（１テーマ）） 
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施策２１１    

【主担当部局：環境生活部】

 
 
 
 
 

平成 27 年度末での到達目標 

人権啓発・教育が推進され、県民一人ひとりが、人権に対する理解と認識を深めるとともに、人

権尊重の視点に立ったまちづくりに主体的に取り組んでいます。 

また、差別や人権侵害等に対する人権相談体制等が整備され、差別や人権侵害を許さない、人権

文化が定着した社会づくりが進展しています。 

 
平成 23 年度の取組概要 

・平成 23 年３月に策定した「第二次人権が尊重される三重をつくる行動プラン」に基づく取組の進

捗管理 

・人権が尊重されるまちづくりの普及、取組の推進を目的とした研修会への講師派遣等の支援 

・人権に関する取組を通じた企業の社会的責任（ＣＳＲ）に関する啓発、研修等の支援 

・さまざまな広報媒体を活用した広報や感性に訴える啓発、及び参加型啓発等、幅広い年齢層に対

応した多様な手法を活用した人権を身近に感じてもらうための啓発活動 

・「三重県人権教育基本方針」（平成 21 年２月改定）に基づき、「自分の人権を守り、他者の人権を

守るための実践的行動ができる力」を育むための、教育活動全体を通じた取組の推進 

・人権相談に関わる人材の育成支援を目的とした、県内各種相談機関の相談員対象のスキルアップ

講座の開催、及び相談員相互のネットワーク形成 

・インターネット上の差別的な書込み等に対するモニタリング活動が各地域で展開されることを目

的とした、ボランティア養成講座の開催 

 
 

平成 23 年度の取組の検証（得られた成果、残された課題） 

・地域においてさまざまな主体により人権に関わる自主的な取組が展開されており、人びとの人権

意識は高まりつつありますが、平成 23 年中に津地方法務局管内で 515 件の人権侵犯事件が発生す

るなど、偏見等による差別や人権侵害は未だに発生している状況です。このため、「三重県人権施

策基本方針（第一次改定）」に基づいた総合的な取組を引き続き推進していく必要があります。ま

た、人権を取り巻く社会環境が変化していることから、県民の人権意識を的確に把握することが

必要です。 

・さまざまな主体と連携・協働して人権施策を推進していくには、身近な地域社会のあらゆる場面

に人権の視点を根付かせていく、人権が尊重されるまちづくりの取組が重要です。 

・県民一人ひとりが、人権問題を自らの問題として考え、行動に移していけることを目標として、

人権啓発をより効果的、効率的に推進していく必要があります。 

・人権についての知識に関して、一定の理解が図られてきましたが、一方では、今もなお、子ども

たちの生活の中にある差別やいじめなどの人権に関わる問題が発生しています。そのような課題

を解決するためには、学校だけでなく、家庭や地域と一体となった人権教育を推進する必要があ

ります。また、子どもや地域の実情に応じた特色ある人権教育の取組が市町教育委員会で展開さ

れるよう、引き続き支援を行っていく必要があります。 

・県人権センターにおいて人権相談に対応しましたが、その内容は多様化・複雑化してきています。

速やかな問題解決には、各相談機関がその機能を充実させるとともに、相互に連携強化を図って

いく必要があります。 

人権が尊重される社会づくり 
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・インターネット上の差別的な書込み等については、さまざまな主体によりモニタリング活動や相

談対応が行われてきましたが、依然として発生しています。そのため、地域においてモニタリン

グ活動やネットモラルに関する教育等が展開されるよう支援していく必要があります。 

 
 

平成 24 年度の改善のポイントと取組方向 

・人権に関する県民意識調査を実施し、施策への活用を図るとともに、インターネット社会におけ

る人権問題など新たな課題への対応について検討を進めます。 

・人権が尊重されるまちづくりが県内全域で進められるよう、講師派遣等の支援事業の地域拡大を

図ります。また、市町が行う隣保事業に対して引き続き支援を行い、同和問題をはじめとする人

権課題の解決に向けた環境づくりを進めます。 

・県民一人ひとりが人権課題を自らの問題として考え、行動に移していくことができることを目標

として、テレビ・ラジオでのスポット啓発といった感性に訴える啓発や、人権メッセージ、ポス

ターの募集といった県民参加型の啓発、スポーツ組織と連携した啓発イベント等を実施するとと

もに、出前講座や出張型啓発活動を積極的に行うなど、誰もが人権を身近に感じてもらうための

さまざまな取組を実施します。 

・人権啓発の実施にあたっては、地域特有の人権課題とともに、災害時の人権問題や虐待の問題と

いった人びとの関心が高い課題等をテーマとして取り上げるなど、県民の皆さんの理解がより深

まるよう工夫していきます。 

・各実施主体が担うべき役割をふまえ、相互に連携・協力関係を一層強化しながら、「自分の人権を

守り、他者の人権を守るための実践行動ができる力」を育む、総合的かつ効果的な人権教育を進

めます。具体的には、学校だけでなく、保護者や地域住民等と一体となって取り組むネットワー

クを構築するなど、子どもたちを取り巻く差別やいじめなど人権に関わる問題の解決や未然防止

を図るためにさまざまな取組を実施します。 

・人権に関わる相談員の資質向上を図るとともに、相談員相互のネットワーク形成を進めるため、

各種相談事業に従事する相談員を対象としたスキルアップ講座や相談員交流会を開催し、情報交

換等の場を提供します。また、インターネット上の差別的書込み等に対応するための人材育成支

援として、モニタリング活動のリーダーを養成する講座を開催します。 

 

県民指標    

目標項目 

23 年度 

 

現状値 

24 年度 

目標値 

実績値 

27 年度 

目標値 

実績値 

目標項目の説明 

－ 27.0％ 33.0％
人権が尊重さ
れている社会
になっていると
感 じ る 県 民 の
割合 24.9％ － － 

e-モニターおよび啓発イベントによるアンケートに
おいて、人権が尊重されている社会になっていると
「感じる」「どちらかといえば感じる」と回答した人の
割合 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

人権が尊重される社会の進展の度合いは、県民の
意識に現れるものと考えられることから、目標に選定
しました。 

県内における人権教育・啓発の推進や相談体制
の充実等を図ることにより、人権が尊重されている
社会になっていると感じる県民の割合を、４年間で
8.0％増加させることをめざしていることから、平成
24 年度の目標値を 27.0％と設定しました。 
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（単位：百万円） 

 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度

予算額等 818 647  

 
  

活動指標    

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

地 域 に お け る
「人権が尊重さ
れるまちづくり」
推進研修の受講
者数 

903 人 950 人 1,040 人
講師・助言者派遣等の県の支援を受け、地域に
おいて開催される「人権が尊重されるまちづく
り」研修会等の参加者数 

対応する基本事業 21101 人権が尊重されるまちづくりの推進 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

地域住民等の学習の機会が広がるこ
とにより、人権が尊重されるまちづくり
が進展することから選定しました。 

平成 23 年度実績値を基点として、毎年、50 人程度参加規模を
増加させていくことをめざしていることから、平成 24 年度の目標
値を 950 人に設定しました。 

 
 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

人権イベント・講
座等の参加者数 

38,649 人 39,500 人 41,000 人
人権尊重社会の実現のため、県が開催する人
権啓発イベント・講座等への参加者数 

対応する基本事業 21102 人権啓発の推進 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

県の開催する人権啓発イベント等へ
の参加者数を増加させていくことが、
人権尊重の理解や認識の普及につな
がると考えられることから選定しまし
た。 

平成 22 年度実績（38,931 人）を基点として、毎年 500 人ずつ参
加規模を増加させていくことをめざしていることから、平成 24 年
度の目標値を 39,500 人に設定しました。 

 
 

施策責任者からのコメント     環境生活部 次長 古金谷 豊 電話：059-224-2468 

・偏見等による差別や人権侵害は未だに発生していることから、県民の皆さんの人権意識を把握し、

住民組織、ＮＰＯ・団体、企業などさまざまな主体と連携して人権が尊重されるまちづくりを推

進していきます。 

・県民一人ひとりが、人権課題を自らの問題として考え行動に移していくことができるよう、参加

型の啓発や総合的かつ効果的な人権教育を進めます。 

・インターネット社会における人権問題等、新たな課題について検討を進めます。 
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目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

人権教育を総合
的・系統的に進
めるためのカリ
キュラムを作成
している学校の
割合 

41.2％ 55.0％ 70.0％

子どもたちの発達段階に応じた人権教育カリキ
ュラムや全ての教育活動を有機的につなぐカリ
キュラムなど、総合的な人権教育の全体計画を
作成している公立小中学校および県立学校の
割合 

対応する基本事業 21103 人権教育の推進 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

人権教育は総合的な教育であり、解
決すべき課題や指導のねらいを明確
にした全体計画を立て、総合的・系統
的に取組をすすめることが、すべての
子どもの学力や社会に参画する力を
保障することにつながると考えられるこ
とから選定しました。 

各中学校区に１校ずつの割合で作成されている現状値をふま
え、10 年後にすべての公立小中学校および県立学校で作成す
ることをめざしていることから、平成２４年度の目標値を 55.0%に設
定しました。 

 
 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

人権に関わる相
談員を対象とし
た資質向上研修
会の受講者数 

994 人 1,050 人 1,200 人
人権に関わる相談員の資質向上を目的として
開催する研修会の受講者数 

対応する基本事業 21104 人権擁護の推進 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

市町や民間施設等の相談員の人材
育成を行うことにより、相談体制の充
実につながることから、相談員の資質
向上のための研修機会を提供すること
を目標項目として選定しました。 

民間相談機関等に積極的に参加を呼びかけることにより、毎年
50 人ずつ受講者を増加させていくことをめざしていることから、平
成 24 年度の目標値を 1,050 人に設定しました。 
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施策２１２    

【主担当部局：環境生活部】

 
 
 
 
 

平成 27 年度末での到達目標 

男女共同参画意識の普及が進み、行政や企業、各種団体等において男女が対等な構成員として、

政策や方針の決定過程に共に参画し活動する社会づくりが進展しています。 

 
 

平成 23 年度の取組概要 

・「第２次三重県男女共同参画基本計画（平成 23 年３月策定）」の「第一期実施計画」を平成 24 年

３月に策定 

・ＮＰＯ、市町、企業等と連携・協働して、意思決定の場への女性の参画促進に関するセミナーを

実施するとともに、ネットワークを構築 

・市町に対して、男女共同参画基本計画等の策定にかかる働きかけを実施 

・三重県男女共同参画センターを中心に、県民の皆さんへの学習機会の提供や多様なメディアを活

用した啓発を実施（三重県男女共同参画センター主催事業参加者 16,286 人） 

・「みえチャレンジプラザ」を拠点に女性の就労支援相談を実施（相談件数 791 件） 

・女性の社会参画に役立つ企画力や広報力の向上を図るセミナーなどを実施 

・企業等に対して、男女共同参画の取組や女性の就業環境の整備に関するコンサルティングや研修

などを実施 

・「女性に対する暴力をなくす運動」期間中に街頭啓発（12 か所）やセミナーを実施。性別に基づ

く暴力等の防止のリーフレットなどを作成。また、被害者に対する相談・保護・自立支援を行う

とともに、高校生等若者を対象とした学校出前講座（33 回 32 校）等を実施 

 
 

平成 23 年度の取組の検証（得られた成果、残された課題） 

・政策や方針の決定過程への女性の参画水準は依然として低く、未だ十分とはいえない状況ですが、

県・市町の審議会等への女性委員の登用率が 24.7％となるなど女性の参画は徐々に進んでおり、

引き続き各種の取組を推進していく必要があります。 

・市町においては、基本計画等を策定した市町は３町増えて 14 市９町になりましたが、６町にお

いて未策定であり、引き続き市町の事情に応じ支援を進める必要があります。 

・固定的な性別役割分担意識が未だ根強く残っており、男女共同参画意識の一層の普及が必要です。

・女性の就労問題の一つである労働力率のいわゆるＭ字カーブは、本県の場合、平成 22 年国勢調

査の結果では、25～29 歳で 77.4％あったものが、30～34 歳では 68.6％と 8.8 ポイント落ち込み、

40～44 歳で 76.0％に戻る形となっており、Ｍ字の谷である 30～34 歳が平成 17 年より 5.5 ポイ

ント上昇したものの、依然として女性の潜在能力が十分に発揮されていない状況にあることから、

女性の社会参画に対する支援や就業環境の整備促進に一層取り組む必要があります。 

・ドメスティック・バイオレンス（ＤＶ）＊に関する相談件数が多いことなどから、性別に基づく

暴力防止のための啓発や被害者支援の一層の推進が必要です。 

 
 

男女共同参画の社会づくり 
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平成 24 年度の改善のポイントと取組方向 

・男女共同参画への理解が一層深まり、性別に関わらず能力を発揮して積極的に社会参画できる社

会づくりが進展するよう、「第一期実施計画」をふまえ各施策を実施していきます。 

・三重県男女共同参画審議会による各部局の施策実施状況の聴取や、庁内推進組織の活用などによ

り、男女共同参画施策の総合的・効果的な推進を図ります。 

・ＮＰＯ、県民、企業、市町等と協働し、意思決定の場への女性の参画を促進するためのモデル事

業を、地域において進めます。 

・市町に基本計画等の策定を働きかけるとともに、担当者研修を行うなど市町への支援を進めます。

・三重県男女共同参画センターにおいて、さまざまな講座・セミナーの開催、研修講師の派遣およ

び情報誌の発行を行うなど、男女共同参画意識の普及に積極的に取り組みます。その中で、男性

にも男女共同参画の意義が伝わるよう、男性向け講座の開催やフォーラムへの男性参加率向上の

工夫も行います。また、県民や市町との協働により、地域における啓発などに取り組みます。 

・女性一人ひとりが自らの意欲や能力に応じて就労することができるよう、県内の４か所において

定期的に専門の相談員による就労支援相談を実施します。また、企業等に対し女性の就労継続に

取り組むよう働きかけます。 

・性別に基づく暴力等の防止について、セミナーや街頭啓発の実施、リーフレットの作成・配布を

行うなど、啓発を進めます。特に、いわゆるデートＤＶ防止のための出前講座を行うなど、若年

層への啓発を強化します。また、被害者に対する相談・保護・自立支援等の取組を進めます。 

 
 

県民指標    

目標項目 

23 年度 

 

現状値 

24 年度 

目標値 

実績値 

27 年度 

目標値 

実績値 

目標項目の説明 

社会全体にお
いて男女が平
等になっている
と 思 う 人 の 割
合 

－ 15.0％ 18.0％ e-モニターによるアンケートにおいて、「社会全体
で男女の地位が平等になっていると思いますか」と
いう設問に対して、「平等である」と回答した人の割
合 13.9％ － － 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

男女共同参画社会の進展は、社会全体における男
女の平等感にあらわれると考えられることから選定し
ました。 

「男女共同参画の社会づくり」にかかる各種の取組
を進めることにより、年１％程度増加させることを目
標に 15.0％と設定しました。 
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（単位：百万円） 

 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度

予算額等 205 164  

 
 

活動指標    

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度

目標値 

27 年度

目標値
目標項目の説明 

県・市町の審議
会等における女
性委員の登用率 

24.7％ 25.7％ 28.7％
地方自治法（第202条の３）に基づき県および市
町が設置する審議会等における女性委員の総
委員数に対する割合 

対応する基本事業 21201 政策・方針決定過程への男女共同参画の推進 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

県および市町の審議会等において女
性の登用が進むことは、政策・方針決
定過程への男女共同参画が進展して
いると考えられることから選定しました。 

県内における女性の登用促進を図ることにより、年１％増加させ
ることを目標に 25.7％と設定しました。 

 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度

目標値 

27 年度

目標値
目標項目の説明 

男女共同参画フ
ォーラムの男性
参加率 

23.5％ 30.0％ 45.0％
三重県男女共同参画センターが開催する男女
共同参画フォーラムの参加者のうち男性参加者
の割合 

対応する基本事業 21202 男女共同参画に関する意識の普及と教育の推進 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

男女共同参画意識の普及を進める上
で、特に男性に男女共同参画の意義
が伝わることが重要であり、また、男女
共同参画フォーラムは三重県男女共
同参画センターが開催する主要な事
業であることから選定しました。 

フォーラムの内容の工夫等により、年６％強増加させることを目標
に 30.0％と設定しました。 

 

施策責任者からのコメント     環境生活部 次長 古金谷 豊 電話：059-224-2468 

・「男女共同参画の社会づくり」のためには、男女が共に意思決定の場へ参画することが不可欠で

す。国においては「社会のあらゆる分野で 2020 年までに指導的地位に女性が占める割合を少な

くとも 30％程度に」との目標を掲げ取組を進めており、県においても、女性の意思決定の場への

参画を一層促進します。 

・「男は仕事 女は家庭」という固定的な性別役割分担意識が根強く残っているなど、男女共同参

画意識の普及が十分とはいえない状況です。効果的なわかりやすい啓発活動を進めます。 

・女性は男性に比べ潜在能力が十分に発揮されているとはいえない状況にあることから、就労をは

じめとする女性の社会参画を支援します。また、女性の能力発揮促進のため積極的な取組を行っ

ている企業等が少ないことから、企業等への働きかけを行います。 
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目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度

目標値 

27 年度

目標値
目標項目の説明 

女性の能力発揮
促進のため、積
極的な取組を行
っている企業等
の割合 

23.6％ 24.6％ 27.0％
女性の管理職への登用や職域拡大等のポジテ
ィブ・アクションに取り組んでいる企業等の割合 

対応する基本事業 21203 働く場と家庭・地域における男女共同参画の推進 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

企業等の男女共同参画の取組の促進
が、特に働く場における男女共同参画
につながると考えられることから選定し
ました。 

企業等に働きかけることにより、年１％程度増加させることを目標
に 24.6％と設定しました。 

 
 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度

目標値 

27 年度

目標値
目標項目の説明 

「女性に対する
暴力をなくす運
動」期間中の啓
発箇所数 

12 か所 15 か所 24 か所
「女性に対する暴力をなくす運動」期間中に、
県、市町および関係機関が、街頭での一斉啓
発を含む多様な啓発を行った箇所数 

対応する基本事業 21204 性別に基づく暴力等への取組 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

ＤＶ被害者が相談機関に相談する割
合は、約７％と低いため、被害が深刻
化する前に対策を進める必要があり、
特に、被害者に身近な地域において
県、市町および関係機関が協働し、相
談を促進するための効果的・継続的な
啓発を実施する必要があることから選
定しました。 

平成 27 年度までに現状の倍とすることをめざし、12 か所増やす
目標を設定したことをふまえ、平成 24 年度は 15 か所と設定しま
した。 

 

－ 145 －－ 144 －

施
策
の
取
組　
Ⅱ「
創
る
」

第
２
章



施策２１３    

【主担当部局：環境生活部】

 
 
 
 
 

平成 27 年度末での到達目標 

外国人住民が抱える教育、就労などの生活課題の解決に向け、ＮＰＯ、経済団体、行政等のさま

ざまな主体が連携し、それぞれが役割、取組方向を理解して、外国人住民が地域社会に参画しやす

い環境づくりを進めています。 

 
平成 23 年度の取組概要 

・多言語情報提供ＨＰ（英語、ポルトガル語、スペイン語）での行政・生活情報提供の実施 

・外国人住民相談窓口の設置及び外国人住民向けに、専門家による相談会を６回開催 

・日本語指導ボランティア研修（初級、ブラッシュアップ）を２回実施 

・外国につながる子どもが将来に夢を持てるよう、先輩の成功事例を収めた「キャリアガイドＤＶ

Ｄ」を作成 

・外国人住民向け防災訓練、災害時に外国人住民を支援するサポーター研修を各２回開催 

・県内の集住都市で構成する「三重県市町多文化共生ワーキング」を 12 回開催 

・医療通訳ボランティア研修を２回開催 

・海外技術研修員として日本語教師を８名受入 

・市、経済団体、ＮＰＯ等と実行委員会を構成し、多文化共生啓発イベントを桑名市で開催 

・市町教育委員会が行う外国人の子どもの就学支援の取組を支援 

・外国人児童生徒の日本語習得や学校生活への支援を行う外国人児童生徒巡回相談員（11 名）の派

遣及び市町が設置する「初期適応指導教室＊」へ支援 

・電話等による教育相談に対応する外国人児童生徒教育専門員（１名）を教育委員会事務局に配置

・専門的な知識や技能をもつ外国人児童生徒教育コーディネーター（２名）を学校に派遣 

 
 

平成 23 年度の取組の検証（得られた成果、残された課題） 

・「三重県市町多文化共生ワーキング」では情報の共有を図るとともに、災害時指さしカード等のツ

ールの作成など、地域の抱える共通課題の解決に向けた取組を行いました。 

・外国人住民は定住化傾向にあることから、教育、防災、医療等さまざまな生活面での問題が顕在

化しています。外国人住民が安心して地域社会の一員として暮らせるようにするためには、外国

人住民の抱えるこれらの課題解決に引き続き取り組んでいく必要があります。 

・特に、災害時には、外国人住民は日本語によるコミュニケーションが困難であったり、災害に関

する知識や経験を持たないことから、言語や文化等の違いに配慮した情報提供や地域住民と連携

した外国人住民向け防災訓練、やさしい日本語の普及等に総合的に取り組み、地域社会への参画

を進めていく必要があります。 

・日本語指導が必要な外国人児童生徒が多く在籍する市では、教育委員会と関係機関との連携によ

る保護者からの就学相談窓口の設置など、就学支援の体制が充実されました。また、初期適応指

導教室では、個に応じた指導により、生活言語の習得や、円滑な学校生活への適応が図られまし

た。 

・外国人児童生徒巡回相談員や外国人児童生徒教育コーディネーターを派遣し、学校生活への適応

指導や日本語指導の適切な指導や助言を行い、学校での指導体制の充実につなげることができま

した。外国人児童生徒が日本語で学ぶ力を身につけるためには、今後も一層の教育支援を行って

いく必要があります。 

多文化共生社会づくり 
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・こうした取組により、さまざまな主体間の連携や共通認識もできはじめており、それぞれが多文

化共生社会づくりに主体的に取り組むための環境整備が着実に進みつつあります。 

・今後は、外国人住民が地域社会の一員としてさまざまな地域活動に参加・参画する機会を増やし

ていくことが求められます。 

 
 

平成 24 年度の改善のポイントと取組方向 

・価値観の違いや文化的背景を互いに理解しあい、外国人住民が地域社会へ参画しやすい環境を創

っていくため、多文化共生イベントをはじめとする啓発活動に取り組みます。 

・言葉の壁や文化の違いから生じる課題を解決するため、コミュニケーション能力の向上をめざし、

日本語指導ボランティアの育成による地域の日本語教室の支援、映像を活用した防災等の生活上

必要な情報の多言語での提供、「やさしい日本語」の普及等に取り組みます。 

・外国人住民が地域社会で安心して暮らせるよう、多言語での相談窓口の設置、医療通訳ボランテ

ィアの育成、地域住民と連携した外国人住民向け防災訓練の実施などに取り組みます。こうした

取組を通じて、外国人住民が災害時にあっても地域を支える一員として活動できるよう努めます。

・外国人住民を含む県民一人ひとり、ＮＰＯ、経済団体、市町等のさまざまな主体が対等な立場で

連携して多文化共生社会を創っていけるよう、ネットワークづくりに取り組みます。 

・外国人児童生徒の就学相談や初期適応指導等、受入体制整備に係る取組を支援します。 

・日本語指導が必要な外国人児童生徒の多言語化への対応を充実するとともに、外国人児童生徒が

学ぶ楽しさを感じられるよう、学校生活への適応指導や日本語指導の充実に向けて取り組みます。

・日本語で学ぶ力の育成をめざしたカリキュラム（ＪＳＬカリキュラム＊）の実践研究（三重県モデ

ルの確立）による学力・進路保障に取り組みます。 

・日本語指導が必要な外国人生徒が多く在籍する高等学校に、外国人生徒支援専門員及び日本語支

援員を配置し、日本語支援に係る取組の充実を図ります。 

 

県民指標    

目標項目 

23 年度 

 

現状値 

24 年度 

目標値 

実績値 

27 年度 

目標値 

実績値 

目標項目の説明 

－ 160 団体 200 団体多文化共生に
取り組む団体
数 

146 団体 － － 

多文化共生事業に県と協働で取り組む団体・企業
および国際交流団体の数 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

多文化共生には、多様な主体との連携が不可欠で
あり、県の取組により、国際交流活動が活発化し、
多文化共生への理解を進めることによって、県およ
び地域における多文化共生、国際化等に取り組む
企業、ボランティア団体等の増加につなげていくと
いう考えから選定しました。 

多文化共生に取り組む団体が増加することにより、
地域での自主的な活動が活性化することから、毎
年１０団体程度の増加をめざして設定しました。 
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（単位：百万円） 

 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度

予算額等 202 186  

 
  

活動指標    

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

日本語指導ボラ
ンティア数 

655 人 670 人 700 人
県内の日本語教室で外国人に日本語を教える
ボランティア数 

対応する基本事業 21301 外国人住民との円滑なコミュニケーション支援 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

外国人住民が、生活基盤を確立する
ためには、コミュニケーションを円滑に
行うことが必要であることから選定しま
した。 

外国人住民が日本語を学習できる環境づくりのため、日本語教
室で活動するボランティアを、毎年１０名程度の増加をめざして
設定しました。 

 
 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

セミナー、ボラン
ティア研修等参
加者数 

279 人 350 人 500 人
多文化共生に関するセミナー、防災・医療等ボ
ランティア研修への参加者数 

対応する基本事業 21302 外国人住民の地域社会参画支援 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

県の開催する多文化共生に関するセ
ミナーやボランティア研修への参加者
を増やしていくことが、多文化共生の
理解や認識の普及につながると考え
られることから選定しました。 

多文化共生社会づくりの担い手を育成するため、セミナー、ボラ
ンティア研修への参加者数を、毎年５０人程度増加をめざして設
定しました。 

 
 

施策責任者からのコメント     環境生活部 次長 古金谷 豊 電話：059-224-2468 

・多文化共生社会づくりには、市町をはじめとしてＮＰＯ、経済団体等のさまざまな主体とネット

ワークで取り組むことが不可欠です。このため、それぞれの主体と取組方向、課題を共有し、引

き続き連携して事業を実施していきます。 

・外国人住民を地域社会の活性化に向けての主体として捉え、地域社会でその能力が充分発揮でき

るよう総合的な取組を進める必要があると考えます。特に外国人住民のコミュニケーション能力

向上や多言語での情報提供等に積極的に取り組んでいきます。 
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施策２１４    

【主担当部局：環境生活部】

 

 

 

 

 

平成 27 年度末での到達目標 

県民の皆さんや企業等から、ＮＰＯ活動に必要な資源（資金、人材、情報など）が提供される仕

組みが強化され、ＮＰＯが自立して活動する環境が整備されています。 

また、ＮＰＯとさまざまな主体がめざす姿を共有するとともに、お互いに力を合わせて社会づく

りを進めていくための体制が整備されています。 

 

 

平成 23 年度の取組概要 

・国の新しい公共支援事業を活用し、ＮＰＯ法人の実態調査、ＮＰＯとさまざまな主体がめざす社

会の姿を共有する「新しい公共推進指針（仮称）」（案）の検討、ＮＰＯ活動に対する資源循環の

仕組みづくりなど、ＮＰＯの活動環境の整備の推進 

・ＮＰＯ支援に関する調査研究や専門家育成など、中間支援組織がＮＰＯを支援する機能の強化（９

件）及びＮＰＯの持続可能な事業モデルづくりを支援するなどのＮＰＯの活動基盤の強化に関す

る取組の実施（10件） 

・みえ県民交流センターにおける各種講座や相談会の開催およびホームページや情報誌による情報

発信などの実施。併せて、市民活動センター情報交換会の開催などによる県内の市民活動センタ

ー等との連携の強化。また、市町や社会福祉協議会等と連携し、ＮＰＯ支援や協働推進の基礎情

報となる市民活動団体情報の定期更新・共有化の取組の実施 

・ ＮＰＯとさまざまな主体との協働を進めるモデル事業としてのＮＰＯ等からの協働事業提案募 

（11事業採択）の実施。併せて、事業の実践を通じて、協働のルールの推進や協働事業を検証・

改善する仕組みの定着 

・協働の現場で必要となるスキルやノウハウなどを学習するため、県・市町職員などを対象に、協

働推進ファシリテーション研修などの実施（参加者数106人） 

・ボランティア関係組織等と連携してみえ災害ボランティア支援センターを運営し、東日本大震災

支援や紀伊半島大水害支援活動の実施 

・災害ボランティアの活動が活発に行われるよう、活動を支援するための基金の設置 
 

 

 

 

平成 23 年度の取組の検証（得られた成果、残された課題） 

・「ＮＰＯ法人実態調査」の実施により、ＮＰＯ法人の組織体制や財政基盤が脆弱なことなどの運

営上の課題、行政や企業などと連携・協働することについての考え方などが把握できました。 

・市民活動団体情報の定期更新・共有化の取組を進めた結果、平成22年度に比べ138団体の情報が増

加しました。 

・新しい公共支援事業などを活用して、ＮＰＯの活動環境の整備を進めましたが、県民や企業等の

ＮＰＯの活動に対する認知度はまだ低く、ＮＰＯの活動に必要な資源（資金、人材、情報など）

の循環が十分に進んでいません。 

・ＮＰＯ等からの協働事業提案などを通じて、ＮＰＯと行政、企業などのさまざまな主体が協働す

るきっかけ作りに取り組んでいますが、協働の必要性に対する認識は高まっているものの、実践

ＮＰＯの参画による「協創」の社会づくり 
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段階ではお互いの役割分担、目的の共有化、資源の提供方法などで意見が相違することもあり、

協働の考え方の浸透と実践を促す取組が必要です。 

・企業の社会的責任（ＣＳＲ）に対する期待が高まる中で、企業においてＮＰＯと連携した取組を

検討する動きが広がっていますが、両者が出会うきっかけや場などが少なく、具体的な連携・協

働につながっていません。 

・未だ復興に至っていない東日本大震災の被災地や被災者への支援については、みえ災害ボランテ

ィア支援センターの活動を通じて、今後も継続して行っていく必要があります。 

・災害時における災害ボランティアやＮＰＯの円滑な受け入れと効果的な支援活動のため、平常時

から、災害ボランティア活動を行うさまざまな主体によって形成される広域的な災害ボランティ

アネットワークを強化していく必要があります。 

 

 

 

平成 24 年度の改善のポイントと取組方向 

・ 「新しい公共推進指針（仮称）」の策定、新しい公共を支える資源循環の基盤づくり事業の実施な

どを通じて中間支援機能の強化等を図り、ＮＰＯの活動環境整備をさらに推進します。 

・ みえ県民交流センターにおいては、市民活動団体情報の定期更新・共有化の取組をはじめとする

市民活動に関する情報の受発信や県内の市民活動センター等との連携に取り組みます。 

・ ＮＰＯからの協働事業提案などにより、ＮＰＯとさまざまな主体が「協創」を進めていくモデル

事業を支援し、その事業プロセスの情報発信などを通じて、「協創」に対する理解を高めるととも

に、推進する仕組みを整備していきます。 

・ また、ＮＰＯと企業の「協創」の現状や課題の的確な把握を行うとともに、「協創」を促進するた

めに有効な仕組みの検討などを進めていきます。 

・ ＮＰＯ、行政、企業などにおいて、「協創」の必要性を理解し、実践できる人材育成の取組を進め

ていきます。 

・ 引き続き、ボランティア関係組織等と連携してみえ災害ボランティア支援センターを運営し、東

日本大震災支援の活動を行います。 

・ 平常時から、災害ボランティア受入訓練や研修会等を通じ、ＮＰＯ・企業・団体・行政などさま

ざまな主体が連携するための広域的な災害ボランティアネットワークを構築します。 

 

 

県民指標  

目標項目 

23 年度 

 

現状値 

24 年度 

目標値 

実績値 

27 年度 

目標値 

実績値 

目標項目の説明 

－ 12.5％ 20.0％ＮＰＯ・ボランテ
ィア・市民活動
に 参 加 し て い
る住民の割合 9.5％ － － 

ｅ‐モニターによるアンケートにおいて、ＮＰＯ・ボラ
ンティア、市民活動への参加状況について「参加し
ている」と答えた人の割合 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

ＮＰＯが自らの力を十分に発揮し、自立して活動す
るだけでなく、できるだけ多くの県民がＮＰＯ活動に
参加し、ＮＰＯ活動の裾野を広くすることが必要であ
ることから選定しました。 

ＮＰＯ・ボランティア・市民活動に参加している住民
の割合を４年後に２倍にする目標に向け、４年間で
約 1/4 ずつ増加させることをめざして設定しまし
た。 
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（単位：百万円） 

 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度

予算額等 308 232  

 

活動指標  

 目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

ＮＰＯ法人に対
する寄付金総額 

124,938 
千円 

（22 年） 

140,000
千円

(23 年)

200,000
千円

(26 年)

ＮＰＯ法人の実績報告書に記載されている寄付
金の総額 

対応する基本事業 21401 県民の社会参画活動への支援 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

県民の皆さんがＮＰＯに参画する手段
として、ＮＰＯ法人に対する寄付が主
要な手段であると考えられることから選
定しました。 

ＮＰＯ法人に対する寄付金総額を４年後に２億円とする目標に向
け、４年間で約１/4 ずつ増加させることをめざして設定しました。 

 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

認定ＮＰＯ法人
数 

１法人 ５法人 30 法人

県内の特定非営利活動法人のうち、その運営
組織及び事業活動が適正であり、公益の増進
に資するものとして、認定を受けた特定非営利
活動法人（認定ＮＰＯ法人）の数 

対応する基本事業 21402 ＮＰＯが活発に活動できる環境の充実。 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

組織基盤や活動内容が優れているこ
とが必要である認定ＮＰＯ法人が増加
するには、ＮＰＯ活動が支える環境が
整備されていることが必要であることか
ら選定しました。 

４年後に県内のＮＰＯ法人の５％にあたる 30 法人を認定ＮＰＯ法
人とすることをめざしていますが、24 年度は、制度の周知等に時
間を要することから、４年間の増加目標数（29 団体）の 1/４より少
し低い設定としました。 

施策責任者からのコメント      環境生活部 次長 古金谷 豊 電話：059-224-2468 

・県民や企業等のＮＰＯの活動に対する認知度はまだ低く、ＮＰＯの活動に必要な資源（資金、人

材、情報など）が十分に提供されていないことから、協働事業提案などを通じて、さまざまな主

体と協働するきっかけを作るとともに、引き続き活動基盤の整備を進めます。 

・企業とＮＰＯが連携した取組を進めるため、両者が出会うきっかけづくりなどに取り組んでいき

ます。 

・みえ災害ボランティア支援センターの活動を通じ、今後も継続して東日本大震災の被災地や被災

者への支援を行っていきます。 

・災害時におけるボランティアやＮＰＯの円滑な受け入れと効果的な支援活動のため、平常時から、

訓練や研修会等を実施するとともに、さまざまな主体が連携するための広域的なネットワークを

構築します。 
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目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

Ｎ Ｐ Ｏ と 県 の 連
携・協働事業数 

58 事業 65 事業 75 事業 ＮＰＯと県が連携・協働して取り組んだ事業数 

対応する基本事業 21403 ＮＰＯとさまざまな主体との「協創」の推進 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

協創を推進させていくにあたり、県が
率先してＮＰＯとの連携・協働に取り組
み、その範囲を拡大させていくことから
選定しました。 

協創への理解や実践を支援する仕組みを広げていくことで、平
成 23 年度の現状の事業数に対して１割程度増加させ、平成 24
年度は 65 事業を目標として設定しました。 
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施策２２１    

【主担当部局：教育委員会】

 
 
 
 
 

平成 27 年度末での到達目標 

学校・家庭・地域が一体となり、子どもたちの学力向上を図ることで一人ひとりが主体的に学習

に取り組み、社会人・職業人として自立するために必要な能力や態度・知識を身につけるとともに、

安心して学習できる環境の中で、充実した学校生活をおくっています。 

 
平成 23 年度の取組概要 

・学力向上アドバイザー（４名）をモデル地域の小中学校へ派遣し、国語、算数・数学等の具体的

な指導方法等の工夫改善についての指導・助言を実施 

・各市町教育委員会担当者による学力向上推進会議およびモデル校の教員等による地域別学力向上

推進会議を各２回開催 

・国における小学校１年生の 35 人学級編制のもと、小学校１、２年生の 30 人学級（下限 25 人）、

中学校 1 年生を基準とした 35 人学級（下限 25 人）をはじめとする、子どもたち一人ひとりの実

態や各学校の課題に応じたきめ細かな少人数教育の推進 

・授業実践研究等を実施し、高校生の課題解決力やコミュニケーション力を育成 

・高等学校におけるインターンシップ拡充支援や望ましい勤労観・職業観育成などキャリア教育の

推進 

・就職支援相談員（６名）を高等学校 15 校に配置し、就職を希望する高校生の進路実現に向けた取

組を支援 

・教職員の経験や役割に応じた研修を体系的に実施するなど、研修内容・方法の改善を行いながら、

研修講座を延べ 439 講座実施 

・インターネットを活用した研修(ネット DE 研修)208 講座を公開 

・問題行動や不登校などの未然防止、早期発見・早期対応の観点から、スクールカウンセラーを高

等学校 31 校、中学校 159 校、小学校 76 校に配置 

・平成 23 年度道徳教育総合支援事業（文部科学省）において三重県道徳教育推進会議を開催 

・私立学校および私学団体に対して助成を行い、私学教育をめぐる環境の維持向上や保護者等の経

済的負担の軽減を実施 

 
 
 

平成 23 年度の取組の検証（得られた成果、残された課題） 

・学力向上アドバイザーによる授業参観や校内研修会への参加・助言により、モデル校の研修会が

活性化し、教職員の日常的な授業改善へとつながりました。また、学力向上推進会議、地域別学

力向上推進会議を開催し、各市町や各学校の学力向上に向けた取組について、情報交換・情報共

有を行うことにより、学力向上に向けた取組の活性化を図ることができました。 

・客観的な学力調査の実施により、子どもたちや学校の「強み」「弱み」を把握する取組は進んでき

ましたが、各学校によって分析の仕方や結果の活用等にばらつきが見られます。また、子どもた

ちの学習意欲の向上を図るため、さらに、学校・家庭・地域が一体となった取組が必要です。 

・小学校１年生の 35 人学級編制の実施により、少人数学級の対象が拡大され、きめ細かな指導の充

実につながりました。 

学力の向上 
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・学力向上に向け、より一層指導方法の工夫改善に取り組む必要があります。 

・公開授業の実施等による授業改善や教育課程の工夫改善により、高校教育の特色化・魅力化に努

めてきましたが、今後は、グローバルな視点を持った生徒の育成に向けて、より一層の改善を図

る必要があります。 

・県立高等学校卒業生の就職内定率は前年度とほぼ同率（96.4％）となりました。今後、小・中・

高等学校において、各学校段階を通じたキャリア教育を進めるとともに、就職マッチングの取組

を充実させる必要があります。 

・研修講座やインターネットを活用した研修（ネット DE 研修）などの教職員研修を延べ約４万人 

が受講し、教職員の自己研さんの場とすることができました。 

・今後、多くの経験豊かな教職員の退職が見込まれるとともに、職場の中で互いの力を磨こうとす

る「育てる文化」が薄れつつあり、授業力をはじめとして教職員全体の資質向上が重要な課題と

なっています。 

・スクールカウンセラーの配置については、希望する中学校全てに配置することなどにより、不登

校児童生徒数が減少傾向を示すなど一定の成果が見られましたが、今後は、未然防止の観点から、

小・中学校間の一層の連携を進めるための支援が必要です。 

・三重県道徳教育推進会議において、各推進校の実践や研修等の交流を図り、道徳教育の充実に向

けた方策等について検討しました。今後は、優れた実践事例を県内に広く普及させていくことが

必要です。 

・私立学校を取り巻く環境は少子化、国際化、情報化の進展などにより大きく変化しており、県民

の教育に対する期待は多様化し、一人ひとりの個性に応じた教育の推進が求められています。 

 
 
 

平成 24 年度の改善のポイントと取組方向 

・学力の定着と向上を図るため、全国学力・学習状況調査結果の分析に基づく授業改善の取組につ

いて、各市町教育委員会・学校への支援を行います。また、学力向上推進会議等を通じて、課題

に対応した先進的な取組事例の収集や情報共有を図るなど、学力向上に向けた取組への基盤づく

りを進めます。 

・「学力向上県民会議（仮称）」を新たに設置し、学校・家庭・地域などさまざまな主体との連携・

協力のもと、学力向上に向けた県民運動を実施し、県民総参加による取組を展開します。 

・新たに小学校２年生の 36 人以上学級を解消し、少人数教育を推進します。 

・学力向上に向けた実践推進校に非常勤講師を配置し、学校での取組を支援します。 

・グローバルな視点をもって各分野のリーダーとして活躍できる人材を育成するため、高等学校に

おいて理数教育や英語教育、職業教育等の充実に取り組みます。 

・子どもたちが主体的に社会に参画する力を身につけられるよう、地域社会で活躍する卒業生等に

よる授業実施や指導計画の策定など組織的・系統的にキャリア教育を拡充し、多様な主体との連

携や、学校から社会・職業への円滑な移行に取り組みます。また、就職支援相談員の拡充による

就職対策の充実に取り組みます。 

・教職員の実践的な指導力の向上を図るため、教職員としての経験や役割に応じた研修を体系化す

るとともに、研修の活用度を把握するなど、個々の研修の効果を測定し、学校で活用できる質の

高い研修となるよう改善を図ります。 

・教職員の授業力向上に向けて、経験年数、校種の異なる教職員の相互研さんによる研修を実施す

るとともに、授業研究担当者を育成します。また、学校経営、学級経営力の向上に向けたファシ

リテーターを養成します。 

・従来の取組に加え、小・中学校間の連携の観点から中学校区を単位として重点的に取り組む地域

にスクールカウンセラーを配置するとともに、「子ども支援ネットワーク」＊の構築等を通じ、学

校・家庭・地域が一体となり、いじめや暴力行為、不登校などの課題を解決し、子どもたちの学

びを保障するための環境づくりを推進します。 
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・道徳教育の一層の充実を図るため、各市町教育委員会が主体的に行う道徳教育推進の取組を支援

し、その結果得られた成果を県内に普及させるとともに、教材を作成し、学校における適切な活

用を通して、子どもたちに豊かな心が醸成されるよう取り組みます。 

・私立学校の経常的経費等への補助を行うことなどにより、特色のある学校づくりおよび健全な学

校経営を支援するとともに、保護者に対しては、経済的負担の軽減を図るための支援をします。

 

県民指標    

目標項目 

23 年度 

 

現状値 

24 年度 

目標値 

実績値 

27 年度 

目標値 

実績値 

目標項目の説明 

－ 80.5％ 85.0％学校に満足し
ている子どもた
ちの割合 

78.7％ － － 

県内の公立小学校５年生、中学校２年生、高等
学校２年生の子どもたちを対象とする「学校生活
についてのアンケート（授業内容の理解、相談
や質問ができる雰囲気、学校生活の安心感、目
的意識の有無の４項目）」の平均値から算出し
た、学校に満足している割合 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方

学力の向上を図るためには、子どもたちの学習環境に
ついて把握し、改善していくことが必要であると考えら
れることから、目標項目として選定しました。 

平成 27 年度の目標値を 85.0％と設定し、毎年
度約 1.5％ずつ学校に満足している子どもたち
の割合を高めることをめざして取り組むことから、
平成 24 年度は、80.5％に設定しました。 

 

 
                                        （単位：百万円） 

 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度

予算額等 15,867 16,170  

 
 
 
 
 

施策責任者からのコメント    教育委員会 次長 白鳥 綱重 電話：059-224-2942 

・各公立小中学校による学力向上に向けた主体的な取組が組織的・継続的に行われるよう、各市町

教育委員会と連携して、支援に取り組みます。 

・子どもたちの学習意欲を引き出す環境づくりを進めるために県民運動を展開し、家庭での学習習

慣、生活習慣の確立に向けて、他県の取組も参考にしつつ、学校・家庭・地域が一体となった取

組を進めます。 

・子どもたちの学力向上に向け、きめ細かな少人数教育の充実に取り組みます。 

・高校生の進路希望の実現を図るため、キャリア教育の一層の充実に取り組みます。 

・教職員としての経験や役割に応じた研修を体系的かつ効果的に実施するとともに、教職員の授業

力向上に向けた研修を実施することで、教職員の実践的な指導力を高めます。 

・スクールカウンセラーを重点的に取り組む地域に配置することで、いじめや暴力行為、不登校な

どの課題を解決し、子どもたちの学びを保障するための環境づくりを推進します。 

・私立学校において教育環境の維持が図られ、個性豊かで多様な教育が一層拡充されるよう努めま

す。 
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活動指標    

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

授業内容を理解
している子ども
たちの割合 

81.2％ 82.0％ 85.0％
県内の公立小学校５年生、中学校２年生、高等
学校２年生で学校の授業内容が「よくわかる」
「だいたいわかる」と回答した子どもたちの割合 

対応する基本事業 22101 子どもたちの学力の定着と向上 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

家庭や地域と連携し、子どもたちの学
力の定着と向上を図る取組を計画的・
継続的に進めることにより、授業内容
を理解している子どもたちの割合が高
まることから選定しました。 

授業内容を理解している子どもたちの割合を毎年度約１％ずつ
高めることをめざして取り組むことから、平成 24 年度の目標値を
設定しました。 

 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

新規高等学校卒
業者が、就職し
た県内企業に、
１年後定着して
いる割合 

84.4％ 
（22 年度） 

86.0％
（23 年度）

92.0％
（26 年度）

高等学校卒業者が、就職した県内企業に１年
後就業している割合（100-県内企業に就職した
高等学校卒業者の１年後の進路不適応による
離職率） 

対応する基本事業 22102 社会に参画する力の育成 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

生徒の社会に参画する力を育成する
ことにより、児童生徒が勤労観・職業
観や主体的に進路を選択する能力・
態度を身につけ、高卒就職者の早期
離職率が下がると考えられることから、
就職先に定着している率を目標項目
として選定しました。 

平成 23 年度現状値から約 1.5%の増加をめざして取り組むことか
ら、平成 24 年度の目標値を設定しました。 

 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

研修内容を「自
らの実践に活用
できる」とする教
職員の割合 

87.8％ 91.0％ 100％
教育委員会研修担当が主催・支援する実践的
な研修のアンケートにおいて、「研修内容を自ら
の実践に活用できる」と回答した教職員の割合 

対応する基本事業 22103 教職員の資質の向上 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

教職員が研修講座を受講する中で、
自らの実践への研修内容の活用を測
定することは、研修効果を高めるととも
に、資質向上につながることから選定
しました。 

平成 23 年度に実施した一部講座のアンケート結果が 87.8％で
あったため、毎年度３％程度の増加をめざして取り組むことから、
平成 24 年度の目標値を設定しました。 
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目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

1,000 人あたりの
暴力行為発生件
数 

4.0 件 3.3 件
3.0 件
以下

「児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題
に関する調査」（文部科学省）における本県の公
立小中高等学校での暴力行為の児童生徒
1，000 人あたりの発生件数 

対応する基本事業 22104 学びを支える環境づくりの推進 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

県内の学校における暴力行為等の問
題行動については、生徒間暴力、対
教師暴力などで依然として深刻な事
案が発生しており、憂慮すべき状況へ
の対応が求められていることから、目
標項目として選定しました。 

平成 22 年度現状値 3.5 件から毎年 0.1 件ずつ減少させることを
めざして取り組むことから、平成 24 年度の目標値を設定しまし
た。 

 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

特色化教育実施
事例数 

71 件 85 件 100 件
私立中学校・高等学校における特色化教育の
実施事例数 

対応する基本事業 22105 私学教育の振興 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

私立学校が建学の精神に基づく個性
豊かで多様な教育に取り組んでいる
かどうかの観点から選定しました。 

近年の最高実施事例数 80 件よりも５件増加することをめざして取
り組むことから、平成 24 年度の目標値を設定しました。 
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施策２２２    

【主担当部局：教育委員会】

 
 
 
 
 

平成 27 年度末での到達目標 

それぞれの地域において、開かれた学校づくりの取組が進められ、家庭や地域と連携した学校運

営や教育活動が展開されています。 

 
平成 23 年度の取組概要 

・学校の組織力を強化し、教育活動の質を高めるための学校経営品質向上活動研修を実施 

・学校経営品質向上活動ファシリテーター（管理職とともに学校の組織力を高めることのできる中

核人材）を 51 名養成 

・コミュニティ・スクールの実施校（小中学校 49 校、県立学校１校）及び調査研究中の学校（小中

学校６校、県立学校１校）を中心に、成果と課題や今後のあり方について協議する三重県コミュ

ニティ・スクール推進研究会議を２回開催 

・平成 24 年度からの学校関係者評価の全県立学校への導入に向けた試行を県立学校 55 校において

実施 

・地域による学校支援の在り方等を検討する推進委員会を２回開催するとともに、学校と地域のボ

ランティアをつなぐコーディネーター等の人材育成を図る学校支援等コーディネーター研修会を

１回開催 

・学校支援地域本部事業＊の実施市町による成果発表会を開催し、全公立小中学校へ事業報告書を配

付 

・「三重の文化」活用推進会議を２回開催し、教材「三重の文化」＊の活用を促進 

・５市教育委員会に「ふるさと三重」教育推進事業を委託し、郷土教育を推進 

 
 

平成 23 年度の取組の検証（得られた成果、残された課題） 

・学校経営品質向上活動の理念や考え方は浸透しているものの、学校の組織力を高めながら具体的

な改善活動につなげていくことに課題がみられる学校もあります。 

・公立小中学校におけるコミュニティ・スクールの導入は 49 校で、他の都道府県と比較すると進ん

でいますが、市町教育委員会とのさらなる連携を深め、全県的な広がりを目指します。 

・既に多くの県立学校が学校関係者評価に取り組んでいますが、平成 24 年度からの全校導入にあた

り、有効に機能する運営方法の確立や、具体的な成果につなげるための支援が必要となります。

・学校支援地域本部事業の実施校数は、平成 22 年度の 73 校園から 100 校園に増加しましたが、事

業実施は５市町に留まっています。 

・学校支援地域本部事業を実施していない市町においても、地域住民等による学校支援が多く行わ

れており、地域が学校を支援するさまざまな仕組みの構築が必要です。 

・「ふるさと三重」教育推進事業では、地域の身近な教育資源の活用など、５市による郷土教育への

積極的な取組が行われました。今後、取組の成果を当該５市（推進地域）の小中学校に普及する

ことにより、推進地域全体で言語活動の充実や伝統・文化に関する教育の充実を図っていくとと

もに、各教科等における学習活動と相互に関連づけ、教育活動全体を通じて取組を進めていく必

要があります。 

 
 

地域に開かれた学校づくり 

平成 24 年度の改善のポイントと取組方向 

・地域に開かれた学校づくりの基盤として、引き続き学校経営品質向上活動の充実を図ります。 

・公立小中学校にコミュニティ・スクールを中心とした仕組みの導入を図るため、全ての市町教育

委員会との連携を強化するとともに、地域別の協議会を開催し先進事例等の情報提供を積極的に

行うなど導入促進のための支援を行います。 

・県立学校における学校関係者評価の義務化に伴い、保護者や地域住民等の理解を促進するととも

に、評価結果に基づく改善活動を支援します。 

・地域住民等の知識や技能を活用した学習支援等、地域による学校支援の体制づくりを促進します。

・教材「三重の文化」や郷土の文化財等の地域資源を活用した郷土教育を、学校と地域が連携して

進めます。 

 

県民指標    

目標項目 

23 年度 

 

現状値 

24 年度 

目標値 

実績値 

27 年度 

目標値 

実績値 

目標項目の説明 

－ 93.0％ 100％

学校関係者評
価やコミュニテ
ィ・スクールな
ど に 取 り 組 ん
でいる学校の
割合 

90.0％ － － 

学校関係者評価やコミュニティ・スクールなど、保
護者や住民等が学校運営や教育活動へ参画する
仕組みを取り入れている学校の割合 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

地域に開かれた学校づくりを進めるためには、保護
者や地域住民等が学校運営や教育活動へ参画す
る仕組みの導入が効果的であることから選定しまし
た。 

現状値 90.0％を起点として、平成 27 年度に 100％
とするため、毎年度 2～3％の上昇を目標として、平
成 24 年度の目標値を設定しました。 

 

 
                                        （単位：百万円） 

 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度

予算額等 36 48  

                                         
 

施策責任者からのコメント    教育委員会 次長 白鳥 綱重 電話：059-224-2942 

・各学校における学校経営品質向上活動の取組状況を把握するとともに、各学校に応じた支援をす

ることにより、改善活動の活性化を図り学校の組織力を高めます。 

・市町教育委員会と十分な意思疎通を図りながら、公立小中学校におけるコミュニティ・スクール

等の導入を進めます。 

・県立学校における学校関係者評価については、各学校の状況を十分把握しながら支援していきま

す。 

・コミュニティ・スクールや学校関係者評価等の仕組みは、あくまで活用手段であり、地域に開か

れた学校づくりの目的を常に念頭に置きながら、家庭や地域と連携した学校運営や教育活動を展

開します。 

・学校と地域が十分連携できるよう市町教育委員会と協力・連携しながら、三重の良さを実感でき

る教材や文化財等の地域資源を活用した郷土教育を推進します。 
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平成 24 年度の改善のポイントと取組方向 

・地域に開かれた学校づくりの基盤として、引き続き学校経営品質向上活動の充実を図ります。 

・公立小中学校にコミュニティ・スクールを中心とした仕組みの導入を図るため、全ての市町教育

委員会との連携を強化するとともに、地域別の協議会を開催し先進事例等の情報提供を積極的に

行うなど導入促進のための支援を行います。 

・県立学校における学校関係者評価の義務化に伴い、保護者や地域住民等の理解を促進するととも

に、評価結果に基づく改善活動を支援します。 

・地域住民等の知識や技能を活用した学習支援等、地域による学校支援の体制づくりを促進します。

・教材「三重の文化」や郷土の文化財等の地域資源を活用した郷土教育を、学校と地域が連携して

進めます。 

 

県民指標    

目標項目 

23 年度 

 

現状値 

24 年度 

目標値 

実績値 

27 年度 

目標値 

実績値 

目標項目の説明 

－ 93.0％ 100％

学校関係者評
価やコミュニテ
ィ・スクールな
ど に 取 り 組 ん
でいる学校の
割合 

90.0％ － － 

学校関係者評価やコミュニティ・スクールなど、保
護者や住民等が学校運営や教育活動へ参画する
仕組みを取り入れている学校の割合 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

地域に開かれた学校づくりを進めるためには、保護
者や地域住民等が学校運営や教育活動へ参画す
る仕組みの導入が効果的であることから選定しまし
た。 

現状値 90.0％を起点として、平成 27 年度に 100％
とするため、毎年度 2～3％の上昇を目標として、平
成 24 年度の目標値を設定しました。 

 

 
                                        （単位：百万円） 

 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度

予算額等 36 48  

                                         
 

施策責任者からのコメント    教育委員会 次長 白鳥 綱重 電話：059-224-2942 

・各学校における学校経営品質向上活動の取組状況を把握するとともに、各学校に応じた支援をす

ることにより、改善活動の活性化を図り学校の組織力を高めます。 

・市町教育委員会と十分な意思疎通を図りながら、公立小中学校におけるコミュニティ・スクール

等の導入を進めます。 

・県立学校における学校関係者評価については、各学校の状況を十分把握しながら支援していきま

す。 

・コミュニティ・スクールや学校関係者評価等の仕組みは、あくまで活用手段であり、地域に開か

れた学校づくりの目的を常に念頭に置きながら、家庭や地域と連携した学校運営や教育活動を展

開します。 

・学校と地域が十分連携できるよう市町教育委員会と協力・連携しながら、三重の良さを実感でき

る教材や文化財等の地域資源を活用した郷土教育を推進します。 
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活動指標    

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

学 校 関 係 者 評
価により学校運
営 や 教 育 活 動
へ の 保 護 者 や
住 民 等 の 参 画
を進めている県
立学校の割合 

－ 40.0％ 100％
学校関係者評価委員会の評価結果をもとに、
学校運営や教育活動への保護者や地域住
民等の参画を進めている県立学校の割合 

対応する基本事業 22201 地域とともにある学校づくりの推進 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

学校関係者評価の最終的な目的は、保
護者や地域住民等との相互理解や協力
関係を築き、学校運営や教育活動への
参画につなげることであることから選定し
ました。 

起点となる平成 24 年度は、県立学校 70 校のうち約 30 校で参
画を進めていることを目標として、平成 24 年度の目標値を設
定しました。 

 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

教材「三重の文
化 」 を 活 用 し た
中学校の割合 

－ 80.0％ 100％
子どもたちが郷土三重について主体的に学習
を進めるための教材「三重の文化」を授業等で
活用している公立中学校の割合 

対応する基本事業 22202 地域で支える教育活動の推進 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

「伝統や文化に関する教育の充実」は
学習指導要領改定の重要な柱の一つ
で、全ての中学校で取組を進める必
要があり、地域で支える教育活動の推
進に効果的であることから選定しまし
た。 

平成 23 年度から活用についての周知・啓発に取り組んでおり、
平成 27 年度に 100％にするため、それに至るまでの第１段階とし
て、平成 24 年度の目標値を 80.0％としました。 
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施策２２３    

【主担当部局：教育委員会】

 
 
 
 
 

平成 27 年度末での到達目標 

障がいのある子どもたちの教育的ニーズを的確に把握し、早期からの一貫した指導と支援の充実

を図ることで、子どもたちが安心して学習できる環境の中で、自立と社会参加に向けて必要な力を

育んでいます。 

 
平成 23 年度の取組概要 

・特別支援学校のセンター的機能の活用を図り、早期からの一貫した就学支援体制づくりを推進 

・高等学校からの要請に応じて、発達障がい支援員（３名）による巡回相談や専門家チームの派遣

を行い、専門的な助言等を通して、生徒に対する支援を充実 

・特別支援学校２校に職業に係るコース制を導入 

・職場実習や職場体験を取り入れたキャリア教育の推進、関係機関・企業等との連携による障がい

者就労に係る理解啓発、職域開発支援員（14 名）など外部人材を活用した特別支援学校生徒の職

場実習先および就労先の開拓 

・県立特別支援学校の「整備実施計画」に基づいた特別支援学校の厨房等の整備（２校）およびス

クールバスの計画的整備 

 
 
 

平成 23 年度の取組の検証（得られた成果、残された課題） 

・特別支援学校のセンター的機能の活用および保護者や医療・保健・福祉・労働等関係機関との連

携が進み、障がいのある子どもたちの支援情報の引継が円滑に行える市町が増えてきた一方、幼

稚園・保育所から小学校、中学校から高等学校への引継が円滑に進んでいない状況があります。

・高等学校においては、外部の専門家等を積極的に活用した相談支援体制づくりを進めてきました

が、「個別の指導計画」＊や「個別の教育支援計画」＊の作成率が、他の校種と比べて低い状態で

す。 
・職業に係るコース制の導入による教育課程の改編を進めましたが、就労希望者の就労実現を図 

るために、生徒の特性と職種のマッチングを一層図る必要があります。 

・「整備実施計画」に基づいた厨房等の整備により教育環境を整えましたが、児童生徒数の増加に

対応するための施設整備は、今後も計画的に進める必要があります。 

・スクールバスについては、運行委託経費の削減に努めるとともに、児童生徒数の増加に対応する

ため整備を進めましたが、長時間乗車等の解消には至っていない状況です。 

 
 
 
 
 
 
 

特別支援教育の充実 

 
平成 24 年度の改善のポイントと取組方向 

・障がいのある子どもたちの支援情報が円滑に引き継がれる、早期からの一貫した教育支援体制の

整備に向け、情報引継ツールである「パーソナルカルテ」＊の作成と、それを活用した支援体制の

構築を進めます。特に、幼稚園・保育所から小学校、中学校から高等学校への情報の引継と活用

を進め、支援体制の整備に取り組みます。 

・生徒の特性と職種とのマッチングを図るための職業アセスメントの導入と外部人材によるマッチ

ングを重視した職場開拓を進めるとともに、企業との連携による技能検定制度＊を導入した職業に

関するコース制を設定します。 

・特別支援学校に在籍する児童生徒数の増加に対応するため、「整備実施計画」に基づいた特別支援

学校の適正配置を着実に進めます。 

・スクールバスの老朽化、児童生徒数の増加への対応、通学時間の短縮等を考慮して、計画的な整

備を進めるとともに、運行コース設定の見直し等を図り、通学に支障がないよう安定した運行が

できる体制を整えます。 

 

県民指標    

目標項目 

23 年度 

 

現状値 

24 年度 

目標値 

実績値 

27 年度 

目標値 

実績値 

目標項目の説明 

－ 30.0％ 30.0％県立特別支援
学校高等部卒
業生の進学お
よび就労率 34.2％ － － 

県立特別支援学校高等部卒業生に占める進学お
よび一般企業就労者の割合 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

障がいのある子どもたちの教育的ニーズを的確に把
握し、早期からの一貫した指導と支援の充実を図る
ことで、特別支援学校高等部卒業生の進学や就労
の希望を実現する必要があることから選定しました。 

外部人材による職場開拓の効果もあり、就労者の
増加につながりましたが、これまでの進学および就
労率や厳しい雇用状況をふまえ、30.0％以上を維
持することを平成 24 年度の目標値に設定しまし
た。 

 

 
                                        （単位：百万円） 

 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度

予算額等 2,019 1,220  

 

施策責任者からのコメント    教育委員会 次長 白鳥 綱重 電話：059-224-2942 

・障がいのある子どもたちの支援情報が円滑に引き継がれ、就学前から卒業まで一貫した支援を受

けることができる体制の充実と教職員の専門性の向上を図ります。 

・引き続き、障がい者の厳しい雇用状況が予想される中、就労を希望する特別支援学校高等部卒業

生の希望を実現するため、組織的・系統的なキャリア教育の充実や生徒の特性と職種のマッチン

グの促進、関係機関と連携した組織的な就労支援体制の構築を進めます。 

・特別支援学校に在籍する児童生徒数の増加やさまざまな緊急課題に対応するため、「整備実施計画」

に基づき、特別支援学校の適正配置およびスクールバスの計画的な整備と運行を図ります。 
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平成 24 年度の改善のポイントと取組方向 

・障がいのある子どもたちの支援情報が円滑に引き継がれる、早期からの一貫した教育支援体制の

整備に向け、情報引継ツールである「パーソナルカルテ」＊の作成と、それを活用した支援体制の

構築を進めます。特に、幼稚園・保育所から小学校、中学校から高等学校への情報の引継と活用

を進め、支援体制の整備に取り組みます。 

・生徒の特性と職種とのマッチングを図るための職業アセスメントの導入と外部人材によるマッチ

ングを重視した職場開拓を進めるとともに、企業との連携による技能検定制度＊を導入した職業に

関するコース制を設定します。 

・特別支援学校に在籍する児童生徒数の増加に対応するため、「整備実施計画」に基づいた特別支援

学校の適正配置を着実に進めます。 

・スクールバスの老朽化、児童生徒数の増加への対応、通学時間の短縮等を考慮して、計画的な整

備を進めるとともに、運行コース設定の見直し等を図り、通学に支障がないよう安定した運行が

できる体制を整えます。 

 

県民指標    

目標項目 

23 年度 

 

現状値 

24 年度 

目標値 

実績値 

27 年度 

目標値 

実績値 

目標項目の説明 

－ 30.0％ 30.0％県立特別支援
学校高等部卒
業生の進学お
よび就労率 34.2％ － － 

県立特別支援学校高等部卒業生に占める進学お
よび一般企業就労者の割合 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

障がいのある子どもたちの教育的ニーズを的確に把
握し、早期からの一貫した指導と支援の充実を図る
ことで、特別支援学校高等部卒業生の進学や就労
の希望を実現する必要があることから選定しました。 

外部人材による職場開拓の効果もあり、就労者の
増加につながりましたが、これまでの進学および就
労率や厳しい雇用状況をふまえ、30.0％以上を維
持することを平成 24 年度の目標値に設定しまし
た。 

 

 
                                        （単位：百万円） 

 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度

予算額等 2,019 1,220  

 

施策責任者からのコメント    教育委員会 次長 白鳥 綱重 電話：059-224-2942 

・障がいのある子どもたちの支援情報が円滑に引き継がれ、就学前から卒業まで一貫した支援を受

けることができる体制の充実と教職員の専門性の向上を図ります。 

・引き続き、障がい者の厳しい雇用状況が予想される中、就労を希望する特別支援学校高等部卒業

生の希望を実現するため、組織的・系統的なキャリア教育の充実や生徒の特性と職種のマッチン

グの促進、関係機関と連携した組織的な就労支援体制の構築を進めます。 

・特別支援学校に在籍する児童生徒数の増加やさまざまな緊急課題に対応するため、「整備実施計画」

に基づき、特別支援学校の適正配置およびスクールバスの計画的な整備と運行を図ります。 
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活動指標    

 目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

個別の教育支援
計画を作成して
いる県立高等学
校の割合 

31.0％ 50.0％ 100％
県立高等学校の中で、生徒一人ひとりに応じた
きめ細かな指導を行うための個別の教育支援計
画を作成している学校の割合 

対応する基本事業 22301 特別支援教育の推進 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

支援を必要とする生徒の教育的ニー
ズに対応するため、個別の教育支援
計画等中学校からの支援に関する情
報を円滑に引継ぎ、相談支援体制の
充実を図る必要があることから選定し
ました。 

発達障がい支援員による巡回相談や各市町のパーソナルカル
テの取組により、関係機関と連携しながら段階的に進める必要が
あることから目標値として設定しました。 

 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

県立特別支援学
校で職業に係る
コース制を導入
している学校数 

２校 ３校 ８校
知的障がい教育部門を設置している県立特別
支援学校を中心に、職業に係るコース制を導入
している学校数 

対応する基本事業 22302 就労の実現 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

特別支援学校の教育課程の改編を進
め、職業に関するコース制を導入し、
職業体験や職場実習を組織的・系統
的に進めることは、就労率の向上に結
びつくと考えられることから目標項目と
して選定しました。 

知的障がい教育部門を設置している特別支援学校の中に、まず
核となる実践推進校をつくり、コース制の導入を段階的に進める
必要があることから、目標値として設定しました。 

 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

暫定校舎の教室
数 

18 教室 １0 教室 ０教室 県立特別支援学校の暫定校舎にある教室数 

対応する基本事業 22303 学習環境の整備 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

暫定校舎の教室数は、学校の整備を
進めることで減少させることにつなが
り、安全・安心な学習環境を整備でき
ると考えられることから、目標項目とし
て選定しました。 

「整備実施計画」に基づき学校の整備に取り組むことから、平成
24 年度の目標値を設定しました。 
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施策２２４    

【主担当部局：教育委員会】

 
 
 
 
 

平成 27 年度末での到達目標 

東日本大震災で明らかとなった学校防災の課題をふまえた防災教育・防災対策が行われ、子ども

たちが安全で安心して学習できる環境の中で学校生活をおくっています。 

 
平成 23 年度の取組概要 

・防災教育に積極的に取り組む学校を「防災教育推進校」に指定（35 校）し、出前授業や地震体験、

住宅の耐震化実験、タウンウォッチング、防災マップ作成など児童生徒の防災学習を支援 

・学校における災害発生時の避難経路や緊急時の対応の確認などの安全点検、児童生徒等への防災

教育、教職員の意識向上の取組を県立学校及び市町教育委員会に要請 

・県教育委員会内に設置した学校防災緊急対策プロジェクトにおいて、「三重県の学校における今後

の防災対策・防災教育の在り方について＜指針＞」を策定し、指針に基づく取組を市町教育委員

会、公立小中学校および県立学校に要請 

・学校防災取組状況調査を実施し、その結果を受けて、県立学校および市町教育委員会に、防災対

策・防災教育の一層の充実に向けた取組を要請 

・児童生徒が、地震や津波等の災害に備え、学校での指導や家庭での話し合いをとおして、自ら命

を守ることができるようになることを目的とした「防災ノート」を作成・配付し、全ての公立小

中学校および県立学校に十分な活用を要請 

・非常用発電機、投光器、簡易トイレ、トイレ処理剤を全県立学校（74 校）に整備し、防災機能を

強化 

・校舎等の耐震化の推進（県立学校６校９棟） 

・県立学校におけるガラス飛散防止対策および非構造部材＊の点検の実施 

・公立小中学校について、耐震化対策をはじめ、老朽化対策やバリアフリー化等を実施した市町へ

の補助制度の活用など積極的な情報提供と助言 

 
 

平成 23 年度の取組の検証（得られた成果、残された課題） 

・防災教育推進校の取組については、平成 16 年度から８年間にわたり延べ 214 校を指定し、他校の

参考となる取組を生み出すなどの成果が得られました。 

・学校における避難経路等の安全点検が平成 23 年７月までに全ての学校で実施され、見直しが進み

ました。 

・平成 23 年度に防災対策・防災教育の指針を作成したことにより、学校防災のリーダーとなる教職

員の養成や防災学習・避難訓練の支援が必要であることなど、課題と取組の方向性が明らかにな

りました。 

・学校防災取組状況調査を実施し、現状を把握したところ、体験型防災学習や地域との連携など取

組が十分でない項目があります。 

・「防災ノート」を活用した学習が未実施の学校があるため、全ての公立小中学校および県立学校で

実施する必要があります。 

・学校の防災機能を強化するため、平成 23 年度に県立学校に非常用発電機、投光器、簡易トイレを

整備しましたが、十分な状況ではありません。 

・県立学校の平成 24 年３月 31 日現在の耐震化率は 98.2％となりましたが、今後、早期に耐震化を

完了する必要があります。 

学校における防災教育・防災対策の推進 
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・平成 23 年５月１日現在の非構造部材の点検率、耐震対策率は、県立高校で 50.8％、46.7％、県

立特別支援学校で 80.0％、58.3％、公立小中学校で 71.6％、28.4％となっており、今後、非構造

部材の点検と耐震対策を可能な限り早期に実施する必要があります。 

 
 

平成 24 年度の改善のポイントと取組方向 

・防災対策・防災教育の指針に基づき、防災に関する専門的な知識、スキルを持つ学校防災のリー

ダーとなる教職員を養成するとともに、学校における防災マップづくりなどの体験型防災学習、

地域住民等との合同の避難訓練や防災学習等の支援を行います。 

・学校防災取組状況調査を毎年度継続して実施し、学校における防災教育・防災対策のより一層の

充実を図ります。 

・全ての公立小中学校および県立学校において、「防災ノート」を活用した学習が実施されるよう取

り組みます。 

・県立学校において防災用毛布の備蓄等防災機能を強化するとともに、小中学校の防災機能を強化

するため、市町が実施する非常用発電機、投光器、簡易トイレの整備等の取組を支援します。 

・県立学校の建物等の耐震化対策について、最重点課題として平成 25 年度の完了に向けて取り組ん

でいきます。 

・県立学校の非構造部材について、教職員による点検に加え、専門家による点検を行うとともに、

耐震対策を進めます。 
・公立小中学校の施設について、大規模地震に備えた耐震化対策をはじめ、老朽化対策やバリアフ

リー化等の多様なニーズにあった改修等を市町が実施する場合、補助制度の活用等について積極

的に情報提供と助言を行います。 

 

県民指標    

目標項目 

23 年度 

 

現状値 

24 年度 

目標値 

実績値 

27 年度 

目標値 

実績値 

目標項目の説明 

－ 63.0％ 100％
地 域 と 連 携 し
た避難訓練等
を実施している
学校の割合 － － － 

自主防災組織や地域住民等と連携した避難訓練
等を実施している学校の割合 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

災害発生時に、児童生徒の命を守るためには、地
域で連携した取組が重要であることから選定しまし
た。 

平成 23 年度の割合を約 50％と想定し、平成 27 年
度に全ての学校で実施していることを目標に毎年
度一定の割合で実績値を上げていくこととし、平成
24 年度の目標値を設定しました。 

 

施策責任者からのコメント    教育委員会 副教育長 小野 芳孝 電話：059-224-2942 

・学校現場において、児童生徒、教職員が「自分の命は自分で守る」ため、「自助」の意識を持てる

ような学校の防災教育、学習を支援します。 

・児童生徒の安全確保を図るため、防災に関する専門的な知識、スキルを持つ学校防災のリーダー

となる教職員の養成に取り組みます。 

・学校における防災機能を強化するため、県立学校に防災機器を配備するとともに、市町が実施す

る小中学校の防災機能整備の取組を支援します。 

・公立学校施設は、児童生徒が一日の大半を過ごす活動の場であるとともに、災害発生時には応急

避難場所としての役割を果たすことから、耐震化対策を最重点課題として取り組みます。 
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                                        （単位：百万円） 

 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度

予算額等 2,288 2,251  

 
活動指標    

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

防災ノート等を
活用した防災教
育を実施してい
る学校の割合 

－ 100％ 100％
公立小中学校および県立学校において、防災
ノート等の学習教材を活用し防災教育を実施し
ている学校の割合 

対応する基本事業 22401 防災教育の推進 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

災害に備え、学校での学習や家庭で
の防災対策に、防災ノート等の学習教
材を活用することにより、防災教育の
推進に貢献できることから選定しまし
た。 

平成 24 年度に防災ノート等を活用した防災教育に全ての学校
が取り組んでいることを目標として設定しました。 

 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

学校防災のリー
ダーが中核とな
り防災に取り組
んでいる学校の
割合 

－ 50.0％ 100％

公立小中学校および県立学校において、学校
防災のリーダーとなる教職員が中核となり、学校
の防災教育、防災対策に取り組んでいる学校の
割合 

対応する基本事業 22401 防災教育の推進 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

災害に備え、児童生徒の命を守るた
めに、学校の防災を推進するリーダー
が必要であることから選定しました。 

学校防災のリーダーを２年間で養成することを目標として設定し
ました。 

 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

県立学校の非構
造部材の耐震対
策実施率 

－ 10.0％ 100％
県立学校の非構造部材の耐震点検結果に基づ
いて対策を講じた件数の割合 

対応する基本事業 22402 防災対策の推進 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

子どもたちにとって安全で安心な学校
施設とするためには、非構造部材の
耐震対策を実施することが必要である
ことから選定しました。 

平成 24 年度に専門家による点検を実施し、その結果を踏まえ
て、初年度は対策を必要とする箇所の 10.0％に対策を行うことを
目標として設定しました。 
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施策２３１   

【主担当部局：健康福祉部子ども・家庭局】

 
 
 
 
 

平成 27 年度末での到達目標 

「三重県子ども条例」の普及啓発、条例に基づく取組の推進などを通じて、大人が子どもの育ち

や子育てについての理解を深めるとともに相互に連携し、子どもへの体験・交流機会の提供、有害

環境からの保護などに自発的に取り組んでいます。 

 
 

平成 23 年度の取組概要 

・ 「三重県子ども条例」（平成 23 年４月施行）のさまざまな媒体を活用した広報啓発活動の展開

・ 子どもの悩みや不安に寄り添い、ともに問題の解決を図る子ども専用相談電話「こどもほっと

ダイヤル」の開設（平成 24 年２月 10 日開設 相談件数 982 件）  

・ 子どもの生活実態や子どもと大人の意識や社会の状況をまとめた「みえの子ども白書」の発行

・ 地域の中で子どもを見守り、その活動を支える「みえの子育ちサポーター」の養成（1,290 人）

・ 子どもの気持ちや大人の思いを伝える「一行詩コンクール」の実施（応募点数 6,967 点） 

・ 「みえ次世代育成応援ネットワーク」の会員拡大および活動促進（1,048 会員） 

・ 「みえ次世代育成応援ネットワーク」と連携した「子育て応援！わくわくフェスタ」の開催 

（来場者数 26,000 人） 

・ 子どもを有害環境から保護する取組として「青少年健全育成協力店」運動の実施 

 

 
 

平成 23 年度の取組の検証（得られた成果、残された課題） 

・ 「三重県子ども条例」について、テレビ・ラジオＣＭ、新聞広告、主要駅等へのポスター掲示

等各種広報および出前講座により普及啓発を行いましたが、認知度は 35％にとどまっていま

す。子どもが豊かに育つ地域社会づくりのため、さらに条例の認知度向上を図っていく必要が

あります。 

・ 「三重県子ども条例」に基づき、「こどもほっとダイヤル」の設置や「みえの子ども白書」の作

成などを行いました。今後も引き続き、条例に基づく子どもの豊かな育ちのための取組を推進

していく必要があります。 

・ 「こどもほっとダイヤル」の開設以来、さまざまな内容の相談が寄せられており、その設置目

的・役割を果たしているものと評価できます。今後、一層の周知を図るとともに、迅速・的確

な支援ができるよう関係機関との連携を強化・推進する必要があります。 

・ 「みえの子ども白書」としてまとめた調査結果を、子どもの育ちへの理解を促す取組に生かし

ていく必要があります。 

・ 「みえの子育ちサポーター」を今後も計画的に養成するとともに、自発的な実践活動につなが

っていくよう連携していく必要があります。 

・ 「一行詩コンクール」は、平成 23 年度で３回目となりましたが、毎回前年度を上回る応募があ

ります。引き続き、家族や地域の絆を再認識し、強化する取組として実施していく必要があり

ます。 

・ 「みえ次世代育成応援ネットワーク」の会員数が目標（1000 会員）を超えましたが、企業・団

体の自発的、自主的な取組として広がっていくよう連携をより強化する必要があります。 

子どもの育ちを支える家庭・地域づくり 
・ 子どもの有害環境からの保護をさらに推進するため、「青少年健全育成協力店」運動を推進して

いく必要があります。なかでも子どもが多く利用する店舗に対しては、重点的に取り組んでい

く必要があります。 

 

 
 

平成 24 年度の改善のポイントと取組方向 

・ 全ての県民の皆さんに「三重県子ども条例」の趣旨を広く知っていただけるよう、引き続き、

条例に関する普及啓発を図るとともに、条例に基づく取組を推進します。 

・ 「みえの子ども白書」から見えてくる子どもと大人の意識の違いなどについてフォーラムを開

催し、保護者や地域の大人の子どもに対する理解の浸透を図ります。 

・ 「こどもほっとダイヤル」の幅広い広報に努めるとともに、悩みの解決を求める子どもに対し

てよりよい支援ができるよう関係機関との連携を推進します。 

・ 子育ちサポート公開講座等の開催により「みえの子育ちサポーター」を養成するとともに、子

育ちに関する情報の提供等サポーターの実践活動に向けた支援を行っていきます。 

・ 家族が互いの理解を深め、絆を再認識する機会として「一行詩コンクール」を実施します。 

・ 地域の企業や団体に、子どもの育ちと子育て支援に関する取組の輪が一層広がっていくよう 

「みえ次世代育成応援ネットワーク」のさらなる会員拡大を図るとともに、「家庭の日」に関す

る取組などを通じて、自発的、自主的な取組が行われるよう連携を強化していきます。 

・ 企業や団体の子育て支援の取組が主体的な活動につながっていくよう、「みえ次世代育成応援ネ

ットワーク」と連携して、家族や地域の絆を深める機会として「子育て応援！わくわくフェス

タ」を実施します。 

・ 三重県青少年健全育成条例に基づく立入対象店舗のうち子どもの利用が多い店舗全てが、「青少

年健全育成協力店」として登録していただけるよう働きかけ、子どもを有害環境から保護する

取組を推進していきます。 

 

県民指標    

目標項目 

23 年度 

 

現状値 

24 年度 

目標値 

実績値 

27 年度 

目標値 

実績値 

目標項目の説明 

－ 50.0％ 100％「三重県子ども
条 例 」 の 認 知
度 

35.0％ － － 

｢三重県子ども条例｣を知っている県民の割合 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

子どもの育ちや子育てを支える地域社会の実現を
めざしていくためには、県民の皆さんに「三重県子ど
も条例」やその趣旨を理解していただく必要があるこ
とから、目標項目を選定しました。 

最終年度で 100％を達成するため、平成 24 年度は
まず県民の半数の方に知っていただくことをめざし
て設定しました。 
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・ 子どもの有害環境からの保護をさらに推進するため、「青少年健全育成協力店」運動を推進して

いく必要があります。なかでも子どもが多く利用する店舗に対しては、重点的に取り組んでい

く必要があります。 

 

 
 

平成 24 年度の改善のポイントと取組方向 

・ 全ての県民の皆さんに「三重県子ども条例」の趣旨を広く知っていただけるよう、引き続き、

条例に関する普及啓発を図るとともに、条例に基づく取組を推進します。 

・ 「みえの子ども白書」から見えてくる子どもと大人の意識の違いなどについてフォーラムを開

催し、保護者や地域の大人の子どもに対する理解の浸透を図ります。 

・ 「こどもほっとダイヤル」の幅広い広報に努めるとともに、悩みの解決を求める子どもに対し

てよりよい支援ができるよう関係機関との連携を推進します。 

・ 子育ちサポート公開講座等の開催により「みえの子育ちサポーター」を養成するとともに、子

育ちに関する情報の提供等サポーターの実践活動に向けた支援を行っていきます。 

・ 家族が互いの理解を深め、絆を再認識する機会として「一行詩コンクール」を実施します。 

・ 地域の企業や団体に、子どもの育ちと子育て支援に関する取組の輪が一層広がっていくよう 

「みえ次世代育成応援ネットワーク」のさらなる会員拡大を図るとともに、「家庭の日」に関す

る取組などを通じて、自発的、自主的な取組が行われるよう連携を強化していきます。 

・ 企業や団体の子育て支援の取組が主体的な活動につながっていくよう、「みえ次世代育成応援ネ

ットワーク」と連携して、家族や地域の絆を深める機会として「子育て応援！わくわくフェス

タ」を実施します。 

・ 三重県青少年健全育成条例に基づく立入対象店舗のうち子どもの利用が多い店舗全てが、「青少

年健全育成協力店」として登録していただけるよう働きかけ、子どもを有害環境から保護する

取組を推進していきます。 

 

県民指標    

目標項目 

23 年度 

 

現状値 

24 年度 

目標値 

実績値 

27 年度 

目標値 

実績値 

目標項目の説明 

－ 50.0％ 100％「三重県子ども
条 例 」 の 認 知
度 

35.0％ － － 

｢三重県子ども条例｣を知っている県民の割合 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

子どもの育ちや子育てを支える地域社会の実現を
めざしていくためには、県民の皆さんに「三重県子ど
も条例」やその趣旨を理解していただく必要があるこ
とから、目標項目を選定しました。 

最終年度で 100％を達成するため、平成 24 年度は
まず県民の半数の方に知っていただくことをめざし
て設定しました。 
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（単位：百万円） 

 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度

予算額等 245 84  

 
活動指標    

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

キッズ・モニター
活用事業数 

７事業 ８事業 10 事業
県政の各分野で、子どもの声を反映するため、
キッズ・モニター（小学校４年生から高校３年生
が対象のモニター制度）を活用した事業数 

対応する基本事業 23101 子ども条例の普及と推進 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

「三重県子ども条例」では、県の施策
の基本となる事項として、子どもが意
見を表明する機会を設けることなどを
規定していることから、目標項目を選
定しました。 

平成 27 年度に 10 事業を目標として、平成 24 年度は 1 事業増
やすことをめざすため、平成 24 年度は８事業としました。 

 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度 

目標値 
目標項目の説明 

「みえ次世代育
成応援ネットワ
ーク」会員数（累
計） 

1,048 会員 1,155 会員 1,500 会員
子どもや子育て家庭を応援するためにさまざま
な取組を進める「みえ次世代育成応援ネットワ
ーク」を構成する企業や団体等の会員数 

対応する基本事業 23102 家庭力・地域力の向上支援 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

子どもの育ちや子育てを地域で支える
ためには、企業や団体等で構成する
「みえ次世代育成応援ネットワーク」の
会員数を増やしていくことが重要であ
ることから、目標項目を選定しました。 

平成 23 年度末での会員数見込 1,040 会員をもとに、計画期間
中、毎年度 115 会員程度の加入を図ることをめざし、目標値とし
て設定しました。 

 

施策責任者からのコメント   健康福祉部 次長 亀井 敬子  電話：059-224-2317 

・ 三重県子ども条例を推進する中で、子どもの育ちや子育てを支える地域社会の担い手である企

業や団体等の取組が自発的、主体的な活動につながっていくよう「みえ次世代育成応援ネット

ワーク」および「みえの子育ちサポーター」との連携を強化していきます。 

・ 家族の絆を深めるため、企業等に対して「家庭の日」に関する取組について働きかけるととも

に、「一行詩コンクール」などの事業を通じて、家族が互いの理解を深め、思いやるきっかけづ

くりに取り組んでいきます。 
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目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

子どもの利用の
多い店舗のうち
青少年健全育成
協力店の割合 

90.0％ 92.5％ 100％

「三重県青少年健全育成条例」に基づく立入対
象店舗の中で、子どもの利用の多い店舗のう
ち、青少年健全育成協力店として登録している
店舗の割合 

対応する基本事業 23103   子どもの保護対策の推進 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

青少年の健全な育成のためには、関
係業界の主体的な取組を促すことが
重要であることから、目標項目を選定
しました。 

４年間で 100％を達成するために、毎年度 2.5％程度の増加をは
かることをめざし、目標値として設定しました。 
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施策２３２   

【主担当部局：健康福祉部子ども・家庭局】

 
 
 
 
 

平成 27 年度末での到達目標 

保育サービス、母子保健対策等が、地域のニーズや実情に応じて提供されることにより、安心し

て妊娠・出産・子育てのできる体制整備が進んでいます。 

 
平成 23 年度の取組概要 

・待機児童の解消のため、安心こども基金を活用した市町が行う保育所整備の促進 

（６市 15 か所） 

・待機児童の多くを占める低年齢児（０～２歳）の保育所入所を進めるため、低年齢保育実施市町

を助成（20 市町） 

・市町が行う特別保育の実態を把握するため、特別保育実態調査を実施（平成 24 年２月調査） 

・放課後児童クラブ指導員に対する研修の実施（３回） 

・放課後児童クラブに対するニーズ調査の実施（平成 23 年 12 月調査） 

・特定不妊治療費助成制度の初年度助成回数を２回から３回に拡充（2,010 件） 

・不妊に悩む夫婦や家族を対象とした専門電話相談の時間を延長（193 件） 

・ひとり親家庭の自立に向け、看護師等資格取得促進の給付金を支給（206 人） 

・県立草の実リハビリテーションセンターおよび県立小児心療センターあすなろ学園の一体的整備

を軸とした三重県における子どもの発達支援体制の強化を図るため外部委員による検討を行い、

基本的な計画を策定 

・乳幼児医療費助成制度の対象拡大等について市町と検討 
 

 
 

平成 23 年度の取組の検証（得られた成果、残された課題） 

・市町と連携して、保育所の整備を進めていますが、近年の厳しい経済状況の中、働く母親の増加もあり、特

に０～２歳児の待機児童が多いため、さらなる整備が必要です。 

・特別保育実態調査の結果により明らかになった、各地域において異なる特別保育の実情および保育所利用者

のニーズに的確に対応するため、市町と協議し、支援していくことが必要です。 

・放課後児童クラブ等における障がいのある児童の受け入れ・対応について、指導員の相談窓口の周知が必要

となっています。 

・放課後児童クラブまたは放課後児童教室の設置率は82.0％（平成22年度）と全国的にも低位にあり、平成

23年度に実施したニーズ調査をもとに地域の実情に応じ、市町と連携して取り組んでいく必要があります。

・晩婚化、晩産化の進行等により、特定不妊治療費助成件数は年々増加しています。特定不妊治療費は保険適

応されず高額であることから、引き続き治療者の経済的負担の軽減措置が求められています。また、不妊専

門相談の充実とともに、治療体験や情報の共有ができる機会の提供も必要です。 

・ひとり親家庭の経済状況は依然として厳しい状況であり、また、生活支援の必要な方も多く、自立が進んで

いるとはいえない状況であることから、自立支援のための取組が必要です。 

・地域医療再生臨時特例基金を活用し、県立草の実リハビリテーションセンターおよび県立小児心療セ

ンターあすなろ学園について、子どもの発達支援の拠点として新たに、「こども心身発達医療センター（仮

称）」を整備する方向性をとりまとめました。途切れのない支援の実現に向けて、関係機関と連携しながら、

整備を進めることが必要です。 

子育て支援策の推進 
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・県と市町で構成する福祉医療費助成制度改革検討会において検討を行い、乳幼児医療費補助金に関する対象

範囲を小学６年生まで拡大する報告を取りまとめました。円滑な実施に向けて市町や関係機関等との連

携が必要です。 
 

 
 

 

平成 24 年度の改善のポイントと取組方向 

・増加する待機児童の解消のため、市町が行う保育所整備について、引き続き安心こども基金を活

用して支援をします。 

・特別保育実態調査の結果をふまえ、市町や保育所関係者等と検討しながら、休日保育や病児・病

後児保育を新たに始める市町の支援を進めます。 

・放課後児童クラブ指導員のさらなる研修の充実や、障がいのある児童の受け入れ・対応に関して

指導員が相談できる窓口の周知を図っていきます。 

・ ニーズ調査の結果を踏まえ、放課後児童クラブが必要な地域に設置されるよう支援をしていきま

す。 

・特定不妊治療費は高額であることから、一部助成に係る県単独補助事業の所得制限を 300 万円未

満から 400 万円未満に緩和し、支援を充実します。また、不妊に悩む夫婦の専門相談に引き続き

取り組むとともに、夫婦同士の交流会や講演会の開催を行います。 

・ひとり親家庭の自立に向けた支援等について、ひとり親家庭同士が情報交換する交流会を地域で

開催することにより、ひとり親家庭の方同士のつながりを強化し、自立のきっかけづくりを促進

します。 

・ 県立草の実リハビリテーションセンターおよび県立小児心療センターあすなろ学園の一体的整備

については、用地測量や造成・建築基本設計を着実に進めるとともに、医療・教育機関等との連

携を図り、整備を進めていきます。 

・ 安心して子育てできる環境を整備するため、平成 24 年９月から子ども医療費の助成対象を拡大し

ます。 

 

県民指標    

目標項目 

23 年度 

 

現状値 

24 年度 

目標値 

実績値 

27 年度 

目標値 

実績値 

目標項目の説明 

－ 12,200 人 12,950 人低 年 齢 児
（ ０ ～ ２ 歳 ）
保育所利用
児童数 11,962 人 － － 

入所待機となりがちな低年齢児（０～２歳）の保育所利
用児童数 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

保育所に対するニーズは０歳から２歳児までの低
年齢児が増加しており、子育て環境の整備には
低年齢児への対応が重要であることから、目標
項目を選定しました。 

近年のニーズの増加傾向から、毎年度 250 人程度の
増加に対する環境整備が必要であると見込み、目標
値を設定しました。 
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（単位：百万円） 

 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度

予算額等 16,083 14,673  

 
 

活動指標    

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

病児・病後児保
育所の実施地域
数（広域利用含
む） 

15 地域 16 地域 20 地域
病気または回復期にある児童を一時的に保育
できる施設が確保されている地域数 

対応する基本事業 23201 保育・放課後児童対策等の充実 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

児童の急な発熱等への対応は、全て
の地域でニーズが高いため、より多く
の地域で適切に対応することが求めら
れていることから、目標項目を選定し
ました。 

現在県内の１/２（15 地域）をカバーしていますが、市町での協議
に時間を要することや人材確保の状況を勘案して、毎年度１地
域ずつ増加していくものとしました。 

 

施策責任者からのコメント   健康福祉部 次長 亀井 敬子  電話：059-224-2317 

・ 県立草の実リハビリテーションセンターおよび県立小児心療センターあすなろ学園の一体的整備

について、子どもの発達支援の総合拠点としての機能を担うため、医療、福祉、教育と連携して

取り組みます。 

・ 不妊相談検討会の開催や勉強会等により不妊専門相談センターの専門性を高め、さまざまな悩み

への支援を行うとともに、特定不妊治療費の助成対象を拡大することにより、不妊に悩む夫婦が

安心して治療を受けられるように取り組みます。 

・ 市町や医療機関をはじめとした関係機関と連携して、子ども医療費の助成対象の拡大が円滑に行

 われるように努めます。 
・ 放課後児童クラブ等の設置や運営の支援について、地域の実情に応じて市町との連携により進め

ていきます。 

・ 国の子ども・子育て関連の制度改正の動向を注視し、特に低年齢児（０～２歳）が多くを占める

待機児童解消のための保育所整備や地域ニーズをふまえたきめ細かいサービスの提供等につい

て、引き続き支援を行います。また、市町や関係団体と連携し、地域の広域調整を行うなど適切

に対応していきます。 
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目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

三重県不妊専門
相談センターへ
の相談件数 

193 件 200 件 220 件
三重県不妊専門相談センターで不妊に悩む夫
婦やその家族からの相談に対応した件数 

対応する基本事業 23202 母子保健対策の推進 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

不妊に悩む夫婦に対する専門相談が
治療者等の精神的、身体的苦痛を軽
減することとなります。この専門相談を
広く普及啓発し相談件数を増やすこと
が、安心して妊娠出産できることへと
つながると考えることから、目標項目を
選定しました。 

平成 23 年度は相談時間の延長により計画期間中に、毎年度７
件ずつ増やすことをめざし、目標値を設定しました。 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度 

目標値 
目標項目の説明 

ひとり親家庭情報
交換会参加者数
（累計） 

36 人 100 人 1,000 人
ひとり親家庭の親同士の話し合いや情報交換
の場に参加した人数 

対応する基本事業 23203 ひとり親家庭等の自立の支援 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

母子家庭の母親は、地域において孤
立しがちであり、悩みなどを抱えながら
も相談する機会がないため、情報交
換会等において相互に情報を交換す
ることで、母子家庭の母親同士のつな
がりが強化され、自立のきっかけをつ
かむことが期待できることから、目標項
目を選定しました。 

平成 23 年度は１か所で情報交換の場を持ちましたが、平成 24
年度は、開催地域を３か所にして実施することで、100 人の参加
をめざし、目標を設定しました。 
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施策２３３   

【主担当部局：健康福祉部子ども・家庭局】

 
 
 
 
 

平成 27 年度末での到達目標 

市町等と連携した児童虐待相談への適切な対応や、地域社会全体の児童虐待防止に対する理解が

進んでいます。 

また、児童養護施設などに入所している児童等に対する家庭的ケアの環境整備が進んでいます。

 
平成 23 年度の取組概要 

・ 児童相談に係る県の市町支援のあり方についての調査検討を実施 

・ 児童相談所職員研修体系の見直しとともに、人材育成の考え方についての検討を実施 

・ 11 月「子ども虐待防止啓発月間」中に、県内全域でオレンジリボンキャンペーンを展開し、児

童虐待防止や虐待通告の重要性について啓発を実施 

・ 中勢児童相談所一時保護所の増改築に着手 

・ 産婦人科医、小児科医等が連携した出産前後からの親子支援の推進に向けた講習会を実施 

（66 名） 

・ 親子支援事業について案内リーフレットを作成し啓発（母子手帳交付時配布） 

・ 保護者のいない児童、虐待を受けた児童等児童養護施設などに入所している児童 542 人中 186

人（34.3％）に家庭的ケアを実施 

・ 児童養護施設入所児童のうち小学生（135 人）に対して地域による学習支援を実施し、学習習

慣や支援者との交流による社会性の醸成を支援 

 
 

平成 23 年度の取組の検証（得られた成果、残された課題） 

・ 児童相談に係る県の市町支援のあり方に関する調査の結果、市町の体制、取組状況が市町ごと

に異なることが明らかになりました。今後、市町とともに子どもの命と尊厳を守るため、市町

の実情に応じた組織的な支援を行う必要があります。 

・ 児童相談所職員研修体系の見直しや人材育成の考え方についての検討結果をふまえ、研修体系

を再構築しました。介入型支援や法的対応等に関する児童相談所の組織力を強化するために、

職員研修の充実等による専門性の向上が必要です。 

・ 県内各地でのオレンジリボンキャンペーンの実施により、児童虐待防止の輪が各市町間へ広が

  りましたが、さらなる県民の関心の喚起を図る必要があります。 

・ 全国における虐待による死亡事例において０歳児の割合が高いことから、児童虐待の発生リス

クの軽減と回避を図るため、特に妊娠、出産、子育てについて身近に相談相手のいない若年層

に対する集中的な取組が求められています。 

・ 新たにファミリーホーム２か所が開設されましたが、社会的養護が必要な子どもをできる限り

家庭的な環境で、安定した人間関係の下で育てることができるよう、児童養護施設における小

規模グループケア化や、里親・ファミリーホームへの委託等による家庭的ケアをより一層進め

る必要があります。 

・ 児童養護施設に入所する小学生に対する学習支援は、学習習慣の習得や社会性の醸成に効果的

であり、施設や当該児童から好評であることから、引き続き実施することにより、児童の自立

を支援していく必要があります。 

 

児童虐待の防止と社会的養護の推進 
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平成 24 年度の改善のポイントと取組方向 

・ 平成 23 年度に実施した市町支援のあり方調査検討により作成した「児童相談体制強化確認表」

をツールとして、市町との協議を行い、市町の実情に応じた支援を行うことにより、三重県全

体の児童相談体制の強化をめざします。  

・ 平成 23 年度に再構築した研修体系に基づき、子どもの命と尊厳を守るため、介入型支援や法的

  対応等の新たな研修を行い児童相談所職員の能力向上に努めるとともに、児童相談所における

中核人材としての福祉技術専門員の育成を図ります。 

・  県民の皆さんが児童虐待問題についての理解をより一層深め、主体的な関わりを持てるよう、

関係団体との連携により、オレンジリボンキャンペーンを展開します。 

・ 中勢児童相談所一時保護所の増改築に取り組み、入所児童の生活環境の向上を図ります。 

・ 児童虐待を未然に防止する観点から、これまで以上に医療、保健、教育等関係団体と連携を深

  め、若年層に対する家族観の醸成を図るとともに、性の悩みや望まない妊娠等に対応するため、

電話相談窓口の設置や思春期特有の悩みを相談できる仲間である思春期ピアサポーターの養成に

取り組みます。 

・ 新たに三重県における社会的養護のあり方およびその将来像について検討を行うとともに、保

  護を必要とする児童に対する処遇の向上と自立支援のため、家庭的養護体制の充実を図ります。

・ 児童養護施設に入所している小学生を対象に、引き続き学習支援を行い、入所児童の自立を支

援します。  

 

県民指標    

目標項目 

23 年度 

 

現状値 

24 年度 

目標値 

実績値 

27 年度 

目標値 

実績値 

目標項目の説明 

－ 100％ 100％
児童虐待通告
に対する 48 時
間以内の安全
確認の実施率 100％ － － 

児童虐待通告を受けて、48 時間以内に安全確認
を実施した割合 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

児童相談所運営指針に基づき、児童の安全確認の
ためには、48 時間以内とする時間設定が望ましいと
されていることから、目標項目を選定しました。 

児童の安全を守るためには、安全確認を確実に実
施すべきものであることから、毎年度 100％達成を
維持することを目標値として設定しました。 

 

（単位：百万円）

 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度

予算額等 2,883 3,030  

施策責任者からのコメント   健康福祉部 次長 亀井 敬子  電話：059-224-2317 

・ 児童虐待の通告に対しては、常に危機管理意識を持って、市町や警察等関係機関との連携によ

り、迅速・的確な対応を行い、子どもの命と尊厳を守ります。 

・ 児童虐待に係る未然防止の観点から、若年層に対する妊娠・子育て・出産に係る相談・支援体

制の充実を図ります。 

・ 児童養護施設入所児童等をはじめとする要保護児童の生活環境の向上を図るとともに、家庭復

  帰や自立支援に向け、関係者・団体が一丸となって家庭的養護体制の充実に取り組みます。 
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活動指標    

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

市町の児童相談
対応力向上のた
めに共に取り組
んだ件数 

－ 29 件 29 件

県が平成 23 年度に実施した市町支援のあり方
検討で判明した問題点・課題に対し、市町と共
に、児童相談の対応力向上のために取り組んだ
件数 

対応する基本事業 23301 児童虐待対応力の強化 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

平成 23 年度に実施した市町支援のあ
り方検討結果に基づき、各市町にお
ける児童相談対応力の向上のために
は、市町と共に取り組むことが必要で
あることから、目標項目を選定しまし
た。 

児童虐待の防止には、一義的に窓口となる市町の対応力向上
が求められており、県が市町と共に取り組み、県全体で対応力を
向上させることが必要であることから、各市町ごとに最低年 1 件の
取組を行うことをめざし、目標値を設定しました。 

 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

思春期ピアサポ
ーター養成者数
（累計） 

－ 30 人 120 人
思春期ピアサポーター（思春期特有の悩みを相
談できる仲間）を養成した数 

対応する基本事業 23302 児童虐待の未然防止の推進 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

思春期特有の悩みや相談を共有し
互いに支え合える仲間であるピア
サポーターを養成することが、望ま
ない妊娠を予防し、若年層の虐待防
止につながると考えることから、目
標項目を選定しました。 

看護系大学生および高校生をピアサポーターとして養成す
る人数を、毎年度 30 人ずつ増やすことをめざし、目標値を
設定しました。 
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目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

要保護児童に対
する家庭的ケア
の実施率 

34.3％ 35.8％ 43.0％

要保護児童（児童養護施設等入所児童および
里親等委託児童）のうち、家庭的ケア（乳児院、
児童養護施設での小規模グループケアおよび
里親・ファミリーホーム委託）を受けている児童
の割合 

対応する基本事業 23303 社会的養護が必要な児童への支援 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

子どもの健やかな育ちのためには、家
庭的ケアを実施している環境で養育
することが大切であることから、目標項
目を選定しました。 

児童養護施設における小規模グループケア、地域小規模児童
養護施設の新設（１か所、６人）と里親委託（２人）で合計８人（年
1.5％の割合）を増やすことをめざし、目標値を設定しました。 
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施策２４１    

【主担当部局：地域連携部スポーツ推進局】

 
 
 
 
 

平成 27 年度末での到達目標 

学校スポーツが充実することによって、子どもたちが運動に親しむ習慣を身につけ、体力が向上

しています。 

また、地域に総合型地域スポーツクラブ＊が定着することによって、より多くの方がスポーツに取

り組むようになっています。 

 
 

平成 23 年度の取組概要 

・体育担当教員を対象とした研究協議会、講習会の開催（12 回） 

・モデル市町（５市町）、研究校（３市８校）による子どもたちの体力向上に向けた取組の実践研究

・指導者研修と外部指導者の派遣による運動部活動の充実 

・「第７次三重県スポーツ振興計画」の推進に向けた三重県スポーツ推進審議会（５回）及び三重県

営スポーツ施設整備に係る専門委員会（３回）の開催 

・みえ広域スポーツセンター＊を中心とした総合型地域スポーツクラブの育成支援（クラブ訪問：概

ね各クラブ２回） 

・第５回美し国三重市町対抗駅伝の開催 

・みえスポーツフェスティバルの開催 

 
 
 
 
 

平成 23 年度の取組の検証（得られた成果、残された課題） 

・教員を対象とした講習会、モデル市町・実践研究校の取組等を通して、子どもたちにとって楽し

く魅力ある授業づくりや、適切な運動量が確保される授業に向けた工夫改善が進みました。その

結果、本県の子どもたちの体力は、緩やかな上昇傾向にあり、新体力テストの総合評価が、体力

合計点の高い「Ａ」から体力合計点の低い「Ｅ」までの５段階評価で、「Ｄ」・「Ｅ」の子どもたち

の割合が前年度よりわずかに減少し、「Ａ」・「Ｂ」・「Ｃ」の子どもたちの割合が増加しました。 

・モデル市町や実践研究校の取組を、県内全ての学校の取組へと広げ、子どもたちの体力向上に繋

げる必要があります。 

・新体力テストに継続的に取り組む小中学校の割合が、前年度より増加しました。新体力テストの

結果を、子どもたち一人ひとりの「体力の成長記録」として有効に活用できるよう、全ての学校

において新体力テストが継続実施されることをめざして取組を進める必要があります。 

・中学校の保健体育科における武道の必修化に対応するため、教員を対象とした講習会等を通じて、

教員の資質向上を図りました。平成 24 年度から、中学校の学習指導要領が全面実施となることか

ら、安全かつ効果的な武道の授業が実施されるよう、引き続き、教員を対象とした講習会等を充

実させる必要があります。 

・中学校、高等学校の運動部活動に外部指導者を派遣するとともに、指導者を対象とした講習会等

の開催により、運動部活動の充実を図ることができました。子どもたちの学校生活を充実させる

とともに、体力向上を図るため、引き続き運動部活動への支援を進める必要があります。 

学校スポーツと地域スポーツの推進 
・「第７次三重県スポーツ振興計画（Ｈ23～Ｈ26）」の推進に向け、三重県スポーツ推進審議会及び

県営スポーツ施設整備に係る専門委員会を開催し、「第 7次三重県スポーツ振興計画」の新たな取

組内容の取りまとめを行うとともに、「三重県スポーツ施設整備方針」を策定しました。今後は、

審議会において計画の進捗管理を行い着実な推進を図るとともに、整備方針を踏まえた具体的な

整備について検討していく必要があります。 

・総合型地域スポーツクラブが円滑に運営されるように、クラブ訪問による専門的な指導助言、各

種研修会や講習会の開催、ホームページやリーフレットの作成による啓発等を行い、スポーツに

親しむ環境整備を進めてきました。しかしながら、既存クラブにおいては、財政面、人材不足、

活動場所の確保等、様々な課題を抱えています。今後も、クラブ訪問等による適切な指導助言や

積極的な情報発信等を行うとともに、各市町や関係スポーツ団体との連携・協働をしながら、ク

ラブの安定した運営と定着に向けた取組を行う必要があります。 

・「美（うま）し国三重市町対抗駅伝」では、県内全市町参加のもと、市町間の交流・連携を図り、

一層の市町交流と県民の皆さんがスポーツをより身近なものに感じるという目的を果たすことが

できました。今後は、ジュニア世代を発掘・育成する機会とするとともに、市町の活性化と交流

を目的とすることから、「する」「みる」「支える」といった様々な関わりを通じて、より多くの県

民の皆さんが参加できる大会とする必要があります。 

・みえスポーツフェスティバルでは、スポーツ・レクリエーション活動の普及・振興を図り、生涯

にわたり、健康でいきいきとしたスポーツライフの実現を目指し 65 種目の種目別大会を県内各地

で開催しました。参加者の満足度は概ね高く、また、すべての年齢層の参加を得ています。今後

は、より一層の周知を図り、総合型地域スポーツクラブなどの参加を促進する等、大会の充実を

図る必要があります。 
 

 
 

平成 24 年度の改善のポイントと取組方向 

・体育授業の工夫改善や地域のスポーツ指導者の学校派遣などによって、学校体育を充実させ、子

どもたちの体力向上を図ります。 

・モデル市町や実践研究校での取組の成果を、運動カードや冊子として体育の授業等で具体的に活

用し、県内全ての小中学校での取組へと広げます。 

・「データ提出のための新体力テスト」から、「子どもの成長をみるための新体力テスト」へと意識

改革を図り、新体力テストの有効活用を進めます。 

・学校における食育の推進など、健康教育を充実することにより、総合的に子どもたちの体力向上

を推進します。 

・中学校の保健体育科における武道必修化の趣旨や目的を踏まえ、市町教育委員会ならびに各武道

団体と連携して、安全かつ効果的な武道の授業が実施されるよう取組を進めます。 

・全国中学校体育大会・全国高等学校総合体育大会の開催を視野に入れた取組を進めるとともに、

引き続き外部指導者の派遣等による運動部活動の充実を図ります。 

・三重県スポーツ推進審議会においては、幅広い分野や様々な立場からの意見をいただきながら、

昨年度策定した「三重県スポーツ施設整備方針」を踏まえ、県内のスポーツ施設の整備について、

具体的な内容を検討します。 

・スポーツを通した地域の活性化を推進するため、関係団体、企業等のさまざまな主体による「み

えのスポーツ・まちづくり会議」（仮称）の設置、スポーツボランティアバンクやスポーツファン

ドの創設を行うとともに、「スポーツコミッション」をめざす市町の取組に対して、アドバイザー

の派遣や積極的な情報発信等による支援を行います。 

・県民の皆さんが気軽にスポーツに親しむことができるよう、「みえ広域スポーツセンター」を中心

として、クラブ訪問による専門的な指導助言、市町や学校・関係スポーツ団体との連携による効

果的・効率的な支援、積極的な情報発信等を行うことにより、総合型地域スポーツクラブの安定

した運営と定着を図ります。 
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・「第７次三重県スポーツ振興計画（Ｈ23～Ｈ26）」の推進に向け、三重県スポーツ推進審議会及び

県営スポーツ施設整備に係る専門委員会を開催し、「第 7次三重県スポーツ振興計画」の新たな取

組内容の取りまとめを行うとともに、「三重県スポーツ施設整備方針」を策定しました。今後は、

審議会において計画の進捗管理を行い着実な推進を図るとともに、整備方針を踏まえた具体的な

整備について検討していく必要があります。 

・総合型地域スポーツクラブが円滑に運営されるように、クラブ訪問による専門的な指導助言、各

種研修会や講習会の開催、ホームページやリーフレットの作成による啓発等を行い、スポーツに

親しむ環境整備を進めてきました。しかしながら、既存クラブにおいては、財政面、人材不足、

活動場所の確保等、様々な課題を抱えています。今後も、クラブ訪問等による適切な指導助言や

積極的な情報発信等を行うとともに、各市町や関係スポーツ団体との連携・協働をしながら、ク

ラブの安定した運営と定着に向けた取組を行う必要があります。 

・「美（うま）し国三重市町対抗駅伝」では、県内全市町参加のもと、市町間の交流・連携を図り、

一層の市町交流と県民の皆さんがスポーツをより身近なものに感じるという目的を果たすことが

できました。今後は、ジュニア世代を発掘・育成する機会とするとともに、市町の活性化と交流

を目的とすることから、「する」「みる」「支える」といった様々な関わりを通じて、より多くの県

民の皆さんが参加できる大会とする必要があります。 

・みえスポーツフェスティバルでは、スポーツ・レクリエーション活動の普及・振興を図り、生涯

にわたり、健康でいきいきとしたスポーツライフの実現を目指し 65 種目の種目別大会を県内各地

で開催しました。参加者の満足度は概ね高く、また、すべての年齢層の参加を得ています。今後

は、より一層の周知を図り、総合型地域スポーツクラブなどの参加を促進する等、大会の充実を

図る必要があります。 
 

 
 

平成 24 年度の改善のポイントと取組方向 

・体育授業の工夫改善や地域のスポーツ指導者の学校派遣などによって、学校体育を充実させ、子

どもたちの体力向上を図ります。 

・モデル市町や実践研究校での取組の成果を、運動カードや冊子として体育の授業等で具体的に活

用し、県内全ての小中学校での取組へと広げます。 

・「データ提出のための新体力テスト」から、「子どもの成長をみるための新体力テスト」へと意識

改革を図り、新体力テストの有効活用を進めます。 

・学校における食育の推進など、健康教育を充実することにより、総合的に子どもたちの体力向上

を推進します。 

・中学校の保健体育科における武道必修化の趣旨や目的を踏まえ、市町教育委員会ならびに各武道

団体と連携して、安全かつ効果的な武道の授業が実施されるよう取組を進めます。 

・全国中学校体育大会・全国高等学校総合体育大会の開催を視野に入れた取組を進めるとともに、

引き続き外部指導者の派遣等による運動部活動の充実を図ります。 

・三重県スポーツ推進審議会においては、幅広い分野や様々な立場からの意見をいただきながら、

昨年度策定した「三重県スポーツ施設整備方針」を踏まえ、県内のスポーツ施設の整備について、

具体的な内容を検討します。 

・スポーツを通した地域の活性化を推進するため、関係団体、企業等のさまざまな主体による「み

えのスポーツ・まちづくり会議」（仮称）の設置、スポーツボランティアバンクやスポーツファン

ドの創設を行うとともに、「スポーツコミッション」をめざす市町の取組に対して、アドバイザー

の派遣や積極的な情報発信等による支援を行います。 

・県民の皆さんが気軽にスポーツに親しむことができるよう、「みえ広域スポーツセンター」を中心

として、クラブ訪問による専門的な指導助言、市町や学校・関係スポーツ団体との連携による効

果的・効率的な支援、積極的な情報発信等を行うことにより、総合型地域スポーツクラブの安定

した運営と定着を図ります。 
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・「三重駅伝」（仮称）の開催により、スポーツを通した市町間の交流・連携を深め一体感を醸成す

るとともに、「する」「みる」「支える」といった様々なスポーツへの関わりによって、県民のスポ

ーツへの関心を高めます。 

・第 22 回世界少年野球大会 三重・奈良・和歌山大会の開催により、世界の少年少女を招き、地域

の少年少女と野球や交流行事を通じ、国際理解を深め、友情を育むとともに、平成 23 年の台風

12 号により被災された地域を勇気づけます。 

・みえスポーツフェスティバルの一層の充実を図るため、実施種目団体はじめ関係団体の役割分担

を明確にし、連携・協力体制を強化していきます。 

 

 

県民指標    

目標項目 

23 年度 

 

現状値 

24 年度 

目標値 

実績値 

27 年度 

目標値 

実績値 

目標項目の説明 

－ 55.0％ 60.0％成人の週１回
以 上 の 運 動 ・
スポーツ実施
率 53.7％ － － 

e-モニターを活用した調査において、１週間に１
回以上、運動やスポーツ（ウォーキング、ランニン
グ、水泳、テニス、バレーボールなど）を実施して
いる県民（成人）の割合 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

県民のスポーツ実施率によって、スポーツの推進に
係る県の取組の成果を評価できると考え、また、国や
他県との比較もできることから目標項目として選定し
ました。 

週に１回以上、運動やスポーツに取り組む県民の
割合が、平成 27 年度には、６割が週に１回以上、
運動やスポーツに取り組むようになることを目指し
て、まずは平成 24 年度に、その割合が 55％にな
ることを目指して目標値を設定しました。 

 

 
 

（単位：百万円） 

 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度

予算額等 590 558  

 
 

施策責任者からのコメント  地域連携部 次長 村木 輝行 電話：059-224-2985 

・本県の子どもたちの体力は新体力テストの結果からも、全国の状況から見て低いことから、引き

続き学校の教員を対象にした研修会・講習会の開催や外部人材の派遣等により、各学校の体力向

上に係る取組について支援を行います。 

・県民の皆さんが広くスポーツを支える仕組みづくりを進めるため、スポーツボランティアバンク、

スポーツファンドの創設等を行うとともに、市町が取り組むスポーツコミッションを支援します。

また、総合型地域スポーツクラブの活動を支援することにより地域スポーツを推進します。 

・第 22 回世界少年野球大会 三重・奈良・和歌山大会、みえスポーツフェスティバル、三重駅伝（仮

称）などのスポーツイベントが、市町、関係機関と協創して参加者、県民の皆さんが満足できる

ように取り組みます。 

 

－ 187 －－ 186 －

施
策
の
取
組　
Ⅱ「
創
る
」

第
２
章



 
  

活動指標    

目標項目 
23年度 

現状値 

24 年度

目標値 

27 年度 

目標値 
目標項目の説明 

新体力テストの総合評価
が「Ａ」・「Ｂ」・「Ｃ」の子ども
たちの割合 

71.9％ 74.0％ 80.0％

新体力テストのテスト項目（握
力、50ｍ走など８テスト項目）
について、それぞれの測定
結果を得点に換算し、合計
点の高い「Ａ」から合計点の
低い「Ｅ」までの５段階に判定
さ れ る 総 合 評 価 に お い て
「Ａ」・「Ｂ」・「Ｃ」と判定される
子どもたちの割合 

対応する基本事業 24101 学校スポーツの充実 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

三重県の児童生徒のうち、新体力テスト
の総合評価が「Ｄ」・「Ｅ」の子どもたちが、
体を動かす楽しさや喜びを味わうことで、
体力が向上し、結果として「Ａ」・「Ｂ」・「Ｃ」
評価へ上昇を図りたいことから、目標項目
として選定しました。 

新体力テストの総合評価が「Ｄ」・「Ｅ」と判定される子どもたち
を減らし、平成 27 年度には「Ａ」・「Ｂ」・「Ｃ」と判定される子ど
もたちの割合が 80％になるように、毎年２％ずつの増加を目
指して目標値を設定しました。 

 
 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

総合型地域スポ
ーツクラブの会
員数 

24,216 人 
(22 年度) 

24,750 人 25,500 人
地域の人たちが主体的に運営する総合型地域
スポーツクラブに会員登録している人の数 

対応する基本事業 24102 地域スポーツの活性化 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

総合型地域スポーツクラブは、生涯に
わたってスポーツに親しみ楽しむこと
ができる環境づくりにつながるものと考
えられることから、目標項目として選定
しました。 

最近数年間に設立された総合型地域スポーツクラブの会員数
は、１クラブあたり平均 250 人です。 
設立済みの総合型地域スポーツクラブが、現在の会員数を確保
するとともに、毎年新たに１クラブが設立されるよう、250 人の増加
を目指して目標値を設定しました。 

 
 
 
 

－ 187 －－ 186 －

施
策
の
取
組　
Ⅱ「
創
る
」

第
２
章



施策２４２    

【主担当部局：地域連携部スポーツ推進局】

 
 
 
 
 

平成 27 年度末での到達目標 

県内のトップアスリートの強化、将来を担うジュニア競技者の育成や指導者の確保・養成に取り

組むことにより、選手の育成・強化が進んでいます。 

 
 

平成 23 年度の取組概要 

・本県の競技力向上を効果的に推進する体制として「みえのスポーツ強化推進委員会」の設置と委

員会の開催（３回） 

・県内トップレベルの選手やジュニア選手の強化 

・競技経験のない小中学生を対象とした新たな競技者の発掘（３競技団体） 

・選手の競技力や指導者の指導力向上のため、スポーツ医・科学の知識を持つ専門家の派遣 

（３競技団体）

・指導者の資質向上を図るための研修会の開催（競技団体の指導者対象１回、ジュニア指導者対象

１回、中学校・高等学校の運動部活動指導者対象３回） 

・平成 33 年、第 76 回国民体育大会の本県開催の招致 

・国内トップリーグに参加する県内のクラブチームに対する支援 

・県営スポーツ施設の安全性の確保と利用者へのサービス向上・利用促進 

・県営スポーツ施設の指定管理者との連携による効率的な管理運営 

・「第７次三重県スポーツ振興計画」の推進に向けた取組について審議するための三重県スポーツ推

進審議会（５回）と県営スポーツ施設整備に係る専門委員会（３回）の開催 
 
 

 
 

平成 23 年度の取組の検証（得られた成果、残された課題） 

・本県競技力の向上に取り組んだ結果、国民体育大会の男女総合成績については、競技得点は 858.5

点（昨年比 42 点増）を獲得し、昨年に引き続き 32 位となりました。また、全国大会（全国中学

校体育大会、全国高等学校総合体育大会、国民体育大会）の入賞数は 101 件（昨年比 10 件増）と

なりました。 

・国民体育大会において、毎年、入賞する競技がある一方、長期間にわたり入賞のない競技や競技

人口の少ない競技があるなどから、引き続き、本県競技力を向上させるための取組を推進する必

要があります。 

・ジュニア競技者の発掘に、ウエイトリフティング、なぎなた、ヨットの３競技団体が取り組み、

新たなジュニア選手を発掘することができました。 

・より多くのジュニア選手を発掘するための広報のあり方や発掘したジュニア選手の継続的な育成

に取り組む必要があります。 

・指導者を対象とした研修会において、指導者が最新の知識や指導法等を習得する機会となり、指

導者の資質向上を図ることができました。 

競技スポーツの推進 
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・幅広い知識と高い技術力を有する指導者の養成に取り組む必要があります。 

・大規模大会の開催に向けて、中・長期的な視点に立った競技力向上対策、とりわけジュニア選手

の発掘・育成に取り組む必要があります。 

・平成 33 年第 76 回国民体育大会の本県開催が日本体育協会により内々定されました。今後は、市

町や関係機関・団体と連携し、開催準備に取り組む必要があります。 

・国内トップリーグに参加する県内のクラブチームの広報に取り組み、県民の皆さんのクラブチー

ムへの支援に向けた理解が深まりました。 

・県民の皆さんが感動と元気を、子どもたちが夢と希望を持つことができるよう、クラブチームの

存在がより一層身近に感じられるような取組を進める必要があります。 

・各県営スポーツ施設において、指定管理者と協議のうえ、必要な改修・修繕を行ってきました。

しかしながら、老朽化が著しい施設もあることから、今後とも、計画的に安全で快適な競技環境

を整える必要があります。 

・県営スポーツ施設の指定管理者と連携し、サービス向上への取組や施設の特性を活かした事業の

推進に努めた結果、利用者の拡大を図ることができました。 

・三重県スポーツ推進審議会及び県営スポーツ施設整備に係る専門委員会の場を活用し、今後の本

県におけるスポーツ施設整備の考え方や方向性を示す「三重県スポーツ施設整備方針」を策定し

ました。今後は、この整備方針を踏まえて、具体的な整備について検討していく必要があります。

 
 
 

平成 24 年度の改善のポイントと取組方向 

・「みえのスポーツ強化推進委員会」において、平成 33 年の国民体育大会や平成 30 年の全国高等学

校総合体育大会の開催を見据えた競技力向上対策を協議・検討します。 

・本県競技力の向上を図るため、県内トップレベルの選手やジュニア選手の強化に取り組みます。

・スポーツ医・科学の知識を持つ専門家を競技団体に派遣し、選手の競技力や指導者の指導力向上

を図ります。 

・優れた指導実績を有する指導者を「みえスポーツアドバイザー」として、学校や競技団体に派遣

し、指導者に対する指導・助言を行います。 

・ジュニア競技者の発掘・育成については、県体育協会や実施に取り組む競技団体と連携し、より

多くのジュニア競技者の発掘につながる広報に努めるとともに、発掘したジュニア選手の継続的

な育成に取り組みます。 

・子どもたちがスポーツに夢と希望を持ち、トップアスリートをめざす機会となるよう、国内トッ

プリーグに参加する県内のクラブチームと連携し、市町が開催するスポーツ教室やイベントなど

への選手派遣を支援します。 

・全国トップレベルの高等学校運動部を強化指定するなど、高校生アスリートの育成に取り組みま

す。 

・平成 33 年の国民体育大会の開催に向けて、県、市町、関係機関・団体で組織する「国民体育大会

開催準備委員会」（仮称）を設置し、開催準備を進めます。 

・昨年度に策定した「三重県スポーツ施設整備方針」を踏まえ、スポーツ施設の具体的な整備内容

について検討し、「三重県スポーツ施設整備計画」（仮称）を策定します。 

・県民の皆さんが安心して利用できる環境が確保されるよう、指定管理者と連携しながら、計画的

で効果的・効率的な施設の管理を行っていきます。 

・サービスの向上や情報提供等広報活動に努め、利用者の拡大を図る必要があります。そのために、

指定管理者との連携を図りながら、利用者のニーズの把握やソフト・ハード両面の対応を進め、

より多くの県民の皆さんに「する」「みる」スポーツの楽しみを広めるための取組を進めます。 
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県民指標    

目標項目 

23 年度 

 

現状値 

24 年度 

目標値 

実績値 

27 年度 

目標値 

実績値 

目標項目の説明 

－ 30 位台 20 位台国民体育大会
の男女総合成
績 

32 位 － － 

国民体育大会における正式競技の参加得点（ブロ
ック大会を含む）と冬季大会および本大会の競技
得点の合計による都道府県ごとの男女総合順位 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

本県スポーツの競技水準が高まることで、本県出身
の選手が国内外の大会で活躍し、県民の皆さんの
スポーツに対する関心・意欲が高まることから、国民
体育大会の総合成績を目標項目として選定しまし
た。 

国民体育大会の過去 10 年間における本県の総合
成績で、30 位台を確保できたのは数回にとどまっ
ているため、まずは30位台を安定して確保すること
が必要であるため目標値に設定しました。 

 
 

 
（単位：百万円） 

 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度

予算額等 738 771  

施策責任者からのコメント  地域連携部 次長 村木 輝行 電話：059-224-2985 

・平成 33 年に開催される国民体育大会に向け、準備委員会、各種専門委員会を設置して準備を進め

ます。 

・競技力向上対策について、中長期的な方針の検討、ジュニア選手の発掘育成、指導者の養成等に

取り組みます。 

・スポーツ施設の整備について、平成 23 年度に策定した「三重県スポーツ施設整備方針」を踏まえ、

本年度、「三重県スポーツ施設整備計画」（仮称）の策定に取り組みます。 

・スポーツ推進局所管のスポーツ施設について、２期目の指定管理期間が平成 25 年度末を持って終

了することから、３期目の指定管理選定に向けて準備を進めます。 
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活動指標    

目標項目 

23 年

度 

現状

値 

24 年度

目標値 27 年度 

目標値 
目標項目の説明 

全国大会の入賞数 101 件 106 件 121 件

国民体育大会、全国高等学
校総合体育大会、全国中学
校体育大会において、ベスト８
以上に入った団体・個人の数 

対応する基本事業 24201 競技力の向上 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

ジュニアから幅広い年齢層における本県
の競技力向上に取り組んだ成果があら
われる数値であると考えられることから、
目標項目として選定しました。 

選手強化及びジュニア選手の発掘・育成等の効果を見込み、
年間５件ずつ増加させる（国体２、インターハイ２、全中１）こと
を目標に設定しました。 

 
 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

県営スポーツ施
設年間利用者数 

802,313 
人 

804,856
人

854,000
人

スポーツ推進局が所管する県営スポーツ施設
（県営鈴鹿スポーツガーデン、県営総合競技
場、県営松阪野球場、県営ライフル射撃場）の
年間利用者数の合計 

対応する基本事業 24202 スポーツ施設の充実 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

県民の皆さんが利用しやすい県営ス
ポーツ施設の環境づくりに県が取り組
んだことの効果を示すことができると考
えられることから、目標項目として選定
しました。 

平成 22 年度の実績値は「日本スポーツマスターズ 2010 三重大
会」の開催による大幅な利用者増が含まれているため、平成 21
年度の実績値を基準として、毎年２％ずつの利用者増を見込ん
で目標値を設定しました。 
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施策２５１    

【主担当部局：地域連携部南部地域活性化局】

 
 
 
 
 

平成 27 年度末での到達目標 

南部地域の課題解決や活性化に向け、市町が連携した取組が進むとともに、県、市町、大学等の

連携した中間支援機能が構築され、県の取組が市町や地域のニーズに応じて効率的・効果的に進め

られています。 

 
 
 
平成 23 年度の取組概要 

・東紀州地域の活性化に向けた取組には一定の成果が表れてきているが、第一次産業の衰退や過疎化・

高齢化の進行など、同様の傾向がみられる南部地域に支援範囲を拡大 

・南部地域における課題の解決や活性化への取組を「みえ県民力ビジョン行動計画」の施策および選択・

集中プログラム「南部地域活性化プログラム」として位置づけ 

・「南部地域活性化プログラム」の推進組織として、新たに「南部地域活性化局」を設置 

・南部地域の活性化を図るための事業に要する経費の財源に充てるため、「三重県南部地域活性化基金

条例」を制定 

・市町の主体的な取組を機動的、包括的に支援していくため、基金事業の活用をはじめとする県の取組

について市町と検討会議で協議 
 
 
 
 
 

平成 23 年度の取組の検証（得られた成果、残された課題） 

・平成 24 年度予算で、若者の働く場の確保や定住の促進に向けた、複数市町が実施する事業のための基

金を設置したことから、事業の具体化に向けて、市町や大学等とより一層連携していく必要がありま

す。 

・過疎化、高齢化により、集落機能の維持が困難になる地域への対応が必要です。 

・移住、定住の促進に向けて、県内外に南部地域の魅力を情報発信する取組が必要です。 

・南部地域の活性化に向けた取組は、産業振興や道路整備など幅広い分野に関わることから、総合的・

横断的に調整を図り、取り組んでいく必要があります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

南部地域の活性化 
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平成 24 年度の改善のポイントと取組方向 

・基金事業について各市町の課題のマッチングに努め、早期の事業化に向けた取組を進めていきます。

・集落機能を維持するため、市町が大学等と連携して進めるモデル的な取組を支援していきます。 

・県と市町が連携して、３大都市圏において南部地域への新たな移住者を呼び込むための取組を進めま

す。 

・南部地域は働く場の確保が課題であることから、地域資源を活用した事業展開を進める企業と連携し、

雇用の創出を図ります。 

・関係市町・大学・県による「南部地域活性化推進協議会」を設置し、基金事業の認定など「南部地域

活性化プログラム」の総合的なコーディネートを行います。 

・庁内に「南部地域活性化推進本部」を設置し、総合的・横断的な取組の検討、協議を行うとともに、

南部地域に関連する施策の円滑な推進を図ります。 

 

  

県民指標    

目標項目 

23 年度 

現状値 

 

24 年度 

目標値 

実績値 

27 年度 

目標値 

実績値 

目標項目の説明 

－ 15.6％ 15.6％南部地域の市町
に お け る 生 産 年
齢人口の減少率 

15.4％ － － 

南部地域の市町における生産年齢人口（15 歳から
64 歳）の平成 17 年から平成 27 年までの減少率 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

南部地域は、若者の人口流出をはじめとする生産年齢人
口の減少が著しいことから、県と市町が連携して取り組む
ことにより、減少に歯止めをかけるため適切な指標であるこ
とから選定しました。 

平成 23 年度現状値（推計値）は 15.4%でしたが、平
成 12 年と平成 22 年の国勢調査による確定値を基
に比較した生産年齢人口の減少率（15.6%）以内に
維持することをめざして目標値を設定しました。 

 
 

（単位：百万円）

 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度

予算額等 ― 99  

 
 
  
 

施策責任者からのコメント    地域連携部 次長 森下 幹也 電話：059-224-2192 

 

・従来からの東紀州地域における取組に加え、若者が暮らし続けることができるよう、雇用の場の

確保や定住の促進など、南部地域の課題に、市町や大学等と連携を深めながら、複数の市町が協

働で実施する主体的な取組を支援するとともに、関係部局と一体となって課題解決に向けた第一

歩を踏み出します。 
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活動指標    

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

南部地域におい
て市町の連携し
た取組数（累計） 

― ２取組 10 取組
市町が連携した取組に対して県が支援する取
組数 

対応する基本事業 25101 市町とのフレキシブルな連携 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

地域内外の市町が連携した主体的な
取組に対して、県が支援している件数
は、県の活動の成果をあらわすのに
適当な指標であることから選定しまし
た。 

平成 27 年度までに 10 取組の支援をめざすこととし、平成 24 年
度は２取組を目標値としました。 

 
 
 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

集落を維持する
モデル的な取組
を行っている地
域数（累計） 

― ３地域 10 地域
県と市町が連携して集落を維持するためのモデ
ル的な取組を行っている地域数 

対応する基本事業 25102 課題解決に向けた県の取組 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

課題解決に向けた県の取組のうち、市
町と連携して取組を進める代表的な
指標であることから選定しました。 

平成 27 年度までに、10 地域で取組が実施されることをめざすこ
ととし、平成 24 年度は３地域を目標値としました。 
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施策２５２    

【主担当部局：地域連携部南部地域活性化局】

 
 
 
 
 

平成 27 年度末での到達目標 

台風 12 号等の災害復興が進み、これまでの熊野古道を核とする地域の資源や魅力を生かした観光

振興、産業振興、まちづくりの取組を一層進めることにより、個性豊かな地域づくりが行われ、地

域の人びとが誇りを持った魅力的な地域となることで、集客交流人口が増加するとともに、地域産

品の販路拡大や商品開発等の促進が図られています。 

 
 

平成 23 年度の取組概要 

・紀伊半島大水害による観光面での風評被害に対応するため、名古屋、大阪での観光展や物産展等

さまざまな機会を捉えての熊野古道伊勢路等の情報発信 

・東紀州観光まちづくり公社における熊野古道伊勢路を核とした旅行商品の企画やエージェントセ

ールスなどの観光振興、水産加工品や柑橘類など地域産品の高付加価値化や販路拡大などの産業

振興、みえ熊野学講座の開催や情報誌の発行など東紀州の資源を生かした地域づくりの推進 

・熊野古道センターにおける「熊野・森の暮らしと道具」など東紀州地域のくらしや文化などを紹

介する魅力ある企画展、「ひのきアート教室」など地域産品を活用した体験教室、「熊野古道まつ

り」など地域と連携した交流イベント等の実施 

・紀南中核的交流施設における季節感のある魅力的な宿泊・日帰りプランの設定や熊野古道体験ツ

アー等さまざまな体験プログラムの展開、地元商店街と連携した取組等による集客交流 

・熊野古道の価値を次世代を担う子どもたちに伝えていく熊野古道テーマ別冊子の作成や熊野古道

の魅力を地域の方々が自ら紹介する熊野古道まちなか案内所の設置 

・レンタカーや代行運転を活用した二次交通のしくみの構築や東紀州地域の観光・産業を中心とし

た情報誌の発行 

・奈良県、和歌山県と連携した首都圏等での観光ＰＲや物産展の開催等 

・紀勢自動車道、熊野尾鷲道路の整備の促進およびこれらにアクセスする県管理道路の整備の推進

・活力ある農村づくりに向けた基幹農道や畑地かんがい施設等農業生産基盤の整備やかんきつ、尾

鷲ヒノキ、マハタなど第一次産品の高品質化に向けた研究開発等 

 
 

平成 23 年度の取組の検証（得られた成果、残された課題） 

・紀伊半島大水害の影響により平成 23 年の熊野古道等への来訪者数は、９月以降大きく落ち込み、

前年から３万４千人減の 25 万人となりましたが、観光復興に向け地域が一体となって取り組ん

でおり、徐々に明るい兆しが見えはじめています。引き続き地域や関係機関、奈良県や和歌山県

と連携し、様々な機会を捉えて熊野古道をはじめとする地域の魅力を発信するとともに来訪者の

利便性の向上に取り組み、東紀州地域への誘客促進を図る必要があります。 

・東紀州観光まちづくり公社は地域や関係機関と連携し、地域のコーディネーターとして観光振興、

産業振興、まちづくりの面で引き続き地域をリードしていく必要があります。 

・熊野古道センターでは、平成 23 年７月に、平成 19 年２月のオープン以来の来館者数が 50 万人

に達しました。その後、紀伊半島大水害の影響により、来館者数が減少しましたが、復興イベン

トや魅力ある企画展等の開催により、平成 23 年度の来館者数は前年度を２千人上回る 11 万７千

人となりました。今後も引き続き地域の特色を生かした魅力ある企画展や地域と連携した交流イ

ベント等を実施し、集客交流を一層図っていく必要があります。 

東紀州地域の活性化 

－ 197 －－ 196 －

施
策
の
取
組　
Ⅱ「
創
る
」

第
２
章



・紀南中核的交流施設の宿泊者数は、紀伊半島大水害の影響により、10 月には対前年同月比約６

割減に落ち込むなど大きな影響を受けました。その後、風評被害の払拭の取組により徐々に回復

し、３月には対前年同月比がプラスに転じるなど明るい兆しが見えてきました。今後一層、地域

や他施設との連携を図り、魅力的な宿泊プランの設定や地域資源を生かした体験イベントなど、

宿泊客の増加につながる取組を展開していく必要があります。 

・熊野古道の歴史的、文化的価値を地域の方々に再認識していただくとともに、その価値を次世代

を担う子どもたちへ伝えていく必要があります。 

・平成 24 年３月に紀勢自動車道の尾鷲北ＩＣから海山ＩＣ間約６．１km が供用され、所要時間が短

縮されました。また、平成 24 年度に熊野尾鷲道路（Ⅱ期）〔尾鷲北ＩＣ～尾鷲南ＩＣ〕の新規事業化、

新宮～大泊間の事業化に向けた調査着手が決定され、ミッシングリンクの解消に向け大きく前進しま

した。地域間の交流連携の促進や災害時、救急医療などの地域の安全・安心の確保のためにも、引き

続き全線の早期供用に向けて整備を進める必要があります。 

・東紀州地域の基幹産業である第一次産業の活性化に向けて、引き続き生産基盤の整備や研究開発

等を進める必要があります。 
 
 

平成 24 年度の改善のポイントと取組方向 

・紀伊半島大水害からの復興を最優先に取り組み、集客や復興のアピールを図るため、「復興イベ

ント」を開催するとともに、世界遺産登録 10 周年や式年遷宮、高速道路の概成などを好機とと

らえたイベントや観光キャンペーンの準備を進めます。また、奈良県や和歌山県と連携して広域

観光を推進します。 

・東紀州観光まちづくり公社が、東紀州地域の観光振興、産業振興およびまちづくりの取組を総合

的に推進する地域のコーディネーターとしての役割を果たすよう引き続き支援します。また、地

域産品の知名度向上および販路拡大等の取組を支援するとともに、地域資源を活用した滞在型・

体験型観光を推進します。 
・熊野古道センターでは、地域との連携を図りながら企画展や交流イベント等を展開することによ

り、情報収集・集積、情報発信、集客交流の機能を充実させていきます。また、紀南中核的交流

施設では、季節に応じた魅力的な宿泊プラン等の設定、地域資源を活用した体験プログラムの実

施や地域と連携したイベントの開催等により、集客交流の機能を充実させていきます。 

・熊野古道まちなか案内所の設置や熊野古道テーマ別冊子の作成等、多くの方々が地域の自然や歴

史、文化にふれながら熊野古道伊勢路を通して歩くことができる環境を整備します。 

・市町や関係機関等と連携して東紀州地域の観光・産業の情報発信を充実するとともに、地域産品

の販路拡大を支援します。 
・引き続き紀勢自動車道および熊野尾鷲道路の整備の促進を図るとともに、高速道路網等へのアク

セス道路の整備を推進します。 

・第一次産業の活性化に向けて、引き続き農業生産基盤の整備等を推進するとともに、地域の主産

品であるかんきつ、尾鷲ヒノキ、マハタ等の高品質化および生産基盤強化のための研究開発を進

めます。 
・東紀州地域において、未利用間伐材等の木質バイオマスを安定的に供給できる体制を構築するた

め、搬出事業者や運搬事業者に対して、収集・運搬機械等の整備や流通に関する支援を行います。
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県民指標    

目標項目 

23 年度 

 

現状値 

24 年度 

目標値 

実績値 

27 年度 

目標値 

実績値 

目標項目の説明 

－ 
25,853

円 
28,936

円東紀州地域に
係る１人あたり
の観光消費額 25,100 

円 － － 

東紀州地域において観光客が消費する１人あたり

の平均利用額 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

地域特性を生かした集客交流の実績と地域経済へ

の影響をあらわした指標であることから選定しまし

た。 

滞在型・体験型観光を進めることで宿泊日数の増

加を図ることなどにより、平成 27 年度に現状値（平

成 23 年度）の 15％増をめざすこととし、平成 24 年

度は 3％増を目標値としました。 

（単位：百万円） 

 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度

予算額等 504 408  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

施策責任者からのコメント    地域連携部 次長 森下幹也 電話：059-224-2192 

・紀伊半島大水害からの復興を最優先に、地域や関係機関と連携し、地域のコーディネーターである

東紀州観光まちづくり公社、集客交流拠点である熊野古道センターおよび紀南中核的交流施設を活

用しながら、東紀州地域への集客交流に一層取り組むとともに、世界遺産登録 10 周年や式年遷宮、

高速道路の概成を好機ととらえたイベントや観光キャンペーンの準備を進めます。 
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活動指標    

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

公社がまちづく
り等に対し参画
した件数（累計） 

８件 ９件 11 件

東紀州観光まちづくり公社が、東紀州地域の一

体的・広域的な地域活性化のための検討会な

どの取組に対し、参画した件数 

対応する基本事業 25201 地域の自立に向けた環境整備 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

東紀州観光まちづくり公社が、まちづ

くりなどの取組に積極的に参画し、推

進していく取組数をあらわした指標で

あることから選定しました。 

平成 27 年度に、現状値（平成 23 年度）の３件増をめざすことと

し、平成 24 年度は１件増の９件を目標値としました。 

 
 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

熊野古道の来訪
者数 

250 千人 285 千人 390 千人
１年間に熊野古道伊勢路を訪れた人数の推計

値（延べ数） 

対応する基本事業 25202 地域資源を生かした集客交流 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

集客交流の実績をあらわした指標で

あることから選定しました。 

平成 27 年に、現状値（平成２３年）の 140 千人増をめざすことと

し、平成 24 年は 35 千人増の 285 千人を目標値としました。 

 
 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

地域内で開発さ
れ た 新 商 品 数
（累計） 

48 件 51 件 59 件 東紀州地域の事業者が開発した新商品の件数 

対応する基本事業 25203 地域資源を生かした産業振興 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

東紀州地域の産業振興にかかる事業

者の成果をあらわした指標であること

から選定しました。 

平成 27 年度に、現状値（平成 23 年度）の 11 件増をめざすことと

し、平成 24 年度は３件増の 51 件を目標値としました。 
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施策２５３    

【主担当部局：地域連携部】

 
 
 
 
 

平成 27 年度末での到達目標 

県内各地で、地域づくりの担い手育成が進み、自主的・主体的に地域をよりよくしていこうとす

る住民の皆さんによる、特色ある地域資源を生かして地域の魅力や価値を向上させる活動が展開さ

れるとともに、地域内外や分野を問わず交流・連携の輪が広がっています。 

 
 

平成 23 年度の取組概要 

・座談会や説明会等を市町と調整のうえ 588 回、取組の開始以降 1,812 回開催 

・パートナーグループに 79 グループ、取組の開始以降 342 グループが登録 

・人材育成研修として、ファシリテーション研修、広報・情報発信研修をそれぞれ県内３地域で、

マネジメント研修を２地域で実施、あわせて延べ 124 人が受講 

・専門家派遣を 18 件（延べ 45 回（日））実施 

・パートナーグループによる地域づくりを進めるため必要な初期投資に係る経費を対象に、６件、

市町と合わせて約 447 万円（うち実行委員会負担約 238 万円）の財政的支援を実施 

・連携・交流のきっかけづくりや「美し国おこし・三重」の取組をアピールするための拡大座談会

を 22 回開催。延べ 1,234 人が参加 

・「人と自然の絆づくり」を理念に、「海の命・森の命」をテーマとして、「ソーシャルレジャー」や

「チャレンジキャンプ」などのテーマプロジェクトを実施 

・「人と地域の絆づくり」を理念に、「地域の誇り・地域の夢」をテーマとして、「物語おこしプロジ

ェクト」などのテーマプロジェクトを実施 

・「美し国おこし・三重」成果発表・交流会を開催。参加・来場者数は約 2,400 人 

・「美し国おこし・三重」基本計画を改定 

・県民力拡大プロジェクト実施計画を策定 
 

 
 

平成 23 年度の取組の検証（得られた成果、残された課題） 

・多くの座談会を開催し、支援メニューに対するパートナーグループの満足度も一定の評価を得ま

した。また、取組の成果が表れてきた事例も出てきています。 

・「取組のもたらす成果が必要」、「取組自体が分かりにくい」といった意見のほか、「本取組のコン

セプトやめざすべき姿を伝えきれていない」といった課題が明らかになってきました。 

・「マスメディアの活用など、しっかりした広報が必要」といった意見に代表されるように、「広報

不足」や県民の皆さんの本取組への参加・参画が少ないといった課題が見られ、平成 26 年の県民

力拡大プロジェクトに向けて、情報発信力を強化し、全県的な機運の醸成を図る必要があります。

・この他にも、県民の皆さんの活動を支援する「中間支援組織との連携が不足している」との指摘

もいただいています。 
 

 
 

「美し国おこし・三重」の新たな推進 

平成 24 年度の改善のポイントと取組方向 

・「地域での美し国おこし」をとおして、市町をはじめとするさまざまな主体との連携を図りながら、

プロデューサーの助言や専門家派遣、財政的支援などにより、地域をよりよくしていこうとする

住民の皆さんの地域づくり活動を支援します。 

・イベント手法を活用し、より情報発信力を高めるなど、「テーマに基づき全県的に取り組む美し国

おこし」にさらに注力するとともに、平成 26 年に実施する県民力拡大プロジェクトに向けた準備

を行うことで、県民の皆さんの地域づくり活動を加速させます。 

・県内の市民活動支援センター等中間支援組織へのプロデュース業務の移管を行う等、さまざまな

分野で活躍する既存の中間支援組織との連携・協働を進めるとともに、拡大座談会の開催などを

通じ、ネットワーク化の支援を行います。 
 

 

県民指標    

目標項目 

23 年度 

 

現状値 

24 年度 

目標値 

実績値 

27 年度 

目標値 

実績値 

目標項目の説明 

－ 34.6％ 40.0％地域の活動な
ど に 参 加 し て
いる住民の割
合 33.6％ － － 

e-モニターを活用した調査で、地域の活動への参
加状況について、「積極的に参加している」、「お付
き合いで参加している」と答えた人の割合 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

地域の活動へ参加している住民の割合が増えてい
くことは、地域づくりへ関心を持ち、地域をよりよくし
ようと考えている人が増えていくことであり、「美し国
おこし・三重」の取組が進んでいることの指標になる
ものと考えられることから、選定しました。 

平成 27 年度の目標値 40.0％に向け、徐々に広が
りを増やしていくこととし、34.6％と設定しました。 

 
 

 
（単位：百万円） 

 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度

予算額等 178 176  

施策責任者からのコメント    地域連携部 次長 鈴木 伸幸 電話：059-224-2420 

・平成 26 年に実施を予定している県民力拡大プロジェクトとその後の自立・持続可能で元気な地域

づくりに向けて、「地域での美し国おこし」に引き続き取り組むとともに、「テーマに基づき全県

的に取り組む美し国おこし」にさらに注力し効果的な情報発信に努めるなど、新たな推進を図り

ます。 

・パートナーグループへの支援は地域づくりの現場により近いところで行われることが望ましいこ

とから、県内の市民活動センター等中間支援組織へのプロデュース業務の移管をさらに進めてい

きます。 
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平成 24 年度の改善のポイントと取組方向 

・「地域での美し国おこし」をとおして、市町をはじめとするさまざまな主体との連携を図りながら、

プロデューサーの助言や専門家派遣、財政的支援などにより、地域をよりよくしていこうとする

住民の皆さんの地域づくり活動を支援します。 

・イベント手法を活用し、より情報発信力を高めるなど、「テーマに基づき全県的に取り組む美し国

おこし」にさらに注力するとともに、平成 26 年に実施する県民力拡大プロジェクトに向けた準備

を行うことで、県民の皆さんの地域づくり活動を加速させます。 

・県内の市民活動支援センター等中間支援組織へのプロデュース業務の移管を行う等、さまざまな

分野で活躍する既存の中間支援組織との連携・協働を進めるとともに、拡大座談会の開催などを

通じ、ネットワーク化の支援を行います。 
 

 

県民指標    

目標項目 

23 年度 

 

現状値 

24 年度 

目標値 

実績値 

27 年度 

目標値 

実績値 

目標項目の説明 

－ 34.6％ 40.0％地域の活動な
ど に 参 加 し て
いる住民の割
合 33.6％ － － 

e-モニターを活用した調査で、地域の活動への参
加状況について、「積極的に参加している」、「お付
き合いで参加している」と答えた人の割合 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

地域の活動へ参加している住民の割合が増えてい
くことは、地域づくりへ関心を持ち、地域をよりよくし
ようと考えている人が増えていくことであり、「美し国
おこし・三重」の取組が進んでいることの指標になる
ものと考えられることから、選定しました。 

平成 27 年度の目標値 40.0％に向け、徐々に広が
りを増やしていくこととし、34.6％と設定しました。 

 
 

 
（単位：百万円） 

 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度

予算額等 178 176  

施策責任者からのコメント    地域連携部 次長 鈴木 伸幸 電話：059-224-2420 

・平成 26 年に実施を予定している県民力拡大プロジェクトとその後の自立・持続可能で元気な地域

づくりに向けて、「地域での美し国おこし」に引き続き取り組むとともに、「テーマに基づき全県

的に取り組む美し国おこし」にさらに注力し効果的な情報発信に努めるなど、新たな推進を図り

ます。 

・パートナーグループへの支援は地域づくりの現場により近いところで行われることが望ましいこ

とから、県内の市民活動センター等中間支援組織へのプロデュース業務の移管をさらに進めてい

きます。 
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活動指標    

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

パートナーグル
ープ登録数 
（累計） 

342 
グループ 

700
グループ

1,000
グループ

地域をよりよくしていこうとするパートナーグルー
プの登録数 

対応する基本事業 25301 「地域での美し国おこし」の推進 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

パートナーグループの活動がこの取
組の基本であることから指標として選
定しました。 

「美し国おこし・三重」の取組の６年間で取組の基本となる座談会
を 2,000 回以上開催し、そのうちパートナーグループの登録につ
ながる座談会を 1,000 回と想定し、１座談会で１パートナーグル
ープの登録につながるものとして最終目標を 1,000 と設定しまし
た。それを年度ごとに、初年度 100/年、２年目～５年目それぞれ
200/年、６年目 100/年として、４年目にあたる平成 24 年度は累
計で 700 と設定しました。 

 
 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

パートナーグル
ープネットワーク
構築数（累計） 

388 2,100 3,000
地域をよりよくしていこうとするパートナーグルー
プのネットワーク構築数 

対応する基本事業 25302 イベント手法を活用した情報発信力のある取組の

展開 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

イベント手法を活用した、情報発信力
のある取組を進めることで、地域内外
や分野を問わずパートナーグループ
の交流・連携の輪が広がり、さまざまな
主体間のネットワーク化が図られること
から、指標として選定しました。 

１パートナーグループにつき、３つのネットワークが構築されると
して設定しました。 
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施策２５４    

【主担当部局：農林水産部】

 
 
 
 
 

平成 27 年度末での到達目標 
これまでの農山漁村の地域づくりや都市農村交流の促進などの取組の発展をとおして、農林水産業

をはじめ豊かな地域資源を生かした地域の産業が活性化され、地域を訪れる人びとが増加していま

す。また、農林水産業の鳥獣被害が軽減されるなど安全・安心な農山漁村づくりや資源保全活動が積

極的に進められ、農山漁村地域の活力向上につながっています。 

 

平成 23 年度の取組概要 

・都市と農山漁村の交流促進に向けた農林漁業体験指導者の養成や交流施設の整備への支援 

・「三重の田舎(里)ファン」づくりに向けたホームページ等による情報発信などの実施 

・地域資源の活用により新たな価値の創出につなげる「地域活性化プラン*」の取組の推進 

・生活環境や生産基盤の機能向上などに向けた農道や農業集落排水施設等の整備の実施 

・獣害対策における市町の「被害対策」と「生息管理」の一体的な取組に対する支援活動や、集落ぐ

るみで対策を行う「獣害につよい集落」づくりに向けた活動の展開 

・農業の多面的機能*の維持増進に向け、さまざまな主体による水路や農道等生産資源の保全管理活

動等への支援や、中山間地域等における農業生産活動の不利性を補正するための支援 

・水産業の多面的機能の維持増進に向け、藻場・干潟等の保全活動に対する支援や、藻場での食害生

物除去や保護区域の設定、干潟での耕うんや稚貝等の増加に向けた活動の実施 

 
 

平成 23 年度の取組の検証（得られた成果、残された課題） 

・都市と農山漁村の交流では、農山漁村地域の交流人口が 500 万人を超え、農林漁業体験などの交流
活動グループが集う「心豊かな里づくりネットワーク」への参加団体も 111 団体になりましたが、
必ずしも地域活力の十分な向上につながっていません。 

・「地域活性化プラン」については、市町や農協などと支援チームを結成し、集落や産地などの支援

に取り組んだ結果、52 の地域でプランが策定され、さまざま取組が開始されましたが、取組地域の

拡大を継続的かつ円滑に図っていくことが課題となっています。 
・農道（18 地区）や農業集落排水施設（12 地区）の整備により、農村地域における利便性の向上や
生活環境の改善を進めていますが、生活排水処理施設の整備率は 62.3％にとどまっています。 

・獣害対策については、鳥獣被害が多発している全ての地域（25 市町）で鳥獣被害防止計画が策定さ
れ、地域ぐるみで獣害対策に取り組む 72 集落の育成に市町や集落、猟友会等と連携して取り組み
ました。また、花火等の駆逐用機材やモンキードッグの活用も図りながら地域が一体となった追い
払いなどに取り組みましたが、野生鳥獣の増加などにより、農林水産物への被害（751 百万円）に
歯止めがかかっていません。 

・「農地・水・環境保全向上対策事業」を活用し、424 集落における 15,108ha の農地等の保全活動を
支援しましたが、活動を自立的に継続していく体制が整っていない地域があります。 

・「中山間地域等直接支払制度」により、223 集落の 1,618ha で耕作の継続による多面的機能の維持に
向けた支援を進めましたが、高齢化の進行等により地域内の農業者だけで農地を維持していくこと
が困難な地域が増えつつあります。 

・水産業では、「環境・生態系保全活動支援事業」により、18 組織による 268ha の藻場・干潟等の保
全活動を支援しましたが、活動を継続するための仕組みづくりが進んでいません。 

 
 
 

農山漁村の振興 
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平成 24 年度の改善のポイントと取組方向 

・農山漁村地域の活力向上に向け、グリーン・ツーリズム*等の取組による人・もの・情報の交流の
活発化や、就業機会や収入の安定確保を図るための高齢者、女性等の知恵や能力を生かした新たな
経済活動（いなかビジネス*）の創出等を進めます。 

・市町・農協等と連携し、地域の農業者等の思いや考えをくみ上げ、意欲醸成を促す中で「地域活性

化プラン」の策定地域の拡大を図りながら、支援チームによる継続的な支援に取り組みます。 

・快適性や利便性を確保するための生活環境、農業の生産性向上のための基盤整備、さらには災害に

強い地域づくり等に取り組みます。特に、生活排水処理施設については、地域の合意形成を促すこ

とにより、整備の円滑化を図ります。 

・「獣害につよい集落」づくりに加え、捕獲頭数等の制限緩和や大量捕獲システムの導入など地域の

実情に即した捕獲力の強化や未利用となっている捕獲獣を有効に活用するための安全・安心な獣肉

の処理・利用体制の構築と認知度の向上について、市町や集落、猟友会等と連携して取り組みます。
・「農地・水・環境保全向上対策事業」の実施をとおして、農業・農村の多面的機能を維持増進の取

組を継続的に発展させ、地域資源を活用した収入増加につながる経済活動の創出を促進します。 
・中山間地域等の条件不利地において耕作が継続されるよう、地域内の農業者だけでは農地の維持が

困難な地域において、近隣地域がサポートする広域的な営農調整の仕組みづくりを促進します。 

・藻場、干潟の持つ多面的機能の維持・回復に向けた取組を、漁業者や地域住民などさまざまな主体

が参画を得て促進し、地域資源を活用した経済活動の創出につなげます。 

 

県民指標    

目標項目 

23 年度 

 

現状値 

24 年度 

目標値 

実績値 

27 年度 

目標値 

実績値 

目標項目の説明 

－ 
5,160 千人

(23 年度)
5,370 千人

(26 年度)農山漁村地域
の交流人口 

5,086 千人 
(22 年度) 

－ － 

農山漁村地域において、農山漁村の暮らしや食文
化、農林水産業等を身近に体験することのできる主
要な施設の利用者数 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

農山漁村地域へ興味や目的を持ち訪れる利用者数
を把握することで、本県の農山漁村地域の魅力を推
し測ることが可能と考えられることから選定しました。 

農山漁村地域の交流人口を現状値を起点として過
去４年間の実績（約１％/年の増）の５割増しになる
毎年度 1.5％ずつ伸ばしていくことをめざして設定し
ました。 

 

施策責任者からのコメント    農林水産部 次長 福岡 重栄 電話：059-224-2501 

・農山漁村の振興にあたっては、「地域活性化プラン」などの取組により、農林水産物のみならず、
自然環境、歴史、文化など豊かな地域資源を活用してさまざまな商品等を開発し、都市との交流な
どを通じて、収入や雇用の安定確保に結びつける「いなかビジネス」を重点的に促進します。 

・獣害対策については、野生鳥獣による農林水産被害が県内各地で重大な課題になっていることをふ
まえ、選択・集中プログラム（緊急課題解決９）の中で、「被害対策」と「生息管理」の強化に加
え、捕獲した野生獣の有効活用に向け、安全・安心で品質が確保された獣肉の供給などの取組を重
点的に進めていきます。 

・農水産業の多面的機能の維持・増進に向け、次世代の担い手となる子どもたちなどさまざまな主体
による資源保全活動の促進と、保全した地域資源を活用した経済活動の創出を進めていきます。 
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（単位：百万円） 

 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度

予算額等 4,480 5,500  

 

活動指標    

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度 

目標値 
目標項目の説明 

生活環境を整備
する農山漁村集
落数（累計） 

２集落 ４集落 18 集落
新たに農山漁村集落内の道路、排水路、
防火水槽等の生活環境の整備を行った集
落数 

対応する基本事業 25401 安全・安心な農山漁村づくり 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

生活環境基盤整備が立ち遅れている
農山漁村地域において、暮らしの安
全・安心を確保するための集落内道
路の整備や防火水槽の設置等の防災
対策が重要と考えられることから選定
しました。 

集落道路、防火水槽等集落内の生活環境の整備を進める総合
整備事業の今後の実施想定地区（平成 33 年度までに 36 集落）
をふまえて設定しました。 

 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度 

目標値 
目標項目の説明 

野生鳥獣による
農林水産被害金
額 

751 百万円 
（22 年度） 

728 百万円
(23 年度)

600 百万円
以下

（26 年度）

サル、ニホンジカ、イノシシ、カモシカ、カワ
ウ等による農林水産業の被害金額 

対応する基本事業 25402 獣害につよい農山漁村づくり 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

鳥獣被害防止対策の総合的な成果を
測る指標として適当と考えられることか
ら選定しました。 

農林水産業者等が鳥獣被害の防止対策の効果を実感できるよう
４年後の県全体の被害金額を 20％以上減らしていくことをめざし
ていく中で、計画期間内での対策の進展も勘案して設定しまし
た。 

 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度 

目標値 
目標項目の説明 

「 い な か ビ ジ ネ
ス」の取組数 

108 件 125 件 170 件

中山間地域における、地域の農林水産物
をはじめ自然、文化、人等の豊かな地域資
源を生かした新たな経済活動創出の取組
数 

対応する基本事業 25403 人や産業が元気な農山漁村づくり 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

中山間地域の活性化のためには、就
業機会や収入の安定確保、高齢者や
女性等の地域人材の知恵や能力を生
かした新しい経済活動の創出が重要
と考えられることから選定しました。 

４年後に中山間地域内856集落の20％以上で「いなかビジネス」
の起業に取り組まれることをめざす中で、現状との差の一年間分
を増やす目標を設定しました。 

 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度 

目標値 
目標項目の説明 

農村の資源保全
活動対象集落数 

424 集落 460 集落 500 集落

農業および農村の持つ多面的機能の重要
性を理解し、さまざまな主体が参画する地
域の農地・農業用施設の保全活動が展開
される集落数 

対応する基本事業 25404 農業の多面的機能の維持増進 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

多面的機能の保全や発揮に向けて
は、多面的機能を評価し、その保全や
活動に参画する農業者や地域住民等
の取組が活性化していくことが重要と
考えられることから選定しました。 

４年後の対象集落を県内農業集落（約 2,000）の 1/4 に相当
する 500 集落まで拡大していくことをめざす中で、支援制度
の仕組みもふまえて設定しました。 

 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度 

目標値 
目標項目の説明 

藻場・干潟等の
保全活動対象面
積 

268ha 273ha 290ha
漁業者等さまざまな主体が実施する藻場・
干潟等の保全活動の対象面積 

対応する基本事業 25405 水産業の多面的機能の維持増進 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

多面的機能の保全や発揮に向けて
は、多面的機能を評価し、その保全や
活動に参画する漁業者や地域住民等
の取組を拡大・深化させていくことが
重要と考えられることから選定しまし
た。 

保全活動対象面積を４年間で約 10％増大させることをめざす中
で、現状との差の一年間分を増やす目標を設定しました。 
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目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度 

目標値 
目標項目の説明 

農村の資源保全
活動対象集落数 

424 集落 460 集落 500 集落

農業および農村の持つ多面的機能の重要
性を理解し、さまざまな主体が参画する地
域の農地・農業用施設の保全活動が展開
される集落数 

対応する基本事業 25404 農業の多面的機能の維持増進 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

多面的機能の保全や発揮に向けて
は、多面的機能を評価し、その保全や
活動に参画する農業者や地域住民等
の取組が活性化していくことが重要と
考えられることから選定しました。 

４年後の対象集落を県内農業集落（約 2,000）の 1/4 に相当
する 500 集落まで拡大していくことをめざす中で、支援制度
の仕組みもふまえて設定しました。 

 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度 

目標値 
目標項目の説明 

藻場・干潟等の
保全活動対象面
積 

268ha 273ha 290ha
漁業者等さまざまな主体が実施する藻場・
干潟等の保全活動の対象面積 

対応する基本事業 25405 水産業の多面的機能の維持増進 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

多面的機能の保全や発揮に向けて
は、多面的機能を評価し、その保全や
活動に参画する漁業者や地域住民等
の取組を拡大・深化させていくことが
重要と考えられることから選定しまし
た。 

保全活動対象面積を４年間で約 10％増大させることをめざす中
で、現状との差の一年間分を増やす目標を設定しました。 

 

－ 207 －－ 206 －

施
策
の
取
組　
Ⅱ「
創
る
」

第
２
章



施策２５５    

【主担当部局：地域連携部】

 
 
 
 
 

平成 27 年度末での到達目標 

県と市町の連携が一層強化されることにより、各地域の特性に応じた地域資源の活用や地域課題

の解決が図られるなどの成果があらわれ始めています。 

 
 

平成 23 年度の取組概要 

・「県と市町の地域づくり連携・協働協議会」の地域会議における検討会議で 21 テーマについて協

議・検討するとともに補助金による支援を実施 

・平成 22 年度の「県と市町の地域づくり連携・協働協議会」の実施状況を取りまとめて県議会へ報

告するとともに公表 

・「三重県過疎地域自立促進計画」及び「三重県離島振興計画」の着実な進捗、過疎地域活性化の取

組への支援、離島航路への支援 

・木曽岬干拓地について、将来の土地利用の検討、わんぱく原っぱにおける盛土工事・測量設計業

務、アクセス道路整備等を実施。メガソーラー事業の誘致に向けた取組を開始 

・大仏山地域の土地利用について、地元市町との協議や土地利用アンケートを実施 

・宮川流域圏づくりについて、「宮川流域ルネッサンス協議会」への参画による宮川流域の保全・再

生と地域づくりの促進。事業推進調整会議の開催による取組実績や課題の総合調整 
 
 

 
 

平成 23 年度の取組の検証（得られた成果、残された課題） 

・「県と市町の地域づくり連携・協働協議会」の地域会議における検討会議で検討した 21 テーマ全

てにおいて成果を得ることができました。また６テーマ９事業については、課題解決に向けて市

町への補助金による支援を実施しました。引き続き市町と連携して地域課題の解決に向けて取り

組んでいく必要があります。 

・「三重県過疎地域自立促進計画」及び「三重県離島振興計画」の進捗を図るとともに、過疎地域活

性化の取組への支援、離島航路への支援を行いました。引き続き、過疎・離島地域の自立促進に

向けた取組を進める必要があります。 

・木曽岬干拓地について、わんぱく原っぱへの盛土や測量設計業務を実施するなど、当面の利用に

向けた整備が進むとともに、将来の都市的土地利用に向けた方策の検討が進みましたが、具体の

都市的土地利用に向けた検討をさらに進める必要があります。また、メガソーラー事業の誘致に

向け、取り組む必要があります。 

・大仏山地域の土地利用に向けて、地元市町との協議や土地利用アンケートを実施しましたが、引

き続き具体的な土地利用策の検討を進める必要があります。 

・宮川流域圏づくりについて、基盤整備や集客交流は促進されましたが、水や環境の保全、地域振

興といった地域課題の解決に向け、引き続き広域的な視点から地域と協働した取組が必要です。
 

 

市町との連携による地域活性化 
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平成 24 年度の改善のポイントと取組方向 

・「県と市町の地域づくり連携・協働協議会」の地域会議における検討会議では、市町のより実質的

な課題をテーマとし、市町と連携しながら、より有意義で効果的な会議運営に努めます。 

・過疎・離島地域の振興に向けて、引き続き、地域活性化の取組の支援を行うとともに、「三重県過

疎地域自立促進計画」の着実な進捗と、防災・減災を含めた「三重県離島振興計画」の策定に向

けた準備を進めます。 

・木曽岬干拓地については、メガソーラー事業の誘致に向け取組を行います。また、将来の都市的

土地利用の検討を進めるとともに、当面の利用としてのわんぱく原っぱの供用に向け整備を行い

ます。 

・大仏山地域の土地利用については、里山活用・保全の方策調査を行います。 

・宮川流域圏づくりについては、引き続き「宮川流域ルネッサンス協議会」に参画し、宮川流域の

保全・再生や地域主体による地域づくりに取り組みます。 

 

 

県民指標    

目標項目 

23 年度 

 

現状値 

24 年度 

目標値 

実績値 

27 年度 

目標値 

実績値 

目標項目の説明 

－ 36 取組 90 取組県と市町の連
携 に よ り 地 域
づくりに成果が
あった取組数
(累計) 21 取組 － － 

「県と市町の地域づくり連携・協働協議会」におい
て特定の地域課題を解決するために検討会議を
設置して取り組んだ結果、成果があった取組数 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

県と市町が特定の地域づくりの課題解決に向けて
取り組み、成果があった取組数を目標とすることで、
当事業に取り組んだ効果をあらわすことができること
から、目標として選定しました。 

各県民センター（９カ所）が検討会議において毎年
２項目程度の成果を得ることを目標として設定しま
した。 

 

（単位：百万円） 

 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度

予算額等 1,061 1,088  

施策責任者からのコメント    地域連携部 次長 鈴木 伸幸 電話：059-224-2420 

・「県と市町の地域づくり連携・協働協議会」のより有意義で効果的な運営に努め、市町との連携を

一層強化していくことで、地域の活性化に向けて成果を創り出していきます。 

・過疎・離島地域の厳しい実情を踏まえ、住み慣れた地域で安心して暮らしていける取組の支援を

行っていきます。 

・木曽岬干拓地について、メガソーラー事業の誘致など有効活用を図ります。また、大仏山地域に

ついて地元市町と連携し取組を進めます。 

・地域と連携して宮川の保全・再生に取り組み、宮川流域ルネッサンス事業を推進していきます。
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活動指標    

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

県と市町が連携
して地域課題の
解決に取り組ん
だ件数（累計） 

9 件 18 件 45 件
市町が地域課題を解決するために、県の地域
づくりの補助金を活用して事業を実施した件数 

対応する基本事業 25501 市町との連携・協働による地域づくり 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

地域課題の解決に資する事業に対し
て、県が地域づくりの補助金で支援し
た件数を目標とすることで、連携して
取り組んだ活動度合いをあらわすこと
ができることから、目標として選定しま
した。 

地域づくりの補助金を毎年９件採択することを目標として設定し
ました。 

 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

三重県過疎地域
自立促進計画の
進捗率 

19.8％ 
(22 年度) 

36.0％
(23 年度)

84.0％
(26年度)

三重県過疎地域自立促進計画(平成 22 年度～
27 年度)に掲載した事業の計画総額のうち、実
施した事業の実績額の比率 

対応する基本事業 25502 過疎・離島・半島地域の振興 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

三重県過疎地域自立促進計画は、全
部局横断的に過疎地域の自立のため
に一定期間取り組むための計画で
す。この計画がどの程度実行されてい
るかをあらわすことで、県が当事業に
取り組んだことの効果をあらわすことが
できると考えたことから選定しました。 

平成 27 年度末で 100％達成することをめざし、毎年、16％ずつ
事業の進捗を図ることを目標として設定しました。 

 
 
 

－ 211 －－ 210 －

施
策
の
取
組　
Ⅱ「
創
る
」

第
２
章



 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

特定地域の利用
率 

31.5％ 31.7% 42.3%

中勢北部サイエンスシティ（オフィス・アルカディ
ア）、鈴鹿山麓リサーチパーク、桑名ビジネスリ
サーチパークのうち分譲した面積および木曽岬
干拓地のうち整備した面積の割合 

対応する基本事業 25503 特定地域の活性化 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

特定の地域の面積に対してその利活
用される面積を割合であらわすことで
県が当事業に取り組んだことの効果を
あらわすことができると考えられること
から、選定しました。 

過去からの実績および今後の事業計画を勘案して目標を設定し
ました。 

 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

宮川流域ルネッ
サンス事業の取
組に関わる団体
数 

61 団体 65 団体 77 団体
「宮川プロジェクト活動集」に掲載する団体（ＮＰ
Ｏ、企業、行政、団体等）および「宮川流域ルネ
ッサンス協議会」の賛助団体の数 

対応する基本事業 25504 宮川流域圏づくりの推進 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

地域の資源を生かした主体的な取組
の進捗状況を示す指標になると考えら
れることから、選定しました。 

毎年、４団体ずつ取組に関わる団体を増やすことを目標として設
定しました。 
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施策２６１    

【主担当部局：環境生活部】

 
 
 
 
 

平成 27 年度末での到達目標 

三重の文化や文化財が効果的に県内外へ情報発信されるとともに、それらを生かした取組が活発

になり、県民の皆さんが、主体的に文化活動に参加・参画し、地域の魅力や価値を高めています。

 
 

平成 23 年度の取組概要 

・芸術性の高い音楽･舞台や美術、優れた生活文化などの文化活動の成果を発表する場として、県展、

県民文化祭、音楽コンクールを総合的に行う「みえ文化芸術祭」を開催 

・地域の文化団体が、文化振興を目的に自ら企画して行う活動に対し助成（37 件） 

・県民の文化芸術活動を顕彰する「三重県文化賞」を 14 人・団体に授与 

・学校や文化団体などさまざまな主体と連携し、次世代を担う子どもたちを対象に、芸術や歴史 

など文化にふれ親しむアウトリーチ＊事業を実施 

・県ホームページ「三重の文化」の充実を図るとともに、メールマガジンの配信強化、ツイッター

など新たなツールの導入による情報発信 

・俳句の創作を通じて地域に対する愛着を育み、三重の認知度を向上させるため、全国俳句募集「土

の一句」を実施（応募総数 80,094 句） 

・歴史街道の活用やまちかど博物館の充実等、歴史的文化的資産を生かして地域住民が主体的に取

り組むまちづくりを支援 

・三重県史全 30 巻 36 冊のうち、「資料編：近世３下」と「別編：民俗」を刊行（平成 24 年３月 31

日現在で 21 巻 27 冊） 

・斎宮歴史博物館では、御館（みたち）・牛葉（うしば）・下園東（しもぞのひがし）区画において

発掘調査（799m2）を行い、日本最古の「いろは墨書土器」を発見 

・「史跡斎宮跡東部整備基本計画書」に基づき、整備地での造成・道路舗装等の基盤整備を実施 

・三重県総合文化センターにおいて、２層３階建て立体駐車場の整備を行い利用者の利便性を向上

・地域の貴重な文化財を守り伝え地域に活かしていくために、国指定等（12 件）、県指定（３件）

を新たに指定し、国・県指定等文化財の所有者等が行う保護事業に対し支援 

・海女文化の基礎的な情報を収集するために、海女習俗基礎調査を平成 22 年度から継続して実施 

 

 
 

平成 23 年度の取組の検証（得られた成果、残された課題）  

・県民一人ひとりが自ら文化芸術に触れ、学び、成果を高めあう機会や、互いに交流し活動の裾野

を広げる機会をさらに充実させることが必要です。 

・みえ文化芸術祭は、平成 23 年度から事業の相乗効果を図るため、３つの事業の開催時期を合わせ、

一体的に開催したことで、入場者数や来館者の満足度等において効果がありましたが、さらに県

民に親しまれる文化芸術の祭典とする必要があります。 

・三重県総合文化センター周辺を「文化交流ゾーン＊」として位置づけ、「県民の学び・体験・交流

の場」としていくためには、各施設が持つそれぞれの機能をさらに充実するほか、施設間やさま

ざまな主体との積極的な連携による取組を継続するなど、常に新たな魅力を創出するとともに、

その魅力を県内外に情報発信していく必要があります。 

文化の振興 
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・三重県総合文化センターは、指定管理者の不断の努力の結果、公演入場率やホール等の施設利用

率とともに顧客満足度も高く、全国屈指の水準を維持することができました。 

・歴史街道やまちかど博物館は、地域の自主的な活動として定着しつつありますが、さらに活動の

輪を広げていくため、さまざまな主体と連携し支援していく必要があります。 

・国史跡斎宮跡で進めている史跡の整備については、文化財の保存・継承を目的とした整備にとど

まらず、観光振興・地域の活性化につながる集客・活用方策の検討が必要です。 

・県民自らが文化財の保護を通じて地域への愛着や誇りを増し、「人づくり」や「まちづくり」につ

なげていくことが大切であるため、「活かそう美し国の文化財事業」を実施・展開してきましたが、

さらに充実・発展した取組が必要となっています。 

・海女文化の基礎的な情報を収集することができましたが、海女文化の価値を明らかにするにはそ

の情報を基に一歩踏み込んだ詳細調査が必要なことが判明しました。 
 
 

平成 24 年度の改善のポイントと取組方向 

・文化活動への助成、顕彰制度の運用および文化芸術の発表の場づくりなど、県民の文化活動を支

援するとともに、三重の文化に関する情報を県内だけでなく、全国に向け情報発信します。 

・みえ文化芸術祭は、有識者や関係団体等の意見を聴きながら、より効果的な運営方法を検討し、

さらに参加者の増加と満足度の向上を図ります。 

・三重県総合文化センター周辺の各施設が集積による利点を最大限に生かして連携・協働し、集客

機能、情報発信機能の強化に努め、文化交流ゾーンの形成に向け取り組みます。 

・三重県総合文化センターにおいては、施設の適切な維持と有効活用を図るとともに、質の高い文

化芸術公演の実施、アウトリーチ活動等による文化・芸術の普及・人材育成などを進めます。 

・県民の皆さんが、愛着や誇りをもって地域づくりの活動が行えるよう、地元の語り部や専門家等

と連携しながら、歴史街道やまちかど博物館等の地域の資産を活用できる環境づくりを進めます。

・国史跡斎宮跡について、史跡の保存・活用のため、計画的・継続的な発掘調査を進めるとともに、

地域と協働しながら史跡の整備と広報の強化に取り組みます。 

・県民の皆さんが文化財の魅力を知り、地域の誇りとして大切に守り伝えていくため、県内の重要

な文化財の調査を行い、国・県の指定等とし、適切な保存・継承を図るとともに、学校での郷土

学習や地域での活用取組を支援します。 

・海女習俗基礎調査の結果を基に、調査の対象を絞ったうえで平成 24 年度から２ヵ年詳細調査を実

施し、海女文化の文化財としての価値を明らかにするとともに、県文化財指定となるよう取組を

進めていきます。 
 

県民指標    

目標項目 

23 年度 

 

現状値 

24 年度 

目標値 

実績値 

27 年度 

目標値 

実績値 

目標項目の説明 

－ 64.0％ 66.0％参加した文化
活動に対する
満足度 63.3％ － － 

三重県文化会館が実施した公演事業および歴史
的・文化的資産を生かしたまちづくり事業などにお
けるアンケート調査で、公演やイベントの内容につ
いて、「とても満足している」と回答した人の割合 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

県民の皆さんが主体的に文化活動に参加し幅広い
交流を進めるためには、文化活動に参加した皆さん
の満足度を高めることが必要であると考えられること
から選定しました。 

魅力ある文化にふれる機会の提供や効果的な情
報発信などにより、満足度を現状値から約１％増や
すことをめざし、目標値として設定しました。 
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（単位：百万円） 

 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度

予算額等 2,388 2,113  

 
 

活動指標    

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

文化交流ゾーン
を構成する施設
の利用者数 

1,190,377 
人 

1,210,000
人

1,360,000
人

文化交流ゾーンを構成する施設である県立の
図書館、博物館、美術館および三重県総合文
化センターの利用者数 

対応する基本事業 26101 文化にふれ親しみ、創造する機会の充実 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

文化交流ゾーンの形成に向け、三重
県総合文化センター周辺の各施設が
取り組んだ成果を評価するため、各施
設の充実度や文化にふれ親しむ県民
の数を反映できると考えられることから
選定しました。 

文化交流ゾーンを構成する各施設が連携・協働し、多様で魅力
ある文化にふれる機会を提供することにより、各施設の利用者数
の合計を現状値から約 20,000 人増やすことをめざし、目標を設
定しました。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

施策責任者からのコメント     環境生活部 副部長 真伏 利典 電話：059-224-2620 

・三重県総合文化センターと新県立博物館の一体的な利用を促進するため、広場の整備を進めると

ともに、各施設が展覧会や移動展示等において連携しながら、文化交流ゾーンの魅力をＰＲして

いきます。 

・県民の幅広い交流の機会づくりを進めるため、みえ文化芸術祭の効果的な運営方法を検討し、さ

らに参加者の増加と満足度の向上を図ります。 

・国史跡斎宮跡東部整備については、平成 26 年度の完成をめざし、３棟の復元建物の実施設計およ

び土地造成を行います。 

・海女習俗基礎調査の結果を基に、調査の対象を絞ったうえで、海女文化の文化財としての価値を

明らかにします。 
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目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

文化芸術情報ア
クセス件数 

57,927 
件/月 

70,000
件/月

100,000
件/月

県が管理運営するインターネットのホームペー
ジ「三重の文化」への月平均アクセス数 

対応する基本事業 26101 文化にふれ親しみ、創造する機会の充実 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

県が提供する文化芸術情報に対する
アクセス件数は、県民の皆さんが自発
的に情報収集、活用を行っている状
況をあらわすと考えられることから選定
しました。 

ツイッターやフェイスブックなどのツールを効果的に活用しなが
ら、魅力的な情報発信を行うことで、アクセス数を現状値から約
12,000 件増やすことをめざし、目標を設定しました。 

 
 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

文化財情報アク
セス件数 

16,623 
件/月 

16,700
件/月

17,000
件/月

県が管理運営するインターネットの文化財に関
するホームページへの月平均アクセス数 

対応する基本事業 26102 歴史的資産等の発掘・保存・継承・活用 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

文化財情報へのアクセス件数は、県
が発信している文化財についての情
報を、県民の皆さんが入手し活用して
いる状況をあらわすと考えられることか
ら選定しました。 

三重の文化財の魅力をわかりやすく、また活用しやすいかたち
で情報発信し、アクセス数を現状値から約 80 件増やすことをめ
ざし、目標として設定しました。 
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施策２６２  しょうあ  

【主担当部局：環境生活部】

 
 
 
 
 

平成 27 年度末での到達目標 

これまで自己の関心やライフスタイルにあった学習機会を得られなかった県民の皆さんが、容易

に自己のニーズにあった学習情報を得ることができ、気軽に学びの場や機会を利用しています。 

また、これまで学習活動を行ってきた県民の皆さんも、より高度な知識や技術を習得し、学んだ

成果を生かす機会を得ています。 
 

 
 

平成 23 年度の取組概要 

・生涯学習センターは、県内外の高等教育機関と連携した「みえアカデミックセミナー」や生涯学

習団体と連携した「まなびぃすとセミナー」を開催するなど多様な学習機会を提供 

・県立図書館は、改革実行計画「明日の県立図書館」に基づく取組を着実に進めるとともに、図書

館情報ネットワーク（ＭＩＬＡＩ）を活用した目録検索やオンライン予約サービスを安定的に運

用 

・新県立博物館は、建築及び展示に係る工事を推進するとともに、収蔵資料の適切な保全や整理な

ど新県立博物館での活用に向けた準備を実施 

・県民や幅広い分野からの意見をもとに博物館活動や運営の仕組みづくりを進めるため、「みんなで

つくる博物館会議」や有識者で構成する「経営向上懇話会」を実施 

・移動展示、各種講座等の実施や、サポートスタッフ活動の促進等を通じて、新県立博物館の魅力

を発信したほか、開館に向けた参加型プロジェクトである「みえ マイ ミュージアム（ＭＭＭ）

プロジェクト」を立ち上げ 

・県立美術館は、本県ゆかりの作家を取り上げる企画展（イケムラレイコ展など）や朗読コンサー

ト等の教育普及活動を実施 

・斎宮歴史博物館は、特別展「後醍醐～最後の斎王とその父」や企画展「姫君のイメージ」等を実

施し活動成果を広く紹介するとともに、地元小学校への出前授業や外部への講師派遣のほか、他

地域での広報活動や関係団体との協働による地域交流イベントを実施 

・「社会教育委員の制度を活かした社会教育の振興について」をテーマとして、三重県社会教育委員

の会議を開催 

・各市町社会教育主事等行政職員、社会教育委員等を対象に研修及び県内各地における情報交換を

実施 

・市町図書館職員や行政職員、読書ボランティア、保護者等を対象にした読書に係る講演会や研修

会を実施するとともに、小中学校図書館における環境整備推進員を配置するなど、公立図書館や

学校図書館を充実させることによる子どもの読書活動を促進 

 
 

平成 23 年度の取組の検証（得られた成果、残された課題） 

・生涯学習センターは、高齢化の急速な進展や核家族化や共働き家庭の増加など社会の変化に柔軟

に対応していくため、さまざまな学習機会を提供するとともに、より多くの学習情報を収集・提

供する必要があります。 

・県立図書館は、全県域へのサービスに留意し、市町立図書館への巡回訪問や職員研修の実施など

県内図書館の連携に努めるとともに、情報・物流ネットワークの強化により協力貸出の充実を図

生涯学習の振興 
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るなど、計画に基づく図書館サービス向上の取組を着実に進めました。 

・新県立博物館の開館に向けては、より一層幅広い県民の理解と参加が求められることから、広報

活動をさらに充実させるとともに、幅広い県民が参加でき、効果的かつ効率的な活動と運営の仕

組みを構築することが必要です。 

・県立美術館は、企画展とタイアップしたギャラリートーク等の活動により、来館者数が増加しま

した。今後は、所蔵品等の一層の活用を図りながら多様な県民の関心に応えられることができる

展示、普及活動に取り組むことが必要です。 

・斎宮歴史博物館では、特別展、歴史講座や発掘調査体験などの開催により活動の成果を広く紹介

することができましたが、今後さらに集客力を向上させる取組が必要です。 

・社会教育委員から、「社会教育委員の制度を活かした社会教育の振興について」助言・提案を受け、

取組方針に反映することができました。今後、市町への積極的な働きかけが必要です。 

・地域における社会教育のさらなる推進のため、社会教育関係職員をはじめ社会教育団体関係者の

情報交流や研修が必要です。 

・学校図書館環境整備推進員の配置や読書活動に関する講演会及び研修会を開催することにより、

児童生徒の図書館利用の機会が増え、読み聞かせ等の指導方法の理解が進みました。今後も積極

的な働きかけが必要です。 

 

 
 

平成 24 年度の改善のポイントと取組方向 

・県立の図書館、美術館、斎宮歴史博物館、生涯学習センターは、県民にとって利用しやすい施設

運営を行うとともに、多様化・高度化する県民の学習ニーズに応えられるよう、所有する資源を

最大限活用し広く県民に還元します。 

・生涯学習センターは、市町や学校等との連携により、魅力ある講座の開催やアウトリーチ事業な

ど、さまざまな学習機会を提供するとともに、三重県生涯学習情報提供システムの運営を行い、

多様で魅力ある学習情報を提供します。 

・県立図書館は、三重県に関する資料や情報の収集・活用とともに、県民に身近な市町立図書館等

や県立学校との連携を通じて、人づくりや地域づくりに取り組む県民の活動を支援します。 

・新県立博物館については、ＭＭＭプロジェクトを積極的に展開するなど新博物館に関心を持って

いただける方の裾野拡大に努めるとともに、市町の博物館や学校等の連携を進め、県民や地域の

団体の皆さんなどとともに「ともに考え、活動し、成長する博物館」づくりを進めます。 

・県立美術館は、開館 30 周年を迎えるにあたり、これまでの美術館活動の集大成である記念事業と

して、三重県にゆかりのある展覧会を開催するとともに、県ゆかりの作家を取り上げる企画展や

教育普及事業等に取り組みます。 

・斎宮歴史博物館は、地域の活動団体等との連携を深め、アウトリーチ活動の充実と一層の情報発

信に取り組み、斎宮跡の魅力を高めていきます。 

・各生涯学習施設が、市町や活動団体等と連携し、次世代を担う子どもを対象に、文化・芸術や歴

史などに関する参加体験型の学習機会を提供します。 

・社会教育関係者の会議や研修会を通じて人材育成を推進します。また、社会教育推進の体制強化

および連携に向けた支援を展開するために、社会教育関係者の交流の場の拡充を図り、情報交換、

ネットワークづくりを進めます。 

・県立青少年教育施設においては、自然体験活動などのプログラム開発を進め、実施するとともに、

市町や民間施設、企業、地域の団体及び学校等さまざまな団体との連携を深め、体験学習の機会

をより広域的に拡充し、青少年の健全な育成を進めます。 

・子どもが主体的、意欲的な読書活動ができる学校図書館づくりを進めるため、引き続き学校図書

館環境整備推進員を配置するとともに、市町教育委員会等と連携して地域で活動する人材の養

成・育成を図りながら、学校、家庭、地域が一体となって、積極的に子どもの読書活動の普及に

取り組みます。 
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県民指標    

目標項目 

23 年度 

 

現状値 

24 年度 

目標値 

実績値 

27 年度 

目標値 

実績値 

目標項目の説明 

－ 72.0％ 77.0％参加した学習
活動に対する
満足度 70.2％ － － 

県立の図書館、博物館、美術館、斎宮歴史博物館
および生涯学習センターが実施した展覧会、講
座・セミナーにおけるアンケート調査で、講座の内
容等について、「満足している」と回答した人の割
合 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

県民の皆さんが楽しく学習活動に参加し、積極的に
活動するためには、学習活動に参加した皆さんの満
足度を高めることが必要であると考えられることから
選定しました。 

魅力ある学習機会を提供することなどにより、満足
度を現状値から約２％増やすことをめざし、目標値
として設定しました。 

 

  
（単位：百万円） 

 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度

予算額等 2,321  6,362  

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 

施策責任者からのコメント     環境生活部 副部長 真伏 利典 電話：059-224-2620 

・新たな「文化と知的探求の拠点＊」として新県立博物館の整備を進めるとともに、平成 24 年３月

にとりまとめた広報戦略に基づき、幅広い県民の理解と参加を得るための取組を着実に推進して

いきます。 

・併せて、効果的かつ効率的な活動と運営の仕組みづくりについて、「新県立博物館整備にあたって

の３方向と７項目」もふまえ、県民の皆さんと共につくりあげていきます。 

・各施設が市町や学校等と連携・協働しながらアウトリーチ事業や参加型の学習機会を重点的に提

供していきます。 

・住民に身近な拠点である公民館や図書館等は、本県の生涯学習の推進に大きな役割をはたしてい

ることから、市町と県の連携を密にし、県民の皆さんがどこでも学習できる環境づくりを進めま

す。 

・研修会等を通じて社会教育関係者等の人材育成を推進するとともに、関係者の交流の場の拡充を

図り、体験活動や子どもの読書活動などについて情報交換やネットワークづくりを進めます。 
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活動指標    

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

県立生涯学習施
設の利用者数 

636,972 
人 

655,000
人

855,000
人

県立の図書館、博物館、美術館、斎宮歴史博
物館、熊野少年自然の家、鈴鹿青少年センター
および生涯学習センターの利用者数 

対応する基本事業 26201 学びあう場の充実 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

県立生涯学習施設の利用者数は、県
民の皆さんが利用しやすい施設運営
に県が取り組んだ効果を示すことがで
きると考えられることから選定しました。 

各館の新しい取組や県立美術館の開館 30 周年記念事業などによ
り、現状値から約 18,000 人増やすことをめざし、目標を設定しまし
た。 

 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

「協創」による博
物館づくりへの
参画者数 

286 人 330 人 550 人 新県立博物館の県民参加組織への登録者数 

対応する基本事業 26201 学びあう場の充実 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

「協創」による博物館づくりとは、新県
立博物館のめざす県民・利用者の皆
さんと「ともに考え、活動し、成長する
博物館」づくりを進めることです。これ
により、学びや調査研究など博物館活
動の成果をより大きなものとして共有
し、さらに広げることができると考えら
れることから、選定しました。 

県民参加の呼びかけなどにより、現状値から約 50 人増やすこと
をめざし、目標値として設定しました。 

 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

社会教育関係者
ネットワーク会議
への参加者数 

72 人 110 人 210 人
社会教育関係者（社会教育委員、関係団体、行
政等）が幅広くつながる交流の場として開催す
るネットワーク会議への参加者数 

対応する基本事業 26202 地域と連携した社会教育の推進 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

ネットワーク会議の参加者数の増加に
より、参加者間の連携が広がり、地域
での社会教育が一層推進されると考
えられることから選定しました。 

ネットワーク会議への参加を呼びかけなどにより、現状値から約
40 人増やすことをめざし、目標値として設定しました。 
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施策３１１    

【主担当部局：農林水産部】

 
 
 
 
 

平成 27 年度末での到達目標 

本県がこれまで取り組んできた食育や地産地消運動、三重ブランド*をはじめとする取組の戦略

的な発展と商品等の研究開発を強化する中で、地域の資源や特徴を生かして新たなビジネスに取り

組む農林水産業者や事業者、地域が増加するとともに、新たな市場の開拓や環境など社会の成熟化

に伴うさまざまな期待に対応した取組が増加しています。 

 
平成 23 年度の取組概要 

・三重ブランドの新規認定、首都圏集客施設でのレストランフェアの開催など三重ブランド認定品

をはじめとする県産品の効果的なＰＲの実施 

・商談支援、大都市圏バイヤーの県内招へい、商談会や百貨店での物産展などの実施 

・米の需要に対応した品種の開発、植物工場を活用したトマトとイチゴ栽培における「複合環境制

御技術」と「新しい栽培手法」の実証・展示 

・これまで蓄積した研究シーズを活用した研究クラスター*の形成による商品の開発及び農畜産業者

に対するその商品化技術の移転 

・森林の効率育成や資源の利用拡大を図るための人工林における初期保育コストの低減に向けた現

地調査、ニホンジカによる剥皮害を防除するための効果試験などの実施 

・産学官が連携した地域水産技術クラスターの形成による水産物の付加価値向上に向けた取組の促

進、資源調査や資源増殖のための技術開発及び革新的な養殖技術の開発などの実施 

・県内小売店舗等における、みえ地物一番キャンペーン*を中心とした県産品のＰＲによる地産地消

の推進 

 
 

平成 23 年度の取組の検証（得られた成果、残された課題） 

・「三重県産品に対する満足度アンケート」による県産食品（生鮮・加工食品）に対する消費者の満

足度は、25.2％（県民の約４人に１人）にとどまっており、県産農林水産物が、県民が求めるニー

ズに十分応えきれていないものと考えられます。 

・三重ブランドについて、２品目（伊賀牛、熊野地鶏）２事業者と既認定品目「伊勢茶」の１事業者

を新たに認定しましたが、品目数及び事業者数ともにまだまだ少なく、新たなブランド産品の育成

につながっていません。 

・新たに地域資源として７品目のバイオトレジャー*を選定して情報発信しました。また、地域資源

を活用する県内事業者の商品開発力を強化するため、７事業者の育成を行いました。しかし、地域

資源を発掘するだけにとどまり、市場ニーズに応じた商品開発につながっていません。 

・三重ブランド等の県産品を使ったレストランフェアや期間限定ショップの開催、各種メディアを通

じた情報発信などにより、県産品や三重の魅力の効果的なＰＲに努めましたが、そのＰＲ効果が継

続せず、発信力が不足しています。県産品市場開拓スーパーバイザー*による首都圏での商談支援、

バイヤー招へいや百貨店での物産展などを通じて、県内事業者の大都市圏等への新たな販路拡大に

取り組みましたが、大都市圏に向けたこだわりのある商品が不足しています。 

・農畜産業技術では、産地間競争に対応できる三重県独自の新品種として、高温に強い水稲「三重 23

号」を開発しました。植物工場については、初期段階の機械設備の調整が終了し、安定的な運用が

可能となりました。また、これまでの研究シーズを活用するために形成された研究クラスターでは、

高カテキンの「ヘルシー緑茶」や茶を用いた「レトルトの医療食」の試作、イチゴ「かおり野」の

早期収穫技術の開発など、将来の新たな商品開発につながる取組が進みました。 

農林水産業のイノベーションの促進 
・初期生長が優れたヒノキ苗生産技術の開発、ニホンジカによる剥皮害防止資材の効率的施工法の開

発などを行いました。また、乾燥材の生産・利用マニュアルを他県と共同で作成しました。 

・地域水産技術クラスター*による水産物の高付加価値化に取り組んだ結果、アカモクの漁業資源化

やゴマサバの販売価格向上に向けた取組など、地域での活動の基盤の形成が進みました。また、イ

ワシ類やカツオ等の水産資源の状況調査結果を資源管理等に活用したほか、真珠の品質向上のため

の新しい技術の普及やマダイの疾病を予防する新しい技術の特許申請等を行いました。 

・東日本大震災により本県のカキ養殖に必要な種ガキの確保が困難となったことから、三重大学・増

養殖研究所等と連携して県内産のカキの種苗の生産技術開発に取り組み、生産したカキ種苗を漁業

者に配布しました。 

・しかしながら、県等が開発した技術や研究成果を活用して、生産者や事業者の新たな事業展開につ

なげる取組が十分にできていません。 

・「みえ地物一番キャンペーン」への参加事業者は、平成 23 年度末で 868 事業者となり県産品の販売

促進に取り組もうとする事業者が拡大しました。しかし、食育や環境保全により農林水産業の新し

い価値を創出することや、その価値をわかりやすく県民に伝えていくことが十分にできていませ

ん。 

・将来にわたる間断ない食育の推進、共食を通じたコミュニケーションの促進等を取組方針とする第

２次三重県食育推進計画を策定しました。 

 

 
平成 24 年度の改善のポイントと取組方向 

・県民に愛され、競争力のある県産品を創出できるよう、農林漁業者やその団体、食品関連企業だ

けでなく、食に関わる先端技術や新事業展開などの面でサポートできる研究機関、ものづくり企

業、行政機関が参加する「みえフードイノベーションネットワーク*」を構築します。この取組に

よりカンキツ類を飼料に加えることにより健康で肉質の良いマダイの生産や鹿肉を活用したカレ

ーの開発など、多様なニーズに対応する商品開発や地域ブランド産品を創出していきます。 

・地域の農林水産資源の高付加価値化に取り組む事業者に対し、事業者の活動を「見える化」する

フードコミュニケーションプロジェクト*を活用して人材育成に取り組むことにより、商品のこだ

わりを伝えやすくしていきます。 

・三重県営業本部*等と連携して、オール三重県で三重ブランドをはじめとする県産品の認知度向上

や販路開拓に取り組み、「もうかる農林水産業」に向けた展開を加速します。 

・農畜産業、林業、水産業に係る技術開発・移転を通じて、農林水産業者、食品産業や木材産業事

業者等による県民の皆さんの多様化する期待に応える新たな商品やサービスの提供に向けた取組

を支援します。また、森林の効率的な育成と森林資源の利用拡大、海の再生力の活用等による海

洋環境の再生などを促進します。 

・企業等との連携により安全・安心の取組を強化しながら、食育や環境保全など新たな取組や価値

の「見える化」を進め、県民にその価値を伝えていくなど、消費者と農林水産業との支え合う関

係づくりに取り組みます。 

・県民とともに学校給食への地場産物の活用などを進め、食育を計画的に推進していきます。 
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・初期生長が優れたヒノキ苗生産技術の開発、ニホンジカによる剥皮害防止資材の効率的施工法の開

発などを行いました。また、乾燥材の生産・利用マニュアルを他県と共同で作成しました。 

・地域水産技術クラスター*による水産物の高付加価値化に取り組んだ結果、アカモクの漁業資源化

やゴマサバの販売価格向上に向けた取組など、地域での活動の基盤の形成が進みました。また、イ

ワシ類やカツオ等の水産資源の状況調査結果を資源管理等に活用したほか、真珠の品質向上のため

の新しい技術の普及やマダイの疾病を予防する新しい技術の特許申請等を行いました。 

・東日本大震災により本県のカキ養殖に必要な種ガキの確保が困難となったことから、三重大学・増

養殖研究所等と連携して県内産のカキの種苗の生産技術開発に取り組み、生産したカキ種苗を漁業

者に配布しました。 

・しかしながら、県等が開発した技術や研究成果を活用して、生産者や事業者の新たな事業展開につ

なげる取組が十分にできていません。 

・「みえ地物一番キャンペーン」への参加事業者は、平成 23 年度末で 868 事業者となり県産品の販売

促進に取り組もうとする事業者が拡大しました。しかし、食育や環境保全により農林水産業の新し

い価値を創出することや、その価値をわかりやすく県民に伝えていくことが十分にできていませ

ん。 

・将来にわたる間断ない食育の推進、共食を通じたコミュニケーションの促進等を取組方針とする第

２次三重県食育推進計画を策定しました。 

 

 
平成 24 年度の改善のポイントと取組方向 

・県民に愛され、競争力のある県産品を創出できるよう、農林漁業者やその団体、食品関連企業だ

けでなく、食に関わる先端技術や新事業展開などの面でサポートできる研究機関、ものづくり企

業、行政機関が参加する「みえフードイノベーションネットワーク*」を構築します。この取組に

よりカンキツ類を飼料に加えることにより健康で肉質の良いマダイの生産や鹿肉を活用したカレ

ーの開発など、多様なニーズに対応する商品開発や地域ブランド産品を創出していきます。 

・地域の農林水産資源の高付加価値化に取り組む事業者に対し、事業者の活動を「見える化」する

フードコミュニケーションプロジェクト*を活用して人材育成に取り組むことにより、商品のこだ

わりを伝えやすくしていきます。 

・三重県営業本部*等と連携して、オール三重県で三重ブランドをはじめとする県産品の認知度向上

や販路開拓に取り組み、「もうかる農林水産業」に向けた展開を加速します。 

・農畜産業、林業、水産業に係る技術開発・移転を通じて、農林水産業者、食品産業や木材産業事

業者等による県民の皆さんの多様化する期待に応える新たな商品やサービスの提供に向けた取組

を支援します。また、森林の効率的な育成と森林資源の利用拡大、海の再生力の活用等による海

洋環境の再生などを促進します。 

・企業等との連携により安全・安心の取組を強化しながら、食育や環境保全など新たな取組や価値

の「見える化」を進め、県民にその価値を伝えていくなど、消費者と農林水産業との支え合う関

係づくりに取り組みます。 

・県民とともに学校給食への地場産物の活用などを進め、食育を計画的に推進していきます。 
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 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度

予算額等 927 842  

  
活動指標    

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度 

目標値 
目標項目の説明 

農林水産資源を
高付加価値化す
るプロジェクトの
創出数（累計） 

－ 10 件 25 件
企業等との連携により農林水産資源を高付加
価値化するみえフードイノベーション・プロジェ
クト等の創出数 

対応する基本事業 31101 新たなビジネス創出に向けた基盤づくり 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

県内農林水産資源を活用した新たな商
品を革新的に生み出す仕組みづくりが
重要であることから選定しました。 

県内農林水産資源を活用した新たな商品等が継続的に生み出
されていくためには、農商工や産学官の連携による開発プロジェ
クトが立ち上がっていくことが効果的であることから、平成24年度
に 10 件、その後は５件／年の新プロジェクトの立ち上げをめざし
て設定しました。 

 
 
 

県民指標    

目標項目 

23 年度 

 

現状値 

24 年度 

目標値 

実績値 

27 年度 

目標値 

実績値 

目標項目の説明 

－ 28.0％ 40.0％県産品に対す

る消費者満足

度 25.2％ － － 

県産の農林水産物等に対して、満足していると回

答した県内消費者の割合 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

県産農林水産物等に対する消費者の満足度は、高

付加価値化をめざす県内農林漁業者および事業者

の取組に対する評価を測る指標として適当であるこ

とから選定しました。 

４年後に 40％の消費者満足度をめざす中で、現状

との差の一年間分を増やす目標を設定しました。 

施策責任者からのコメント   農林水産部 副部長  岡村 昌和 電話：059-224-2501 

・農林水産業の振興を図るため、生産環境の整備に加え、食品関連事業者や独自技術を持つものづ

くり企業が多い本県の特性を生かし、さまざまな業種や産学官の連携強化により、農林水産業を

「もうかる産業」に転換する取組を「みえフードイノベーション*」として選択・集中プログラム

（緊急課題解決７）に位置づけ、重点的に推進します。 

・新たな商品開発や生産技術開発にあたっては、消費者ニーズを把握する流通・販売事業者等との

連携により、「売れるものづくり」を進めます。三重県営業本部等と連携して、首都圏をはじめ国

内外において、積極的な販路開拓に取り組みます。 

・三重ブランドに加え、地域全体を売り出す面的な情報発信や、生産者と消費者の相互理解の促進

により、県産品の知名度向上とブランド力の強化を図ります。 

 

（単位：百万円）

 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

農畜産技術の開
発成果が活用さ
れた商品等の数
（累計） 

－ 25 件 100 件

農業研究所および畜産研究所が取り組む研究
開発から生み出された成果のうち、次の①②の
いずれかに該当する技術が活用された農業者
等の商品やサービス等の件数 
 ①開発技術、②県が開発した特許・品種等 

対応する基本事業 31102 農畜産技術の研究開発と移転 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

農業研究所および畜産研究所におい
て新しく開発した品種や技術等につ
いては、農業者が消費者に向けて提
供する商品やサービスなどに活用され
ることで価値があることから選定しまし
た。 

農業研究所および畜産研究所におけるこれまでの研究成果や
現在の研究課題件数などをもとに向こう４年間の普及・実用化を
積極的に見通す中で、毎年度 25 件ずつ増やしていく目標を設
定しました。 

 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

林業の研究成果
が活用された商
品および技術の
数（累計） 

－ ５件 20 件
森林・林業に関する研究成果のうち、事業者等
に活用された商品や技術の件数 

対応する基本事業 31103 林業・森林づくりを支える技術の開発と移転 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

林業研究所の森林・林業に関する研
究成果については、事業者等に活用
されることで価値があることから選定し
ました。 

林業研究所におけるこれまでの研究成果や現在の研究課題件
数などをもとに向こう４年間の普及・実用化を積極的に見通す中
で、毎年度５件ずつ増やしていく目標を設定しました。 

 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

水産技術の開発
成果が活用され
た 商 品 等 の 数
（累計） 

－ ５件 35 件

水産研究所が取り組む研究開発から生み出さ
れた成果のうち、次の①②のいずれかに該当
する技術が活用された漁業者等の商品やサー
ビス等の件数 

①開発技術、②県が開発した特許・品種等 

対応する基本事業 31104 水産技術の研究開発と移転 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

水産研究所において新しく開発した
品種や技術等については、漁業者等
が消費者に向けて提供する商品やサ
ービスなどに活用されることで価値が
あることから選定しました。 

水産研究所におけるこれまでの研究成果や現在の研究課題件
数などをもとに向こう４年間の普及・実用化を積極的に見通す中
で、平成２４年度に５件、その後は 10 件／年ずつ増やしていく目
標を設定しました。 
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目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

農畜産技術の開
発成果が活用さ
れた商品等の数
（累計） 

－ 25 件 100 件

農業研究所および畜産研究所が取り組む研究
開発から生み出された成果のうち、次の①②の
いずれかに該当する技術が活用された農業者
等の商品やサービス等の件数 
 ①開発技術、②県が開発した特許・品種等 

対応する基本事業 31102 農畜産技術の研究開発と移転 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

農業研究所および畜産研究所におい
て新しく開発した品種や技術等につ
いては、農業者が消費者に向けて提
供する商品やサービスなどに活用され
ることで価値があることから選定しまし
た。 

農業研究所および畜産研究所におけるこれまでの研究成果や
現在の研究課題件数などをもとに向こう４年間の普及・実用化を
積極的に見通す中で、毎年度 25 件ずつ増やしていく目標を設
定しました。 

 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

林業の研究成果
が活用された商
品および技術の
数（累計） 

－ ５件 20 件
森林・林業に関する研究成果のうち、事業者等
に活用された商品や技術の件数 

対応する基本事業 31103 林業・森林づくりを支える技術の開発と移転 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

林業研究所の森林・林業に関する研
究成果については、事業者等に活用
されることで価値があることから選定し
ました。 

林業研究所におけるこれまでの研究成果や現在の研究課題件
数などをもとに向こう４年間の普及・実用化を積極的に見通す中
で、毎年度５件ずつ増やしていく目標を設定しました。 

 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

水産技術の開発
成果が活用され
た 商 品 等 の 数
（累計） 

－ ５件 35 件

水産研究所が取り組む研究開発から生み出さ
れた成果のうち、次の①②のいずれかに該当
する技術が活用された漁業者等の商品やサー
ビス等の件数 

①開発技術、②県が開発した特許・品種等 

対応する基本事業 31104 水産技術の研究開発と移転 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

水産研究所において新しく開発した
品種や技術等については、漁業者等
が消費者に向けて提供する商品やサ
ービスなどに活用されることで価値が
あることから選定しました。 

水産研究所におけるこれまでの研究成果や現在の研究課題件
数などをもとに向こう４年間の普及・実用化を積極的に見通す中
で、平成２４年度に５件、その後は 10 件／年ずつ増やしていく目
標を設定しました。 
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目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

企業との連携に
よる食育等のＰ
Ｒ回数 

－ ８回 ８回
企業との連携によるイベント等を通じて食育等
のＰＲを行った回数 

対応する基本事業 31105 県民の皆さんと農林水産業の支え合う関係づくり 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

県民生活に近い場面でＰＲを実施す
ることが、県民の皆さんと農林水産業
の支え合う関係づくりを進める上で重
要であることから選定しました。 

県内全域での取組が重要であることから、県内８圏域ごとに年間
１回以上のＰＲを行うこととして設定しました。 
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施策３１２    

【主担当部局：農林水産部】

 
 
 
 
 

平成 27 年度末での到達目標 
「作る農業」から「売れる農業」、さらには「もうかる農業」への発展をめざす取組を促進するこ

ととあわせて、安全で安心な農産物が安定的に供給される生産から流通に至る体制が構築されるとと

もに、意欲ある農業者が経営の発展に取り組める環境が整備されることなどにより、消費者の期待に的

確に対応した県産農産物の供給や県農業を中心となって支える農業経営体が増加しています。 

 

平成 23 年度の取組概要 

・「三重県食を担う農業及び農村の活性化に関する条例」に基づく「基本計画」と「行動計画」の策

定に向けた検討 

・農業者戸別所得補償制度のもと、需要等に応じた米、麦、大豆、新規需要米*等の生産指導、県産

小麦・大豆のＰＲなど需要拡大に向けた取組 

・主食用米の品質向上を図るための栽培技術指導や新品種の開発および産地育成に向けた検討 

・野菜や果樹における地域の産地改革計画等の達成に向けた指導、伊勢茶や県産花き・花木に係る需

要拡大に向けた活動、直売所を核とした多品目適量産地*づくりに向けた支援 

・畜産経営体への家畜衛生や経営の指導、畜産物のブランド化、基幹食肉処理施設*の健全な運営に

向けた支援 

・高病原性鳥インフルエンザ対策に係る対応マニュアルの大幅な改訂、初期防疫に必要な資材の備蓄

や防鳥ネットの設置促進 

・肉用子牛増産体制の整備に向けた活動や、放射性物質に係る出荷牛の全頭検査の実施 

・地域資源の活用により新たな価値の創出につなげる「地域活性化プラン*」の取組の推進 

・認定農業者*の確保や経営力強化に向けた指導、集落を核とした水田営農システムづくりに向けた

活動の展開 

・新規就農希望者や新規参入企業、障がい者等の就農促進に向けた活動の展開 

・営農の低コスト化、高度化等のための区画整理やパイプライン化などの計画的な整備 

・頭首工や用水路等農業用施設の長寿命化を図るための整備の実施 

・紀伊半島大水害により被害を受けた農地等の復旧 

 
 

平成 23 年度の取組の検証（得られた成果、残された課題）   

・「三重県食を担う農業及び農村の活性化に関する条例」に基づく基本計画と、その着実な推進を図

るための行動計画を策定しました。食料自給率（カロリーベース）は、国の食料政策等を活用し、

水田の高度利用等を進め、44％となりました。 

・米（主食用）では夏場の異常高温等の影響による品質低下が著しく、小麦は 5,990ha（全国第５位）

と作付けが拡大したものの実需者が必要とする生産量に届かないなど、需要に応えきれていない状

況です。新規需要米のうち、飼料用米は 413ha と前年に比べ５倍の作付けとなりましたが、米粉用

米は販売先が依然少なく、82ha に停滞しています。 

・野菜や果樹では、産地改革計画等を策定した 74 産地への指導により、イチゴ品種「かおり野」の

生産拡大と販路開拓、南紀みかんの輸出（タイ王国）などの取組が行われましたが、市場ニーズに

対応できていない産地も多い状況です。 

・直売所等を核に、小規模ながら多品目を出荷販売する地域の取組が進んできていますが、消費者の

求める品目や数量、品質に十分応えきれていない直売所等もあります。 

農業の振興 
・茶では、イベント等を通じた販路の拡大や「伊勢本かぶせ茶」など高級品の開発等に取り組みまし

たが、県外での知名度が依然低い状況です。花き・花木では、新たな品目や品種の導入等が進んで

いますが、需要の変化等への対応や販路の開拓に遅れが生じています。 

・畜産では、経営体の経営力は着実に向上してきていますが、特に、衛生面での危機管理意識が十分

に徹底していない経営体もあります。 

・放射性物質に係る出荷牛の全頭検査に取り組んでいますが、県産牛のブランドイメージの完全な回

復に向けて、流通販売事業者からの検査要望は依然として強い状況です。 

・「地域活性化プラン」については、市町や農協などと支援チームを結成し、集落や産地などの支援

に取り組んだ結果、県内で 52 の地域においてプランが策定され、さまざま取組が開始されました

が、取組地域の拡大を継続的かつ円滑に図っていくことが課題となっています。 

・土地の利用調整を円滑に進めるための水田営農システムの整備に取り組んできましたが、体制が整

った地域は約 2,000 の農業集落のうち 652 集落と３割にとどまっています。 

・農業経営体は、稲・麦等の土地利用型で経営規模の拡大が進んだ一方で、高齢によりリタイアした

経営体もあり、全体の数は前年度と同程度にとどまりました。新規就農者は、113 名（45 歳未満）

を確保できたものの、増加する雇用形態での就農希望に対応できる農業法人等経営体が少ない状況

です。 

・ほ場整備（36.7ha）やパイプライン化（31.5km）を 13 地区で推進し、農業経営体への農地集積を

進めました。用水路など農業用施設の長寿命化のための整備を 9 地区で行いましたが、施設の老朽

化が進んでいる状況を解消するには至っていません。 

・紀伊半島大水害により被害を受けた 428 箇所の農地や 543 箇所の農業用施設等の復旧に向けた取組

を進めました。 

 
 

平成 24 年度の改善のポイントと取組方向 

・「三重県食を担う農業及び農村の活性化に関する条例」に基づく基本計画に基づき、市町、農協等

関係機関と連携した取組のもと、計画の的確な推進を図ります。 

・水田農業について、食品産業事業者や消費者の需要やニーズをふまえた米の生産や品質向上、高温

に強い水稲新品種「三重 23 号」による戦略的な産地展開、需要に応えうる小麦・大豆の生産拡大、

「みえフードイノベーション*」の取組と連携した新規需要米の需要拡大などを進めます。 

・野菜や果樹についても、産地改革計画等に基づき、「みえフードイノベーション」の取組と連携さ

せながら、特色ある品種や生産技術を生かしてマーケットを意識した生産・販売ができる産地の育

成を進めます。 

・地域の消費者に信頼される産地として、食の安全・安心の確保と、さまざまな品目を適量供給でき

る多品目適量産地の拡大を図ります。 

・伊勢茶の特徴を生かした新たな商品の開発とＰＲを進め、本県で開催する「関西茶業振興大会」を

契機に県外での認知度向上を図ります。花き・花木では、新たな品目や品種の特徴を生かして、首

都圏での品評会への出品や商談会への出展を通じて、販路の開拓を促進します。 

・畜産経営の発展に向けて、家畜防疫や経営指導、衛生面での危機管理意識の徹底、肉用子牛の県内

増産システムの構築、基幹食肉処理施設の機能充実等に取り組みます。特に、鳥インフルエンザの

対策では、一新した対応マニュアルが円滑に機能するように、講習会・仮想訓練等の実施により関

係機関との連携強化や、早期通報など農家段階での危機管理体制の構築を促進していきます。 

・放射性物質に係る新たな基準値に対応した県産牛の全頭検査体制を整備し、検査を実施します。 

・市町・農協等と連携し、地域の農業者等の思いや考えをくみ上げ、意欲醸成を促す中で「地域活性

化プラン」の策定地域の拡大を図りながら、支援チームによる継続的な支援に取り組みます。 

・集落の合意形成を促し、水田営農システムの体制整備に向けた土地利用の調整ルールづくり、耕作

放棄の防止対策、地域の実情に応じた集落営農組織等の設立・法人化や、経営体の大規模化などを

促進していきます。 
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・茶では、イベント等を通じた販路の拡大や「伊勢本かぶせ茶」など高級品の開発等に取り組みまし

たが、県外での知名度が依然低い状況です。花き・花木では、新たな品目や品種の導入等が進んで

いますが、需要の変化等への対応や販路の開拓に遅れが生じています。 

・畜産では、経営体の経営力は着実に向上してきていますが、特に、衛生面での危機管理意識が十分

に徹底していない経営体もあります。 

・放射性物質に係る出荷牛の全頭検査に取り組んでいますが、県産牛のブランドイメージの完全な回

復に向けて、流通販売事業者からの検査要望は依然として強い状況です。 

・「地域活性化プラン」については、市町や農協などと支援チームを結成し、集落や産地などの支援

に取り組んだ結果、県内で 52 の地域においてプランが策定され、さまざま取組が開始されました

が、取組地域の拡大を継続的かつ円滑に図っていくことが課題となっています。 

・土地の利用調整を円滑に進めるための水田営農システムの整備に取り組んできましたが、体制が整

った地域は約 2,000 の農業集落のうち 652 集落と３割にとどまっています。 

・農業経営体は、稲・麦等の土地利用型で経営規模の拡大が進んだ一方で、高齢によりリタイアした

経営体もあり、全体の数は前年度と同程度にとどまりました。新規就農者は、113 名（45 歳未満）

を確保できたものの、増加する雇用形態での就農希望に対応できる農業法人等経営体が少ない状況

です。 

・ほ場整備（36.7ha）やパイプライン化（31.5km）を 13 地区で推進し、農業経営体への農地集積を

進めました。用水路など農業用施設の長寿命化のための整備を 9 地区で行いましたが、施設の老朽

化が進んでいる状況を解消するには至っていません。 

・紀伊半島大水害により被害を受けた 428 箇所の農地や 543 箇所の農業用施設等の復旧に向けた取組

を進めました。 

 
 

平成 24 年度の改善のポイントと取組方向 

・「三重県食を担う農業及び農村の活性化に関する条例」に基づく基本計画に基づき、市町、農協等

関係機関と連携した取組のもと、計画の的確な推進を図ります。 

・水田農業について、食品産業事業者や消費者の需要やニーズをふまえた米の生産や品質向上、高温

に強い水稲新品種「三重 23 号」による戦略的な産地展開、需要に応えうる小麦・大豆の生産拡大、

「みえフードイノベーション*」の取組と連携した新規需要米の需要拡大などを進めます。 

・野菜や果樹についても、産地改革計画等に基づき、「みえフードイノベーション」の取組と連携さ

せながら、特色ある品種や生産技術を生かしてマーケットを意識した生産・販売ができる産地の育

成を進めます。 

・地域の消費者に信頼される産地として、食の安全・安心の確保と、さまざまな品目を適量供給でき

る多品目適量産地の拡大を図ります。 

・伊勢茶の特徴を生かした新たな商品の開発とＰＲを進め、本県で開催する「関西茶業振興大会」を

契機に県外での認知度向上を図ります。花き・花木では、新たな品目や品種の特徴を生かして、首

都圏での品評会への出品や商談会への出展を通じて、販路の開拓を促進します。 

・畜産経営の発展に向けて、家畜防疫や経営指導、衛生面での危機管理意識の徹底、肉用子牛の県内

増産システムの構築、基幹食肉処理施設の機能充実等に取り組みます。特に、鳥インフルエンザの

対策では、一新した対応マニュアルが円滑に機能するように、講習会・仮想訓練等の実施により関

係機関との連携強化や、早期通報など農家段階での危機管理体制の構築を促進していきます。 

・放射性物質に係る新たな基準値に対応した県産牛の全頭検査体制を整備し、検査を実施します。 

・市町・農協等と連携し、地域の農業者等の思いや考えをくみ上げ、意欲醸成を促す中で「地域活性

化プラン」の策定地域の拡大を図りながら、支援チームによる継続的な支援に取り組みます。 

・集落の合意形成を促し、水田営農システムの体制整備に向けた土地利用の調整ルールづくり、耕作

放棄の防止対策、地域の実情に応じた集落営農組織等の設立・法人化や、経営体の大規模化などを

促進していきます。 
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・農業経営体の収益力の向上のため、消費者ニーズに応え得る品質の確保、６次産業化*等高付加価

値化の取組の促進とあわせ、イノベーションに挑戦していく農業者人材の育成などを進めます。新

規就農者の確保のため、円滑に就農できる環境づくり、雇用力のある農業経営体の育成、企業等の

新規参入、農業者や福祉事業者との連携による障がい者就労の促進を図ります。 
・生産基盤の整備の推進とあわせて、地域の核となる担い手への農地の集積を進めます。農業用施設

の日常の適正管理を徹底しつつ、計画的に農業用施設の長寿命化のための整備を進めます。 

・紀伊半島大水害により被害を受けた農地や農業用施設等について、市町等と連携して、地域の実情

に即してきめ細かく対応しつつ、早期の復旧に取り組みます。 
 

 

県民指標    

目標項目 

23 年度 

 

現状値 

24 年度 

目標値 

実績値 

27 年度 

目標値 

実績値 

目標項目の説明 

－ 
45％

（23 年度）
46％

（26 年度）食料自給率（カ
ロリーベース） 

44％ 
(22 年度） 

－ － 

県民の皆さんが食料として消費する農水産物のう
ち県内農水産物により供給が可能な割合 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方

国が食料自給率の向上を目的として平成 32 年度に
50％を達成することを目標に設定したことをふまえるとと
もに、県段階の食料自給率には地域の農産物等生産の
状況が反映されることから選定しました。 

本県の農産物等の供給力向上に向けて食料自
給率 51％（平成 33 年度）をめざしていることか
ら、その達成に向けた農産物等の作付見通しに
基づいて設定しました。 

 

 
 

施策責任者からのコメント    農林水産部 次長 赤松 斉 電話：059-224-2501 

・ 「もうかる農業」の実現につながる新たな価値創出に向けた取組が集落や産地などで活発に起こ

るよう、そのスタートアップを支援する「地域活性化プラン」の取組を、市町や関係機関と連携

し、重点的に進めていきます。 

・ 「地域活性化プラン」により開始された取組については、「みえフードイノベーション」の取組と

連携する中で、企業や研究機関などとのマッチングなどを図ることにより発展・拡大させていき

ます。 

・ 水田利用の高度化を図り、食料自給力の向上につなげるため、農業者戸別所得補償制度を活用し、

需要に応じた米や、食品産業事業者等のニーズを踏まえた麦・大豆等の生産拡大を進めます。 

・ 園芸特産物の産地振興に向けては、「みえフードイノベーション」の取組と連携させながら、特に、

マーケティング戦略などの面から産地をリードできる人材の育成を進めます。 

・ 畜産経営の発展に向けては、鳥インフルエンザへの対応をはじめ、経営体の衛生面での危機管理

意識の定着を徹底するなど、家畜防疫体制の強化に取り組みます。 

・ 県農業を支える経営体の育成に向けては、イノベーションに挑戦していく人材の育成、新規就農

の環境づくり、企業等の新規参入や農福連携による障がい者参画の促進などに取り組みます。 

・ パイプラインなどの生産基盤の整備や既設用排水路の長寿命化のための改修について、地域の実

情に対応しながら、計画的に進めていきます。 

・ 紀伊半島大水害により被害を受けた農地や農業用施設等については、一刻も早い復旧に取り組み

ます。 
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（単位：百万円） 

 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度

予算額等 10,322 11,526  

 

活動指標    

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度 

目標値 
目標項目の説明 

水田利用率 93.4％ 94.0％ 96.0％ 水田面積における作付面積の割合 

対応する基本事業 31201 水田農業の推進 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

県民の皆さん、生産者の双方から見て、需
要に応じた水田農業の推進状況を総合的
に評価する上で適当な指標と考えられるこ
とから選定しました。 

４年後の水田面積の見通しと食料自給率目標 46％をふまえ
て、主要作物についての毎年度の作付け拡大見通しに基
づいて設定しました。 

 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度 

目標値 
目標項目の説明 

新たな視点の産
地展開に挑戦す
る園芸等産地増
加数（累計） 

－ ５産地 20 産地

契約栽培や消費地での直接販売、産地単
位での６次産業化など、新たな視点を取り
入れた産地展開に取り組む園芸等産地の
数 

対応する基本事業 31202 園芸等産地形成の促進 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

流通チャンネルが多様化する中、市
場流通を基本とした生産、販売にとら
われない農業の展開（農商工連携や６
次産業化）を図ることで、ブランド力の
向上や産地の活性化等が期待できる
ことから選定しました。 

産地改革計画等を策定している産地（野菜 56、果樹 18）の 1/4
程度で新たな視点の産地展開に取り組まれることをめざして、毎
年度５産地ずつ増やしていく目標を設定しました。 
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目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度 

目標値 
目標項目の説明 

近隣府県の畜産
産出額に占める
割合 

13.7％ 
（22 年度） 

13.8％
（23 年度）

14.1％
（26 年度）

近隣府県（岐阜県、愛知県、三重県、滋賀
県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、
和歌山県の２府７県）の畜産物の産出額に
占める本県の割合 

対応する基本事業 31203 畜産業の健全な発展 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

三重県と地理的条件や農畜産物の流
通区域が似通っている近接県域内の
本県を含む 9 府県でのシェア(割合)向
上は、消費者ニーズに応えた畜産物
の生産・供給を評価する上で適当な
指標と考えられることから選定しまし
た。 

近隣府県における本県の割合を 10 年後に１％増加することをめ
ざして、毎年度 0.1 ポイントずつ増加させていく目標を設定しまし
た。 

 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度 

目標値 
目標項目の説明 

農 業 経 営 体 数
（ 認 定 農業者 、
集 落 営 農 組 織
等） 

2,346 経営体 2,410 経営体 2,610 経営体
積極的に経営改善や規模拡大を図ろうとす
る農業経営体の数 

対応する基本事業 31204 多様な農業経営体の確保・育成 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

認定農業者および集落営農組織等の
数は、本県農業が持続的に発展して
いくための農業生産構造を測る指標と
して適当であることから選定しました。 

農業経営基盤強化促進法に係る県基本方針の 10 年後（平成 33
年度）の農業経営体確保目標の 3,000 経営体に基づき、現状値
との差の１年間分を設定しました。 

 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度 

目標値 
目標項目の説明 

基盤整備済み農
地における担い
手への集積率 

33.4％ 36.9％ 50.0％
パイプライン化など高度な基盤整備を実施
した地域における認定農業者等への農地
集積率 

対応する基本事業 31205 農業生産基盤の整備・保全 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

良好な生産基盤の確保・整備状況と、
基盤整備の事業効果を測る指標とし
て適当であることから選定しました。 

高度な基盤整備を実施した面積の過半（50.0％）を認定農業者
等が担っている姿を４年間で実現することをめざして、現状との
差の一年間分を増やす目標を設定しました。 
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施策３１３    

【主担当部局：農林水産部】

 
 
 
 
 

平成 27 年度末での到達目標 
建築用材だけでなく、エネルギー源など新たな用途での利用が進み、木材生産量が増加していま

す。また、森林環境教育や森林に親しむ機会の提供に加え、県民の皆さんや企業、ボランティア等

が森林づくりに参画しやすい環境整備が進み、さまざまな主体による森林づくり活動が活発に行わ

れるとともに、間伐等の森林整備が進み、森林の適正な管理が進んでいます。 

 

平成 23 年度の取組概要 

・ 「三重の森林づくり条例」に基づく三重の森林づくり基本計画の見直しと策定 

・ 「三重の木」認証事業者等が行うＰＲ活動への支援、大規模展示会への出展、県有施設の木材

利用と市町・民間の公共施設の木造化への働きかけ 

・ 県下各地域において林地残材*の効率的な収集実証実験、火力発電所において県産木質チップ*

を用いた混焼発電*の実用化に向けた実機試験の実施 

・ 森林の現況調査活動や路網の整備等を支援し、森林の団地化・施業の集約化による搬出間伐*の

促進 

・ 森林施業の効率化を図る技術者の育成や建設業者の林業への参入を促す研修会等の開催 

・ 森林所有者への森林整備の必要性を周知するダイレクトメールの送付 

・ 「企業の森*」の推進、森林ボランティアの技術研修支援などによるさまざまな主体の森林づく

り活動のサポートや森林や林業に対する理解を深めてもらうためのフェアの開催 

・ 森林や木とのふれあいの場の提供、森林の学習推進コーディネーターの設置や指導者の育成、

学校林などをフィールドとした体験学習の実施 

・ 紀伊半島大水害等で被災した林道施設の復旧 

・ 災害に強い森林づくりに関する税の検討を開始 

 

 
平成 23 年度の取組の検証（得られた成果、残された課題） 

・ 「三重の森林づくり条例」に基づく基本計画の見直しを行い、平成 24 年 3 月に「三重の森林づ

くり基本計画 2012」を策定しました。全製材品出荷量に占める品質や規格の明確な「三重の木」

「あかね材」等の出荷量の割合は低位にとどまっています。今後、県産材の需要を拡大するに

は、品質や規格の明確な「三重の木」「あかね材」等の供給拡大が必要です。 

・ 林地残材の収集実証実験の成果を踏まえ安定供給体制を構築するとともに、県産木質チップ約

50ｔを使用した碧南火力発電所における実機試験で判明した課題等の克服が求められます。 

・ 森林の団地化による搬出間伐は進んできているが、小規模なものにとどまっており、森林経営

計画の樹立には結びついていないことから、県産材の増大には至っていません。 

・ 県産材の生産をこれまで以上に増大させていくうえで、担い手や技術力が不足しています。 

・ 環境林整備について、市町の協力を得て促進しているものの、森林所有者の森林への関心が低

いことなどを背景に計画どおり進んでいないことから、事業の仕組みを見直す必要があります。

・ 森林づくり活動に参加した人は年間延べ 23,449 人となりましたが、自発的な取組は多くありま

せん。 

・ 森林環境教育についての指導者の活動も多くなっていますが、さらに森林や木に対する理解を

広げていくためには、林業者や森林ボランティア、NPO 等と連携しながら、学習の機会の提供を

進めていく必要があります。 

林業の振興と森林づくり 
・ 紀伊半島大水害等で被災した 326 路線、1,032 箇所の林道施設について、早期の復旧が必要です。

・ 森林づくりに関する税の検討委員会を２回開催し、税の在り方等について調査審議が行われま

した。 

 

平成 24 年度の改善のポイントと取組方向 

・ 「もうかる林業」への転換を図るため、木材産業関係団体と連携して品質や規格の明確な「三

重の木」「あかね材」等の出荷量を増大することにより、県産材の需要を拡大します。「三重の

木」については、ＰＲ活動への支援や首都圏等大消費地での販路開拓に取り組みます。また、「あ

かね材」については、パートナー企業との連携によるＰＲ等により、需要拡大に取り組みます。

・ 木質バイオマスのエネルギー利用を促進するため、未利用間伐材*の安定供給体制づくり、火力

発電所での混焼の実現に向けた協議を進めるほか、県内での新たな木質バイオマス発電施設の

整備などを促進します。 

・ 県産材の増大に資する森林施業の集約化や路網の整備等を促進するための森林経営計画制度に

ついて、市町や森林組合等と連携して普及・定着を図ります。 

・ 林業の担い手を確保するため、林業関係団体等と連携した就業フェアの開催や高校生等の職場

体験研修、建設業等異業種の参入促進のための研修会を開催します。また、県産材の効率的な

生産のため、高性能林業機械*等の操作に習熟した技術者や森林所有者との合意形成により集約

化を推進する森林施業プランナー*を育成します。 

・ 環境林整備を促進するため、市町の協力を得て、森林所有者への働きかけを行うとともに、所

有者の意向や現地の状況調査等をふまえて、整備の仕組みを見直します。 

・ これまでの三重のもりづくり月間を中心としたフェア等の開催に加え、フェイスブック等の情

報ツールを充実して県民の皆さんの森林づくり意識の醸成を促進するとともに、企業の森や森

づくり活動団体のスキルアップ等への支援などにより、さまざまな主体の森林づくりを進めま

す。 

・ 森林環境教育の指導者登録制度を設け、登録指導者による小学校等での森林環境教育を実施す

るなど、知識や技能を持った県民の皆さんの協力のもとに、森林環境教育の提供機会の拡大を

進めます。 

・ 紀伊半島大水害により被害を受けた林道施設等について、市町等と連携して、地域の実情に即

してきめ細かく対応しつつ、早期の復旧に取り組みます。 

・ 税導入の是非を含め、使途等について調査審議を行う森林づくりに関する税の検討委員会の結

果を踏まえ、災害に強い森林づくりを進めるための税導入について、検討を進めます。 

 

 

県民指標    

目標項目 

23 年度 

 

現状値 

24 年度 

目標値 

実績値 

27 年度 

目標値 

実績値 

目標項目の説明 

－ 303 千㎥ 402 千㎥県産材（スギ・
ヒノキ）素材生
産量 

255 千㎥ － － 

県内で生産されるスギ・ヒノキの供給量 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

林産物の多くを占める県産材（スギ・ヒノキ）の生産量
を、目標項目として選定しました。 

「三重の森林づくり基本計画 2012」における平成
27 年度の素材生産量を達成するため、毎年段階
的に増加させるよう平成 24年度目標値を設定しま
した。 
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・ 紀伊半島大水害等で被災した 326 路線、1,032 箇所の林道施設について、早期の復旧が必要です。

・ 森林づくりに関する税の検討委員会を２回開催し、税の在り方等について調査審議が行われま

した。 

 

平成 24 年度の改善のポイントと取組方向 

・ 「もうかる林業」への転換を図るため、木材産業関係団体と連携して品質や規格の明確な「三

重の木」「あかね材」等の出荷量を増大することにより、県産材の需要を拡大します。「三重の

木」については、ＰＲ活動への支援や首都圏等大消費地での販路開拓に取り組みます。また、「あ

かね材」については、パートナー企業との連携によるＰＲ等により、需要拡大に取り組みます。

・ 木質バイオマスのエネルギー利用を促進するため、未利用間伐材*の安定供給体制づくり、火力

発電所での混焼の実現に向けた協議を進めるほか、県内での新たな木質バイオマス発電施設の

整備などを促進します。 

・ 県産材の増大に資する森林施業の集約化や路網の整備等を促進するための森林経営計画制度に

ついて、市町や森林組合等と連携して普及・定着を図ります。 

・ 林業の担い手を確保するため、林業関係団体等と連携した就業フェアの開催や高校生等の職場

体験研修、建設業等異業種の参入促進のための研修会を開催します。また、県産材の効率的な

生産のため、高性能林業機械*等の操作に習熟した技術者や森林所有者との合意形成により集約

化を推進する森林施業プランナー*を育成します。 

・ 環境林整備を促進するため、市町の協力を得て、森林所有者への働きかけを行うとともに、所

有者の意向や現地の状況調査等をふまえて、整備の仕組みを見直します。 

・ これまでの三重のもりづくり月間を中心としたフェア等の開催に加え、フェイスブック等の情

報ツールを充実して県民の皆さんの森林づくり意識の醸成を促進するとともに、企業の森や森

づくり活動団体のスキルアップ等への支援などにより、さまざまな主体の森林づくりを進めま

す。 

・ 森林環境教育の指導者登録制度を設け、登録指導者による小学校等での森林環境教育を実施す

るなど、知識や技能を持った県民の皆さんの協力のもとに、森林環境教育の提供機会の拡大を

進めます。 

・ 紀伊半島大水害により被害を受けた林道施設等について、市町等と連携して、地域の実情に即

してきめ細かく対応しつつ、早期の復旧に取り組みます。 

・ 税導入の是非を含め、使途等について調査審議を行う森林づくりに関する税の検討委員会の結

果を踏まえ、災害に強い森林づくりを進めるための税導入について、検討を進めます。 

 

 

県民指標    

目標項目 

23 年度 

 

現状値 

24 年度 

目標値 

実績値 

27 年度 

目標値 

実績値 

目標項目の説明 

－ 303 千㎥ 402 千㎥県産材（スギ・
ヒノキ）素材生
産量 

255 千㎥ － － 

県内で生産されるスギ・ヒノキの供給量 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

林産物の多くを占める県産材（スギ・ヒノキ）の生産量
を、目標項目として選定しました。 

「三重の森林づくり基本計画 2012」における平成
27 年度の素材生産量を達成するため、毎年段階
的に増加させるよう平成 24年度目標値を設定しま
した。 
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（単位：百万円） 

 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度

予算額等 8,268 6,776  

 

活動指標    

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

「三重の木」認証
材等出荷量 

26,737 ㎥ 32,000 ㎥ 50,000 ㎥
県産丸太を用いた「ＪＡＳ製材品」、「三重の木」認証
材および「あかね材」認証材の出荷量 

対応する基本事業 31301 県産材の利用の促進 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

消費者の信頼を高めて県産材の利用
を進めるためには、品質や規格の明
確な県産材の提供が必要なことから、
目標項目として選定しました。 

平成22年度の県産丸太を使用した認証材等の出荷量を平成27
年度までに倍増することとし、毎年段階的に増加させるよう平成
24 年度目標値を設定しました。 

 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

施業集約化団地
面積（累計） 

6,669ha 20,000ha 50,000ha
森林経営計画により施業の集約化を図るために団地
化された森林面積 

対応する基本事業 31302 持続可能な林業生産活動の推進 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

県産材の低コスト安定供給体制の基
礎となる施業集約化団地の面積を目
標項目として選定しました。 

施策目標である平成 27 年度の素材生産量 402 千 m3 を計画的
に生産するために必要となる森林経営計画面積を確保するた
め、毎年段階的に増加させるよう平成 24 年度目標値を設定しま
した。 

 
 
 
 
 

施策責任者からのコメント    農林水産部 次長 西村 文男 電話：059-224-2501 

・ 「もうかる林業」への転換を図るために、「三重の木」「あかね材」はもとより、木質バイオマ

スのエネルギー利用等新たな用途開拓により利用を拡大するとともに、森林経営計画の策定や

人材育成等を進め、県産材生産量の増大に取り組みます。 

・ 紀伊半島大水害により被災した林道施設等について、早期の復旧に取り組みます。 

・ 災害に強い森林づくりを社会全体で支える仕組の一つとしての税導入について、結論を出しま

す。 
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目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度

目標値 

27 年度 

目標値 
目標項目の説明 

新規林業就業者
数 

41 人 40 人 40 人
林業事業体（森林組合、素材生産業者等）への
新規就業者数 

対応する基本事業 31303 林業・木材産業の担い手の育成 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

木材の生産や森林整備を実施するた
めには、必要な林業従事者を新たに
確保する必要があることから、目標項
目として選定しました。 

施策目標の素材生産や間伐実施等を実現するための林業従事
者を確保するにあたり必要な新規就業者数を目標値として設定
しました。 

 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度

目標値 

27 年度 

目標値 
目標項目の説明 

間伐実施面積 
（累計） 

- 9,000ha 36,000ha
県内の民有林で行われる計画期間中の間伐実施
面積 

対応する基本事業 31304 森林の適正な管理と公益的な機能の発揮 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

森林の多面的機能を発揮させるため
には、森林を適正に管理することが重
要であることから、目標項目として選定
しました。 

「三重の森林づくり基本計画 2012」の今後４年間の間伐面積
36,000ha を達成するため、9,000ha/年の間伐実施を目標として
平成 24 年度目標値を設定しました。 

 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度

目標値 

27 年度 

目標値 
目標項目の説明 

森林づくり参加
者数 

23,449 人 27,000 人 30,000 人
森林づくりに関する活動や催しへの、県民の皆さ
ん、ＮＰＯ、企業などさまざまな主体の年間参加者
数 

対応する基本事業 31305 森林づくりへの県民参画の推進 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

県民の皆さんと「協創」した社会全体
で支える森林づくりに向けて、身近な
森林づくりへの参加を進めていくこと
が重要なことから、目標項目として選
定しました。 

「三重の森林づくり基本計画 2012」における平成 27 年度の森林
づくりへの参加者数を達成するため、毎年段階的に増加させるよ
う平成 24 年度目標値を設定しました。 
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目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

森林文化・森林
環境教育の活動
回数 

1,538 回 1,700 回 2,000 回
県のデータベースに登録された指導者の１年間の
延べ活動回数 

対応する基本事業 31306 森林文化および森林環境教育の振興 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

森林文化および森林環境教育の振興
には、学習機会を多くすることが重要
なことから、指導者の活動回数を目標
項目として選定しました。 

「三重の森林づくり基本計画 2012」における平成 27 年度の森林
文化・森林環境教育の活動回数を達成するため、毎年段階的に
増加させるよう平成 24 年度目標値を設定しました。 
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施策３１４    

【主担当部局：農林水産部】

 
 
 
 
 

平成 27 年度末での到達目標 

県１漁協のもと、さまざまな主体の参加による豊かな海の回復、持続的な水産資源の利用と収益

性向上などを図ることにより、県民の皆さんの多様化する期待に応える水産物の安定的な供給が進

んでいます。 

 
平成 23 年度の取組概要 

・ 10 年先の希望ある三重県水産業・漁村のめざす姿を明確にする「三重県水産業・漁村振興指針*」

の策定と「地域水産業・漁村振興計画*」の策定への支援 

・ 県１漁協の実現を前提とする東紀州地域の漁協合併への支援 

・ 東日本大震災の津波により被災した養殖筏や定置網等の復旧および県内カキ養殖における種ガ

キ確保支援や県内ノリ養殖の経営構造改革に向けた支援の実施 

・ 東日本大震災を教訓とした養殖施設の減災ガイドラインの作成 

・ 持続的な生産が可能な水産業の確立を図るための資源管理・漁業所得補償対策*の活用やＴＡＣ

（漁獲可能量*）による適切な資源管理、漁業取締船*３隻による取締活動等の推進、およびマ

ダイ、ヒラメ等の重要魚種の種苗生産と放流の実施 

・ 県内水産物の付加価値向上等に向けた漁業者等の取組への支援 

・ 消費者に安全で安心な養殖生産物を安定的に供給するために生産者自らが行う養殖水産物に対

する衛生管理体制の整備の促進、養殖マダイの生産情報公表養殖魚*のＪＡＳ規格取得への支援

・ 魚礁の設置による生産性の向上、沿岸海域で効用が低下している漁場の環境を改善するための

干潟造成・藻場造成・底泥浚渫等の実施 

・ 持続的な生産を支えるため、水産業の活動拠点である漁港の係留施設や漁港間を結ぶ道路など

の整備 

・ 内水面資源の維持・増大のため、アユの種苗放流や外来魚の駆除、魚道整備等への支援 

 
 

平成 23 年度の取組の検証（得られた成果、残された課題） 

・ 「三重県水産業・漁村振興指針」（平成 23 年度策定）に基づく「地域水産業・漁村振興計画」

の策定について、鈴鹿市白子地区、大紀町錦地区、尾鷲市早田地区をモデルとして取組を支援

しました。計画に対する漁業者・水産団体とのさらなる連携強化が必要です。 

・ 平成 23 年７月に尾鷲市内の３漁協が、平成 24 年１月には紀北町の２漁協が合併し、県内の沿

海地区漁協数は、21 漁協となりましたが、県１漁協*の実現に向けた県内漁協の合意形成には至

っていません。 

・ 東日本大震災の津波により発生した養殖施設等のがれき 1,486 立米及びへい死魚 301 トンの処

理、被災した養殖施設や定置網の復旧を支援しましたが、まだ一部に復旧中の施設もあります。

・ 三重大学・増養殖研究所等と連携して県内産のカキ種苗約 1,000 万個を生産し漁業者に配布し

ましたが、養殖を継続するためにはまだまだ県外産種苗の確保が必要な状況です。 

・ ノリ養殖の復興のため、ノリ養殖業者、漁連、ノリ問屋等の流通関係者で構成する「のりフード

イノベーション協議会」を設置・開催（３回）し、ノリ養殖業経営の構造改革に向けた協議を行

い、厳しい経営環境の中、地域特性に応じた新商品開発の重要性などの課題が再確認されました。

・ 自然災害による被害を最小限にする養殖施設の減災ガイドラインを、三重大学と連携して平成

24 年 2 月に作成しました。養殖漁業者等への減災対策手法の理解促進が必要です。 

水産業の振興 
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・ 資源管理による漁業資源の維持・回復を図るため、441 人の漁業者が参加して策定した 20 の資

源管理計画*などに基づく取組を実施したところ、カタクチイワシ、サバは前年に続く好漁であ

ったものの、アワビ・マイワシなど資源状況が良好と言えない魚種がまだまだ多くあります。

・ 漁家の経営力向上をめざした青年漁業者のグループによるカタクチイワシの付加価値向上等へ

の支援、みかんや海藻等を加えた飼料の投与によるマダイの新しい養殖技術の開発と販売戦略

の検討、東紀州地域の特産品化をめざすヒロメ*養殖の取組、養殖マハタのブランド化等を支援

しましたが、売れる商品としての確立には至っていません。 

・ 養殖業者への薬剤使用等の衛生管理指導や貝毒検査（44 回）において、水産物安全基準違反*

は無く、生産者との交流会を通じた消費者に養殖魚の安全性のＰＲ等を通じて、安全・安心な

水産物の消費者への供給ができましたが、県民への迅速な情報提供については十分とはいえま

せん。 

・ 生産性の向上を図るための魚礁の設置（２地区）、沿岸海域の漁場環境を改善するための干潟等

の造成（5.2ha）や底泥浚渫（1.86ha）を実施し、干潟等の造成面積は年度の造成目標を達成し

ましたが、県内にはまだ再生すべき漁場が残っているのが現状です。 

・ 漁港・漁村事業では、４地区で事業が完了し、安全で使いやすい漁港、安全で快適な漁村づく

りを進めましたが、これまで整備してきた施設の老朽化が課題となっています。 

・ 県内河川（11 水系）への稚アユ放流（30 トン）に対して支援し、アユ資源の増殖を図りました。

また、長瀬太郎生川等での魚道の改修や自然地形を生かした魚道整備（２地区）を支援し、鮎の

遡上を回復しました。 

 
 

平成 24 年度の改善のポイントと取組方向 

・ 「三重県水産業・漁村振興指針」に基づき、水産業・漁村のめざす姿や施策の展開方向を県民

の皆さんや漁連や漁協などの関係団体等と共有し、漁業者・関係団体との連携強化や産学官に

よる支援体制の充実を図ることにより、地域自らが取り組む「地域水産業・漁村振興計画」の

策定・実現を促進します。 

・ 水産関係団体が進める県１漁協の実現に向けた協議に参画し、協議の円滑な進行や合意の形成

を促進します。 

・ 東日本大震災や紀伊半島大水害等により被災した水産業の復興に継続的に取り組みます。 

・ カキの安定生産を図るため、県外産カキ種苗確保とのバランスにも留意しつつ、今後も県内産

種苗の生産が必要です。秋に出荷時期を迎える県内産カキの市場評価等を調査し、優良な県内

産カキ種苗の生産につなげていきます。 

・ ノリ養殖業経営の構造改革に向けては、新商品開発への支援、病気に強いノリ種苗など地域特

性や地元の要望に応じた新品種の開発、すし職人をはじめノリを扱う事業者と養殖業者との交

流の場の設定など、今後のノリ生産の改善につなげる取組を進め、ノリ養殖業の収益性の向上

を図っていきます。 

・ 自然災害による養殖施設への被害を最小限にするため、減災ガイドラインについて、県内の養

殖漁業者に広く説明し、施設改良による減災への取組を進め、東北地方を含めた県外の関係機

関にも、情報提供していきます。 

・ 漁業資源管理の徹底、密漁者に対する監視・取締りの強化により、持続的な生産が可能な水産

業の確立を図ります。 

・ 漁業者が中心となった売れる商品開発を促進し、取組をより深めていくため、「みえフードイノ

ベーション*」を活用して、地域特有の水産物の発掘、消費者ニーズに対応する商品やサービス

を開発・提供する取組への支援、人材の育成を進めることで、「もうかる水産業」の実現に向け

た地域や漁業経営体の経営力の強化、収益の向上をめざします。 

・ 養殖衛生管理指導や貝毒検査の実施、消費者視点の水産物の提供や情報発信の改善・強化によ

り、県民の皆さんが期待する安全で安心な水産物を安定的に供給する体制づくりを進めます。

 

－ 239 －－ 238 －

施
策
の
取
組　
Ⅲ「
拓ひ
ら

く
」

第
２
章



・ 魚礁の設置、浚渫やアサリ稚貝増殖場の造成等による漁場の再生・創生については、引き続き

経済的かつ効果的な事業実施を進めます。 

・ 機能保全計画*に基づき、漁港施設の維持修繕等を計画的に実施することで長寿命化を図り、安

全で使いやすい漁港施設の整備、安全で快適な漁村づくりを推進します。 

・ 内水面資源の維持・増大をめざし、アユの種苗放流や外来魚の駆除対策や、自然地形を利用し

た簡易な魚道整備や老朽化した魚道改修などにより、魚類等の生育に適した環境づくりを促進

します。 

 

県民指標    

目標項目 

23 年度 

 

現状値 

24 年度 

目標値 

実績値 

27 年度 

目標値 

実績値 

目標項目の説明 

－ 
7.46％ 

（23 年） 
7.61％

（26 年）主要魚種生産
額の全国シェ
ア 7.41％ 

（22 年） 
－ － 

海面漁業における主要 18 種の生産額の全国シェ
ア 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

高い付加価値を生み出す水産業の確立をめざして
いることから選定しました。 

本県水産業の活性化を図る上でシェア拡大への
挑戦が有効と考えられることから、主要魚種生産額
の全国シェアを４年後に 0.2％増加させることをめ
ざし、その１年分の 0.05％を増やす目標を設定しま
した。 

 

 
（単位：百万円） 

 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度

予算額等 3,280 3,583  

 
 
 
 

施策責任者からのコメント  農林水産部 次長 藤吉 利彦   電話  059-224-2501 

・ 「もうかる水産業」への転換促進に向けて、漁業者、漁連や漁協などの関係団体、大学、市町

等と連携して、意欲ある漁業者・経営体の育成、地域における「地域水産業・漁村振興計画」

の策定、漁協の合併などを支援します。 

・ 資源管理・漁業所得補償対策の活用など資源管理の徹底を進めます。 

・ 漁業がもうかる産業であることを示す成功事例等の情報発信を通じて、漁業の担い手対策に取り

組みます。 

・ 「みえフードイノベーション」を加速するために必要な漁場の再生・創生や安全で使いやすい

漁港の整備を進めます。 

・ 内水面資源の維持・増大をめざし、簡易な魚道整備などにより、河川等に生息する魚介類の生

息に適した環境づくりを促進します。 

・ 東日本大震災や紀伊半島大水害等により被災した水産業の復興に継続的に取り組みます。 
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活動指標    

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

県内の沿海地区
漁協数 

21 漁協 21 漁協 １漁協 沿海地区の漁協の数 

対応する基本事業 31401 水産業・漁村のマネジメント体制の確立 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

スケールメリットを生かした効率的な
経営など持続的な漁協経営を確立す
るためには、県内全ての沿海地区漁
協の合併による県１漁協の実現が必
要であることから選定しました。 

県内全ての 21 沿海地区漁協などで構成される三重県漁協合併
推進協議会により、水産関係団体と市町、県が連携して合併協
議を進め、平成 27 年度に県１漁協となっていることをめざして目
標を設定しました。 

 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

資源管理に参加
する漁業者数 

441 人 
（確定値） 

700 人 1,500 人
資源管理・漁業所得補償対策に係る資源管理
計画に定められる取組を行う漁業者数 

対応する基本事業 31402 高い付加価値を生み出す水産業の確立 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

持続的な水産資源の活用を図ってい
くためには、漁業者が主体となって資
源管理を進めていく必要があることか
ら選定しました。 

４年後に沿岸漁業において 1,500 人の漁業者が資源管理に取り
組んでいることをめざして設定しました。 

 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

沿岸の浅海域再
生面積（累計） 

63ha 65ha 74ha
伊勢湾および熊野灘沿岸における藻場・干潟
等の造成・再生面積および英虞湾における底
質改善面積 

対応する基本事業 31403 自然と共生する生産性の高い水産業・漁村の構築 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

海域においては、陸域からの流入負
荷、海岸線の開発等により、海域環境
が悪化し海域の持つ生産力ならびに
その水質浄化機能が低下しており、ま
た、藻場・干潟等が減少し、再生が必
要であることから選定しました。 

生物の生息環境と、藻場・干潟を再生する適地を考慮して、効
率的に再生可能な地区を優先的に整備することとして設定しまし
た。 
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施策３２１    

【主担当部局：雇用経済部】

 
 
 
 
 

平成 27 年度末での到達目標 

県内には高い技術を有する中小企業や国際競争力の高い大手企業の集積があり、この強みを生か

した国内外とのネットワークが構築されるとともに、県内において、多様な産業の活発な事業活動

が展開され、県内への企業立地等設備投資が活発に行われています。 

 
平成 23 年度の取組概要 

・産業振興の戦略を策定するため、「『みえ産業振興戦略』検討会議」を設置し、３回開催するとと

もに、その検討を深めるため、６つの分科会（「成長産業」、「立地環境整備」、「中小企業」、「内需

振興」、「海外展開」、「ひとづくり」）を設置して施策検討を実施（集中的に 25 回議論） 

・戦略の策定にあたっては、職員自らが県内外の企業 1,052 社を訪問し、現場の課題や今後の産業

施策の展開方向を把握するとともに、データ分析による県内産業構造の特徴を確認 

・先端産業や環境・エネルギー関連分野等の生産施設や研究開発機能の誘致を推進するとともに、

外資系企業誘致のためのセミナーを開催 

・クリーンエネルギーバレー構想＊の策定に向けて、環境・エネルギー関連分野の市場動向や技術動

向、県内企業のポテンシャルを明らかにするため、調査事業を実施。調査結果をふまえ、県内企

業の技術・関連サービスの集積など、三重県の強みを整理した上で、バレー構想の策定に向けた

検討を開始 

・みえメディカルバレー構想＊の具体的な事業計画である「みえメディカルバレー構想第３期実施計

画」（平成 24～27 年度）を産学官のメンバーで策定。また、産学官民連携の強化・充実のため、

フォーラム（１回）や研究会等（51 回）を実施するとともに、天然資源を活用した医薬品等の開

発の仕組みや医療･介護現場ニーズに基づいた医療・福祉介護機器等の開発の仕組みを構築 

・画期的な医薬品、医療機器の開発や地域産業の活性化をめざす「みえライフイノベーション＊総合

特区」を平成 24 年３月に内閣府へ申請 

・高度部材イノベーションセンター＊（ＡＭＩＣ）において、全固体ポリマーリチウム二次電池やセ

リウム代替材料の開発等最先端の研究開発（17 プロジェクト）に取り組むとともに、高度な専門

的知識・技術を持った技術相談コーディネータによる中小企業の課題解決支援や産業技術人材の

育成等の実施 

 
 
 

平成 23 年度の取組の検証（得られた成果、残された課題） 

・「みえ産業振興戦略」検討会議において、産業構造の変化をふまえた方向性等として、「高度部材」

や「中小企業のものづくり基盤技術」を維持・進化させていくことに加え、特定の業種に過度に

偏らない産業構造を構築していくためにも、製造業とサービス業を産業の両輪と捉えた産業政策

を展開していく必要があることを議論しています。 

・また、企業訪問やアンケート調査により、県内企業の海外展開比率が県外企業よりも低いことや、

ものづくり企業の付加価値額（規模）は全国に比べて大きいものの、付加価値率（利益率）が低

く、特にものづくり中小企業の付加価値率が全国に比べて低いことが判明しました。 

・先端産業や環境・エネルギー関連分野、外資系企業等の誘致に取り組み、45 件の立地が実現しま

した。一方、歴史的な円高水準やデフレ基調が続く中で、将来の成長が見込まれる分野の県内投

三重の強みを生かした事業環境の整備と企業誘致の推進

資をさらに呼び込むとともに、三重の強みを効果的に情報発信する必要があります。 

・環境・エネルギー関連分野においては、県内企業・大学などが蓄積してきた技術や、集積する産

業の強みを生かし、さらなる集積を促進するプロジェクトづくりが必要です。また、県内中小企

業の参入を促進するため、情報提供や新たなビジネス創出、地域づくりにつながるモデルプロジ

ェクトの提案が必要です。 

・医療・健康・福祉分野の製品開発の仕組みが構築され、試作品が９件開発されました。さらにラ

イフイノベーションを推進していくためには、医療・健康・福祉分野の製品化支援の仕組みを強

化・充実していくことや、人材育成、地域での取組支援など産学官が連携して総合的な支援をし

ていくことが必要です。 

・ＡＭＩＣにおけるプロジェクトの研究成果が、中小企業の新たな製品開発に結びつき始めていま

す。これらの成果が、中小企業の新たな事業として早期に展開されるよう、工業研究所が行う技

術支援や販路開拓支援などと密接に連携させながら、きめ細かいフォローを続けるとともに、新

たなプロジェクトの創出に向けたコーディネート・情報提供などを推進していく必要があります。

 
 
 

平成 24 年度の改善のポイントと取組方向 

・「みえ産業振興戦略」については、検討会議等での議論や企業 1,052 社訪問などをふまえて、本県

の強みを生かし、より付加価値を創出していくことのできる産業構造をめざして戦略を検討して

いきます。 

・例えば、新たな成長産業として、研究開発の促進や企業誘致などによる環境・エネルギー関連産

業の集積の促進、企業の生産プロセスの変革や新エネルギー導入による「スマートライフ」の促

進による産業振興、生産性向上やものづくりとの融合によるサービス産業の振興、海外サポート

ディスクの設置などによる県内中小企業の海外展開の促進、そして、大企業との連携やシンジケ

ートの促進による県内中小企業の基盤技術の高度化などに取り組んでいきます。 

・また、戦略の検討段階から、産業界をはじめとする関係者と旗艦的プロジェクト（例えば、地域

活性化をテーマに離島などをフィールドにしたスマートコミュニティの実証や、県内中小企業グ

ループと連携した塩害対応型太陽光発電システムの研究開発など）の具体的な検討を進め、戦略

策定から早期に、プロジェクトを構築していきます。 

・戦略策定の検討が一過性のものとならないよう、今後も企業訪問を行い、現場の課題や今後の展

開方向等の把握に努めます。 

・企業のさらなる県内投資の促進を図っていくため、企業と幅広いネットワークを持つ金融機関や

商社等と協定を結び、より効果的な情報収集やセミナー開催に取り組むとともに、立地企業の技

術の高度化による製品の高付加価値化への投資を促進するための仕組みづくりに取り組みます。

・クリーンエネルギーバレー構想の推進にあたっては、国内外の企業や大学等の有識者をメンバー

とした「スマートライフ推進協議会（仮称）」を設置します。また、県内中小企業の環境・エネル

ギー関連分野への進出を促すため、情報提供や新たな事業展開、取り組むべき技術課題を見出す

ための勉強会・研究会を設置するなど、新技術・新製品の開発をめざしたネットワークづくりを

支援します。 

・環境・エネルギー関連分野の技術の活用やエネルギーの効率的な利用を図りながら、ライフスタ

イルや生産プロセスなどあらゆるシーンで変革を促す取組を展開することで、新たな産業の振興

や新たな社会システムの構築をめざす「スマートライフ推進協創プロジェクト」において、環境・

エネルギー関連産業の集積と育成に取り組みます。 
・医療・健康・福祉分野の製品開発の仕組みにおいて、医療･介護現場ニーズと企業とのマッチン

グ、試作品のブラッシュアップや販路開拓等の支援を充実します。さらに、コーディネート人材

の育成、地域で取り組んでいる介護支援機器等の研究開発や天然資源を活用した医薬品等の開発

などの支援をすることにより、ライフイノベーションを推進していきます。 
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資をさらに呼び込むとともに、三重の強みを効果的に情報発信する必要があります。 

・環境・エネルギー関連分野においては、県内企業・大学などが蓄積してきた技術や、集積する産

業の強みを生かし、さらなる集積を促進するプロジェクトづくりが必要です。また、県内中小企

業の参入を促進するため、情報提供や新たなビジネス創出、地域づくりにつながるモデルプロジ

ェクトの提案が必要です。 

・医療・健康・福祉分野の製品開発の仕組みが構築され、試作品が９件開発されました。さらにラ

イフイノベーションを推進していくためには、医療・健康・福祉分野の製品化支援の仕組みを強

化・充実していくことや、人材育成、地域での取組支援など産学官が連携して総合的な支援をし

ていくことが必要です。 

・ＡＭＩＣにおけるプロジェクトの研究成果が、中小企業の新たな製品開発に結びつき始めていま

す。これらの成果が、中小企業の新たな事業として早期に展開されるよう、工業研究所が行う技

術支援や販路開拓支援などと密接に連携させながら、きめ細かいフォローを続けるとともに、新

たなプロジェクトの創出に向けたコーディネート・情報提供などを推進していく必要があります。

 
 
 

平成 24 年度の改善のポイントと取組方向 

・「みえ産業振興戦略」については、検討会議等での議論や企業 1,052 社訪問などをふまえて、本県

の強みを生かし、より付加価値を創出していくことのできる産業構造をめざして戦略を検討して

いきます。 

・例えば、新たな成長産業として、研究開発の促進や企業誘致などによる環境・エネルギー関連産

業の集積の促進、企業の生産プロセスの変革や新エネルギー導入による「スマートライフ」の促

進による産業振興、生産性向上やものづくりとの融合によるサービス産業の振興、海外サポート

ディスクの設置などによる県内中小企業の海外展開の促進、そして、大企業との連携やシンジケ

ートの促進による県内中小企業の基盤技術の高度化などに取り組んでいきます。 

・また、戦略の検討段階から、産業界をはじめとする関係者と旗艦的プロジェクト（例えば、地域

活性化をテーマに離島などをフィールドにしたスマートコミュニティの実証や、県内中小企業グ

ループと連携した塩害対応型太陽光発電システムの研究開発など）の具体的な検討を進め、戦略

策定から早期に、プロジェクトを構築していきます。 

・戦略策定の検討が一過性のものとならないよう、今後も企業訪問を行い、現場の課題や今後の展

開方向等の把握に努めます。 

・企業のさらなる県内投資の促進を図っていくため、企業と幅広いネットワークを持つ金融機関や

商社等と協定を結び、より効果的な情報収集やセミナー開催に取り組むとともに、立地企業の技

術の高度化による製品の高付加価値化への投資を促進するための仕組みづくりに取り組みます。

・クリーンエネルギーバレー構想の推進にあたっては、国内外の企業や大学等の有識者をメンバー

とした「スマートライフ推進協議会（仮称）」を設置します。また、県内中小企業の環境・エネル

ギー関連分野への進出を促すため、情報提供や新たな事業展開、取り組むべき技術課題を見出す

ための勉強会・研究会を設置するなど、新技術・新製品の開発をめざしたネットワークづくりを

支援します。 

・環境・エネルギー関連分野の技術の活用やエネルギーの効率的な利用を図りながら、ライフスタ

イルや生産プロセスなどあらゆるシーンで変革を促す取組を展開することで、新たな産業の振興

や新たな社会システムの構築をめざす「スマートライフ推進協創プロジェクト」において、環境・

エネルギー関連産業の集積と育成に取り組みます。 
・医療・健康・福祉分野の製品開発の仕組みにおいて、医療･介護現場ニーズと企業とのマッチン

グ、試作品のブラッシュアップや販路開拓等の支援を充実します。さらに、コーディネート人材

の育成、地域で取り組んでいる介護支援機器等の研究開発や天然資源を活用した医薬品等の開発

などの支援をすることにより、ライフイノベーションを推進していきます。 
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・ＡＭＩＣについては、県・工業研究所が企業の課題解決に向けて企業と共に進める技術開発と、

ＡＭＩＣのネットワークやコーディネート機能などを相互に連携させて、中小企業の課題解決の

支援に取り組むとともに、県内企業と国内外の大学等研究機関との連携や産学官連携による共同

研究・プロジェクトの構築を促進します。 

 また、中小企業の技術力向上に必要不可欠な技術者の育成に向けて、体系的かつ実践的なカリキ

ュラムによる産業人材育成講座を開催するとともに、高度部材の研究開発に係る人材の中小企業

とのマッチングを進めます。 

 

県民指標    

目標項目 

23 年度 

 

現状値 

24 年度 

目標値 

実績値 

27 年度 

目標値 

実績値 

目標項目の説明 

－ 330 億円 1,320 億円
県内への設備
投資額（累計） 

－ － － 

県と立地協定＊を締結した誘致企業に対するアン
ケート調査による県内への設備投資額の合計額 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

県内への企業立地等設備投資が行われることによ
り、企業活動が活発になり、県民の皆さんの生活や
地域の活力につながることを示す最もわかりやすい
指標として選定しました。 

過去４年間（平成 19～22 年度）の実績（年平均設
備投資額約 300 億円）を毎年１割以上上回る投資
額を目標値として設定しました。 

 

（単位：百万円） 

 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度

予算額等 2,360 2,259  

 
 
 

施策責任者からのコメント    雇用経済部 次長 田畑 知治 電話：059-224-2414 

・「みえ産業振興戦略」については、策定後においても地域の成長戦略としての実効性が担保される

よう、その時々の経済情勢等をふまえて、更新・改訂を行っていきます。 

・環境・エネルギー関連産業の集積につなげるため、「スマートライフ推進協議会（仮称）」におい

て、取組を検討するとともに、県内中小企業の環境・エネルギー関連分野への進出を促進するた

めの仕組みとしての新技術・新製品の開発をめざしたネットワークづくりの支援をベースに、研

究開発の促進、事業化促進、販路・市場拡大、ひとづくり、設備投資および立地の促進等を連携

させて取り組みます。 

・成長分野である医療・健康・福祉産業を産学官民が連携して支援する体制を強化・充実し、三重

県におけるライフイノベーションを推進します。 

・ＡＭＩＣ等において産学官連携による共同研究等に取り組むことにより、県内企業による新分野

への新たな製品・サービスへの事業展開を促進するための基盤整備を進めます。 
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活動指標    

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

企 業 誘 致 件 数
（累計） 

－ 40 件 160 件
県と立地協定を締結した誘致企業件数と工場
立地動向調査＊における立地件数の合計（重複
を除く） 

対応する基本事業 32101 国内外の企業誘致の推進 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

県内への企業立地等設備投資が行わ
れることにより、企業活動が活発にな
り、県民の皆さんの生活や地域の活力
につながることから、県の誘致活動の
成果を示す指標として選定しました。 

過去４年間（平成 19～22 年）の実績（年平均 35 件）を１割以上上
回る誘致件数を設定しました。 

 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

クリーンエネル
ギーバレー構想
で取り組むプロ
ジ ェ ク ト 数 （ 累
計） 

－ ３件 18 件
クリーンエネルギーバレー構想の中で取り組む
プロジェクトの数 

対応する基本事業 32102 クリーンエネルギーバレー構想の推進 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

世界規模の課題解決を図りつつ、今
後最も成長が期待されるクリーンエネ
ルギー（環境・エネルギー関連）分野
において、プロジェクトを創出していく
ことが、県内企業の成長や国際競争
力の強化につながることから、指標とし
て選定しました。 

成長産業である環境・エネルギー産業をけん引していくために
は、毎年５プロジェクト程度の創出が目標の目安になると考え、
初年度（平成 24 年度）は３件を目標値として設定しました。 

 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

医療・健康・福祉
分野の製品開発
取組数（累計） 

９件 16 件 40 件
県内事業者等が、医療・健康・福祉分野の製品
やサービスの開発に取り組んだ数 

対応する基本事業 32103 ライフイノベーションの推進 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

県内事業者等が、医療・健康・福祉分
野の新たな製品やサービスの開発に
取り組むことが、本分野の産業の成長
につながることから、目標項目として選
定しました。 

県内事業者等が医療・健康・福祉分野で活用される製品やサー
ビスの開発に取り組む数は、平成 23 年度の実績見込８件をもと
に毎年度８件ずつ取り組むことをめざし、目標値として設定しまし
た。 
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目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

新たに構築した
産学官等のネッ
ト ワ ー ク 数 （ 累
計） 

－ ３ 12
県が産業振興を進める上で、新たに構築した産
学官等のネットワークの数 

対応する基本事業 32104 国内外のネットワークづくり 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

国内外のネットワークを構築すること
が、新たな事業連携や研究開発のみ
ならず、企業誘致等にも大いにつなが
ることから、指標として選定しました。 

県内中心のネットワーク、全国的なネットワーク、海外ネットワーク
を毎年、新たに１ずつ構築していくことを目標に設定しました。 
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施策３２２    

【主担当部局：雇用経済部】

 
 
 
 
 

平成 27 年度末での到達目標 

多くの県内ものづくり企業が、それぞれが持つ特徴や強みを生かして自らまたは連携して課題解

決に取り組み、三重県ならではのオンリーワン型の企業＊として、海外市場を取り込んで事業活動を

展開しています。 

 
平成 23 年度の取組概要 

・アジア、欧米の市場開拓に向けて、知事をトップとする経済ミッション団を中国や欧州（フラン

ス、スイス、ドイツ）に派遣し、欧州最大の研究機関であるフラウンホーファー研究機構（ドイ

ツ）との協力協定を締結 

・スイスの研究機関であるＣＳＥＭ社とは、三重大学などの高等教育研究機関を新たに加え、グロ

ーバルな産学官連携を推進するなどの協定にリニューアルすることに合意 

・ジェトロなど関係機関と連携して、海外で活躍する専門家や企業経営者によるセミナー（海外販

路開拓チャレンジセミナーなど６回）を開催 

・東京で働く出勤前のビジネスパーソンを対象に、「地域プロデューサークラス～三重編」を丸の内朝大

学＊に開設。受講生 40 人が三重県を訪れ、地域の人や現場を体感するフィールドワーク等を実施した

結果、三重の魅力共感者の人的ネットワークが構築されたほか、修了生による地域活性化イベント「萬

古食博覧会」の開催につながるなど、三重県の魅力を発信 

・三重県ならではのオンリーワン型の技術等を有する中小企業を育成するため、中小企業が、自ら

の強み・弱みなどをふまえた経営戦略策定を促進し、それに基づく研究開発や試作などの事業活

動を支援（補助事業 12 件） 

・企業の防災・減災力向上を図るため、三重大学と連携し、「みえ企業等防災ネットワーク」の活

動やセミナーの開催（県内 10 か所）などを通じて、中小企業によるＢＣＰ（事業継続計画）の策

定・普及啓発を促進 

・中小企業が、強みとする技術等を持ち寄り、シンジケート（企業連合）を結成することを促進（３

団体）するとともに、新製品の共同開発、試作品づくりや販路開拓等を支援 

・中小企業の販路開拓のため、県外大手企業等へ県内中小企業の製品・技術を売り込む「出前商談

会」（４回）や、企業活動の情報発信やビジネスマッチング、県民の皆さんへの製品・サービス紹

介を行う「リーディング産業展」等を開催 

・産業技術人材を育成するため、産学官連携による技術者育成講座等を開催（５講座） 

・未就業・転職希望者から公募した研究人材を中小企業に派遣し、研究開発プロジェクトに参画。

また、中小企業の中核人材となり得る優秀な若手人材を確保するため、就職活動を控えた若者や

保護者、教職員を対象としたバスツアー等を実施 

 
 
 
 

平成 23 年度の取組の検証（得られた成果、残された課題） 

・中小企業の販路拡大や業務提携、共同研究等を促進するため、欧州の産業クラスターや試験研究

機関との連携体制を構築しましたが、より具体的な取組を進めることに加え、アジアダイナニズ

ものづくり三重の推進 
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ムを取り込むため、東アジア等へネットワークを拡大していく必要があります。また、中小企業

の海外展開を促進するためには、県内企業のニーズを的確に把握し、ビジネスマッチングを促進

するなどコーディネート機能を強化していく必要があります。 

・丸の内朝大学「地域プロデューサークラス～三重編」講座を開設した結果、首都圏や三重県内で

受講生の知人も加えた交流イベントや、受講生自らが立ち上げたフェイスブックにより、フィー

ルドワークで訪問した三重の地域や人、食材、イベントなどの情報発信が盛んに行われており、

こうした三重の魅力共感者が講座参加者以外にどれだけ広がっているのか、特定できないことが

課題となっています。 
・ 三重県には、高い経営理念や優れた技術を持つ中小企業が多くあるものの、必ずしもその技術が

製品化に結びついていないことから、その製品開発を技術支援するとともに、世に出ていない技

術を再発見・再発掘し「見える化」していく必要があります。 

・中小企業が取り組む新たな技術開発等が効率的・効果的に進み、実際の事業化に確実につながる

ためには、工業研究所等が、川下企業のニーズを的確につかむ機会等を設定していくとともに、

ニーズに対応した技術開発の推進に向けて、個々の技術開発の支援や産学官連携のハブ機能等を

担いながら、フォローアップしていく必要があります。 

・企業の防災・減災力向上に向けた取組については、ＢＣＰ策定に対する中小企業の認識は高まり

つつありますが、その取組状況は低いため、防災関係機関との連携、産学官の連携や広域的な取

組などにより、普及啓発活動を強化していく必要があります。 

・県内に５つの中小企業連携体が結成され、試作品づくりなどの活動を支援してきましたが、中小

企業連携体の意欲ある取組を引き続き促進するとともに、大企業や海外とのマッチングを支援し

ていく必要があります。 

・「出前商談会」の開催等により、中小企業の情報発信やビジネスマッチングの機会を提供すること

ができましたが、今後は、商談成立に向けてより効果的な開催形態としていく必要があります。

・人材育成において、県内企業へ派遣した研究人材４名の就業につながりました。技術人材の育成

では、地域企業のニーズにあった講座内容への引き続きの見直しや、地域の中核的な企業のノウ

ハウを生かし、企業と連携した開催に取り組む必要があります。また、バスツアーや研修等によ

り、中小企業の魅力の発信ができました。 

 
 
 

平成 24 年度の改善のポイントと取組方向 

・欧米やアジアへのトップセールスにより、現地の自治体や研究機関とのネットワークの強化、拡

大を進め、海外企業とのビジネスマッチング、産学官によるプロジェクトなど具体的な機会の創

出に積極的に取り組みます。また、中小企業の東アジア市場における事業展開を支援するため、

国内と中国およびＡＳＥＡＮ＊に海外支援拠点を設置し、個別相談や現地調査の支援、商談機会の

設定等を行います。 

・三重大学と連携してＣＳＥＭ社の共同研究・技術移転などの支援機能の誘致に取り組むとともに、

具体的な連携事業の構築に向けて活動を進めます。 

・「地域プロデューサークラス～三重編」講座については、新たな受講生による昨年度とは違った地域の

魅力の発信や、昨年度の受講生との連携による首都圏や三重県内での交流イベント等の開催を支援し

ます。また、三重をトータル的に売り込む講座を東京日本橋に新たに開設することにより、三重の魅

力共感者の見える化を一層推進し、そのネットワークの拡大・深化を図ります。 
・日本をリードする「メイド・イン・三重」を確立していくため、世界に通用する高い基盤技術の

開発、新たな市場開拓につながる改良開発型の技術開発、緊急課題解決型の技術支援など、中小

企業の業態・段階に応じた技術支援に取り組み、中小企業の技術向上を図っていくとともに、優

れた技術等を顕彰し「見える化」していくことで、国内外への発信力を強化します。 
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・工業研究所等が定期的に企業訪問を行い、中小企業が抱えるさまざまな課題を拾い上げ、町医者

的な機能を発揮して、これらの課題の解決に向けて企業と共に技術開発等に取り組むとともに、

川下企業への提案等の段階まで密接な支援を行います。また、さらに効果的で適切な取組となる

よう、商工関係団体や金融機関等のパートナーと連携し、中小企業を多面的に支援していきます。

・中小企業のＢＣＰ策定に向けた取組を加速させるため、三重大学や防災担当機関等と連携し、創

意工夫ある普及啓発活動を進めるとともに、商工団体や金融機関等との連携や中部圏の広域的な

取組への参加等を促進します。 

・既存の中小企業連携について、展示会出展等の販路開拓や試作活動が進むよう、市町の支援機関

とも連携して支援を進めます。また、全国の中小企業連携体による地域を超えた交流が活発化し

ており、県内の中小企業連携体も積極的に参画していることから、全国的なネットワークと連携

した販路開拓や試作活動の活性化を支援することにより、大企業や海外との連携を進めます。 

・中小企業の販路開拓と三重県の情報発信を推進するため、県外大手企業等への「出前商談会」を

積極的に開催します。また、「リーディング産業展」については、出展企業の商談成立を効果的に

進めるため、企業間取引を中心とした新たな形態で開催します。 

・人材育成については、これまで実施してきた課題をふまえ、より産業界のニーズに即したカリキ

ュラムの変更に加え、受講者負担の仕組みを取り入れるなど、自立的な事業の展開を検討します。

また、三重県中小企業団体中央会が実施する、学生・留学生等と中小企業とのベストマッチの就

活を促進するための、顔の見える関係づくりからマッチング、定着支援までの一貫した取組への

連携を図ります。 

 

県民指標    

目標項目 

23 年度 

 

現状値 

24 年度 

目標値 

実績値 

27 年度 

目標値 

実績値 

目標項目の説明 

－ 
103 

（23 年） 
112

（26 年）
製造業に係る
中小企業の付
加価値額の伸
び率 100 

（22 年） 
－ － 

中小企業（製造業）の従業員１人あたり付加価値額
（利益、減価償却費、人件費）の平成 23 年（平成
22 年実績数値）を 100 とした場合の伸び率 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

県内中小製造業の付加価値額を伸ばすことが、も
のづくり三重が実感（認知）されることにつながると考
えられることから、指標として選定しました。 

近年の経済情勢から減少傾向にある中（平成18年
から平成 21 年の４年間で 22.5％減。毎年減少して
いる。）、ものづくり三重を強力に推し進めていくこ
とにより、年平均３％の伸びを目標値として設定し
ました。 

 

施策責任者からのコメント    雇用経済部 次長 田畑 知治 電話：059-224-2414 

・経済のグローバル化の進展や国内市場の成熟化など、ものづくり中小企業を取り巻く経営環境は

大きな変革期を迎えていることから、中小企業が自らの強みと弱みをしっかり認識し、世界に通

じる経営戦略を立てて、技術開発を推進していくとともに、積極的な市場開拓を進めることがで

きるよう、中小企業支援のための仕組みづくりに取り組みます。 

・県内製造業の海外展開の比率を高めるなど、海外需要を確保するため、海外の自治体や研究機関

などとのグローバルな連携づくりや連携強化に取り組むとともに、成長を持続する東アジア市場

における支援拠点を中国やＡＳＥＡＮに設置するなど、中小企業が積極的に海外展開に挑戦でき

る環境づくりを進めます。 

・中小企業の技術力の向上や市場開拓には優秀な人材確保・育成が必要ですが、学生等の就職先と

しての中小企業の認知度は高まっていないため、ものづくり現場の危機感が高まっています。そ

のため、大学、商工団体等との連携を強化するなど取組を進めます。 
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（単位：百万円） 

 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度

予算額等 470 314  

 

活動指標    

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

海外事業展開に
取り組む企業数
（累計） 

－ 10 社 40 社
海外での事業展開を行う県内のものづくり中小
企業数（県が支援または関与した中小企業） 

対応する基本事業 32201 海外事業展開の促進 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

県内企業が成長するアジア市場等を
取り込むことで、企業の成長や国際競
争力の強化につながることから、海外
展開に挑戦する企業数を指標として
選定しました。 

ＡＳＥＡＮ６と中国に進出している県内企業が約 80 社あることか
ら、４年間で５割増加することを目標に新たに 40 社が海外事業
展開をすることを目標値として設定しました。 

 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

経営戦略に基づ
く事業化への取
組企業数（累計） 

－ 25 社 100 社 国、県が行う事業化への取組支援への申請数 

対応する基本事業 32202 中小企業の基盤技術の高度化 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

中小企業自らの経営戦略の策定から
販路開拓まで一連の取組を支援する
ことで、ものづくり中小企業の業態や
規模等にあった付加価値化を高める
ことにつながることから、指標として選
定しました。 

毎年 25 社が国や県の制度を活用してチャレンジすることを目標
値として設定しました。 

 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

販路開拓支援に
より新たな取引
につながった数
（累計） 

－ 50 件 200 件
県等が行う販路開拓支援により新たに取引が開
始された数 

対応する基本事業 32203 新分野展開・市場開拓への支援 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

経営資源が限られているものづくり中
小企業の成長のためには、販路開拓・
市場開拓を促すことが重要なことか
ら、これを支援する制度の活用により
商談に結びつく件数を指標として選定
しました。 

効果の高い商談の機会を創っていくことをめざし、その中でより
多くの取引開始に結びつけることを目標に、毎年50件という目標
値を設定しました。 
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目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

企業の成長を支
える産業技術人
材の育成数（累
計） 

－ 100 人 400 人
県等が行う産業技術人材育成の教育プログラム
等を受講し修了した数 

対応する基本事業 32204 産業技術人材の育成と確保 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

ものづくり中小企業の成長のために
は、付加価値の高い商品の実用化開
発を担う技術者などの確保・育成が必
要なことから、人材育成プログラムに
多くの参加を得ることを目標とすること
が適当であるとの考えから指標として
選定しました。 

効果の高い人材育成の機会を創っていくことをめざし、その中で
より多くの参加に結びつけることを目標に、毎年 100 人という目標
値を設定しました。 
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  施策３２３    

【主担当部局：雇用経済部】

 
 
 
 
 

平成 27 年度末での到達目標 
地域資源を活用した新たな産業創出に向けた取組が増えてきている中、さまざまな主体が活力を

結集して地域づくりを進め、地域の中小企業者等が自らの経営革新、地域資源を活用した新商品の

開発および販路開拓への積極的なチャレンジや、市町の取組と連携した商店街等の魅力向上により、

地域産業の活性化が図られています。 

 
平成 23 年度の取組概要 

・伝統産業・地場産業などの活性化を図るため、新商品開発、販路開拓、人材育成等に係る支援を

行うとともに、情報発信に関するセミナーや事業者や支援機関等のネットワークを構築させるた

めに「みえ地域キーパーソンネットワークフォーラム」を実施 

・「みえ地域コミュニティ応援ファンド助成金」（38 件）や「みえ農商工連携推進ファンド助成金」

（９件）により、新商品・サービスの開発、販路開拓、情報発信等を支援したほか、地域資源活

用や農商工連携等の取組を県民の皆さんに周知する「みえ農商工連携フェア」を開催 

・東日本大震災対策緊急資金、台風 12 号関連災害復旧資金、セーフティネット資金等の経営安定目

的資金により、災害や円高などの影響で経営の安定に支障をきたした県内中小企業の資金繰りを

支援（2,540 件、融資額 618 億円） 

・経営革新支援資金、メイドイン三重ものづくり推進資金、創業・再挑戦支援資金等の政策目的資

金により、経営革新や創業など中小企業の新たな取組等を支援（793 件、融資額 48 億円） 

・中心市街地活性化や商業の振興を図るため、商店街等の団体との協議や情報共有を図るとともに、

専門家を派遣して助言を行うなどの支援を実施 

・企業の新事業展開を促すため、県内商工団体、金融機関等で構成する「オール三重起業推進委員

会」を設置し、各機関事業の情報共有と連携促進のための会議を開催（３回） 

・県と民間および三重大学との連携による企業家人材の育成（ビジネスプランコンテスト・ＭＩＥ

起業道場など）を実施 

・商工団体や金融機関との連携により、意欲ある中小企業の経営革新計画への取組（計画承認企業

数 59 件）を促すとともに、企業の経営革新計画の達成に向け、専門家派遣による販路開拓支援や

フォローアップ支援を実施 
 

 
 

平成 23 年度の取組の検証（得られた成果、残された課題） 

・産業構造におけるサービス産業の県内総生産に占める付加価値構成比（平成 20 年）は、全国が

22％に対して、三重県が 17.9％と低いことに加え、上昇幅も全国に比べて小さく、成長余力が大

きいと考えられることから、今後は、新しいサービス産業を創出するための県内のサービス関連

産業の概況の把握と、サービス関連企業や産業支援団体、教育・研究機関、金融機関、市町等と

のネットワーク構築が当面の課題となっています。 
・伝統産業・地場産業等に対する商品開発・販路開拓・人材育成の支援や、各種セミナー等による

情報発信を進めてきましたが、成果を上げるには、こうした取組を継続しつつ各地域に存在する

地域資源の発掘を進めていくことが必要です。 
・ファンド助成事業により県内各地でさまざまな商品等の開発を促進してきましたが、今後は、海

外も視野に入れた販路開拓や商品のブラッシュアップ、差別化を進めていくことが必要です。 

 

地域の価値と魅力を生かした産業の振興 
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・中小企業の資金調達の円滑化により、災害や景気低迷の影響による売上減少などに対する経営安

定化や、創業・新分野進出等の新たな取組を支援してきました。中小企業を取り巻く厳しい経営

環境や金融円滑化法の終了などをふまえ、引き続き、経営安定化の支援を行うとともに、海外進

出、新事業展開などを含めた幅広い金融・経営支援を進めていくことが必要です。 
・商店街等の団体を対象に、振興計画の検討、集客交流イベントなどを支援してきましたが、今後

は、顧客にとって魅力ある価値を創りだす必要があります。 
・商工団体等と連携した支援により、経営革新による新分野進出・新たな事業開拓や、農商工連携

や地域資源を活用した地域ブランド商品の研究･開発が行われ、新商品の開発など新たな事業展開

につながってきました。今後、商工団体等が中心となって、地域独自のアイデアを生かした取組

や、地域のネットワークの構築などを拡大し、地域経済の活性化をさらに進めていく必要があり

ます。 
 

 
 
 

平成 24 年度の改善のポイントと取組方向 

・産業界の連携やＩＴ活用などによる新たなサービス産業の創出をめざして、県内のサービス関連

産業の概況の把握と、サービス関連企業などとのネットワーク構築を進めるため、企業の課題解

決と生産性の向上に向けたセミナーやグループディスカッションの開催をはじめとする地域に密

着した活動を進めます。 

・地域資源を活用した産業の活性化を図るために、事業者、商工関係団体等と連携し、「棚卸と再発

見」の場づくりを行うとともに、県内各地域で頑張る事業者等のネットワーク化と、全国キーパ

ーソンとの連携による新商品開発、ローカル・トゥ・ローカル＊の取組による販路開拓、ブランド

化を進めます。 

・伝統産業・地場産業の活性化を図るために、事業者、産地組合、市町等と連携し、全国キーパー

ソンも活用しながら、伝統工芸品の掘り起こしや再評価を行う場づくりを行うとともに、デザイ

ナー、クリエーターを活用したグローカル＊ビジネスの創出、ブランド化を図る意欲ある事業者の

取組を支援していきます。 

・地域資源を活用した新商品・サービスの開発とその販路開拓を進めるために、「みえ地域コミュニ

ティ応援ファンド助成金」等により支援してきましたが、さらにものづくり系事業者を対象に助

成事業の拡大を図ります。 

・中小企業を取り巻く経営環境の変化や資金ニーズを迅速に把握し、的確な金融支援による経営安

定化を図るため、金融機関・商工団体等との情報交換を緊密に行い、県単融資制度の柔軟な運用

を行うとともに、必要に応じて制度内容の変更や新規資金の創設などを実施します。また、金融

機関・商工団体等との連携強化・支援体制の充実を図り、新規開業、経営革新、海外展開等、中

小企業の新たな取組を支援していきます。 

・商店街活性化に関連する、市町をはじめとする各種団体等と商業者との取組を促進するため、全

国キーパーソンなど地域の力を引き出す専門家と地域の関係者による課題や強みの「棚卸と再発

見」、強みを生かした企画の実現や課題の解決など、商業活性化のための新しい価値を考える場

づくりを、仕組みづくりの段階から支援していきます。 

・中小企業の新分野進出や新たな事業開拓を進めるため、地域のネットワークを拡大し、経営革新

と創業支援の取組を一体となって進めるとともに、地域の事業者とのネットワークを有する商工

団体が核となり、地域の実情に応じた独自のアイデアを生かして、人材育成・地域資源活用・販

路開拓などにチャレンジできるよう支援し、地域自らの取組による地域活性化を図ります。 
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県民指標    

目標項目 

23 年度 

 

現状値 

24 年度 

目標値 

実績値 

27 年度 

目標値 

実績値 

目標項目の説明 

－ 
103 

（23 年） 
112

（26 年）
地域資源活用
関連産業の製
造品出荷額等
の伸び率 100 

（22 年） 
－ － 

工業統計調査用産業分類における地域資源活用
関連産業分野（食料品製造業、木材・木製品製造
業、陶磁器・鋳物製造関連）の製造品出荷額等の
平成 23 年（平成 22 年実績数値）を 100 とした場合
の伸び率 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

地域の経済活力を高めていくためには、各地域の
資源を活用した産業の活発化を図っていく必要があ
ることから、その度合いを示す指標として、関連する
産業分野の製造品出荷額等の伸び率を選定しまし
た。 

近年の経済情勢から減少傾向にある中（平成18年
から平成21年の４年間で9.5％減）、県内の事業者
等が地域の資源など価値や魅力を活用して産業
の活性化に取り組むことを推進していくことにより、
年平均３％の伸びを目標値として設定しました。 

 
 

（単位：百万円） 

 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度

予算額等 4,968 5,077  

 

活動指標    

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

地域資源を活用
した新商品を開
発 し 、 売 り 上 げ
につながった企
業数（累計） 

－ 10 社 40 社
県制度を利用して県内の地域資源を活用した
新商品開発等に取り組んだ企業等のうち売上
（増）につながった企業数 

対応する基本事業 32301 地域資源を活用した産業の振興 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

地域産業の活性化のためには、地域
資源を活用した新商品開発を促進し
ていくことが重要なことから、指標とし
て選定しました。 

事業者にとっての成果として、新商品を開発し売上増につながっ
た事業者を毎年 10 社創出することを目標値に設定しました。 

施策責任者からのコメント    雇用経済部 次長 田畑 知治 電話：059-224-2414 

・強じんで多様な産業構造の構築のためには、成長余力が大きいと考えられる本県のサービス産業

において、新たな産業の創出や既存産業のサービス化を進める必要があり、「みえ産業振興戦略」

検討会議などにおける議論を踏まえ、製造業とサービス産業が本県産業の両輪となるように産業

政策を進めていきます。 

・地域資源を活用した産業や伝統産業を活性化していくため、単に商品やサービスを作り、売る従

来のビジネスモデルから、商品そのものにサービスを含めた価値や、その背景にある歴史・文化・

人といった「ものがたり」などを、それに共感してもらえるような特定の消費者に新たな価値と

して提供する価値創造型の産業へと転換を図っていきます。 
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目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

新しい商品・サ
ービス等の創出
件数（累計） 

－ 10 件 40 件
高付加価値な新しい商品開発や新たなサービ
スが生まれた件数 

対応する基本事業 32302 新たなビジネスの創出等の促進 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

新商品開発や新サービスの創出が産
業創出や雇用の場の創出につながる
ことから、指標として選定しました。 

事業者にとっての成果として、新たな商品やサービスの開発に
つながった件数を毎年 10 件創出することを目標に設定しまし
た。 

 
 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

商業活性化の取
組により集客増
や収益向上に結
びついた事業者
等の数（累計） 

－ ３者 12 者
商業者団体等が活性化事業に取り組み、そのう
ち、集客増や収益向上に結びついた事業者等
の数 

対応する基本事業 32303 地域の特性に応じた商業の振興 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

集客増や収益向上に結びつくことで
真に商業の活性化が図られることか
ら、指標として選定しました。 

事業者にとっての成果として、集客増や収益向上に結びついた
事業者を毎年３事業者創出することを目標に設定しました。 

 
 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

商工団体等の支
援により新たな
事業展開に至っ
た件数（累計） 

－ 160 件 650 件
商工団体等が支援を行った結果、新たな事業
展開（経営革新、創業、地域資源活用、農商工
連携、事業承継）に至った件数 

対応する基本事業 32304 経営基盤の強化 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

地域の総合経済団体である商工会等
は、地域の特性をふまえた新たな産業
や雇用の創出を図っていく役割を担
い、事業者への支援により新たな事業
展開につなげていくことが重要なこと
から、指標として選定しました。 

中小企業への支援を行い事業化に結びつけていくことを目標
に、平成22年度実績数値（158件）をもとに毎年３％増加させるこ
ととして、４年間で 650 件を設定しました。 
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施策３２４    

【主担当部局：雇用経済部】

 
 
 
 
 

平成 27 年度末での到達目標 

県内の中小企業が、自らの技術課題解決や新たな分野展開に挑戦するための技術・開発力向上に

向けて、県研究機関のハブ機能を生かして、共同研究などに積極的に取り組んでいます。 

 
平成 23 年度の取組概要 

・工業研究所が、技術相談（2,657 件）や出前キャラバンによる企業訪問（220 件）により、ものづ

くり中小企業が抱える技術課題を掘り起し、企業の技術的課題解決（205 件）を支援 

・蓄電池などのエネルギー関連や陶磁器デザイン開発などについて、工業研究所が中小企業と共同

研究を行い、中小企業の課題解決を支援 

・地域資源の活用などによる新たな産業の創出を図るため、産学官が連携し、新規に 22 件の研究プ

ロジェクトを立ち上げるなど、それぞれの強みを生かした研究開発を推進 

・食品関連分野における新たな商品開発を支援するため、「みえ“食発・地域イノベーション”創造

拠点＊」を活用し、産学官連携により付加価値を高める食品加工方法等に関する共同研究（２課題）

を実施 

・エネルギーや次世代自動車分野に関し、試作開発に成功している全固体ポリマーリチウム二次電

池の実用化・市場化に向けて、県内企業との連携体制を強化するため「三重県次世代電池イノベ

ーション推進会議」を設立し、研究開発を推進 

・次世代自動車産業の振興を技術面から進めるため、軽量化・省エネ化に関して、企業参加型（89

社）の４つの研究会（複合プラスティック、金属材料、接合技術、強度シミュレーション等によ

る設計支援）を設置し、中小企業の技術課題解決を支援 

・中小企業を支えていく人材を育成するため、基盤技術研究講座（６講座、83 名）や先進技術セミ

ナー（４講座、86 名）、出前技術講座（２回、36 名）を開催 

・県民の皆さんの科学技術に対する興味や関心を高めるため、県研究所の施設公開、子ども科学体

験教室などを実施し、7,017 名が参加 

 
 
 

平成 23 年度の取組の検証（得られた成果、残された課題） 

・中小企業にとって工業研究所は、課題解決を図るうえで身近な存在であることから、企業訪問等

を通じて、中小企業が抱える課題の解決や、新製品等の性能評定、販路開拓につながる支援を行

うとともに、共同研究を通じて、中小企業の技術力を支える人材の育成に取り組む必要がありま

す。 

・企業や高等教育機関等との共同研究や試作・加工テスト等の取組から、県内企業の新たな技術開

発や製品としての市場化につなげていくためには、リチウム二次電池の性能向上や具体的な用途

開発、自動車部品の成型条件の最適化、対象となる食材に合わせた食品加工技術の確立などを進

める必要があります。また、新たなニーズに対応した技術開発に加えて、県内企業と密接に連携

して、技術移転や技術開発に取り組む必要があります。 

・技術研究講座やセミナーの開催により、中小企業技術者の技術習得支援を進めましたが、技術の

進歩や基準の変更、市場ニーズの変化に応じて、より効果的なカリキュラムを提供するとともに、

中小企業の技術力向上支援と科学技術の振興 
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受講者自らが抽出した技術課題を、解決する取組を支援する必要があります。 

・次世代の科学技術を支える人材の育成を進めるためには、県民の皆さんが身近に科学技術に触れ

ることができる機会を提供していくことが重要です。 

 
 
 

平成 24 年度の改善のポイントと取組方向 

・工業研究所が、産官学連携のハブ機能を担い、町医者的機能を発揮して、中小企業の抱える課題

解決や販路開拓につながる支援を行うため、工業研究所窓口での技術相談や、研究員による企業

訪問を行います。また、中小企業の技術力を支える人材の育成を図るため、工業研究所が中小企

業の研究人材を受け入れての共同研究などを行います。 

・これまで培ってきたノウハウなどを生かし、燃料電池や二次電池など環境・エネルギー関連分野

の研究開発を推進します。また、自動車関連技術については、基盤技術の高度化をめざす既存の

４研究会に関連した技術開発・評価を拡大するとともに、「電動・電装部品」に関する技術課題の

調査および技術開発に新たに着手します。 

・中小企業の技術力向上の要となる技術開発人材を育成するため、基盤的な分析・解析技術講座や、

工業研究所に新たに導入した機器の実習講座及び最新の技術に関するセミナーを開催します。ま

た、受講者との共同研究等により技術課題の解決を支援していきます。さらに、県民の皆さんが

科学技術に身近で気軽に親しめる機会を提供していきます。 

 

県民指標    

目標項目 

23 年度 

 

現状値 

24 年度 

目標値 

実績値 

27 年度 

目標値 

実績値 

目標項目の説明 

－ 30 件 120 件中小企業等と
の共同研究件
数（累計） 

－ － － 

県研究機関と県内中小企業等が産学官（産官）で
連携しながら、新製品や新技術等の開発に取り組
んだ共同研究の件数 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

県研究機関が企業の課題解決を図る研究開発プロ
ジェクトを進めることにより、企業の技術力向上につ
ながることから、その成果を示す課題解決につなが
った件数を指標として選定しました。 

県内中小企業が抱える技術課題の解決を県研究
機関が積極的に担うことを目標に、毎年 30 件を設
定しました。 

 

施策責任者からのコメント    雇用経済部 次長 田畑 知治 電話：059-224-2414 

・県内中小企業が成長分野である環境・エネルギー関連分野へいち早く進出できるよう、新技術・

新製品の開発をめざしたネットワークづくりを支援するとともに、工業研究所が産学官連携のハ

ブ機能を担い、中小企業の課題解決支援や共同研究、販路開拓につながる支援を進めます。 

・県内主要産業である自動車関連産業について、平成 23 年度から取り組んでいる「軽量化」を中心

とした研究会活動などへの支援を行い、今後の自動車関連産業の維持・発展を図っていくととも

に、産学官連携により企業の強みを生かした技術力・開発力の強化を促進します。 
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（単位：百万円） 

 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度

予算額等 538 391  

 

活動指標    

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

企業の課題解決
数（累計） 

－ 20 件 80 件
県研究機関の支援や共同研究により県内中小
企業が課題解決に取り組んだ研究開発プロジ
ェクト数 

対応する基本事業 32401 研究開発の推進 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

県研究機関が企業の課題解決を図る
研究開発プロジェクトを進めることによ
り、企業の技術力向上につながること
から、その成果を示す課題解決につ
ながった件数を指標として選定しまし
た。 

県内中小企業が抱える技術課題の解決を県研究機関が積極的
に担うことを目標に、毎年 20 件を設定しました。 

 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

県研究機関にお
ける新分野関連
技 術 開 発 件 数
（累計） 

－ 10 件 40 件
県研究機関が実施する新分野（環境・エネルギ
ー、医療・健康、次世代自動車等）における先
行的な技術開発件数 

対応する基本事業 32402 県研究機関による技術開発の推進 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

中小企業にとって研究投資が困難な
新分野の先行的な研究開発を県研究
機関主導で開発を進めることが、県内
企業にとっての技術力向上支援につ
ながることから、その研究開発件数を
指標として選定しました。 

中長期的に中小企業の技術力向上につながる県研究機関の先
行的な新分野の研究開発を積極に実施することを目標に、４年
間で 40 件を設定しました。 

 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

県民等の科学技
術に対する理解
度 

67.3％ 75.0％ 90.0％

県研究機関等が実施する一般公開講座、施設
公開、学習会等の参加者に対するアンケートに
おいて、「科学技術に対する理解が深まった」と
回答した者の割合 

対応する基本事業 32403 科学技術の担い手づくり 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

次代を担う研究人材の育成に資する
ためには、科学技術への理解を深め
る啓発的な取組が必要なことから、そ
の機会を提供し理解を深めることを目
標に、指標として選定しました。 

科学技術に対する理解を深める機会を提供することで、４年後に
は９割の方が、「科学技術の理解が深まった」と回答されることを
想定して目標値を設定しました。 

－ 261 －－ 260 －

施
策
の
取
組　
Ⅲ「
拓ひ
ら

く
」

第
２
章



－ 261 －－ 260 －

施
策
の
取
組　
Ⅲ「
拓ひ
ら

く
」

第
２
章



施策３２５    

【主担当部局：雇用経済部】

 
 
 
 
 

平成 27 年度末での到達目標 

県民の皆さん、事業者、市町等と連携した取組により、地域資源を生かした新エネルギーの導入

による「安全で安心なエネルギー」が確保されています。また、県民生活や産業活動等での省エネ

ルギーが促進されエネルギーが効率的に利用されています。 

 
 

平成 23 年度の取組概要 

・東日本大震災や福島第一原子力発電所の事故によりエネルギーを取り巻く状況が一変したことを

ふまえ、新たな「新エネルギービジョン」を策定 

・三重県におけるエネルギーの安定供給の確保および太陽光発電や風力発電などの新エネルギーに

よる地域エネルギーの確保や省エネルギー対策を総合的に推進する体制として「三重県エネルギ

ー対策本部＊」を設置し、県民の皆さんや事業者等に向けた省エネルギー・節電の呼びかけを実施

・発電用施設の立地に対する理解を深めるため、電源立地地域対策交付金を活用し、発電用施設周

辺地域における産業振興など住民福祉の向上を図る事業を支援 

・国の補助に該当しない新エネルギー設備を導入する県民の皆さんや事業者等に対する補助を実施

・新エネルギーの導入促進を図るため、地球温暖化対策と連携した普及啓発事業を実施 

・県自らが実施する水力発電、ＲＤＦ*焼却・発電による安定した電力供給に努めるとともに、水力

発電事業の民間譲渡に向けての取組を計画的に実施 
 

 
 

平成 23 年度の取組の検証（得られた成果、残された課題） 

・平成 22 年度末を目標とした三重県新エネルギービジョンでは、原油換算で 31 万 kl に相当する量

の新エネルギーの導入を目標とし、各種施策に取り組んだ結果、平成 22 年度末までの導入実績は

29.8 万 kl、96.2％の進捗率となりました。 

・今後は、新たに策定した新エネルギービジョンに基づき、新エネルギーによる地域エネルギーの

確保や環境・エネルギー関連産業の振興に積極的に取り組む必要があることから、取組の主体と

なる産業界と連携して、より具体的な取組につなげていく必要があります。 

・県民生活や産業活動の基盤となる安定的なエネルギーを確保するため、「三重県エネルギー対策本

部」を起点に、部局横断的な取組として、県の業務に直接関係のある 230 団体に対して、省エネ

ルギー・節電の取組を要請しました。また、迅速かつ的確な情報収集や発信を行うため、国や電

力会社等と緊密な連携体制を構築しました。 

・県庁においては、３％の削減を目標にし、窓際の照明消灯やエレベーター運転台数の削減、クー

ルビズの前倒しなどによる省エネルギー・節電に努めた結果、６月～９月の電力使用量は、前年

度に比べて県施設全体では約７％節減、本庁舎に限っては約 16％節減となりました。 

・水力発電事業は、エネルギーの安定供給を維持しつつ効率化によるコスト縮減に努める一方で民

間譲渡に向けて取り組む必要があります。また、ＲＤＦ焼却・発電事業は、安全で安定した運転

を行う必要があります。 

 

新しいエネルギー社会の構築 
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平成 24 年度の改善のポイントと取組方向 

・環境への負荷の少ない自立分散型の電源確保および産業振興のため、新たに策定した「三重県新

エネルギービジョン」に基づき、本県の地域特性を生かして太陽光発電、風力発電、木質バイオ

マス利用、小水力発電等の安全で安心な地域エネルギーの創出を促進する取組を進めます。また、

木曽岬干拓地におけるメガソーラー事業の誘致に向け取組を行います。 

・地域エネルギーの創出や新エネルギーを活用した新たなビジネスモデルや社会モデルを発掘して

いくためのアイデアや課題を協議するため、民間企業、大学、行政などが参画する「スマートラ

イフ推進協議会（仮称）」を設置し、新たな産業振興や地域活性化等につながる取組を進めます。

・環境・エネルギー関連分野の技術の活用やエネルギーの効率的な利用を図りながら、ライフスタ

イルや生産プロセスなどあらゆるシーンで変革を促す取組を展開することで、新たな産業の振興

や新たな社会システムの構築をめざす「スマートライフ推進協創プロジェクト」において、「地域

資源を生かした安全で安心な新エネルギーの導入」に取り組みます。 
・県民生活や産業活動の基盤となる安定的なエネルギーを確保するため、「三重県エネルギー対策本

部」を起点に、新エネルギーの普及促進、省エネ活動、エネルギー関連産業の振興、エネルギー

政策に関する国への提言などに部局横断的に取り組みます。 

・県内中小企業等の既存技術を生かした省エネ技術等の発掘を行い、新たな用途開発を支援すると

ともに、企業内での省エネを推進するための技術・知識の底上げ等に取り組みます。 

・メタンハイドレート＊など将来実用化が期待されている次世代のエネルギー資源等について、最新

の調査研究や技術開発の動向を注視するとともに、本県の地域活性化につながる取組方策を、市

町や関係者と連携して検討していきます。 

・水力発電事業については、安定的な電力供給に努めるとともに、必要な設備改修を行うなど民間

譲渡に向けた取組を進めます。また、ＲＤＦ焼却・発電事業については、引き続きＲＤＦに対す

る安全対策に取り組み、安全で安定した運転を行います。 

 

県民指標    

目標項目 

23 年度 

 

現状値 

24 年度 

目標値 

実績値 

27 年度 

目標値 

実績値 

目標項目の説明 

－ 
230 

千世帯 
(23 年度) 

307 
千世帯

（26年度）新エネルギー
の 導 入 量 （ 世
帯数換算） 204 

千世帯 
(22 年度) 

－ － 

県内に導入された新エネルギーによって家庭で消
費されるエネルギーを賄ったと仮定した場合の世
帯数 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

新エネルギー（太陽光発電、風力発電など）の導入
の進捗をあらわすため、導入量の成果であることか
ら選定しました。 

三重県新エネルギービジョンで掲げた平成 32 年
度の目標値（461 千世帯）に向けて設定しました。 

 

施策責任者からのコメント    雇用経済部 副部長 世古 定 電話：059-224-2414 

・新エネルギー導入の推進にあたっては、さまざまな主体が参画できる「協創」による取組を重視
し、特に産業界との連携に努めます。 

・新エネルギー導入には多岐にわたる法規制やさまざまな主体による地域の協力体制が重要である
ことから、「三重県エネルギー対策本部」を起点に、部局の連携と横断的な取組に努めます。 
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（単位：百万円） 

 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度

予算額等 3,173 4,157  

 

活動指標    

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

エネルギー政策
を総合的に推進
するための取組
件数 

４件 ５件 ８件

県庁内各部局で構成する「三重県エネルギー
対策本部」での県民の皆さんや事業者等への
節電の呼びかけなど、部局横断的な取組の件
数 

対応する基本事業 32501 エネルギー政策の総合的推進 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

エネルギー対策の推進については、
部局横断的かつ総合的な取組が必要
であるため、電力需給への対応、新エ
ネルギービジョンの進行管理、エネル
ギー政策に係る国への提言などへの
取組が重要であることから選定しまし
た。 

電力需給がひっ迫する夏季・冬季の対策以外にも取り組むことと
し、毎年１件ずつ取組を増加させることを目標として設定しまし
た。 

 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

大規模な新エネ
ル ギ ー 施 設 数
（累計） 

４件 ５件 ８件
県内に設置されたメガソーラーやウィンドファー
ムの設置件数 

対応する基本事業 32502 地域における新エネルギーの導入促進 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

地域における新エネルギーを確保す
ためには、確実に大型プロジェクトを
年１件導入することが重要であることか
ら選定しました。 

メガソーラー等の大型プロジェクトを年１件達成させることから設
定しました。 

 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

企業の省エネ取
組の件数（累計） 

－ ５件 20 件 県内企業の省エネルギーにつながる取組件数 

対応する基本事業 32503 省エネルギー技術等の導入促進 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

企業の省エネルギーの推進を図ること
が重要であることから選定しました。 

省エネ技術に対する新たな用途開発の支援および企業内での
省エネを推進するための技術・知識の底上げ等により、事業者
の省エネ推進活動を拡大することが重要であり、年５件の取組を
支援することから設定しました。 
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目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

次世代エネルギ
ー等に関連する
調査研究のテー
マ数（累計） 

－ １件 ３件
メタンハイドレートなど将来実用化が期待されて
いるエネルギー資源等に関連する調査研究の
テーマ数 

対応する基本事業 32504 次世代エネルギー等の調査研究 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

将来実用化が期待されているエネル
ギー資源等に関連する地域活性化策
等の調査研究を行うことが重要である
ことから選定しました。 

エネルギー資源等に関連する地域活性化策等の調査研究を利
害関係者等と連携して着実に環境を醸成することが重要であり、
次世代エネルギー等プロジェクト１件を設定しました。 

 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

水力発電の年間
供給電力目標の
達成率 

85.0% 100% －
企業庁が水力発電により１年間に供給する電力
量として設定した、電力目標の達成率 

対応する基本事業 32505 公営電気事業における電力の供給 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

水力発電の電力を安定的に使用する
ことができるためには、適正な維持管
理を行い安定供給を行うことが重要で
あることから選定しました。 

企業庁の水力発電による電力が安定的に供給されているには、
水力発電により１年間に供給する電力量として設定した目標値
に対し 100％の達成率となることが望ましいことから設定しまし
た。 
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施策３３１  

【主担当部局：雇用経済部】

 
 
 
 
 

平成 27 年度末での到達目標 

働く意欲はあるものの就労が困難な若年者、障がい者、高齢者などの就労や、若年無業者＊の職業

的自立が進んでいます。 

また、雇用のセーフティネットとしての職業訓練等が充実するとともに、技能向上に積極的に取

り組む企業や勤労者が増加しています。 

 
平成 23 年度の取組概要 

・従来の枠を超えた働き方、働く「場」等、雇用に関する新しい仕組みの創出について検討する三

重県雇用創造懇話会を立ち上げ、２回開催 

・若年者の安定した就労に向け、国等関係機関と一体的に運営する「おしごと広場みえ」を拠点に、

約 16,000 人の来場者に雇用関係情報の提供、職業相談、職業紹介、キャリアカウンセリングや各

種セミナー等の就職支援サービスをワンストップで提供するとともに、就職面接会を県内７か所

で実施し、約 2,600 人が参加 

・早期の就職促進を図るため、未就職卒業者等を対象に、社会人としての基礎的な知識習得と企業

での実習を組み合わせた研修を２回実施し、175 人が参加 

・若年無業者の職業的自立を進めるため、北勢地域若者サポートステーションの設立を支援すると

ともに、ＮＰＯ等さまざまな主体による包括的な支援体制の整備を進め、県の若者自立支援セン

ターおよび４か所の地域若者サポートステーションで約 8,000 件の相談や支援情報の提供、訓練

講座の開催、就労体験等を実施 

・障がい者雇用アドバイザー等による事業主への啓発（448 社）や、ジョブサポーターを活用した

職場定着支援等を実施するとともに、障がい者の就職面接会を７回開催（参加 141 社 831 人） 

・津高等技術学校のＯＡ事務科、障がい者委託訓練、障がい者チャレンジトレーニング事業など障

がい者の態様に応じた多様な職業能力開発機会を提供、105 人が参加 

・高齢者の多様な就労を促進するため、シルバー人材センターへの支援やハローワーク等関係機関

と連携した就職面接会を６回開催（参加 132 社 678 人） 

・国の「ふるさと雇用再生特別交付金」および「緊急雇用創出事業臨時特例交付金」により創設し

た基金を活用し、県と市町合わせて約 5,700 人の雇用を創出 

・厳しい雇用情勢が続いていることから、離職者を対象とした職業訓練の定員を増加（前年度より

約 300 人増加させ、985 人とした）させ、851 人が受講 

・技能検定の実施や民間の職業能力開発校（11 校）に対して助成するとともに、優秀な技能者の表

彰等を実施 

 
 
 
 
 
 
 
 

雇用への支援と職業能力開発 
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平成 23 年度の取組の検証（得られた成果、残された課題） 

・三重県雇用創造懇話会を通じて、雇用をめぐる留意・解決すべき課題の一端が明らかになりまし

たが、産業政策と連動するかたちで課題と対応策について議論を深めていく必要があります。 

・若年者の雇用については、国等と一体的に運営する「おしごと広場みえ」において、約 16,000

名の来場者に情報提供やセミナー等のワンストップ型の支援を行いましたが、雇用の不安定化や

低所得化が進んでいることから、一人でも多くの若年者が就職できるよう、一層きめ細かな就職

支援に取り組む必要があります。このため、県内７か所で実施した求人者と求職者の出会いの場

である就職面接会については、求人・求職双方の利用者の声を参考に、会場や開催時期等、事業

の実施方法を見直すことが重要です。 

・若年無業者については、本人および家族が相談しやすい環境づくりが必要であることから、地域

の支援拠点である地域若者サポートステーションの設置支援により、新たに１か所設置され、合

計４か所となりました。より充実した支援を行うため、相談者と支援拠点とのマッチングの改善

等、支援機関の連携による包括的な支援体制の拡充が重要です。 

・民間企業における障がい者実雇用率は、関係機関の積極的な取組はもとより、県においても障が

い者雇用アドバイザー等による事業主への啓発や就職面接会を実施したことにより改善傾向にあ

るものの、依然として法定雇用率を大きく下回っており、意欲のある障がい者が働くことのでき

る場がまだまだ十分ではないことから、障がい者雇用の促進について一層の取組が求められてい

ます。 

・シルバー人材センターへの支援やハローワーク等関係機関と連携し、高齢者の就業できる場の確

保に向けて支援を実施しましたが、高齢者をとりまく雇用環境は依然として厳しいことから、高

齢者が今まで培ってきた経験や能力を発揮できる多様な就労機会の提供が引き続き必要です。 

・国の交付金を活用した基金創設により約 5,700 人の雇用を創出した成果もあり、県内の有効求人

倍率は、0.8 倍台にまで回復しましたが、依然として厳しい状況であることから、引き続き緊急

的な雇用の創出に取り組む必要があります。 

・職業訓練の定員を増加させたことにより、多くの離職者を支援することができましたが、雇用情

勢は依然として厳しく先行きも不透明であることから、引き続き雇用のセーフティネットとして

の職業訓練の充実に取り組む必要があります。 

・技能検定の合格者数や民間の職業能力開発校が実施する職業訓練への参加者数は前年度を上回り

ましたが、国際的な価格・品質競争が激しさを増す中、本県の産業を担う人材の育成に引き続き

取り組む必要があります。 

 
 

平成 24 年度の改善のポイントと取組方向 

・三重県雇用創造懇話会において、本年度、策定する「みえ産業振興戦略」との連携を図りつつ、

経済や社会の変化に対応した、新しい働き方や働く場の創出について議論を深めていきます。 

・国や経済団体等との連携を強化し、若年者の安定した就労に取り組みます。また、「おしごと広場

みえ」を拠点とした就職支援サービスのワンストップでの提供や就職面接会の実施、未就職卒業

者等への研修等の就職支援に引き続き取り組みます。就職面接会でのアンケート結果を参考に、

面接会の運営方法等を利用者のニーズに応じて改善するとともに、労働局等が中部圏および近畿

圏で開催する合同就職説明会等に県内企業の参加が増えるよう、ＰＲ等に努めます。 

・県の若者自立支援センターとＮＰＯ等による地域若者サポートステーションの役割を見直し、若

年無業者の職業的自立を進めるための包括的な支援体制づくりを進める取組として、若者自立支

援センターでは支援情報の提供や家族向けセミナーを開催するとともに、県内４か所の地域若者

サポートステーションは地域の支援拠点として、相談、自立訓練、就労体験などを一体的に実施

できるよう支援します。 

・障がい者の雇用モデルを通じて障がい者の就労と定着の支援を行うとともに、障がい者の雇用に

特別に配慮した特例子会社の設立支援や、障がい者雇用アドバイザー等による普及啓発、障がい

者就職面接会の開催などにより、障がい者雇用の取組をより一層促進します。 
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・高齢者の就業機会の拡大を図るため、シルバー人材センターへの継続的な支援とともにハローワ

ークや商工会議所等関係機関との連携・協力をさらに深め、就職面接会を開催します。 

・県と市町が一体となって、緊急雇用創出基金事業を実施するとともに、特に県事業では人材育成

事業を積極的に実施し、一層効果的な雇用の創出に取り組んでいきます。 

・離職者等を早期の就労に結び付けるため、三重労働局や（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構

等の関係機関と連携するとともに、求人求職双方のニーズの把握やキャリアコンサルティングの

実施等により職業訓練の充実に取り組みます。 

 

 

県民指標    

目標項目 

23 年度 

 

現状値 

24 年度 

目標値 

実績値 

27 年度 

目標値 

実績値 

目標項目の説明 

－ 1,440 人 1,520 人
雇用対策事業
による就労者
数  

1,410 人 
 

－ － 

県が実施する（共催を含む）雇用対策事業により支
援した人のうち支援終了後３カ月以内に就職した
人数 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

地域の実情に応じた多様な雇用支援や職業能力開
発の成果の一つとして、県が実施する雇用対策事
業により就職した人数が増加することが見込まれる
ことから選定しました。 

県が実施する雇用対策事業により就職した人数
を、毎年２％程度増加させることを目標として設定
しました。 
 

 

 
 
 

施策責任者からのコメント    雇用経済部 副部長 世古 定 電話：059-224-2414 

・三重県雇用創造懇話会等を活用し、「みえ産業振興戦略」をはじめとする産業施策と連携した雇用

施策を実施することが重要であると考えています。 

・産業施策と雇用施策の円滑な連携を図りながら、地域の実情に即した人材育成が可能になるよう

ハローワークの早期の地方移管を国に求めていきます。 

・地域経済を活性化し、地域を元気にすることによって働く場を創出することや、経済団体等との

連携により、地域に根ざす中小企業と将来を担う若年求職者のマッチング効果を高める取組が重

要であると考えています。 

・若年無業者の職業的自立のため、県内４か所の「地域若者サポートステーション」が個々の状況

に応じた取組を効果的に進められるよう支援機関とのネットワークを強化し、調整を図っていき

ます。 

・民間企業における障がい者の雇用を促進するため、雇用モデルを通じて個別に事業所へ普及を図

り、事業者が障がい者雇用に積極的に取り組めるよう支援していきます。また、地域の事業所へ

の委託による実践的な職業訓練等に取り組みます。 

・高齢者の雇用については、今まで培ってきた経験や能力が発揮されるよう関係機関と連携して就

職面接会を実施するなど支援を行います。 

・依然として厳しい雇用情勢であることを踏まえ、公共職業訓練を平成 23 年度と同規模で実施する

とともに、関係機関と連携して求人・求職双方のニーズをふまえた職業訓練に取り組みます。 
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                                        （単位：百万円） 

 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度

予算額等 6,590 2,762  

 

活動指標    

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度

目標値 

27 年度 

目標値 
目標項目の説明 

県が就職に向けて支援し
た延べ若年者数 

15,503
人 

15,750
人

16,500 人
（13,250 人）

「おしごと広場みえ」における
職業紹介・職業相談やカウン
セリング、就職支援セミナー
等により支援した延べ若年者
数 

対応する基本事業 33101 若年者の雇用支援 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

若年求職者のニーズにあった効果的な支
援サービスを提供することで、より多くの
就労につなげる必要があることから選定し
ました。 

若年者の安定した就労のため、「おしごと広場みえ」を拠点に
提供する就職支援サービスにより、毎年 250 人参加者数を増
加させることを目標に設定しました。 

     

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

民間企業におけ
る障がい者の実
雇用率 

1.51％ 1.54％ 1.65％
常用労働者数 56 人以上の民間企業において
常時雇用する労働者のうち、身体障がい者、知
的障がい者および精神障がい者の割合 

対応する基本事業 33102 障がい者、高齢者等の雇用支援 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

障がい者の雇用支援が充実すれば、
その成果の一つとして民間企業にお
ける障がい者の実雇用率が改善され
ることから選定しました。 

民間企業における障がい者実雇用率として国が掲げる目標（平
成 32 年までに 1.8％）に照らして、本計画期間中に全国平均レ
ベル 1.65％（平成 23 年度現在）を達成するために、毎年度
0.3％程度引き上げていくことを目標と設定しました。 

     

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

地域のさまざま
な主体と連携し
て実施する就職
面接会の参加企
業数 

733 社 750 社 780 社
県が関係機関、各種団体等地域のさまざまな主
体と連携して実施する就職面接会の参加企業
数 

対応する基本事業 33103 雇用施策の地域展開 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

就職面接会の参加企業数の増加は、
就労機会の確保のため関係機関や各
種団体等と連携して取り組むきめ細や
かな雇用支援の成果を図る一つの重
要な指標であることから選定しました。 

地域のさまざまな主体と連携して実施する就職面接会の参加企
業数を、毎年２％程度増加させることを目標として設定しました。 
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目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

県が実施または
支援する職業訓
練への参加者数 

3,099 人 3,140 人 3,250 人
県が実施している職業訓練や、県が支援してい
る民間の職業能力開発校における職業訓練へ
の参加者数 

対応する基本事業 33104 職業能力開発への支援 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

求職者や在職者のニーズに合致した
職業訓練が多数実施されるとともに、
技能尊重の機運が醸成されれば、職
業訓練への参加者数が増加すること
から選定しました。 

離職者関係の職業訓練については、高い定員充足率を維持さ
せることで受講者数を維持する一方、在職者関係の訓練につい
ては、技能向上に取り組む機運の醸成により受講者数を毎年 40
人程度増加させることを目標として設定しました。 
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施策３３２    

【主担当部局：雇用経済部】

 
 
 
 
 

平成 27 年度末での到達目標 

企業等で働き続けることができる環境の整備が進み、勤労者と経営者双方が協力し、ワーク・ラ

イフ・バランス推進のための自主的な取組が増加しています。 

 
平成 23 年度の取組概要 

・ワーク・ライフ・バランスの推進を図るため、①事業所と従業員を対象とするアンケート調査の

実施と調査結果を掲載した企業向けパンフレットの作成・配布、セミナーの開催（４か所）、②勤

労者の社会貢献活動、地域づくりや環境保全活動などへの参加の動機付けとなる各種セミナー、

イベント等の開催（参加者約 86,000 人）を支援 

・男女が共に働きやすい職場づくりに向けた企業等の機運を醸成するため、従業員の育児や介護等

を支援する環境の整備、女性従業員の採用・管理職登用の拡大およびＣＳＲ（企業の社会的責任）

活動などに積極的に取り組む県内の企業等を認証（45 法人）し、そのうちで特に優れた実績があ

る企業等を表彰（３法人）するとともに、それらの優れた取組事例のセミナーなどを通じた周知

・若者の早期離職防止等につなげるため、高校生のインターンシップ支援、働くルールをまとめた

冊子の作成・配布（13,000 冊）や、高校２年生を対象とする企業現場見学（18 校）、高校３年生

向け働くルール講座等の開催（17 校）、中小企業での若手人材定着のためのアドバイザー派遣（３

商工会議所） 

・県内事業所での労働条件等を把握するための実態調査の実施、勤労者福祉制度が比較的未整備な

中小企業等の勤労者に対する住宅取得や、育児・介護休業等に伴う生活に関わる資金の低利融資

を実施 

・勤労者等のさまざまな悩みや困りごとへの対応として、離職者相談窓口を併設する「労働・生活

相談室」の運営（相談件数 1,341 件） 

 
 

平成 23 年度の取組の検証（得られた成果、残された課題） 

・経済情勢の低迷から、ワーク・ライフ・バランスに積極的に取り組む企業の増加割合は鈍化して

いますが、アンケート調査結果から事業主等のワーク・ライフ・バランスの理解度が高いほど、

従業員の仕事への意欲や業務効率が向上するとの結果が明らかになりました。 

・男女が共に働きやすい職場づくりを促進するために進めている「男女がいきいきと働いている企

業」認証・表彰制度への企業等からの申請件数は大幅に増加していますが、特定の業種の割合が

非常に高くなっており、他業種の企業等からの申請が増加するよう取り組む必要があります。 

・若者が職場に定着するため取り組んでいる企業現場見学会や働くルール講座等への参加者は増加

していますが、高校生の就職は依然として厳しい状況にあり、さらに高校を卒業して就職した者

の早期離職割合は平成 17 年以降減少傾向でしたが、平成 22 年３月の卒業生の離職割合は増加し

ており、さまざまな主体と連携して取り組む必要があります。 

・利用が低迷している住宅取得や育児・介護休業に伴う生活資金融資制度の見直し、労働に関する

悩みや困りごとを抱える勤労者等への相談窓口の周知や複雑で多岐にわたる労働相談に的確に対

応できる体制の充実が必要です。 

 

働き続けることができる環境づくり 
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平成 24 年度の改善のポイントと取組方向 

・企業等でのワーク・ライフ・バランスの理解度を高めるセミナー等の開催や、優れた取組事例の

検討・検証を労使団体、国などと連携し進めるとともに、勤労者の社会貢献活動や地域づくり活

動への参加などを引き続き支援します。 

・「男女がいきいきと働いている企業」認証・表彰制度へ多業種の企業等から申請が行われるよう、

同制度の周知を経済団体や市町等と連携して進めることに加え、企業の優れた取組の普及・啓発

を引き続き行います。 

・働く上でのルールについての啓発や企業の現場を知る機会の提供を、教育委員会、高校や商工会議

所等の経済団体との連携をさらに強めて進めることで、若年者の就職支援および早期離職の防止に

つなげます。 

・住宅取得や育児・介護休業に伴う生活資金融資制度の見直しやＰＲ活動を強めるとともに、労働

相談窓口の周知や相談への対応等に関する国との連携の強化、弁護士相談やメンタル・ヘルス・

カウンセリングなどの実施による各種相談への対応の充実を図ります。 

 

県民指標    

目標項目 

23 年度 

 

現状値 

24 年度 

目標値 

実績値 

27 年度 

目標値 

実績値 

目標項目の説明 

－ 29.5％ 37.0％
ワーク・ライフ・
バ ラ ン ス の 推
進に取り組ん
でいる事業所
の割合 27.1％ － － 

調査対象事業所（従業者規模 10 人以上 300 人未
満の県内事業所から抽出）のうち、「何らかの形で
ワーク・ライフ・バランスに取り組んでいる」と回答し
た事業所の割合 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

企業（事業所）において、ワーク・ライフ・バランスの
取り組みが実際に行われていることが、ワーク・ライ
フ・バランス推進の重要な成果であることから選定し
ました。 

国が作成したワーク・ライフ・バランス憲章で、企業
でのワーク・ライフ・バランスの取組に関する数値を
2020 年に概ね２倍とする目標を設定しており、その
こととの整合性を考慮して目標を設定しました。 

 

 
 
 
 

施策責任者からのコメント    雇用経済部 副部長 世古 定 電話：059-224-2414 

・働いている人がいきいきと働き続けるためには、企業とそこで働く者が、協調して生産性や業務

効率の向上に努めながら、職場の意識や職場風土の改革とあわせて働き方の改革に自主的に取り

組むことが必要であり、これらの機運を醸成するため、働き方の検討・検証や優良事例等の周知･

啓発などさまざまな取組を進めます。 

・女性が意欲や能力等に応じて働くことができるとともに、男性も女性も働きやすい職場づくりを

進めていくため、市町や経済団体と連携して「男女がいきいきと働いている企業」認証・表彰制

度の周知をさらに強めます。 

・若者の早期離職が問題となっているため、経済団体等と連携して高校生等若い世代を対象とする

企業現場の見学会等の受入企業を拡大するとともに、出前講座等を通じて、働くことの意味を知

ってもらう機会の充実に取り組みます。 

・関係団体等と連携して、労働相談などの勤労者等へのセーフティネットとしての支援を強めます。
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                                        （単位：百万円） 

 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度

予算額等 1,186 1,214  

  

活動指標    

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

ワーク・ライフ・
バ ラ ン ス の セ ミ
ナー等が役立つ
と回答した参加
者の割合 

94.2％ 95.0％
98.0％

（90.0％）

ワーク・ライフ・バランスがテーマのセミナー等に
おけるアンケートで、「取組を進めていくうえで役
立つ」と回答した参加者の割合 

対応する基本事業 33201 ワーク・ライフ・バランスの推進 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

ワーク・ライフ・バランス推進のために
は、まず意識啓発を行い、労使が共
に、ワーク・ライフ・バランスの意義を理
解することが必要であることから選定し
ました。 

セミナー等が役立つと回答している参加者の割合はすでに高い
値となっていますが、経済団体、労働団体、国等との連携により
セミナーの内容を検証・充実することで、今後毎年約１%アップさ
せることを目標として設定しました。 

 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

「男女がいきい
きと働いている
企業」の認証件
数（累計） 

73 件 126 件 200 件
「男女がいきいきと働いている企業」認証制度に
おいて認証した企業等の数 

対応する基本事業 33202 男女が共に働きやすい職場づくり 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

「男女がいきいきと働いている企業」が
増えることは、職場における男女共同
参画の推進やワーク・ライフ・バランス
の推進の寄与度を測る上で重要な指
標であることから選定しました。 

企業等への周知・啓発活動などを充実することにより、認証制度
への申請を増加させるとともに、既登録企業等での継続した取
組を促進させることで、認証登録企業を７割超増加させることを
目標として設定しました。 

 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

「働くルール」出
前講座が役立つ
と回答した受講
者の割合 

92.6％ 93.0％ 93.5％
「働くルール」に関して高校等で実施した出前講
座で、講座内容が働く上で「役立つ」と回答した
受講者の割合 

対応する基本事業 33203 勤労者福祉の推進 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

早い段階で働くルールを理解した者が
増えることは、若年層の早期離職防止
や、離職を予備なくされた場合のセー
フティネット確保の寄与度を測る上で重
要な指標であることから選定しました。 

「働くルール」出前講座が役立つと回答している受講者はすでに
非常に高い割合となっていますが、講座が受講者にとってよりわ
かりやすく、役立つ内容となるよう工夫することで、さらに約 0.5％
アップさせることを目標に設定しました。 
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施策３４１    

【主担当部局：雇用経済部】

 
 
 
 
 

平成 27 年度末での到達目標 
首都圏等における営業（セールス）機能が強化され、三重が誇れるものづくり中小企業や観光商

品・県産品等の魅力や価値が、トップセールスを中心とした強力な営業活動により広く情報発信さ

れることで、国内外から共感を呼び、魅力ある地域として三重の認知度が高まっています。 

 
平成 23 年度の取組概要 

・三重県の魅力ある商品等を国内・国外で認知させ、その販売を促進することを目的として、庁内関係

部局の緊密な連携および業務の調整・円滑化を図るため、昨年７月に、知事をトップとする「三重県

営業本部＊」を設置 
・営業本部に係る取組についての協議や情報共有を図るため、同本部員会議を７回開催 

・観光誘客や県内企業の販路拡大、国際競争力のある企業の県内投資を呼び込むため、知事が年間 60 回

のトップセールスを行うなど、積極的な営業活動を展開 

・首都圏におけるトライアルショップ事業や百貨店等でのフェア開催などをとおして、観光情報や「食」

等の魅力を発信 
・三重県が首都圏における営業機能を強化するため「首都圏営業拠点」の設置に向けた検討を進め

るにあたり、市町や関係団体間の情報共有および連携強化を図るため、「首都圏営業拠点連絡調整

会議」を設置するとともに、同会議を２回開催 

・「首都圏営業拠点」の持つべき機能や運営方法など首都圏営業拠点のあり方調査を実施 

・三重県を代表する「すごい」観光・物産・商品等を発掘し、地域の宝として全国に広く知ってもらい、

広く活用していただくことで、地域や産業の活性化につなげる「三重すごいやんか大賞」の制度設計

のための基礎調査を実施 
・首都圏等における三重の魅力の認知度を高めるため、三重県のＰＲ活動を応援、連携する人的ネット

ワークの構築や三重県ファン獲得に向けた仕組みについての検討 

 
 

平成 23 年度の取組の検証（得られた成果、残された課題） 

・三重県の認知度を高め、本県への誘客や県産品の販売拡大等につなげていくためには、従来の縦

割りになりがちであった取組からの脱却を図り、総合的な情報発信と営業活動を展開する必要が

あります。また、日本の情報発信の中心である首都圏において、「観光」や「食」、「企業誘致」な

どを含めた総合的な営業機能の強化をはかり、法人を中心とした営業活動を展開するが必要あり

ます。 

・首都圏営業拠点の設置に向けて、設置場所や運営方法等、さまざまな情報収集を進めるとともに、

県内市町や経済団体、物産、観光団体等との連携を密にして、官民あげての取組とすることが課

題となっています。 

・こうした取組を進めるにあたっては、これまで首都圏等で実施してきた物産や観光に関する事業を

検証し、今後の事業展開や情報提供の方法に生かしていく必要があります。 

・「すごいやんか！三重（仮称）」については、優れた観光・物産・商品等に加え、三重県が誇れる取組

を幅広く認定する仕組みとし、三重のさまざまな「魅力」や「価値」を全国に発信することで、三重

県の知名度向上につなげていく必要があります。 
・引き続き、選定基準等の仕組みの検討を進めるとともに、「すごいやんか！三重」として発掘・認定さ

れた取組の効果的な情報発信のあり方についても、あわせて検討する必要があります。 

三重県営業本部の展開 
・首都圏等での事業を通じて、三重県に対する理解や関心を持たれた人や三重県ゆかりの人など三重の

魅力の情報発信に協力してくれる人とのネットワークを深めていくとともに、効果的な情報発信に取

り組むことが必要です。 

 
 

平成 24 年度の改善のポイントと取組方向 

・三重の産業の持つ魅力や価値を効果的に情報発信するため、庁内の縦割りを打破し、各部局が連携し

た取組を進めるなど、首都圏等における三重県の認知度向上等に向けて、官民あげて積極的な取組を

展開していきます。 
・このような取組を進めるため「三重県営業本部担当課」を創設するとともに、首都圏での営業機能の

強化を目的として「首都圏営業推進監」を設置しています。さらに、関西圏の営業拠点である大阪事

務所の一層の活用を図り、営業活動を展開するとともに、企業と幅広いネットワークを持つ金融機関

等と包括的連携協定を締結し、その協定を活用して、企業誘致活動をはじめ、観光や県産品などを

含めた総合的な三重の売り込みを進めます。 

・また、首都圏および関西圏において、三重県ゆかりの企業や県内に立地している企業で本県に在勤経

験がある現役の経済人等との交流会を開催し、ネットワークづくりに取り組みます。さらに、それぞ

れのネットワークのデータベース化を行い、これらを活用した強力な営業活動を進めます。 

・首都圏等におけるセミナー等の開催や海外ミッション等、知事・各部局長のトップセールスを中心に、

職員が一丸となって積極的な営業活動を展開し、県内への投資を呼び込む仕組みづくりや販路拡大、

首都圏や海外からの誘客などに取り組みます。 
・平成 25 年の式年遷宮など、三重県の情報を全国に発信するチャンスを生かして、本県への誘客や県産

品の販売拡大等につなげるため、首都圏への営業拠点の設置に向けた検討を進めていきます。 
・「すごいやんか！三重」の発掘・認定による情報発信や、「三重の応援団（仮称）」を結成するなど

新たなネットワークの構築に取り組むとともに、口コミやＳＮＳ＊などで三重の魅力を発信してい

ただくことが期待できる、県人会をはじめとしたコアな三重県ファン＊にタイムリーな情報提供を

行うことで、三重の魅力や価値を評価・共感いただく方を増やし、三重の認知度が高まるよう取

組を進めます。 
 

県民指標    

目標項目 

23 年度 

 

現状値 

24 年度 

目標値 

実績値 

27 年度 

目標値 

実績値 

目標項目の説明 

－ 45.0％ 60.0％
三重が魅力あ
る地域であると
感じる人＊の割
合 40.0％ － － 

首都圏等における県事業を通じて把握した、三
重が魅力ある地域であると感じる人の割合 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方

県内産業や地域経済の活性化を推進していくために
は、三重が魅力ある地域として理解され、共感を呼ぶこ
とが必要であり、三重県営業本部による活動の成果が
三重の認知度や知名度の向上につながると考えられる
ことから選定しました。 

４年後に三重が魅力ある地域であると感じる人
の割合が、過半数を超えることをめざし、営業本
部による営業活動等により毎年５％ずつ拡大す
ることを目標として設定しました。 
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・首都圏等での事業を通じて、三重県に対する理解や関心を持たれた人や三重県ゆかりの人など三重の

魅力の情報発信に協力してくれる人とのネットワークを深めていくとともに、効果的な情報発信に取

り組むことが必要です。 

 
 

平成 24 年度の改善のポイントと取組方向 

・三重の産業の持つ魅力や価値を効果的に情報発信するため、庁内の縦割りを打破し、各部局が連携し

た取組を進めるなど、首都圏等における三重県の認知度向上等に向けて、官民あげて積極的な取組を

展開していきます。 
・このような取組を進めるため「三重県営業本部担当課」を創設するとともに、首都圏での営業機能の

強化を目的として「首都圏営業推進監」を設置しています。さらに、関西圏の営業拠点である大阪事

務所の一層の活用を図り、営業活動を展開するとともに、企業と幅広いネットワークを持つ金融機関

等と包括的連携協定を締結し、その協定を活用して、企業誘致活動をはじめ、観光や県産品などを

含めた総合的な三重の売り込みを進めます。 

・また、首都圏および関西圏において、三重県ゆかりの企業や県内に立地している企業で本県に在勤経

験がある現役の経済人等との交流会を開催し、ネットワークづくりに取り組みます。さらに、それぞ

れのネットワークのデータベース化を行い、これらを活用した強力な営業活動を進めます。 

・首都圏等におけるセミナー等の開催や海外ミッション等、知事・各部局長のトップセールスを中心に、

職員が一丸となって積極的な営業活動を展開し、県内への投資を呼び込む仕組みづくりや販路拡大、

首都圏や海外からの誘客などに取り組みます。 
・平成 25 年の式年遷宮など、三重県の情報を全国に発信するチャンスを生かして、本県への誘客や県産

品の販売拡大等につなげるため、首都圏への営業拠点の設置に向けた検討を進めていきます。 
・「すごいやんか！三重」の発掘・認定による情報発信や、「三重の応援団（仮称）」を結成するなど

新たなネットワークの構築に取り組むとともに、口コミやＳＮＳ＊などで三重の魅力を発信してい

ただくことが期待できる、県人会をはじめとしたコアな三重県ファン＊にタイムリーな情報提供を

行うことで、三重の魅力や価値を評価・共感いただく方を増やし、三重の認知度が高まるよう取

組を進めます。 
 

県民指標    

目標項目 

23 年度 

 

現状値 

24 年度 

目標値 

実績値 

27 年度 

目標値 

実績値 

目標項目の説明 

－ 45.0％ 60.0％
三重が魅力あ
る地域であると
感じる人＊の割
合 40.0％ － － 

首都圏等における県事業を通じて把握した、三
重が魅力ある地域であると感じる人の割合 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方

県内産業や地域経済の活性化を推進していくために
は、三重が魅力ある地域として理解され、共感を呼ぶこ
とが必要であり、三重県営業本部による活動の成果が
三重の認知度や知名度の向上につながると考えられる
ことから選定しました。 

４年後に三重が魅力ある地域であると感じる人
の割合が、過半数を超えることをめざし、営業本
部による営業活動等により毎年５％ずつ拡大す
ることを目標として設定しました。 
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                                        （単位：百万円） 

 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度

予算額等 2 6  

 

活動指標    

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

営業本部活動回
数（累計） 

－ 100 回 400 回
三重県営業本部として取り組んだ全ての活動回
数 

対応する基本事業 34101 営業機能の強化 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

営業活動を活発に進めていくことが、
三重のポテンシャルや魅力の情報発
信力の強化・向上につながることから
選定しました。 

営業本部による活動を充実し、毎年新規の営業を 100 件ずつ増
やしていくことを目標に設定しました。 

 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

三重の応援団な
ど三重県を応援
する三重県ファ
ン数（累計） 

－ 250 人 1,000 人
営業本部の活動を通じて新たに応援団など三
重県ファンになった（名簿登録に賛同を得た）人
数 

対応する基本事業 34102 効果的な情報発信戦略の推進 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

情報発信を効果的に進めていくため
には三重県への思い等を持つ人の獲
得やネットワークの構築が重要である
ことから選定しました。 

三重県を愛し、応援してくれる新たな力を開拓し、営業展開を効
果的に進めることができるよう、４年後に三重県ファンを 1,000 人
獲得することをめざし、毎年新たに 250 人ずつ獲得していくことを
目標に設定しました。 

 

施策責任者からのコメント    雇用経済部 副部長 世古 定 電話：059-224-2414 

・「三重県営業本部担当課」および「首都圏営業推進監」の新設など三重県営業本部の強化された体

制を生かし、首都圏等において県内への企業誘致だけでなく、観光・県産品などを含めた総合的

な三重の売り込みのため、戦略的な情報発信を強力に推進します。 

・平成 25 年の式年遷宮や平成 26 年の熊野古道世界遺産登録 10 周年という本県の情報を全国に発信

するチャンスを生かし、首都圏での情報発信力を高め、本県への誘客や県産品の販売拡大等につ

なげていくため、首都圏への営業拠点の設置に向けた取組を加速させます。 

・知事のトップセールスとともに、「三重の応援団（仮称）」によるＰＲ活動の展開や「すごいやん

か！三重（仮称）」による情報発信等により、三重の認知度向上を進めます。 
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施策３４２    

【主担当部局：雇用経済部観光・国際局】

 
 
 
 
 

平成 27 年度末での到達目標 

式年遷宮*により全国から本県に注目が集まる絶好の機会を生かした国内外に対する観光宣伝活

動の強化、県内での周遊性・滞在性の向上、観光人材の育成等、観光産業の基盤強化を進めるなど

の取組が展開され、本県の認知度が高まり来訪者が増加し、観光産業の活性化が図られています。

 
平成 23 年度の取組概要 

・県民や多くの関係者の参画を得ながら「みえの観光振興に関する条例」および「三重県観光振興

基本計画」を策定 

・テレビや雑誌等のメディアを活用し、首都圏をはじめとする大都市圏への情報発信を行い、三重

県観光の魅力をＰＲ 

・首都圏において１か月のトライアルショップ*を３店舗展開し、トラベルカフェ*において約３万

人の来店客に観光情報の発信や県産食材によるメニューの提供を行うとともに、物産の販売を実

施 

・首都圏や関西圏からの修学旅行および近隣県や県内からの社会見学誘致のため、465 校の小中学

校および教育関係機関やエージェント等への働きかけと現地説明会を実施 

・「三重の観光プロデューサー」を設置し、地域と連携しながら観光資源を磨き上げ、魅力ある「観

光商品」として発信 

・東アジア地域を中心に旅行コースを活用した 17 件の商談会等による海外の旅行会社への働きかけ

と、中部圏および関西圏の広域協議会や他府県と連携した招聘事業を 58 件実施 

 
 

平成 23 年度の取組の検証（得られた成果、残された課題） 

・本県への平成 23 年の観光レクリエーション入込客数は、経済不況や震災等の影響を受けましたが、

3,565 万人とほぼ昨年並みを維持しました。観光産業を取り巻く環境は、人口減少社会の到来や

経済不況に伴う国内観光市場の縮小、観光ニーズの多様化、観光地間競争の激化など、一段と厳

しさを増しており、環境の変化に的確に対応し、式年遷宮後も見据え、三重県観光産業の持続的

な発展を図っていく必要があります。 

・首都圏のメディアに対して本県の観光情報を発信し、18 の媒体に取り上げられましたが、伊勢神

宮以外の県内各地の魅力ある観光資源は首都圏では十分浸透していない状況であり、首都圏戦略

を本格化させていく必要があります。 

・観光客のニーズやマーケットの動向は刻々と変化していることから、今後は、ニーズを的確に把

握し、よりターゲットを絞った発信を行うことが重要となっています。さらに、平成 25 年の式年

遷宮を大きな好機として、積極的なＰＲを進める必要があります。 

・教育旅行誘致は、将来も続く三重県ファン獲得の有効な手段であることから、首都圏、関西圏の

教育機関に誘致活動を行ったところ、新たに 18 校の修学旅行を誘致しました。旅行先の変更につ

いては、タイミングと多くの関係者の理解が必要なため、さらに継続的な働きかけを行うことが

必要です。 

・継続した魅力づくりを行うためには、地域の核となる人材を育てることが課題となっています。

 

観光産業の振興 
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・東日本大震災に伴う原子力発電所の事故等により、平成 23 年の県内の外国人延べ宿泊数は 81,300

人と減少しました。現在は回復基調にありますが、さらなる外客誘致に向けて、他府県等と連携

して海外の旅行会社への売り込みが重要となっています。 

・「みえの観光振興に関する条例」および「三重県観光振興基本計画」に基づき、平成 25 年の式年

遷宮の好機を活用しながら、裾野の広い観光産業を地域に密着した産業として大きく育て、地域

経済の発展に取り組むことが必要です。 

 
 

平成 24 年度の改善のポイントと取組方向 

・式年遷宮の好機を生かし、県民の皆さんや、関係団体、企業、市町等官民一体となった観光キャ

ンペーンを展開し、周遊性・滞在性の向上を図ります。また、県民の皆さんがお勧めする観光ス

ポット等を募集し観光に関わるきっかけづくりとするとともに、地域でおもてなしセミナーを開

催し、観光客を地域全体であたたかく迎え入れる機運を醸成します。 

・外国人観光旅行者の来訪を回復、増加させるため、他府県等との広域連携のほか、本県のブラン

ドイメージを活用した情報発信の強化、物産や産業と連携した観光宣伝活動など三重県営業本部

と連携し総合的な三重の売り込みに取り組みます。 

・エリアや属性に分けたテーマの設定や、海女や忍者などの三重県固有のコンテンツを活用するこ

とで、ターゲットを絞り込んだ特定少数への口コミやＳＮＳ*などを利用した情報発信に取り組ん

でいきます。さらに、医療観光*やエコツーリズム*、スポーツツーリズム*など、新たな分野との

連携による観光を開拓していきます。 

・首都圏で三重のさまざまな魅力を予感・体感していただき、三重のファンを作り出し、誘客や県

産品の販路開拓につなげるため、大都市圏での事業展開にあたっては、三重県営業本部と連携し

て取り組んでいきます。 

・地域資源を活用した取組や農商工連携の取組を促進することによって、より魅力ある観光資源の

創出につなげます。 

・観光事業者や関係団体等、さまざまな主体と連携しながら、地域で観光の核となるキーパーソン

の育成や、産業界と連携した人材育成に取り組みます。 

 

県民指標    

目標項目 

23 年度 

 

現状値 

24 年度 

目標値 

実績値 

27 年度 

目標値 

実績値 

目標項目の説明 

－ 116 127
観光消費額の
伸び率 

100 － － 

観光旅行者が県内において支出した観光消費額
（交通費、宿泊費、土産品費、その他の費用）の平
成 23 年を 100 とした場合の伸び率 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

観光消費額は、観光のもたらす経済的効果を把握
する基本的な指標の一つであり、伸び率で示すこと
で、より県民の皆さんにわかりやすい指標になること
から選定しました。 

平成 22 年の観光消費額を基準に、各年の観光レ
クリエーション入込客数の伸び率に加え、観光旅
行者１人あたりの観光消費額を 5％増加させること
を目標に、観光消費額を算出し、伸び率を設定し
ました。 
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                                        （単位：百万円） 

 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度

予算額等 914 2,265  

  

活動指標    

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

観光レクリエー
ション入込客数 

3,565 万人 3,650 万人 4,000 万人
１年間に観光レクリエーション等の目的で県内
の観光地を訪れた人数について、全国観光統
計基準に基づき集計した推計値 

対応する基本事業 34201 式年遷宮の好機を生かした国内誘客戦略 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

観光旅行者の集客・交流の量的な把
握をするための、基本となる観光統計
指標であることから選定しました。 

遷宮効果や震災からの復興を見込んで、過去 5 年間の平均伸
び率である2.6％を上回る年5.2％という挑戦的な数値を用いて、
4 年後には 4,000 万人の入込客数をめざし設定しました。 

 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度 

目標値 
目標項目の説明 

県内の外国人延
べ宿泊者数 

81,300 人 100,000人 150,000 人
県内の宿泊施設における延べ外国人宿泊者
数 

対応する基本事業 34202 三重県を訪れる海外誘客戦略 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

本県に来訪した外国人観光旅行者数
を把握するための基本的な指標であ
ることから選定しました。 

遷宮効果や震災からの回復を見込んで、過去 3 年間の平均伸
び率 2.0％を上回る年 22.0％という挑戦的な数値を用いて、4 年
後には 150,000 人の宿泊者数をめざし設定しました。（国の目標
は年 15％） 

施策責任者からのコメント      雇用経済部 次長 岩田 賢 電話：059-224-2414 

・「みえの観光振興に関する条例」および「三重県観光振興基本計画」に基づき、「観光産業の振興」

を精力的に推進します。 

・平成 25 年の式年遷宮の好機を生かして、県民の皆さんや、関係団体、企業、市町等との連携によ

る観光キャンペーンを実施し、本県が有する本物の魅力を体感し満足度を高め、来訪者の周遊性、

滞在性を向上させ、遷宮後も国内外の多くの観光客が訪れるようにします。 

・外国人観光旅行者の来訪を回復させるため、国や他府県等との連携を推進し、海外における観光

宣伝活動に取り組みます。 

・地域全体で「おもてなし」する県民力を養成し、地域との交流により観光旅行者の満足度向上を

図り、再来訪を促進します。 

・これらの取組により、魅力ある観光地として持続的に発展することで、観光産業が本県の経済を

牽引する産業の一つとして確立することをめざします。 
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目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

リピート意向率 77.8％ 82.0％ 100％
本県を再び訪れたいと回答した観光旅行者の
割合（７段階評価の上位２段階） 

対応する基本事業 34203 来訪を促進する観光の基盤づくり 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

観光旅行者が必要と感じるサービスが
継続的に提供され、満足度の向上に
つながっているかどうかを評価する指
標として適当であることから選定しまし
た。 

平成 25 年の式年遷宮に向け、おもてなしの向上や観光人材の
育成に取り組む結果、4 年後には本県を訪れる全ての人が再び
訪れたいと感じていただくことをめざし、挑戦的な数値を設定しま
した。 
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施策３４３    

【主担当部局：雇用経済部観光・国際局】

 
 
 
 
 

平成 27 年度末での到達目標 

国際社会のグローバル化に対応するため、姉妹・友好提携先や各国の在日大使館等との連携を強

化するとともに、新たな国際ネットワークを構築し、海外に向けて県の持つ高い技術や観光資源等

の魅力を発信することにより、海外自治体等との連携が進み、文化、経済的交流が活性化していま

す。 

 
平成 23 年度の取組概要 

・中国河南省との友好提携 25 周年を機に知事を団長とする政府代表団を同省に派遣。今後の友好協

力関係の発展につき確認するとともに、観光協定を締結 

・アジア、欧米の市場開拓に向けて、知事をトップとする経済ミッション団を中国や欧州に派遣し、

産業協定締結先のフランス・アヌシー地域やドイツ・ＮＲＷ（ノルトライン・ヴェストファーレ

ン）州と国際的成長市場である環境・エネルギー関連分野等の連携強化を行うなど、今後の地域

間連携の新たな取組方向を確認 

・欧州最大級の研究機関であるドイツ・フラウンホーファー研究機構と三重大学との間で県内産業

の振興を図っていくための相互協力に関する協定を締結 

・スイスの研究機関であるＣＳＥＭ社とは、三重大学などの高等教育研究機関を新たに加え、グロ

ーバルな産学官連携を推進するなどの協定にリニューアルすることについて同意 

・国際競争力のある外資系企業の誘致を推進するため、東京で外資系企業を対象としたセミナーを

開催（90 社・団体参加） 

・海外の現地の旅行会社やメディアに対し、直接、三重県の魅力をアピールするため、現地で三重

県観光説明会や記者発表会を開催するとともに、三重県への招聘等を実施 

・在日大使館等との連携強化の観点から、知事と駐名古屋米国総領事、中国総領事、韓国総領事等

との意見交換会を実施 

・中小企業の海外事業展開支援のため、在日総領事館等の協力を得て、県内においてインド、タイ

への企業誘致セミナーや企業マッチング等を実施 

・青年海外協力隊等に参加する三重県出身者を、みえ国際協力大使として 13 人委嘱し、派遣先での

三重県の魅力ＰＲを依頼 
 

 
 

平成 23 年度の取組の検証（得られた成果、残された課題） 

・グローバル化に対応し、国際競争の中で存在感のある三重を確立すべく、三重県が誇る魅力や強

みを国内外へ発信するほか、観光産業やビジネスの振興による誘客の促進、県内企業の海外販路

拡大や海外展開の一層の支援を行っていく必要があります。 

・グローバル化による地域間競争が激化する中、三重県への誘客や産業面での連携を強化すべく、

姉妹・友好提携先、在日外国公館、みえ国際協力大使等、これまで国際交流・貢献で蓄積した、

人的資源、ネットワークをさらに有効に活用していく必要があります。 

・姉妹・友好提携先である中国河南省とは、今後の経済分野も含めた交流を進める覚書や観光協定

を締結し、その成果として、河南省（鄭州市）から上海経由関西空港間の直行便の 24 年度就航に

向けての取組が具体化しました。今後、この機会を逃すことなく、誘客と県内産業の活性化につ

なげていく必要があります。 

国際戦略の推進 
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・国際的な市場がアジアを中心とした新興国に急激にシフトしていく中で、技術においても新興国

の急激な追い上げを受ける一方、日本の中小企業の持つ高い独自技術が改めて見直されています。

県内中小企業にとっても海外展開のチャンスを迎えており、チャレンジしやすい環境づくりを進

めていく必要があります。 

・県内企業と海外企業や大学・研究機関等とネットワークの強化・拡大を図ったことから、国内外

の企業・研究機関等が新たな連携による事業展開等の動きにつながりました。また、外資系企業

の誘致を進めたことにより、１社を誘致しました。 

・これまでの国際交流では、友好交流、経済交流のそれぞれの視点から取り組んできましたが、産

業や観光、文化などのさまざまな分野での連携が海外展開を生み出すよう横断的な取組を進める

ことが必要です。 

 
 
 

平成 24 年度の改善のポイントと取組方向 

・中国河南省と関西空港との直行便開設の好機を生かすべく、河南省において観光・物産展により

誘客を図るとともに、商談会等により県内企業の販路開拓を支援するなど総合的な三重の売込み

を図ります。 

・姉妹・友好提携先との交流を持続・発展的なものとすべく、姉妹提携 20 周年を迎えるスペイン・

バレンシア州を訪問し大学間の交流強化や市民レベルでの交流の活性化などを図るとともに、今

後の交流分野の広がりについて意見交換を行います。また、他の提携先についても友好協定等を

産業活性化につながる仕組みにリニューアルするという視点で取り組み、可能なものから経済交

流につなげていきます。 

・アジア等の成長する海外市場への県内企業の事業展開を支援するために、海外ビジネスサポート

拠点を設置します。サポート拠点においては、現地情報の提供や商談取引先企業紹介など県内中

小企業の販路開拓支援、県内進出企業との意見交換の場づくり、ネットワークづくり等の支援を

行います。また、見本市等を活用した総合的な三重県産業の情報発信、販路開拓を進めます。 

・三重大学と連携してＣＳＥＭ社の共同研究・技術移転などの支援機能の誘致に取り組むとともに、

具体的な連携事業の構築に向けて活動を進めます。 

・海外からの県内投資の促進や県内企業の国際競争力の強化を図るため、欧州（フランス、ドイツ、

スイス）等における産業面の連携・交流を深めるとともに、経済協定等のリニューアルや締結に

向けた取組を進めます。 

・グローバルな観光戦略を展開するため、アジア地域を中心に現地の自治体などさまざまな主体と

連携し、三重県の魅力をＰＲします。また、三重県の歴史や文化を理解し、発信力のある特定少

数の人びとをターゲットにした観光ＰＲを強化します。 

・経済分野においては、県庁内各部局の取組を横断的に捉え、アジアをはじめとして今後結びつき

を強める国や地域の検討を行います。事業の実施にあたっては、相互の自治体、民間企業、研究

機関の関係を深め、その成果をもとに今後の事業展開を図っていきます。 

・日台の観光協会等が主催する「日台観光サミット」（本年７月、台湾花蓮県）を三重県に誘致する

よう働きかけていきます。 
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県民指標    

目標項目 

23 年度 

 

現状値 

24 年度 

目標値 

実績値 

27 年度 

目標値 

実績値 

目標項目の説明 

－ 5 件 20 件

海外自治体等
との連携により
新 た に 創 出 さ
れ た 事 業 数
（累計） － － － 

海外の自治体や在日大使館等との連携から、新た
に生まれた、産業や観光、文化関連の事業数 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

県が海外の自治体や在日大使館等との連携を強化
することにより、経済、文化面での交流が促進される
ことから選定しました。 

海外とのネットワークを強化するため、海外自治体
等との連携事業を年間５件程度実施することを目
標としました。 

 

                                        （単位：百万円）

 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度

予算額等 78 104  

 

活動指標    

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

みえ国際協力大
使数（累計） 

125 人 140 人 200 人
青年海外協力隊等に参加する三重県出身者
を、みえ国際協力大使として委嘱した人数 

対応する基本事業 34301 国際交流・貢献活動のネットワーク化の推進 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

みえ国際協力大使が途上国へ赴任
し、現地で国際協力活動を行うととも
に、活動の報告に加え、経済情勢や
治安等の情報の収集や三重の情報発
信を行ってもらうことから目標項目とし
て選定しました。 

みえ国際協力大使への委嘱が増えることにより、県民への意識
啓発、海外への情報受発信につながることから、年間１５名程度
の増を目標として設定しました。 

 

施策責任者からのコメント     雇用経済部 次長 岩田 賢 電話：059-224-2414 

・これまで主に相互文化理解の観点から友好交流を展開してきましたが、今後は、交流で得られた

成果を産業連携や観光連携など、経済交流でも積極的に活用していくという視点で取組を進めま

す。 

・現在の姉妹・友好提携先に加え、ますます発展するアジア地域を中心に、今後、結びつきを強め

ようとするターゲット地域を設定し、重点的に取り組んでまいります。 

・こうしたことを効果的に展開するため、県庁内各部局での取組を横断的に捉え、産業、観光、環

境、教育、文化など、さまざまな分野での取組をコーディネートし、それらをうまく組み合わせ

て国際戦略の展開を進めていきます。 
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目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

新たに連携構築
を行った国際的
なネットワークの
数（累計） 

－ 1 件 6 件
企業の海外展開や誘致につながる連携を新た
に構築した国際的なネットワークの数 

対応する基本事業 34302 企業活動を支える国際的なネットワークづくりの

推進 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

企業誘致や県内中小企業の海外展
開を促進する上で、海外の自治体や
研究機関等との連携やネットワークの
構築が大きな促進要因となることから、
目標項目として選定しました。 

海外の自治体・研究機関等と新たな連携等によりネットワークを
構築することを目指します。 

 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

観光における海
外自治体等との
連携事業数（累
計） 

－ 2 件 10 件
海外の自治体等と連携し、観光客誘致に取り組
んだ事業数 

対応する基本事業 34303 海外自治体等と連携した誘客戦略の展開 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

海外の自治体をはじめ多様な主体等
と連携し実施した事業数は、観光にお
ける新たな展開を表す一つの指標に
なることから設定しました。 

海外における三重県観光展の開催と海外の旅行会社・メディア
等の三重県への招聘を予定しています。 
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施策３５１    

【主担当部局：県土整備部】

 
 
 
 
 

平成 27 年度末での到達目標 

道半ばにある道路網・港湾の現状に対し、県内外との交流・連携に資する道路整備や、大規模地

震発生への備えや柔軟な対応など、地域の新たな課題や県民の皆さんの多様なニーズに的確に対応

する道路・港湾の整備が進み、道路・港湾が担うべき機能を強化・充実することにより、利用者の

安全性と利便性が向上しています。 

 
平成 23 年度の取組概要 

・ 事業費が年々低減し、中長期的な見通しが立てにくいなかでも、まだまだ多い道路整備・維持

修繕ニーズへの的確な対応のため、「道路整備方針」を策定・公表 

・ 大規模災害などから県民の命と暮らしを守り、産業・観光など地域を支えるため、新名神高速

道路、東海環状自動車道、紀勢自動車道、熊野尾鷲道路等の高規格幹線道路＊、北勢バイパス、

中勢バイパスなどの直轄国道の整備促進や未事業化区間の早期事業化に向けた取組、これらに

アクセスする県管理道路の整備を推進 

・ 道路利用者の安全性や利便性の向上を目的に、地域の道路ネットワークを形成し、緊急輸送道

路＊でもある県管理道路の整備を計画的に実施するとともに未事業化区間の早期事業化に向け

た取組を推進。また、道路防災総点検＊に基づく要対策箇所、落石・崩壊等の変状発生箇所にお

ける路線の重要度や変状の状況による優先度を考慮した対策を計画的に実施 

・ 県管理道路の安全な機能の確保を目的に、道路パトロール等の適正な道路管理や、安全性・快

適性の向上に向けた道路施設の補修や補強などを実施 

・ 県管理港湾が担うべき機能を強化させるため、効率的・安全に利用できるように、耐震強化岸

壁の整備、船舶の安全な航行の確保を図るための航路浚渫、既存岸壁の老朽化対策を推進 

・ 四日市港の国際競争力の強化と背後地域の一層の発展を目的に、国と連携した臨港道路霞４号

幹線の整備や、四日市地区における耐震強化岸壁の整備促進 

 
 

平成 23 年度の取組の検証（得られた成果、残された課題） 

・ 「道路整備方針」及びその３ヵ年の短期的な整備計画を示した「道路事業計画」を策定・公表

し、三重県内の道路をとりまく状況、県民ニーズをふまえ、高規格幹線道路、直轄国道、県管

理道路を対象に、県として今後、その整備や維持修繕に取り組む方向性を県民の皆さんに明示

できました。一方で、地域の新たな課題や県民の多様なニーズにも的確に対応する必要もあり

ます。 
・ 式年遷宮を契機とした連携を広げ、地域を結ぶ道づくりに向けて、紀勢自動車道の尾鷲北ＩＣ

から海山ＩＣ間約 6.1km とそのアクセス道路、中勢バイパス(津・松阪工区約 3.9km と津（河芸）

工区の一部約 0.9km)の供用により、走行時間が短縮され、地域間の交流・連携が進むとともに、

災害時や救急医療など地域の安全・安心が高まりました。また、地域と一体となった国などへ

の粘り強い働きかけにより、紀勢自動車道においては平成 24 年度に熊野尾鷲道路（Ⅱ期）の新

規事業化、新宮～大泊間の事業化に向けた調査着手が決定され、ミッシングリンク＊の解消に向

け大きく前進しました。さらに、新名神高速道路においては先送りとなっていた亀山西ジャン

クションのフル化や鈴鹿ＰＡスマートＩＣ＊の連結が決定されました。道半ばにある道路網の現

状に対し、県内外との交流・連携に資し、大規模災害に備えた道路整備をさらに推進する必要

があります。 

道路網・港湾整備の推進 
・ 地域間の連携機能の充実や災害時における地域の孤立の防止をねらいに、国道 306 号四日市菰

野バイパス約 1.8km など幹線道路にアクセスする道路を供用したことで、道路利用者の安全性

や利便性を向上させることができました。また、地域と一体となった国への強い働きかけなど

により、平成 24 年度に地域高規格道路磯部バイパスが国の補助事業として新規事業採択されま

した。さらに、落石等から道路利用者を守るための落石防止網等の対策を実施し、道路利用者

が安全で安心して通行できるようになりました。過去に抽出された落石等危険箇所以外におい

ても、気象条件や防止施設の老朽化により落石や崩壊等の災害が発生しており、課題となって

います。また、緊急輸送道路整備（橋梁耐震対策も含む）を迅速に進める必要があります。 

・ 道路パトロール等により発見された道路の損傷箇所・危険箇所への早急な対応を実施できまし

た。また、路面の補修においては、舗装面の路面性状調査＊を活用しながら実施したことで、道

路利用者が安全・安心に通行できるようになりました。今後も、把握した路面の調査結果を活

かして計画的に補修を行う必要があります。 

・ 尾鷲港において、大規模地震発生時の被災者の避難や緊急救援物資の輸送を行う海上輸送機能

を確保するための耐震強化岸壁の整備を行ったことで、地域の安全、安心を向上させることが

できました。また、津松阪港（大口地区）については、船舶の安全航行に必要な航路浚渫を行

うとともに、老朽化した岸壁の補修工事を進めました。港湾は、県民生活の安全・安心の確保

及び地域経済の活性化、発展に不可欠なものであることから、今後とも港湾施設を適切に整備、

維持管理、補修、更新することが必要です。 

・ 四日市港においては、臨港道路霞４号幹線について、天カ須賀工業団地地先の橋梁下部工、北

ふ頭のアプローチ部擁壁工事などを実施しました。また、大規模地震発生時の緊急物資輸送等

の輸送拠点として進めている 15 号岸壁の耐震強化対策の事業進捗が図られました。背後圏産業

の国際競争力維持・強化を物流面から支えるための港湾施設や臨港道路の早期整備が必要です。

 
 

平成 24 年度の改善のポイントと取組方向 

・ 道路整備･維持においては、厳しい財政状況を踏まえて、道路計画の見直しなどコスト縮減を図

るとともに、少ない予算で早期に地域の実情に即した道路整備事業効果が発現できる「柔軟な

対応」を織り交ぜた整備を推進していきます。 

・ 県内外との交流連携を深め、大規模災害に備えるための高規格幹線道路、直轄国道および県管

理道路が一体となった道路網の早期整備をめざし、引き続き新名神高速道路、東海環状自動車

道、紀勢自動車道、熊野尾鷲道路等の高規格幹線道路や北勢バイパス、中勢バイパスなどの直

轄国道について国などに強く働きかけ、関係機関と連携しつつ整備促進を図るとともに、これ

らにアクセスする県管理道路の整備を推進します。 

・ 災害要因となる法面のひび割れや変状を早期に発見するなど、道路災害を未然に防ぐため、引

き続き道路パトロールや法面点検を実施していきます。また、緊急輸送道路整備（橋梁耐震対

策も含む）を、重点的かつ効率的に整備していくとともに、地域の道路ネットワークを形成す

る県管理道路の整備を引き続き推進します。 

・ 道路の適正な維持管理のため、将来にわたって機能を充分発揮するよう、道路施設の長寿命化

などに向けて路面性状調査等を実施のうえ活用し、効果的、効率的かつ計画的に施設点検や維

持補修を行います。 

・ 県管理港湾の維持管理については、今後、更新を迎える施設が急増することから、維持管理計

画に基づいて計画的に維持管理を行っていきます。 

・ 四日市港については、背後圏産業の国際競争力維持・強化を物流面から支えるため、霞ヶ浦地

区への円滑な物流ルート確保のための臨港道路霞４号幹線の早期供用に向け、事業主体である

国と協力し、引き続き地元関係者や関係機関と協議を進めます。また、護岸や防潮扉といった

海岸保全施設の耐震補強及び緊急時の物資輸送や災害復興活動を支えるため岸壁の耐震整備を

促進します。 
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・ 地域間の連携機能の充実や災害時における地域の孤立の防止をねらいに、国道 306 号四日市菰

野バイパス約 1.8km など幹線道路にアクセスする道路を供用したことで、道路利用者の安全性

や利便性を向上させることができました。また、地域と一体となった国への強い働きかけなど

により、平成 24 年度に地域高規格道路磯部バイパスが国の補助事業として新規事業採択されま

した。さらに、落石等から道路利用者を守るための落石防止網等の対策を実施し、道路利用者

が安全で安心して通行できるようになりました。過去に抽出された落石等危険箇所以外におい

ても、気象条件や防止施設の老朽化により落石や崩壊等の災害が発生しており、課題となって

います。また、緊急輸送道路整備（橋梁耐震対策も含む）を迅速に進める必要があります。 

・ 道路パトロール等により発見された道路の損傷箇所・危険箇所への早急な対応を実施できまし

た。また、路面の補修においては、舗装面の路面性状調査＊を活用しながら実施したことで、道

路利用者が安全・安心に通行できるようになりました。今後も、把握した路面の調査結果を活

かして計画的に補修を行う必要があります。 

・ 尾鷲港において、大規模地震発生時の被災者の避難や緊急救援物資の輸送を行う海上輸送機能

を確保するための耐震強化岸壁の整備を行ったことで、地域の安全、安心を向上させることが

できました。また、津松阪港（大口地区）については、船舶の安全航行に必要な航路浚渫を行

うとともに、老朽化した岸壁の補修工事を進めました。港湾は、県民生活の安全・安心の確保

及び地域経済の活性化、発展に不可欠なものであることから、今後とも港湾施設を適切に整備、

維持管理、補修、更新することが必要です。 

・ 四日市港においては、臨港道路霞４号幹線について、天カ須賀工業団地地先の橋梁下部工、北

ふ頭のアプローチ部擁壁工事などを実施しました。また、大規模地震発生時の緊急物資輸送等

の輸送拠点として進めている 15 号岸壁の耐震強化対策の事業進捗が図られました。背後圏産業

の国際競争力維持・強化を物流面から支えるための港湾施設や臨港道路の早期整備が必要です。

 
 

平成 24 年度の改善のポイントと取組方向 

・ 道路整備･維持においては、厳しい財政状況を踏まえて、道路計画の見直しなどコスト縮減を図

るとともに、少ない予算で早期に地域の実情に即した道路整備事業効果が発現できる「柔軟な

対応」を織り交ぜた整備を推進していきます。 

・ 県内外との交流連携を深め、大規模災害に備えるための高規格幹線道路、直轄国道および県管

理道路が一体となった道路網の早期整備をめざし、引き続き新名神高速道路、東海環状自動車

道、紀勢自動車道、熊野尾鷲道路等の高規格幹線道路や北勢バイパス、中勢バイパスなどの直

轄国道について国などに強く働きかけ、関係機関と連携しつつ整備促進を図るとともに、これ

らにアクセスする県管理道路の整備を推進します。 

・ 災害要因となる法面のひび割れや変状を早期に発見するなど、道路災害を未然に防ぐため、引

き続き道路パトロールや法面点検を実施していきます。また、緊急輸送道路整備（橋梁耐震対

策も含む）を、重点的かつ効率的に整備していくとともに、地域の道路ネットワークを形成す

る県管理道路の整備を引き続き推進します。 

・ 道路の適正な維持管理のため、将来にわたって機能を充分発揮するよう、道路施設の長寿命化

などに向けて路面性状調査等を実施のうえ活用し、効果的、効率的かつ計画的に施設点検や維

持補修を行います。 

・ 県管理港湾の維持管理については、今後、更新を迎える施設が急増することから、維持管理計

画に基づいて計画的に維持管理を行っていきます。 

・ 四日市港については、背後圏産業の国際競争力維持・強化を物流面から支えるため、霞ヶ浦地

区への円滑な物流ルート確保のための臨港道路霞４号幹線の早期供用に向け、事業主体である

国と協力し、引き続き地元関係者や関係機関と協議を進めます。また、護岸や防潮扉といった

海岸保全施設の耐震補強及び緊急時の物資輸送や災害復興活動を支えるため岸壁の耐震整備を

促進します。 
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県民指標    

目標項目 

23 年度 

 

現状値 

24 年度 

目標値 

実績値 

27 年度 

目標値 

実績値 

目標項目の説明 

－ 15.3km 94.9km

県民生活の利
便性の向上や
地域の経済活
動等を支援す
る道路の新規
供用延長 

0.3km   

県内の高規格幹線道路や直轄国道、県管理道路
の新規に供用した延長（累計） 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

道半ばにある道路網の現状に対し、大規模地震発
生への備えや柔軟な対応など、地域の新たな課題
や県民の皆さんの多様なニーズにも的確に対応し、
県民生活の利便性の向上や地域の経済活動を支
援する道路整備を推進する必要があることから選定
しました。 

公表された高規格幹線道路および直轄国道の供
用予定年度を含め、今後の事業の見通しを勘案
し、15.0km の新規供用を目標値として設定しまし
た。 

 

(単位：百万円) 

 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度

予算額等 45,368 54,526  

 
活動指標    

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

県内の幹線道路
の新規供用延長 

― 10.3km 59.9km
県内の高規格幹線道路や直轄国道の新規に供
用した延長（累計） 

対応する基本事業 35101 道路ネットワークの形成 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

三重県の道路整備状況は道半ばにあ
り、北・中部地域では東名阪自動車道
などで交通渋滞が発生し、南部地域
では大雨等により交通が遮断されるな
ど、県民生活に大きな影響を与えてお
り、これらを解消するために、県内幹
線道路の早期の整備が課題となって
いることから選定しました。 

公表された高規格幹線道路および直轄国道の予定年度の確実
な供用をめざし、10.3km の新規供用を目標値として設定しまし
た。 

 
 

施策責任者からのコメント 県土整備部 次長 森若 峰存 電話：059-224-2651 

・ ｢道路整備方針」に基づき、県管理道路の計画的な整備、維持修繕を推進します。また、「柔軟
な対応」を織り交ぜた県管理道路の整備を推進します。 

・ 県民の命と暮らしを守るため、緊急時の救助・救援、災害時の復旧・復興を担う「新たな命の
道」としての幹線道路およびこれらにアクセスする道路の整備や集積する産業や魅力ある観光
など、地域の今ある力を生かした三重づくりを支える基盤として、産業・観光活動に伴い増加
する交通需要に対応し、交通渋滞の解消に資する幹線道路およびこれらにアクセスする道路の
整備を重点的に推進します。 
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目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

舗装の維持管理
指数 

5.3 5.0 以上 5.0 以上

主要県管理道路において、舗装面調査により得
られた、ひび割れ率、わだち掘れ量、平坦性か
ら算出する管理指標の平均値（10 点満点で評
価され、5.0 以上が、安全性・快適性が確保され
る望ましい値） 

対応する基本事業 35102 適切な道路の維持管理 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

路面の維持管理指数を一定以上に保
つことは道路の安全性・快適性確保の
ために欠かすことができないことから
選定しました。 

安全性・快適性が確保される望ましい管理指数が 5.0以上である
ことから、目標値として設定しました。 

 
 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

四日市港におけ
る外貿コンテナ
貨物の取扱量 

17 万 
TEU＊ 

20 万
TEU 

26 万
TEU 

四日市港において１年間（１月から 12 月）に取り
扱った外貿コンテナ貨物の量（20 フィートコンテ
ナに換算したコンテナ貨物の量） 

対応する基本事業 35103 四日市港の機能充実 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

四日市港の背後圏に立地する荷主企
業等が、四日市港を利用していること
を明確に示す目標であることから選定
しました。 

四日市港における外貿コンテナ貨物の将来貨物推計値をもとに
目標値を設定しました。 

 
 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

県管理港湾の入
港船舶総トン数 

1,503 万 
トン 

(22 年度) 

1,503 万 
トン 

(23 年度)

1,503 万
トン 

(26年度)

県管理港湾に入港する船舶（５トン以上）の総ト
ン数 

対応する基本事業 35104 県管理港湾の機能充実 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

港湾事業には、船舶による人流、物流
機能を充実させるという目的があること
から、港湾における船舶の利用状況を
明確に示す指標として選定しました。 

入港船舶総トン数が横ばいになると予測されることから、現状の
入港船舶の総トン数維持を目標値として設定しました。 
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施策３５２    

【主担当部局：地域連携部】

 
 
 
 
 

平成 27 年度末での到達目標 

県民の皆さんの円滑な移動のため、国や市町、事業者など関係機関との適切な役割分担のもと、

県内のバスや鉄道などの地域における公共交通が確保されているとともに、中部国際空港および関

西国際空港の機能充実やリニア中央新幹線の開通に向けた整備や取組が進んでいます。 

 
 

平成 23 年度の取組概要 

・国の制度改正に伴い、複数市町をまたぐバス路線の乗降調査を行い、市町や事業者とともに県が

主体的に関与すべき地域間を結ぶ幹線バスを選定 

・地方バス路線等に対して補助するとともに、地域の生活交通の確保等について協議する「地域公

共交通会議」や生活交通に関する勉強会、利用促進のための活動などに参加 

・伊勢鉄道(株)、伊賀鉄道(株)が行う安全性や利便性向上のための施設整備に対して支援 

・ＪＲ名松線の全線復旧のための協定をＪＲ東海、津市、県の３者で締結、調査・測量・設計の後、

県が担当する治山事業に着手 

・中部国際空港および関西国際空港を、国際拠点空港として機能の充実を図るため、関係自治体や

経済団体と連携し、国への働きかけや利用促進策を実施 

・中部国際空港海上アクセスの利用促進策を関係市や運航事業者と連携し実施 

・県および全国の期成同盟会の活動を中心に、リニア中央新幹線の東京･大阪間の全線同時開業に向

けた要望活動等を実施 

・ＪＲ関西本線、紀勢本線の期成同盟会の活動を通じて、複線電化等の要望活動やフォトコンテス

ト、ウォーキングガイドの配布等を実施 

・鳥羽伊良湖航路の利用促進を図るため、関係県市や地元団体等で構成する同航路活性化協議会の

活動を通じて、旅行商品の造成や誘導看板の設置等の取組を実施 

・伊勢湾口道路、東海南海連絡道の期成同盟会の活動を通じて、講演会の開催やスポーツ交流事業

への支援等を実施 

 
 

 
 

平成 23 年度の取組の検証（得られた成果、残された課題） 

・バス路線の乗降調査の結果を基に、県が主体的に関与すべき地域間を結ぶ幹線バスの基準を設定

し、住民や市町、事業者等が参加する県の協議会でバスネットワークに対する考え方をとりまと

めることができました。また、地方バス路線等に対して補助していますが、今後も地方バス路線

を確保・維持していくためには、地域の特性に応じた生活交通体系の構築や利用促進策について、

各地域が主体性をもって取り組んでいく必要があります。 

・安全性・利便性等の向上に資する鉄道設備の整備を進めるため、中小鉄道事業者等に対し引き続

き支援していく必要があります。 

・ＪＲ名松線は、ＪＲ東海、津市、県の３者による復旧に向けた協定の締結により、鉄道による運

行再開が確約されました。 

 

公共交通網の整備 
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・近年、中部国際空港、関西国際空港の就航便数等が減少していましたが、徐々に回復してきまし

た。また、中部国際空港海上アクセスは利用者数が減少し厳しい状況にあります。こうしたこと

から、引き続き、両空港や海上アクセスの利用促進策等に取り組んでいく必要があります。 

・リニア中央新幹線については、国が整備計画を決定し、営業・建設主体に指名されたＪＲ東海が

東京・名古屋間の環境アセスに着手するなどの前進がありましたが、ＪＲ東海は、名古屋・大阪

間の開業は名古屋開業後の計画であるとしています。このため、「東京・大阪間の全線同時開業」

を三重県期成同盟会の活動方針の一つとして決定しました。 

・ＪＲ関西本線、紀勢本線の設備投資等に対して、事業者が消極的な姿勢を崩していないことから、

さらなる働きかけや利用促進策に取り組む必要があります。 

・鳥羽伊良湖航路活性化協議会の取組により、目標である「総旅客数 35 万人の確保」を達成するこ

とができました。 

・伊勢湾口道路、東海南海連絡道の期成同盟会活動は、事業仕分けにより不要と判断されたことか

ら、平成 24 年度から活動を休止することとしました。 

 
 

 
 

平成 24 年度の改善のポイントと取組方向 

・今後、生活交通の中心となる地域間を結ぶ幹線バスを充実していくとともに、市町に対して助言

や情報提供等を行い、市町のバス路線も国の補助が受けられるよう支援をしていきます。また、

地域公共交通会議等に参画し、地域の特性に応じた生活交通の確保について、住民や事業者とと

もに検討していきます。あわせて、生活交通に関する勉強会の開催や利用促進に取り組みます。

・利用者の安全性、利便性等の向上を図るため、国や沿線市町と連携して、中小鉄道事業者が実施

する信号機などの設備改善等に対して支援を行います。 

・ＪＲ名松線の一日でも早い運行再開に向け、治山工事等を実施していきます。 

・中部国際空港、関西国際空港については、引き続き、関係自治体や経済団体と連携し、機能充実

に係る要望や利用促進策に取り組みます。なお、関西国際空港については、伊丹空港との統合が

予定されていることから、その動向を注視し、関係自治体とともに対応していきます。 

海上アクセスは、関係自治体や事業者との適切な役割分担のもと、利用促進を図ります。 

・リニア中央新幹線の東京・大阪間全線同時開業に向けて、三重県期成同盟会の活動を中心に、沿

線都府県とも連携して、ＪＲ東海や国に働きかけます。 

・ＪＲ関西本線、紀勢本線の期成同盟会の活動を中心に、地元団体と連携して事業者に働きかける

とともに利用促進策に取り組みます。 

・鳥羽伊良湖航路活性化協議会の活動を通じて、同航路の利用促進を図ります。 
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県民指標    

目標項目 

23 年度 

 

現状値 

24 年度 

目標値 

実績値 

27 年度 

目標値 

実績値 

目標項目の説明 

－ 41.0％ 44.0％県内の公共交
通機関の利便
性に関する満
足度 

 
40.0％ 

 
－ － 

e-モニターを活用した「公共交通等の利用につい
て」の調査で、県内の公共交通機関の利便性につ
いて、「満足している」「やや満足している」と感じて
いる県民の割合 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

公共交通機関の第一次利用者である県民の皆さん
から見て、その利便性（使い勝手等）に関する満足
度が高いことが重要であることから、目標として選定
しました。 

現状値が 40.0％であることから、年１ポイントずつ
増加させることを目標として、平成 24 年度の値を
41.0％と設定しました。 

 
 

 
（単位：百万円） 

 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度

予算額等 496 392  

施策責任者からのコメント    地域連携部 副部長 水谷 一秀 電話：059-224-2202 

・バスや鉄道などの生活交通を維持・確保するため、事業者等に対して引き続き支援を行っていき

ます。 

・バスについては、生活交通のネットワークの中心となる地域間を結ぶ幹線バスを充実していくと

ともに、市町のバス路線も国の補助が受けられるよう、市町に対して助言や情報提供等を行って

いきます。 

・関係の自治体や団体と連携して、各種公共交通機関の利用促進に取り組むとともに、空路やリニ

ア中央新幹線などの広域・高速交通基盤の充実に向け、引き続き国等の関係機関に働きかけます。

・リニア中央新幹線については、期成同盟会の活動を中心に「東京・大阪間の全線同時開業」に向

けた取組を展開していきます。 
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活動指標    

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

地域間幹線系統＊

数 
37 系統 40 系統 43 系統

国の「地域公共交通確保維持改善事業」の地
域間幹線系統として認定され、国と協調して県
の協議会が支援したバスの系統数 

対応する基本事業 35201 生活交通の確保 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

県の協議会が支援する地域間幹線を
増加させることにより､地域間幹線の維
持・確保につながるため、目標として
選定しました。 

国の制度改正により、平成24年度に想定できる地域間幹線に認
定可能な系統数は 40 系統であると判断したことから、目標値とし
て設定しました。 

 
 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

中部国際空港お
よび関西国際空
港の就航便数 

1,691 便 1,715 便 1,784 便
中部国際空港および関西国際空港の国内線お
よび国際線の週あたりの就航（旅客）便数 

対応する基本事業 35202 広域・高速交通ネットワークの形成 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

空路が代表的な広域の高速交通網で
あることから、中部国際空港および関
西国際空港の就航（旅客）便数を目標
として選定しました。 

平成 27 年度の目標値を過去 3 年間の最多値である 1,784 便と
設定し、年度按分して、平成 24 年度の目標値を 1,715 便としまし
た。 
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施策３５３    

【主担当部局：県土整備部】

 
 
 
 
 

平成 27 年度末での到達目標 

これまで進めてきた安全・快適な都市環境を形成するための基盤整備、地域の個性を生かした景

観形成やユニバーサルデザインに配慮した施設整備、安全安心で豊かな住環境の整備の取組に加

え、都市計画区域の見直しなど集約型都市構造＊の形成につながる土地利用促進の取組が進むこと

により、誰もが魅力を感じ、快適な住まいまちづくりが進んでいます。 

 
平成 23 年度の取組概要 

・それぞれの地域力を踏まえた安全で快適なコンパクトなまちづくりをめざし、県内 16 の都市計画

区域のマスタープラン＊を策定したほか、街路事業等の都市基盤整備を推進 

・地域の個性を生かした魅力ある景観まちづくりに向け、景観行政に取り組む市町を支援するとと

もに、三重県景観計画に基づく周辺景観と調和した建築物への誘導に取り組んだほか、熊野川流

域の景観保全に向けた検討や尾鷲市三木里地区における景観まちづくり事業の推進、違反屋外広

告物の是正指導を実施 

・災害に強く安心して住み続けられる住まいづくり、環境・エネルギーに配慮した住まいづくり、

住宅確保要配慮者に対する住まいの確保など時代の変化や要請に的確に対応し、効果的な施策の展

開を行うため、三重県住生活基本計画＊を改定するとともに、長期優良住宅＊の認定、県営住宅和

屋団地等の高齢者向け住戸改善、三重県あんしん賃貸支援事業＊等を実施 

・東日本大震災の被災者等を対象として県営住宅を提供 

・安全で安心な建築物の確保に向け、建築基準法による不特定多数が利用する既存建築物の定期報

告の審査や防災査察等を実施したほか、中間検査及び完了検査の検査率向上や違反建築物の是正

指導等を実施 

・ユニバーサルデザインに配慮したまちづくりに向け、三重県ユニバーサルデザインのまちづくり

推進条例に基づき公共的施設の設計段階で事前協議を行い、完成した公共的施設に対して適合証

を交付 

 

 
 
                     

平成 23 年度の取組の検証（得られた成果、残された課題） 

・人口減少・超高齢社会に対応した集約型都市構造の形成（コンパクトなまちづくり）、災害に強い

都市構造の構築を進めるため、県内の都市計画区域マスタープランの策定を進めるとともに、市

街地整備や鉄道と道路の立体交差化等都市基盤の計画的な整備を進める必要があります。 

・良好な景観まちづくり実践の指針となる景観計画が亀山市において策定されました。今後引き続

き、景観づくりに関する市町への支援や普及啓発に努めるとともに、違反屋外広告物の是正を図

る必要があります。また、熊野川流域の景観保全に向けて、関係市町や住民とともにさらに取組

を進める必要があります。 

・防災に対する機運の高まりや住宅の確保に特に配慮を要する高齢者等の支援がこれまで以上に求

められており、三重県住生活基本計画を改定し、県内の住生活に関する将来像を示すことができ

ました。今後は、計画に基づく取組を様々な主体と連携して着実に実行していく必要があります。

 

快適な住まいまちづくり 
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・長期にわたって使用可能な質の高い住宅の供給に向けて、依然として占める割合の低い長期優良

住宅の更なる普及に努めるとともに、住宅セーフティネットの充実に向けた取組を進める必要が

あります。 

・東日本大震災の被災者等に県営住宅を提供することで、被災された方に安全な住まいを提供する

ことができました。 

・不特定多数が利用する既存建築物の維持保全適合率及び報告率は漸増の状況であり、これらをさ

らに増加させるよう、なお一層の取組強化が必要です。 

・「商業施設等でバリアフリー化された施設数」については、平成 21 年度以降、公共的施設の整備

数が減少したことなどから、想定を下回りました。今後、公共的整備基準に適合する施設の増加

のためには、各建設事務所、各市町の窓口での指導に加え、ユニバーサルデザインに対する事業

者、設計者の理解、賛同を得ることがより一層必要です。 

 

 
平成 24 年度の改善のポイントと取組方向 

・快適なまちづくりの推進においては、人口減少・超高齢社会に対応した集約型都市構造の形成（コ

ンパクトなまちづくり）、災害に強いまちづくりの構築をさらに進めるため、県内すべての都市計

画区域でマスタープランの策定を進めるとともに、マスタープランに基づく都市計画区域の見直

し等を進めていきます。また引き続き、市街地整備や鉄道と道路の立体交差化等都市基盤の整備、

景観まちづくりに関する市町への支援、違反屋外広告物の是正等の取組を進めます。 

・快適な住まいづくりの推進においては、高齢者への配慮や将来世代にわたって住み続けることが

できる住宅・居住環境の構築を推進するとともに、長期優良住宅等耐久性、耐震性などを備えた

質の高い住宅を普及させていきます。また、安全安心な建築物を確保するため、不特定多数が利

用する既存建築物の所有者等に対する建築基準法に基づく建築物の定期報告制度の周知・普及に

努めます。 

・ユニバーサルデザインのまちづくりについては、「三重県ユニバーサルデザインのまちづくり推進

条例」の改正にあわせ条例の理念等をＰＲすることで、施設整備を担う人たちの意識向上を図り、

施設等のバリアフリー化の推進に努めます。 

 
 

県民指標    

目標項目 

23 年度 

 

現状値 

24 年度 

目標値 

実績値 

27 年度 

目標値 

実績値 

目標項目の説明 

－ 3 区域 9 区域

コンパクトなま
ちづくりが進め
ら れ て い る 都
市計画区域の
数 1 区域 － － 

集約型都市構造（コンパクトなまちづくり）の形成に
つながる土地利用を促進する取組（都市計画制度
による土地利用の規制や誘導等）が行われている
都市計画区域の数 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

人口減少、超高齢社会の中、県民の皆さんが快適
に生活するためには、集約型都市構造の構築をし
ていくことが基本になると考えられることから選定しま
した。 

平成 23 年度の現状値に、改定した三重県都市マ
スタープランの見直し方針や、都市計画基礎調査
の結果により、土地利用を促進する取組が想定さ
れる２区域を加えた３区域を目標値として設定しま
した。 
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                                      (単位：百万円) 

 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度

予算額等 4,093 4,751  

 
 

活動指標    

 目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

鉄道と道路との
立体交差化を行
う事業の進捗率 

63.9％ 73.9％ 100％
鉄道と道路との立体交差化（高架化、アンダー
パス＊）を行う事業の進捗率 

対応する基本事業 35301 快適なまちづくりの推進 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

踏切渋滞・事故を解消し、周辺地域の
交通円滑化や鉄道により分断された
市街地の一体化を図るため都市基盤
の整備として重点的に取り組む事業で
あることから選定しました。 

事業実施中の松阪公園大口線と近鉄名古屋線川原町駅付近の
立体交差化事業の事業計画から、平成 24 年度目標値を 73.9％
と設定しました。 

 
 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

商業施設等でバ
リアフリー化され
た施設数（累計） 

2,170 
施設 

2,317
施設

2,845
施設

「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進
に関する法律」に基づく認定施設数および「三
重県ユニバーサルデザインのまちづくり推進条
例」に基づく適合証交付施設数 

対応する基本事業 35302 ユニバーサルデザインのまちづくりの推進 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

法律や条例に基づき整備され、適合
証を交付された公共的施設の数であ
り、だれもが暮らしやすいまちづくり
（環境づくり）が展開されているかどう
かを把握する上で、わかりやすい指標
と考えることから選定しました。 

平成 23 年度の実績 2,170 件に、過去の実績と適合率の向上を
加味して 150 件程度の適合件数を見込み、目標値を設定しまし
た。 

 
 
 

施策責任者からのコメント 県土整備部 次長 横山 賢 電話：059-224-2651 

・集約型都市構造の形成（コンパクトなまちづくり）につながる土地利用促進の取組を進めるため、

都市計画の区域の見直し等に取り組みます。 

・安全で安心な建築物を確保するため、不特定多数が利用する既存建築物の安全性確保に努めてい

きます。 
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目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

新築住宅におけ
る認定長期優良
住宅の割合 

25.7％ 26.2％ 28.0％
住宅着工統計＊における新築住宅着工件数に
占める「長期優良住宅の普及の促進に関する
法律」に基づく認定件数の割合 

対応する基本事業 35303 快適な住まいづくりの推進 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

長期にわたり、良好な状態で使用でき
る措置が講じられた住宅の普及を促
進することで、環境負荷の低減を図り
つつ、良質な住宅ストックを将来世代
に承継することができ、より豊かでやさ
しい暮らしへの転換が図られることか
ら選定しました。 

三重県住生活基本計画の目標値である平成32年度31.0％の達
成を目指していく中で、24 年度の目標値を 26.2%と設定しまし
た。 

 
 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

特殊建築物等の
維持保全適合率 

50.1％ 55.0％ 59.5％
定期報告が必要な特殊建築物数に対する維持
保全が行われている建築物数の割合 

対応する基本事業 35304 適法な建築物の確保 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

安全安心な建築物を確保するために
は、不特定多数が利用する既存建築
物への建築基準法の適合性を確保す
るとともに、維持保全も徹底する必要
があることから選定しました。 

平成 23 年３月に、県と特定行政庁により策定した三重県建築行
政マネジメント計画の達成を目指していく中で、24 年度の目標値
を 55.0％と設定しました。 

 
 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

市町、県が制定
した景観に関す
る条例等の件数
（累計） 

30 件 31 件 34 件
景観まちづくりを実践していくための指針となる
景観条例や景観計画等の件数 

対応する基本事業 35305 参画と協働による景観まちづくりの推進 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

景観条例や景観計画には、良好な景
観の形成のために必要となる、具体的
な地域の将来像や景観形成の手法な
どを定めており、景観まちづくりの指針
となるものであることから、選定しまし
た。 

現状値に今後の見込みを加味して目標値を設定しました。 
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施策３５４  水  

【主担当部局：地域連携部】

 
 
 
 
 

平成 27 年度末での到達目標 
近年の気候変動により安定的な水供給への影響が懸念されていることから、これまでの水の安定

供給への取組に加え、地元自治体などと連携して必要な水資源開発を進める一方で、渇水や地震の

非常時に影響を最小限に抑える基盤整備や、県・市町・県民の皆さんそれぞれが主体となった水資

源の有効利用に向けた取組が進んでいます。 

また、土地の基礎情報を把握する地籍調査を着実に進めることによって、個々の土地情報が整備

され、県土全般の計画的な土地利用が進んでいます。 
 

 
 

平成 23 年度の取組概要 

・水資源の確保と安定供給のために、関係部局と連携し、渇水調整の実施および利水安全度向上等

検討 

・水資源機構割賦負担金について、繰上償還の実施 

・川上ダム建設事業、木曽川水系連絡導水路事業の推進に向けて、関係機関と調整するとともに、

国への提言活動を実施 

・水道、工業用水道における管路、水管橋、浄水場など、施設の計画的な更新、改良及び耐震工事

の実施 

・水道、工業用水道において、ISO9001 品質マネジメントシステムを活用し、品質管理の徹底と業

務改善の実施。また、市町・民間事業者（浄水場運転監視等受託者）・ユーザーと研修や訓練など

を実施 

・地籍調査の休止市町に対して、技術的支援や講習会・説明会等の機会を捉えて事業の進展に向け

た取組を実施 

・国土利用計画法に基づく土地取引の監視、届出・勧告制度などの運用促進 

・土地利用基本計画や地価調査結果等を県ホームページにより、県民等へ情報提供 
 

 
 

平成 23 年度の取組の検証（得られた成果、残された課題） 

・水資源機構の建設費割賦負担金軽減のため、約 12.3 億円の繰上償還を実施し、約 2.1 億円の利息

を軽減しました。 

・川上ダム建設事業、木曽川水系連絡導水路事業は国による検証の対象とされたため、実施計画に

対して、事業の進捗が遅れています。 

・ISO9001 を活用した品質管理や業務改善に取り組むとともに、施設の更新や改良及び耐震化を計

画的に実施することで、「安全で安心な水道用水」と「良質な工業用水」を給水支障なく安定して

給水しました。 

・水道、工業用水道において、関係市町と危機管理体制強化などの研修・訓練を行うことにより、

災害時に迅速な対応がとれるよう連携強化を図りました。 

・29 市町のうち、地籍調査事業未着手であった明和町が平成 23 年度に着手し、三重県の未着手市

町はなくなりました。 

・これまでも市町等と連携し、地籍調査を実施してきたところですが、三重県は全国平均と比較し、

進捗の大きな遅れが指摘されています。 

水資源の確保と土地の計画的な利用 
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・大規模災害から迅速に復旧・復興を図るために、土地の境界が復元可能となる地籍の整備が重要

な課題となっています。 
 
 
 

平成 24 年度の改善のポイントと取組方向 

・未利用水源については、有効利用に向け関係機関と連携して取り組んでいきます。また、水資源

機構の建設費割賦負担金の軽減に引き続き取り組みます。 

・川上ダム建設事業、木曽川水系連絡導水路事業は、関係機関と連携を図りながら早期完成に向け

て国等へ働きかけます。 

・水道、工業用水道において、本格的な施設の更新時期に対応するとともに、将来発生が予測され

る大規模地震に備えるため、老朽劣化対策や耐震化など計画的な施設改良を行います。また、津

波を含む地震対策については、国等の基準、指針等の改定状況を見定め対策の検討を行います。

・水道や工業用水道について、県全体の「安全・安定」供給を進めるため、市町・民間事業者（浄

水場運転監視等受託者）・ユーザーと連携した取組を進めます。 

・「安全で安心な水道用水」と「良質な工業用水」を安定して供給するため、引き続き ISO9001 品質

マネジメントシステムを的確に運用し、品質管理の徹底と業務の改善に取り組みます。 

・東日本大震災・紀伊半島大水害による被災地の迅速な復旧に地籍調査の重要性が再認識されたこ

とから、事業を一層進めるため、県庁部局横断的な取組みや、国や市町等との連携を進めます。
 

 
 

県民指標    

目標項目 

23 年度 

 

現状値 

24 年度 

目標値 

実績値 

27 年度 

目標値 

実績値 

目標項目の説明 

－ 469ｋ㎡ 534ｋ㎡

地籍調査の実
施面積（累計） 

448ｋ㎡ － － 

国有林および公有水面を除いた県土を対象とし
て、市町等が地籍調査した面積 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

土地の基礎情報となる地籍調査が計画どおり円滑
に行われていることが、土地の計画的な利用促進に
つながることから目標項目に選定しました。 

過去の実積に、「国土調査第６次十箇年計画」で
掲げる数値及び大規模公共事業の用地測量成果
面積を活用したうえで、設定しました。 
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（単位：百万円） 

 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度

予算額等 17,372 21,236  

 

活動指標    

 目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

飲料水の供給に
対する満足度 

86.2％ 87.2％ 90.0％

ｅ-モニターを活用した調査で、日常生活に欠か
せない飲料水が安心して飲め、安定的に供給さ
れていることに対して、「満足」「どちらかと言え
ば満足」と回答した県民の割合 

対応する基本事業 35401 水資源の確保と有効利用 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

生活に欠くことができない飲料水が、
安定的に確保され、安全に供給され
ている県民の皆さんの満足度を示すこ
とから選定しました。 

平成 27 年度目標に向けての進捗を勘案して、87.2％と設定しま
した。 

 
 
 

目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

浄水場等におけ
る主要施設の耐
震化率 

92.7％ 93.3％ 97.9％
企業庁が管理する浄水場等のうち計画的に耐
震化された主要施設の割合 

対応する基本事業 35402 水の安全・安定供給 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

安全で安心な水を安定的に供給する
ことが事業の目的であり、主要施設の
耐震化状況は、安定供給の指標とし
て適しているため選定しました。 

浄水場等の主要施設 193 施設のうち、平成 24 年度末までに、
180 施設の耐震化を完了することとして、目標値を設定しました。

施策責任者からのコメント   地域連携部 副部長 水谷 一秀 電話：059-224-2711  

・水資源の確保と有効利用を目指すとともに、水資源機構の割賦負担金の軽減について取り組みま

す。 

・水道用水・工業用水の安全・安定供給を確保するため、施設については、老朽劣化対策、耐震化

を進め、品質管理の徹底と、業務の改善に取り組み、災害時などの関係機関との連携強化に取り

組みます。 

・土地の基礎情報を把握する地籍調査を着実に進めることによって、災害復旧・復興の迅速化が可

能となります。地籍調査の休止市町の解消を図るとともに、民間開発や公共事業等の既存測量・

調査の成果を反映できるよう県庁内関係部局による横断的な取り組みを進めます。 
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目標項目 
23 年度 

現状値 

24 年度 

目標値 

27 年度

目標値 
目標項目の説明 

地籍調査の実施
市町数 

23 市町 24 市町 29 市町 土地の基礎情報である地籍調査の実施市町数 

対応する基本事業 35403 土地の基礎調査の推進 

目標項目を選んだ理由 平成 24 年度目標値の設定にあたっての考え方 

地籍調査実施の市町を増やすことが、
事業の進捗率向上につながることから
目標として選定しました。 

 
休止市町に働きかけ、年々市町の増加を図り、平成 24 年度は
24 市町としました。 
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